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巻 言頭

人にも環境にもやさしい
　　上下水道事業をめざして

　今年、名古屋は名古屋城築城、堀川開削に始まる開府400年を迎え、そして名古屋市の下水道管理条例が公布さ
れてから100年を迎えます。この記念すべき年に、名古屋では 7 月に「下水道展’10名古屋」、10月には「愛知・名
古屋 COP10（生物多様性条約第10回締約国会議）」という大きなイベント、会議が開催されます。
　生物の多様性は、水環境と密接に関係しており、上下水道事業は、地球のはぐくむ水を預かるものとして、また
事業を通して温室効果ガスを排出するものとして地球環境に深く関わっており、積極的に環境問題に取り組んでい
く立場にあります。
　このため、私たちを取り巻く環境において「水」が果たす役割を見据え、持続可能な社会の形成に対してなすべ
きことを実行していかなければなりません。
　名古屋市上下水道局では、これまでも環境負荷の少ない上下水道事業、環境を守る上下水道事業をめざし、下水
処理に伴い発生する汚泥は全量を焼却し、汚泥焼却灰は改良土やセメント、汚泥タイルなどの原料として再生利用
しており、有効利用率は約９６％となっています。
　下水処理水は作業用水としての利用のほか、工業用水の水源としても有効利用しており、また、下水処理水を高
度処理した下水再生水は、打ち水に利用したり、豊かでうるおいのある水辺空間を創出するせせらぎ用水として活
用し、ヒートアイランド対策に役立っています。さらに、下水処理水が外気温と比較して冬暖かく、夏冷たいとい
う特性を生かし、ヒートポンプでの冷暖房用熱源として市内 ６ 箇所の水処理センターのほか、市民の憩いの場であ
る「ランの館」でも利用しています。
　下水汚泥の焼却時には窒素分が熱分解され CO2に比較して310倍の温室効果をもつ一酸化二窒素が排出されます。
温室効果ガス削減のために、一酸化二窒素の発生を大幅に減らす高温（８５0℃以上）焼却ができるよう施設の改築
等対策を進め「下水汚泥の高温焼却」に取り組んでいます。この結果、平成20年度には、温室効果ガス排出量を平
成 2 年度と比較して約12.4％削減することができました。
　一方で、「下水汚泥の高温焼却」の効果を持続させていくためには、従来とは違った運転管理の技術や手法が求
められ、焼却炉の運転温度管理や焼却灰の性状特性の維持に、既存の技術の積み重ねに基づいた新たな取り組みが
必要となっています。また、焼却施設の更新に伴った機器更新や処理過程の変更などの際には、従来の業務手順や
運転手順の見直しに留まらず、焼却灰やバイオガス、焼却熱の利用についても全体の見直しが必要となります。
事業運営の節目となる施設更新などの折には、一つひとつの施策を吟味するとともに環境会計を活用し、調和の取
れた環境負荷のさらなる低減を実現し上下水道事業全体で CO2排出量削減に取り組むこととしています。
　COP10では、生物多様性に関する取り組みなどを発表・交流する場や楽しく学び参加・交流する場が設けられ
る予定です。また、「下水道展’10名古屋」では、循環のみちを拓き、循環型社会の形成や地球環境を守る知見や
CO2排出量削減につながる省エネ機器や多くの新技術が紹介されます。COP10や「下水道展’10名古屋」の開催に
合わせ、生物多様性と水との関わりや、名古屋市の水処理技術や水環境保全への取り組みなどを発信するとともに、
多くのことを学びこれまで以上に人にも環境にもやさしい上下水道事業となるよう取り組んでいきたいと考えてい
ます。

名古屋市上下水道局長

 三　 宅 　　勝
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１ ．はじめに

　下水道は、公衆衛生、浸水防除、環境負荷の低減等
の点から必要不可欠な社会基盤の一つである。下水の
処理にあたって必然的に発生する下水汚泥の発生量は
下水道の普及拡大に伴い着実に増大しており、2004年
度における全国の下水汚泥発生量は湿重量ベースで
7500万トンであり、産業廃棄物の総排出量うち全体の
18％に達する（資源のみち委員会、2007）。一方で、
産業廃棄物最終処分場の確保が年々困難になってお
り、その残余年数は全国平均で 6 年程度になっている

（環境省、2006）。そのため、下水汚泥の減量化・再資
源化は廃棄物処理の観点から急務となっている。また
近年、循環型社会形成の一環として下水汚泥のバイオ
マス資源としての利用が注目されている。 平成14年
12月に閣議決定された「バイオマス・ニッポン総合戦
略」（農林水産省、2002）では、下水汚泥を主要なバ
イオマス資源として捉え、有効利用が推進されている。
下水汚泥処理は、資源・エネルギー回収の観点からも
注目されている。
　メタン発酵技術の基本原理は、下水汚泥などの有機
物を、酸素のない嫌気性条件下において嫌気性微生物
群の代謝作用により減量化し、減量化分をメタンと二
酸化炭素へと転換する技術である。このメタンと二酸
化炭素を主成分とする混合ガスはバイオガスと呼ば
れ、バイオエタノール、バイオディーゼル等と同様に

バイオ燃料として注目されている。メタン発酵技術は
下水汚泥、生ごみ、家畜排泄物といった廃棄物系バイ
オマスからバイオ気体燃料を生産する最も主要な技術
である。試算によるとわが国の主要な廃棄物系バイオ
マスからのバイオガス回収ポテンシャルは原油換算合
計395万 kL に達する（李、 2007）。これは政府の輸送
用エコ燃料導入量の目標（2030年）とほぼ同じ量であ
る。そのため、メタン発酵技術はバイオ燃料生産手段
として極めて有力な技術である。
　下水道の分野では、下水汚泥のメタン発酵（嫌気性
消化）は100年以上の歴史があり、古くから用いられ
ている技術である。しかし、従来の下水汚泥のメタン
発酵の目的は汚泥の安定化及び減量化であり、バイオ
ガス回収によるエネルギー利用は付随的な機能でしか
なかった。これに対して、現在議論されている下水汚
泥のメタン発酵は、循環型エネルギー利用システムの
構築を目的としている。それ故、現在求められている
のは、エネルギー回収システムとして従来技術から
アップグレードされた高効率メタン発酵システムであ
る。本稿ではまず、現状の汚泥消化の CO 2 削減効果
を評価するため、汚泥処理工程における嫌気性消化の
導入が、システムにおける CO 2 排出量にどのような
影響をもたらすかをライフサイクルアセスメントの観
点から解析し、整理した。その上で、現状の汚泥消化
技術をさらにアップグレードするため、筆者らの研究
グループがこれまで行ってきた消化プロセスの高効率
化を目的とした一連の研究を紹介する。

キーワード：嫌気性消化、エネルギー回収、温室効果ガス、オゾン処理、微生物群集構造

嫌気性消化による下水汚泥の減量化と
エネルギー利用の効率化

東北大学大学院・環境科学研究科　李　 玉 友



（ 7 ）

Vol. 34　No. 127　2010/3 嫌気性消化による下水汚泥の減量化とエネルギー利用の効率化

２ ．汚泥処理工程における嫌気性消化の導入が
CO２発生量に及ぼす影響

２．１　研究背景と目的
　下水処理システムを取り巻く社会背景として、公共
水域の水質改善の観点から高度処理が推進される一方
で、温室効果ガス削減のため、下水処理工程における
CO 2 発生量を抑制することが求められている。汚泥消
化もまた下水処理システムの一部である。それ故、汚
泥処理方式としての嫌気性消化の導入により下水処理
のトータルシステムにおける CO 2 消費量が減少する
のかどうかは、環境技術としての嫌気性消化の有用性
を考える上で重要である。
　このような背景から、下水処理システムにおけるエ
ネルギー消費量および温室効果ガス排出量について分
析を行っている研究事例が多く報告されている。その
多くはミクロなアプローチにより少数の終末処理場に
ついて詳細な分析を行ったものである。他方でマクロ
なアプローチから国内数多くの処理場における CO 2

排出量の実態を分析し、単位処理量あたりの CO 2 排
出量に処理規模が影響することを報告している研究例
も存在する。しかし、マクロなアプローチからの研究
では処理方式の違いが CO 2 排出量に与える影響が考
慮されておらず、また水処理部門と汚泥処理部門に分
けて分析された報告もない。そこで処理方式と処理規
模を考慮した分析を処理部門別にする必要がある。
　本研究では、国内多くの下水処理場において、汚泥
処理工程における嫌気性消化導入がエネルギー消費由
来の CO 2 排出量に対して及ぼす影響を、統計学的手
法を用いて分析し、モデル化することを試みた。

２ ．２ 　分析方法
　本研究では、各処理場におけるエネルギー消費量は
下水道統計行政編 6 . 使用エネルギー 2 ）処理場施設

（日本下水道協会、1999）の各欄に記載されているデー
タを使用した。一部、各終末処理場を管理する自治体
から提供を受けたデータを補足的に用いた。上記によ
り得られるエネルギー消費量から、エネルギー消費に
伴う CO 2 排出量に換算するにあたり、法令（環境省、
経済産業省、2006）および技術資料等（社団法人日本
下水道協会、1999、財団法人下水道新技術推進機構、
2003）に基づく換算係数を用いた。
　処理規模が CO 2 排出量に及ぼす影響のモデル化に
あたり、以下に示す 2 つのモデルを提示し、それぞれ
に対し単回帰分析を行った。

（真数モデル）　CSS=a0 +a1/ Q S

（対数モデル）　logCSS=a0 +a1/log Q S

ここに、
Css：汚泥処理部門における CO 2 排出量、[t―CO 2 /DS]
Q S： 汚泥処理部門における処理規模、[t―DS/y] または

[ 千 t―DS/y]
である。
　汚泥処理方式別に CO 2 排出量を分析する上で、ま
ず汚泥処理方式の分類を行った。分類は下水道統計に
基づき、主要な処理方式を選択した結果、表 1 に示す
汚泥処理方式について分析を行うことにした。
　なお、嫌気性消化工程を含む処理方式においては、
消化ガスの有効利用による CO 2 削減効果について、
消化ガスの利用によりこれと等しい熱量の A 重油を
代替するものとして次式により表現することにした。

Css'=Css － UER

表 １　本研究で解析対象とした汚泥処理方式
処理規模の対数による回帰式：Log（Css）=a0+a1 Log（QS）、Css：［t-CO2/t］、Qs：［t/y］
処理規模の逆数による回帰式：Css=a0+a1/ QS、Css：［t-CO2/t］、Q s：［千 t/y］

構成 採用処
理場数

有効標
本数

処理規模の対数による回帰 処理規模の逆数による回帰 適用範囲
QS：［t/y］回帰の

有意性
相関
係数

回帰係数 回帰の
有意性

相関
係数

回帰係数

a0 a1 a0 a1 Qsmin Qsmax

濃＋脱（機） 754 658 0.01 0.47 0.290 －0.402 0.01 0.58 0.101 0.020 0.56 26,362

濃＋嫌 + 脱（機） 169 142 0.01 0.53 0.612 －0.329 0.01 0.42 0.437 0.053 23.64 180,489

濃＋嫌（機）+ 焼 76 71 0.01 0.92 1.639 －0.504 0.01 0.92 0.417 0.876 125.365 69,580

濃＋嫌 + 脱（機）+ 焼 27 24 0.01 0.74 1.925 －0.551 0.01 0.65 0.533 1.165 950.643 95,404

濃＋脱（機）+ コ 18 16 0.05 0.49 0.389 －0.550 なし 26.697 731

濃＋脱（機）+ 乾 16 14 なし なし 14.97 5,434

濃＋嫌 + 脱（機）+ 乾 11 9 0.01 0.88 1.106 －0.327 0.01 0.80 0.743 0.360 258.22 14,664
※濃：濃縮、嫌：嫌気性消化、脱（機）：機械脱水、乾：乾燥、コ：コンポスト化、焼：焼却
※回帰の有意性の欄の数値は、その数値を有意水準とする F 検定（分散分析）にて優意性を示したことを示す。
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ここに、
Css ：消化ガスの有効利用を考慮しない場合の、単位処

理汚泥あたりの CO 2 排出量、[t―CO 2 /t―DS] 
Css' ：消化ガスの有効利用を考慮した場合の、単位処

理汚泥あたりの CO 2 排出量、[t―CO 2 /t―DS]
U：消化ガス利用率、[―]
E： 消化ガスの A 重油代替効果、 [1.59*10― 3 t―CO 2 /

Nm 3 ―消化ガス ]
R：消化ガス発生倍率、[Nm3―消化ガス /t―DS]
消化ガス利用率 U については当該処理方式を採用す
る処理場における中央値を、消化ガス発生倍率 R に
ついては嫌気性消化行程を含むすべての処理方式にお
ける算術平均値を、ともに下水道統計行政編 5 . 処理
場施設（9）汚泥処理作業 2 ）汚泥消化設備に記載さ
れているデータから求めた。

２ ．3 　嫌気性消化（AD）工程の有無による CO２排
出量の比較

　嫌気性消化工程を含む汚泥処理方式と嫌気性消化工
程を含まない汚泥処理方式とで、単位処理汚泥量あた
りの CO 2 排出量 Css がどのように異なるのかを比較
した。比較対象は、最終安定化工程である焼却工程を
含む方式対である「濃縮＋嫌気性消化＋脱水＋焼却」
および「濃縮＋脱水＋焼却」とした。消化ガスの有効
利用を考慮しない場合の Css について、実績値およ
び対数モデルにより予測した値、また対数モデルによ
る予測値から消化ガスの有効利用による CO 2 排出抑

制量を差し引いた値 Css’を図 1 に示す。この結果よ
り、消化ガスの有効利用を考慮しない場合、嫌気性消
化工程を有す処理方式のほうが有しない方式より
CO 2 排出量が多い傾向にあることがわかる。なお、当
該 2 方式における Css について処理規模の影響を制
御した共分散分析を行ったところ、有意水準 5 %で有
意差を生じた。一方、消化ガスの有効利用を考慮する
と嫌気性消化工程を有す方式のほうが CO 2 排出量が
少なくなり、処理規模が20000t―DS/y 以上の範囲にお
いて汚泥処理部門内部では CO 2 排出量がマイナスに
なる（自家発電での利用などにより他の部門における
CO 2 排出量を削減できる）可能性があると予測される
ことがわかる。これは、20000t―DS/y 以上の規模の汚
泥処理システムでは、嫌気性消化工程を導入すること
によりエネルギー生産につながる可能性を示唆してい
る。

２ ．4 　小結
　汚泥処理工程において嫌気性消化の導入が CO 2 削
減に影響するかどうかを統計的手法により分析した結
果、現状の汚泥消化技術でも、消化ガスの有効利用を
行うことで CO 2 排出量を削減できることが示唆され
た。また、この CO 2 削減効果は規模が大きくなるほ
ど顕著になると予測された。以下では、現状の消化技
術を高効率化し、嫌気性消化の有用性をさらに促進す
るために行った一連の研究を述べる。

図 １　汚泥処理工程において嫌気性消化の有無がシステムのCO２排出量に及ぼす影響
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3 ．濃縮余剰汚泥の中温消化と高温消化の処理
特性の比較

3．１　研究背景と目的
　一般的に、下水処理場で発生する汚泥は最初沈殿池
から発生するものと最終沈殿池から発生するものの 2
種類ある。前者を初沈汚泥と呼び、後者を余剰汚泥と
呼ぶ。標準的な汚泥の嫌気性消化（メタン発酵）では、
この両者を混合して処理する。そのため従来の下水汚
泥の嫌気性消化の研究では、こうした混合下水汚泥を
処理対象とした研究が行われてきた。また、嫌気性消
化の至適温度条件として中温条件（約35℃）と高温条
件（約55℃）が知られている。両条件は有機物の消化
処理特性において特徴的な違いを持っており、下水汚
泥の中温消化と高温消化の処理特性の比較を焦点とし
た研究が古くから行われてきた（Golueke C.G., 1958）

（Buhr H.O., 1977）（松雄、1981）。こうした研究を基
にした中温消化と高温消化の処理特性の比較を表 2 に
示す。加水分解速度と病原性微生物の死滅効果では高
温消化に優位性があり、残存 VFA（揮発性脂肪酸）
濃度及び脱水ろ液の C/N は中温の方が高温より低い
ことは共通した見解である。しかし、有機物分解率、
メタン生成量、脱水性といった主要な処理特性項目に
おいて、研究者によって見解が分かれているのが現状
である。このことの理由の 1 つとして考えられるのが
混合汚泥における初沈汚泥と余剰汚泥の比率である。
一般に初沈汚泥は下水中の懸濁成分、余剰汚泥はばっ

気槽で増殖した好気性微生物菌体といった全く異なる
由来の成分で構成されている。そのため、初沈汚泥と
余剰汚泥では嫌気性消化の処理特性が大きく異なるこ
とが容易に想像できる。筆者（Li Y.Y., 1992）は、難
分解性の余剰汚泥の加水分解が嫌気性消化の律速要因
となっていることを示唆した。ところが従来の研究で
は、処理場によって異なるとされる初沈汚泥と余剰汚
泥の混合比を考慮せず、一括して下水汚泥という括り
で処理対象として扱ってきたため、嫌気性消化処理特
性に関して見解の不一致が生じたと考えられる。
　以上のことから筆者らは、嫌気性消化の処理特性は
初沈汚泥と余剰汚泥で分けて検討する必要があると考
えた。また嫌気性消化の効率化を図る上では、上記の
ように律速要因となっている余剰汚泥の分解特性に関
する理解の方が、より重要性が高いと判断した。そこ
で筆者らは、まず余剰汚泥を単独の基質とした中温消
化と高温消化の処理特性の比較を行なうことにした。

3 ．２ 　実験条件
　実験条件を以下に示す。余剰汚泥の嫌気性消化連続
実験は、図 2 に示すラボスケールの消化槽を用いて
行った。運転条件を表 3 に示す。温度設定は中温消化
槽が35℃、高温消化槽が55℃とした。HRT（水理学
的滞留時間）は中温、高温それぞれ10日、20日、30日
の計 6 系列の並列運転を行った。基質は下水処理場か
ら採取した TS 4 ～ 5 %の濃縮余剰汚泥である。

3 ．3 　運転処理特性の比較
　表 4 に各消化槽の定常状態における運転指標項目の
平均値を示す。中温条件、高温条件それぞれにおいて
HRT の増大とともに CODCr 及び VSS 分解率とガス
生成倍率の上昇が観察された。中温条件と高温条件に
おける処理特性の違いとして、 pH、残留 VFA 及び
NH 4

+―N 濃度は、中温消化と比較して高温消化の方が
高いことが示された。消化汚泥の凝集性は高温消化よ
りも中温消化の方が良好であった。有機物分解率に関
しては、 CODCr 分解率は中温消化と比較して高温消
化の方が1.07～1.10倍上回っていた。VSS 分解率は中

表 ２ �　従来の研究を基にした下水汚泥の中温消化と高
温消化の処理特性の比較に関するまとめ

評価項目 中温 高温

加水分解速度 ▼ ○
有機物分解率
メタン生成量
残存VFA濃度 低い 高い

脱水性
脱水ろ液C/N 低い 高い

病原性微生物の死滅 ▼ ○
凡例：○＝有利，□＝同等，▼＝劣る

見解が分かれる
見解が分かれる

見解が分かれる

図 ２　実験装置
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温消化と比較して高温消化で1.40～1.45倍と顕著に高
かった。 バイオガス生成に関しては、ガス生成速度
及びガス生成倍率は中温消化よりも若干高温消化の方
が高い傾向にあるが、メタン含有量は中温消化の方が
2 ～ 3 %上回るため、メタンガス生成量としては両者
に顕著な差は見られなかった。以上のことから、
CODCr 分解率は中温消化と比較して高温消化の方が
1.07～1.10倍上回っていたものの、メタン生成量には
顕著な差は見られなかった。VSS 分解率でみた加水
分解能力は中温消化と比較して高温消化の方が大きく
優れていた。消化汚泥の凝集性は中温消化の方が高温
消化よりも良好であった。

3 ．4 　嫌気性消化の各反応段階における速度比較
　嫌気性消化は複雑な微生物群集が関与する多段階反
応である。消化プロセスにおける有機物からメタンへ
の分解過程は主に加水分解、酸生成およびメタン生成
の 3 段階に構成されることが知られている。 各過程
の反応速度を比較することは工学的に重要である。そ
こで中温および高温条件の定常状態における加水分解
速度、酸生成速度およびメタン生成速度を計算した結
果を図 3 に示す。HRT10～30日の範囲において、中
温消化および高温消化とも加水分解が最も小さい速度
を示すことから、加水分解段階が律速段階であること
を示唆している。中温と高温消化条件を比較すると、
メタン生成速度と酸生成速度は同程度であるが、加水
分解速度は高温消化の方が中温消化より高いことが明
らかであった。即ち、消化温度を上げることは、加水

分解の促進効果が確実に得られることが示された。

表 3　消化槽の運転条件

項目 単位 設定値

消化温度 ℃ 中温(35),  高温(55) 

HRT 
消化槽有効容積

日
L 

10 
5 

20 
5 

30 
5 

TS 容積負荷
VS 容積負荷

COD 容積負荷

g/L. d 
g/L. d 
g/L. d 

4. 84 
3. 76 
6. 02 

2. 42 
1. 88 
3. 01 

1. 61 
1. 25 
2. 01 

表 4　定常状態における消化槽運転指標項目平均値
項目

HRT(days) 10 20 30 10 20 30
pH 7.20 7.27 7.34 7.56 7.63 7.66

VFA濃度(mg-HＡc/L) 57 72 40 155 279 545
NH4

+-N濃度(mg/L) 1567 1932 2007 2081 2210 2283
消化汚泥凝集性

CODCr分解率(%) 37.2 39.9 46.8 39.7 43.8 50.3
VSS分解率(%) 29.5 33.0 40.6 41.2 47.2 58.9

ガス生成速度(L/L-槽容量/day) 1. 56 0. 87 0. 63 1. 57 0. 94 0. 66
ガス生成倍率(L/L-投入量) 15. 6 17. 4 18. 8 15. 7 18. 7 19. 7

CH4(%) 62. 4 63. 4 63. 4 59. 3 61. 9 61. 0
CO2(%) 36. 4 34. 8 33. 8 34. 8 34. 6 33. 9

高温

い低い高

中温

図 3　各消化槽における反応速度の比較
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3 ．5 　各消化槽におけるCODCr 物質収支
　嫌気性消化における物質収支をとるのには異なる物
質を推移するための共通指標として COD 当量で扱う
のが合理的である。それは、 H 2 あるいは CH 4 の生成
だけが液相からの COD の減少をもたらすため確実に
物質収支がとれること、また液相の pH に応じて生成
量が著しく変化する CO 2 の挙動を考慮する必要がな
いことが理由である。
　投入全 COD を100%とし、各消化槽の物質収支を図
4 に示す。中温の場合、固形分の残存割合は HRT 10
日から30日への増大に伴い58%から48%に減少した
が、メタンガスの割合は41%から47%に高くなった。
溶解性成分は 2 %～ 4 %程度であった。一方高温の場
合、固形分の残存割合は HRT 10から30日への増大に
伴い48%から34%に減少し、メタンガスの割合は41%
から47%に高くなった。溶解性成分は8.5%～12%の範
囲にあり、明らかに中温消化より高かった。このよう
に、 COD 物質収支で中温と高温消化を比較すると、
同じ HRT 条件において投入汚泥からメタンガスへの
転換率はほぼ同程度であったが、固形分の減量に関し
ては高温消化による効果が明らかであった。その結果、
高温消化では溶解成分が多く蓄積された。中温消化と
高温消化における溶解性成分（0.45μ m のフィルター
でろ過したもの）を VFA、炭水化物、タンパク質お
よびその他の成分に分画したそれぞれの濃度を図 5 に
示す。中温消化では各成分の COD 換算値の総和は
1000mg/L 以下であったのに対して、高温消化では
4000mg/L 程度で 4 倍ほど高かった。分析の結果、溶
解性成分の中でタンパク質の蓄積が顕著であった。本
研究の結果より高温消化において消化液に残存する溶
解成分は主にタンパク質であることが分かる。
Houghton ら（Houghton, 2001）は汚泥中に溶解性タ
ンパク質として存在する EPS が脱水性に影響を与え

るとしていることから、溶解性タンパク質の残留は、
上記のように高温消化における凝集性の悪化に影響し
ている可能性がある。 

3 ．6 　小結
本研究より得られた主な結論は次の通りである。
1 ．HRT30日の高温消化による余剰汚泥の COD 分解

率は50%程度であり、中温消化のそれより数％程度
高かった。また、中温消化と高温消化のいずれも加
水分解が律速段階であった。

2 ．高温消化において、 VSS 分解率にみる固形性成
分の加水分解率は明らかに中温消化より高かった。
しかし、残存溶解成分濃度は明らかに中温より高温
消化の方が高く、その大部分はタンパク質であった。

3 ．高温消化汚泥の脱水性は中温より悪かった。これ
は高温消化における溶解性タンパク質の残存と関係
していると考えられた。

4 ．濃縮余剰汚泥の中温消化と高温消化におけ
る微生物群集構造の比較

4．１　研究背景と目的
　嫌気性消化は複雑な微生物群集が関与する多段階の
反応によって成立している。前章で述べたように嫌気
性消化の至適温度として中温消化と高温消化が知られ
ているが、この温度は中温性微生物と高温性微生物そ
れぞれの至適生育温度と関連している。そのため、中
温消化と高温消化においては、嫌気性消化に関与する
微生物群が全く異なると考えられる。実際、汚泥以外
の嫌気性処理プロセスにおいて、中温消化と高温消化
では顕著に異なる微生物群集が構成されることが報告
されている（Sekiguchi Y., 1998）（Leven L., 2007）。従っ
て、前章でみられた中温消化と高温消化間の処理特性
の違いは微生物群集の違いに起因することが考えられ

図 4　各消化槽におけるCOD物質収支
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図 5　各消化槽における溶解性成分の分析
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る。しかしながら、余剰汚泥を基質とする嫌気性消化
において、中温と高温条件における微生物群集構造の
比較を焦点とした研究は報告されていない。また、余
剰汚泥自体が下水処理プロセスである活性汚泥法で増
殖した微生物の集合体であるが、こうした微生物の消
化槽内での挙動に注目した研究もない。そこで本研究
では、余剰汚泥の中温及び高温消化の微生物群集につ
いて、群集構造及び多様性に注目した解析を行った。
また、余剰汚泥内の微生物の、消化槽における挙動を
解析するため、余剰汚泥についても同様に微生物群集
を解析し、消化汚泥の微生物群集との比較を行った。

4 ．２ 　実験方法
　各消化槽の定常状態である運転109日目において
HRT20日で運転中の中温及び高温消化槽から採取し
た消化汚泥と基質タンクから採取した余剰汚泥からそ
れぞれ DNA を抽出し、解析に用いた。各 DNA サン
プルについて、真正細菌を標的とする EUB341F& 
UNIV1500 Ｒ 及 び 古 細 菌 を 標 的 と す る A109F& 

ARC1059R のプライマーセットでそれぞれ PCR を
行った。その後、 TOPO TA cloning kit を使用して
クローン化を行い、計 6 つのクローンライブラリを構
築した。

4 ．3 　中温消化と高温消化の微生物群集構造の比較
（1）真正細菌群集の比較
　表 5 に中温消化と高温消化のクローンライブラリの
比較を示す。ここでは真正細菌のクローンライブラリ
である（a）と（b）に注目する。中温消化では114クロー
ンのうち45の異なる種類の塩基配列のクローン

（OTU）が得られ、門レベルで 7 つのグループに分類
された。一方で高温消化は119クローンのうち20の異
なる OTU しか検出されず、門レベルで 3 つのグルー
プ に 分 類 さ れ た。 中 で も 97.5 % の ク ロ ー ン は
Firmicutes 門に集中しており、Coprothermobacter 属細
菌のクローンが全クローンの73.1%を占めていた。
Coprothermobacter 属細菌の中でも最も高い相同性を
示した C.proteolyticus は至適 pH が高温消化槽とほぼ

表 5　中温消化と高温消化のクローンライブラリ比較
（a）中温消化真正細菌クローンライブラリ

Phylum Philogenetic group No. of OTUs No. of clones percentage
Firmicutes 15 31 27.2

Clostridium 4 8
Proteobacteria 13 20 17.5

Dechloromonas 1 2
Betaproteobacterium Rufe9b relativesa 1 4

Rhodoferax 1 1
Arcobacter 1 2

Bacteroidetes 11 36 31.6
Bacterium Oil-Tsu-11 relativesa) 4 20

Bacterium Oil-K-3 relativesa) 2 3
Sphingobacteriales 3 7

Chloroflexi 1 1 0.9
Spirochaetes 3 4 3.5
Lentisphaerae 1 2 1.8
W18 relativesa) 1 20 17.5

0.00141154latoT
a) 90~94% sequence similarity with existing sequences

（b）高温消化真正細菌クローンライブラリ
Phylum Philogenetic group No. of OTUs No. of clones percentage

Firmicutes 22 116 97.5
Coprothermobacter 5 88
Thermoanaerovibrio 1 5

Bacillus relatives 2 5
Clostridium 2 4

Proteobacteria 1 1 0.8
Bacteroidetes 1 2 1.7

0.00191102latoT

（C）中温消化古細菌クローンライブラリ
Phylogenetic group No. of OTUs No. of clones percentage

Methanosaeta 1 4 7.0
Methanosarcina 1 11 19.3

MADWAS Cluster 1 10 17.5
Methanoculleus 1 32 56.1

Total 4 57 100.0

（d）高温消化古細菌クローンライブラリ
Phylogenetic group No. of OTUs No. of clones percentage
Methanosarcina 3 36 72.0
Methanoculleus 1 14 28.0

Total 4 50 100.0

表 6　クローンライブラリの多様性解析

a) Sekiguchi’s method (Sekiguchi Y., 1998) b), c) FirstGroupⅡprogram (Yu Y., 2006) 

クローン数 OTUs Richnessa) Richnessb) Diversityc)

余剰汚泥 117 63 171±21 163 4.0
中温消化 114 45 90±18 83 3.2
高温消化 119 20 34±8 26 1.8
余剰汚泥 41 13 - 15.6 2.2
中温消化 57 4 - 1.0 1.1
高温消化 50 4 - 1.0 0.9

真正細菌

古細菌
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同じ7.5であり、余剰汚泥の主成分であるタンパク質
を分解する細菌であることから、余剰汚泥の高温消化
槽の環境によく適応していたといえる。表 6 にはク
ローンライブラリの多様性解析結果を示す。高温消化
の真正細菌群集は、 Richness、 Diversity ともに中温
消化と比較して小さかった。以上の結果から、高温消
化では中温消化と比較して多様性の乏しい微生物群構
造となり、 Firmicutes、中でもタンパク質分解細菌で
ある Coprothermobacter 属細菌が優占化していたこと
が示唆された。
（2）古細菌群集の比較
　表 5 の（c）と（d）に中温消化と高温消化のクロー
ンライブラリを示す。中温消化では酢酸資化性メタン
生成古細菌である Methanosaeta 属、酢酸・水素・メ
チル化合物を利用する Methanosarcina 属古細菌、水
素資化性メタン生成古細菌である Methanoculleus 属、
未培養の水素資化性メタン生成古細菌の系統に属する
古細菌の 4 つのグループにクローンが分類された。一
方、 高 温 消 化 で は 酢 酸 の み を 利 用 す る Methano 
sarcina thermophila に97～99%の相同性を示すクロー
ン と、 水 素 資 化 性 メ タ ン 生 成 古 細 菌 で あ る
Methanoculleus thermophilus に97%の相同性を示すク
ローンの 2 グループにのみ分類された。表 5 の多様性
解析の結果と合わせると、真正細菌と同様に、古細菌
群集においても高温消化は中温消化と比較して多様性
の乏しい群集構造であった。

4 ．5 　余剰汚泥と消化槽の微生物群集構造の比較
（1）真正細菌群集の比較
　表 7 に余剰汚泥のクローンライブラリを示す。（a）
は真正細菌、（b）は古細菌である。真正細菌群集は、
117クローンのうち63の OTU を持ち、門レベルで 9
に 分 類 さ れ る。 中 で も 割 合 が 大 き い の は

Proteobacteria や Bacterodetes に属する活性汚泥で検出
される細菌であった。表 5 に示すように、多様性は中
温消化、高温消化と比較して最も大きかった。余剰汚
泥と中温消化の真正細菌群を比較すると、 Rhodoferax, 
Arcobacter, Dechloromonas 属等に高い相同性を示すク
ローンが計 9 つ共通して検出された。これらの細菌は、
一般に嫌気性消化槽からは検出されず、活性汚泥から
検出される細菌である。そのため、この結果は中温消
化槽内には余剰汚泥由来の細菌の DNA が残留してい
る可能性を示唆している。一方、余剰汚泥と高温消化
の真正細菌群を比較すると、両者において共通の細菌
に高い相同性を示すクローンは存在しなかった。この
結果は高温消化槽内では余剰汚泥由来の細菌の DNA
がほとんど存在しないことを示唆している。このこと
から、高温消化では熱の影響によって余剰汚泥由来の
中温性微生物が死滅してしまうため、 DNA が残存し
ないことが推察される。上記のように余剰汚泥は活性
汚泥微生物群の集合体であることから、熱による菌の
死滅が高温消化における加水分解能力の高さと関係し
ていると考えられる。
（2）古細菌
　表 7（b）に示す余剰汚泥の古細菌群集は、41クロー
ンのうち13の OTU を持ち、 7 つのグループに分類さ
れた。表 5 から、多様性は中温消化、高温消化と比較
して最も大きかった。余剰汚泥と中温消化のクローン
ライブラリを比較すると、余剰汚泥で検出された
Methanosaeta 属古細菌と中温消化で検出されたそれ
が近縁であった。また、余剰汚泥と高温消化のクロー
ンライブラリを比較すると、余剰汚泥で検出された
Methanosarcina 属古細菌と高温消化で検出されたそ
れが近縁であった。以上のことは、余剰汚泥から検出
された古細菌の DNA の近縁な古細菌の DNA が中温
消化槽と高温消化槽の両方から検出されたことを示し

表 7　余剰汚泥のクローンライブラリ
（b）余剰汚泥古細菌クローンライブラリ

Phylum Philogenetic group No. of OTUs No. of clones percentage
Firmicutes 5 7 6.0

Clostridium 2 2
Proteobacteria 33 68 58.1

Rubrivivax 1 8
Rhodocyclus 1 4

Dechloromonas 1 2
Betaproteobacterium Rufe9b relativesa 3 11

Rhodoferax 1 1
Arcobacter 1 1
Azovibrio 1 5

Bacteroidetes 18 26 22.2
Flavobacterium 4 5

Bacterium Oil-Tsu-11 relativesa) 1 3
Nitrospirae 1 8 6.8

Nitrospira 1 8
Chloroflexi 1 1 0.9

Planctomycetes 2 3 2.6
Actinobacteria 1 1 0.9

Verracomicrobia 1 2 1.7
Gemmatinonadetes 1 1 0.9

0.00171136latoT
a) 90~94% sequence similarity with existing sequences

（b）余剰汚泥古細菌クローンライブラリ
Phylogenetic group No. of OTUs No. of clones percentage

Methanosaeta 1 12 29.3
Methanosarcina 2 6 14.6

Methanobacteriales 1 3 7.3
Methanomethylovorans 1 6 14.6

Methanomicrobiales 2 3 7.3
Methanogenic

endosymbiont of
Caenomorpha sp.

1 4 9.8

WAS Cluster 5 7 17.1
Total 13 41 100.0
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ている。

4 ．6 　余剰汚泥の中温消化と高温消化の比較につい
ての総括

　図 6 に前章と本章を総括して余剰汚泥の中温及び高
温消化の分解機構と微生物の役割の比較を示す。ここ
では嫌気性消化の反応段階を、加水分解・酸生成・水
素酢酸精製・メタン生成の 4 段階に分ける。まず加水
分解段階は、連続運転結果から高温消化は中温消化と
比較して高い分解能力を持つ。また微生物群集の解析
から、中温消化では余剰汚泥由来の微生物が残留して
いると考えられるのに対して、高温消化では熱による
死滅のためか検出されない。これらの 2 つの特徴は互
いに矛盾しない。次に、酸生成段階において連続運転
の結果から、中温消化では溶解性 COD 成分が残留し
ないのに対して、高温消化では溶解性 COD 成分が顕
著に残留する。微生物群解析の結果からは、中温消化
では多様な酸生成細菌が検出されるのに対して、高温
消化では多様性が乏しく Coprothermobacter 属細菌が
優占している。これらのことから、中温消化では多様
な酸生成細菌群集が多様な溶解性成分を分解できる
が、一部の細菌に偏った高温消化の酸生成細菌群集で
は、一部の溶解性成分を分解できないと考えられる。
最後にメタン生成段階では、連続運転結果から中温消
化では VFA 蓄積が見られなかったのに対し、高温消
化では HRT10～30日の範囲で VFA が155～545mg―
HAc/L 蓄積した。一方、微生物群解析からは、中温
消化では酢酸濃度が低い場合に競合有利である
Methanosaeta 属古細菌が検出され、高温消化では酢
酸濃度が高い場合に競合有利である Methanosarcina

属古細菌が優占化していた。以上のことから、中温消
化と高温消化における処理特性の特徴と微生物群集構
造の特徴が互いに関係付けできることが示唆された。
　以上のことを踏まえ、余剰汚泥の中温消化と高温消
化の比較のまとめを表 8 に示す。

表 8　余剰汚泥の中温消化と高温消化の比較のまとめ

評価項目 中温 高温
加水分解速度 ▼ ○
有機物分解率 ▼ ○
メタン生成量
HRT短縮効果 ▼ ○
残存VFA濃度 低い 高い

脱水性 ○ ▼
余剰汚泥由来細菌 残留 死滅
微生物群集多様性 ○ ▼
凡例：○＝有利，□＝同等，▼＝劣る

□

4 ．7 　小結
　本研究より得られた主な結論は次の通りである。
1 ．中温消化と高温消化のクローンライブラリの比較

から、高温消化は中温消化と比較して真正細菌、古
細菌ともに多様性の乏しい構造であった。高温消化
の真正細菌群集では Firmicutes が97.5%の割合であ
り、中でも Coprothermobacter 属細菌が73.1%を占め
て優占していた。古細菌群集は酢酸資化性メタン生
成古細菌の M. thermophilus と水素資化性メタン生
成古細菌の M. thermophilus だけから構成される単
純な構造であった。

2 ．余剰汚泥と消化槽のクローンライブラリの比較か
ら、真正細菌群集については中温消化では余剰汚泥

図 6　余剰汚泥の中温及び高温嫌気性消化の分解機構と微生物の役割の比較
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と共通した細菌のクローンが 9 こ検出されたのに対
し、高温消化では余剰汚泥と共通した細菌のクロー
ンは検出されなかった。古細菌群集については、余
剰汚泥から検出された古細菌と近縁な古細菌が中温
消化槽と高温消化槽の両方から検出された。

5 ．オゾン酸化と嫌気性消化を組み合わせたプ
ロセスの最適化

5．１　研究背景と目的
　第 3 章の結果によれば、余剰汚泥の嫌気性消化は加
水分解段階が律速である。近年、下水汚泥あるいは余
剰汚泥に対し物理化学的分解促進処理を施すことに
よって、加水分解を促進し、嫌気性消化の反応効率を
向上させようとする試みが多く報告されている。しか
しながら、こうした研究は主として様々な物理化学的
分解促進処理の開発及びその処理条件最適化であり、
嫌気性消化プロセスとしてどのようにして組み立てる
べきかなど最適化を焦点とした研究は非常に少ない。
そのため筆者らは、分解促進処理の代表的技術である
オゾン酸化に注目し、オゾン酸化と嫌気性消化を用い
た最適のプロセスを追求することを目的とした研究を
行った。検討項目は次の 3 つである。
（1）オゾン前処理とオゾン後処理循環プロセスの比較
　分解促進処理と嫌気性消化の組み合わせ方として標
準的なものは前処理である。つまり消化槽へ投入する

前に基質に対して処理を行う方式である。しかしなが
らこうした方式は、基質に含まれる難分解成分だけで
なく、もともと易分解の成分まで処理してしまうため
不効率である。そこで、消化汚泥に対してオゾン処理
してから消化槽へ返送し、再分解させるプロセス（オ
ゾン後処理循環）を考案した。この方式では、一度消
化を経て残留した難分解成分に対して処理を行うため
処理効率が向上すると考えられる。後処理循環プロセ
スと前処理プロセスとの性能比較を行う。
（2）中温条件と高温条件におけるオゾン酸化処理によ
る分解促進効果

　嫌気性消化の至適温度は中温条件と高温条件の 2 通
りがある。（1）で述べた各オゾン処理に対して、組み
合わせる消化槽が中温条件の場合と高温条件の場合に
それぞれ生じる分解促進効果の比較を行う。
（3）温度フェーズと中間オゾン処理の組み合わせによ
る複合プロセスによる分解促進効果

　余剰汚泥を基質とする嫌気性消化において、高温消
化は中温消化と比較して COD 分解率と VSS 分解率
が大きい。しかし、溶解性 COD 成分が分解されずに
残留するため消化汚泥の脱水性が悪化するという問題
があった。高温消化で残留するのは主にタンパク質で
あるが、残留する溶解性タンパク質は中温消化におい
て分解可能であることが示唆された（小林、2006）。従っ
て、高温消化の後段に中温消化を設置することにより、

図 7　本研究で検討した嫌気性消化プロセスのフロー
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高温消化の高い VSS 分解率を保持しつつ、中温消化
で残留溶解性 COD 成分の分解を行うことで脱水性の
改善が期待できる。また本研究では、 2 槽から構成さ
れる温度フェーズのプロセスの特徴を生かし、前段の
消化槽の流出汚泥に対してオゾン処理を行う中間オゾ
ン処理を新たに検討した。中間処理が後処理循環と異
なる点は、後処理循環では流出汚泥の半分に対してオ
ゾン処理を行い、残り半分はそのまま流出させてしま
うのに対し、中間処理では前段の消化汚泥の全量に対
してオゾン処理を行うことができる。温度フェーズの
みのプロセスを TM プロセス、温度フェーズ＋中間
オゾン処理のプロセスを TOM プロセスとして連続運
転を行い、これまで検討してきたプロセスとの総合的
な性能比較を行う。

5 ．２ 　実験条件
　図 7 に本研究で検討した 8 つのプロセスのフローを
示す。中温条件のプロセスは、（1）中温消化、（2）
OM、（3）MOR の 3 つである。高温条件のプロセス
は（4）高温消化、（5）OT、（6）TOR の 3 つである。
温度フェーズのプロセスは（7）TM、（8）TOM の 2
つである。すべてのプロセスで使用した消化槽は 1 章
と同じ有効容量 5 L の完全混合型リアクターである。
プロセスの HRT は全て30日で統一した。中温消化槽
の温度は35℃、高温消化槽の温度は55℃に設定した。
オゾン処理は、処理汚泥の TS 1 g あたり0.02g の反応
量で回分的に行った。

5 ．3 　中温条件におけるオゾン処理の効果の比較
　表 9 には、各プロセスの定常状態（運転90日以降）
における処理性能の平均値をまとめた。中温条件のプ
ロセスにおいては、COD 分解率は、MOR> 前処理中
温＞中温の順に優れていた。VSS 分解率については、
MOR プロセスのそれが中温と比較して約1.45倍程度
大きく向上したことから、加水分解が促進されたこと
を意味する。かつ、消化汚泥の凝集性、脱水ろ液の水
質にも中温と比較して悪化が見られなかった。また
MOR はオゾン反応量が前処理よりも少ないにもかか
わらず、分解率が向上した。このことは、消化汚泥に
対するオゾン後処理は、余剰汚泥に対するオゾン前処
理と比較して効率よくオゾン反応を行うことができる
ことを示唆している。以上から、中温条件においては
オゾン処理による分解促進効果があり、後処理循環の
MOR プロセスの方が前処理プロセスよりも総合的に
優れていることがわかった。

5 ．4 　高温条件におけるオゾン処理の効果の比較
　表 9 より高温条件においては、前処理および TOR

プロセスにおいてメタン生成収率と COD 分解率に顕
著な向上が見られなかった。消化汚泥の凝集性と脱水
ろ液の水質についても同様であった。高温と TOR の
VSS 分解率に注目すると、高温ではもともと加水分
解能力が中温と比較して高く、オゾン処理による加水
分解促進の効果がほとんど現れていない。以上のこと
から、高温条件においてはオゾン処理による加水分解
促進効果が小さく、プロセスとしての分解促進効果が
ほとんど見られないことが示唆された。

5 ．5 　温度フェーズ及び中間オゾン処理の効果の比
較

　温度フェーズのプロセスである TM 及び TOM プ
ロセスの各消化槽における物質の流れを把握するた
め、 COD 物質収支を図 8 に示す。TM、 TOM 両方の
高温消化槽において、流入 COD の約40%がメタン化
したが、残存 S―COD 成分は流入 COD の約24%程度
となっていた。TM 中温消化槽では高温消化槽で残留
した S―COD の約36%は除去されてメタン化したが、
P―COD の分解はほとんど進行しなかった。TOM 中
温消化槽では高温消化槽で残留した S―COD が約55%
減少しただけでなく、高温消化汚泥の P―COD 成分も
約28%減少した。表 9 から TM、 TOM 両プロセスと
もに高温消化と比較して凝集性が改善している。この
結果は中温消化槽において高温消化由来の S―COD 成
分が除去されたことに起因すると考えられる。以上の
結果から、TM プロセスの中温消化槽は高温消化槽で
残留した S―COD を除去するのに対し、 TOM プロセ
スの中温消化槽は TM プロセスよりも多くの残留 S―
COD 成分を除去すると共に、P―COD 成分の分解も進
行した結果、表 8 にみるように TOM プロセスは TM
プロセスより高い CODCr 分解率を示した。従って、
温度フェーズの効果として、後段の中温消化槽におい
て高温消化由来の S―COD 成分を分解し、凝集性を改
善させることが出来る。中間オゾン処理の効果として、
オゾン処理による高温消化汚泥の改質により、後段中
温消化槽における P―COD 及び S―COD の分解を促進
することが出来る。

5 ．6 　処理性能総合比較
　表 9 より、中温と高温条件の比較では、消化汚泥の
凝集性及び脱水ろ液の水質は中温条件の方が優れる
が、VSS 分解率は高温条件の方が高い傾向にあった。
オゾン処理による分解促進効果は高温消化と比較して
中温消化において顕著に向上した。以上のことを踏ま
え、 TOM プロセスでは高温消化は加水分解能力に優
れるため前段に設置し、オゾン処理は消化汚泥に対し
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て行う方が効率的であることから高温消化の後に設置
した。中温消化は消化汚泥の凝集性とろ液の水質が優
れ、オゾン処理による分解促進効果も大きいため中間
オゾン処理の後段に設置した。その結果、 TOM はメ
タン生成収率、 CODCr 分解率が最も高く、オゾン反
応量も後処理循環と同等で前処理の場合の 1 / 2 程度
で効果的な処理ができた。また、消化汚泥の凝集性は
中温条件のプロセスに次いで良好であり、脱水ろ液の
CODCr 濃度は中温消化と同等であった。以上のこと
から、 TOM プロセスは総合的に判断して本研究で検
討したプロセスの中で最も高い性能を示した。特に、
CODCr 分解率は中温消化の1.36倍と大きく向上した。

5 ．7 　小結
　本研究から得られた結論は以下の通りである。
1 ．中温条件における前処理と後処理循環プロセスの

比較では、前処理、後処理循環どちらのプロセスも、
単独の中温消化と比較して CODCr 分解率の向上が
観察されたが、前処理よりも後処理循環の方がより
少ないオゾン反応量で CODCr 分解率の向上効果が
大きかった。

2 ．高温条件における前処理と後処理循環プロセスの
比較では、前処理、後処理循環どちらのプロセスも、
単独の高温消化と比較してメタン生成収率、CODCr

分解率の向上はほとんどなかった。また、前処理と
後処理循環のプロセス間においても処理特性に顕著
な違いはなかった。

3 ．TM プロセスと TOM プロセスの比較では、メタ
ン生成収率、 CODCr 分解率ともに TM プロセスと
比較して TOM プロセスの方が優位であり、中間オ
ゾン処理による分解促進効果が確認された。TOM
プロセスは本研究の他のプロセスと比較して、メタ
ン生成収率、 CODCr 分解率が最も高く、オゾン反
応量も後処理循環と同等で前処理の場合の 1 / 2 程
度で効果的な処理ができた。また、消化汚泥の凝集
性は中温条件のプロセスに次いで良好であり、脱水
ろ液の CODCr 濃度は中温消化と同等であった。以
上のことから、 TOM プロセスは総合的に判断して
本研究で検討したプロセスの中で最も高い性能を示
した。

6 ．まとめ

　以上の一連の研究成果を次の通りまとめる。
　ライフサイクルアセスメントの観点から、汚泥処理
工程の中に嫌気性消化を組み込んだ場合の、エネル
ギー利用効率化における有用性を、統計的手法を用い
て検討した。その結果を以下にまとめる。

表 9　各プロセスの定常状態における性能比較

中温 OM MOR 高温 OT TOR TM TOM

L/g-VS 0.257±0.022 0.263±0.029 0.260±0.024 0.262±0.031 0.256±0.037 0.248±0.023 0.272±0.026 0.307±0.029
CODCr % 46.8±2.8 50.3±2.3 56.0±1.8 50.3±6.5 48.2±3.1 51.5±0.7 56.5±2.2 63.6±1.7
VSS % 40.6±3.0 - 58.9±2.0 58.9±5.2 - 61.0±2.6 58.2±5.3 62.5±3.3

g/L 0.65±0.06 0.73±0.10 0.68±0.06 1.85±0.37 1.78±0.31 1.80±0.74 1.16±0.22 0.97±0.18
CODCr g/L 4.0 - 3.9 8.0 - 8.0 4.2±0.1 4.3
NH4

+-N mg/L 1890 - 1887 1820 - 1816 2260±102 2120
PO4

3--P mg/L - - 997 - - 1042 1050±42 1073
g/L - 1.16 0.56 - 1.16 0.62 - 0.61

a)標準状態に換算

高温条件

単位項目

温度フェーズ

①メタン生成収率a)

③消化汚泥凝集性(ポリアミジン添加量)

⑤オゾン反応量

④脱水ろ液の水質

②有機物分解率

中温条件

図 8　COD物質収支からみた温度フェーズプロセスにおける物質の変換
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（1 ）消化ガスの有効利用を考慮すると嫌気性消化工程
を有す方式の方が有さない方式よりも CO 2 排出量
が少なくなり、処理規模が20000t―DS/y 以上の範囲
において汚泥処理部門内部では CO 2 排出量がマイ
ナスになる可能性があると予測された。

　下水汚泥の中でも難分解性である余剰汚泥の嫌気性
消化において、 2 つの基本的運転条件である中温消化
と高温消化の処理特性について詳細な解析を行い比較
した。その結果は次のようにまとめられる。

（1 ）加水分解能力、 CODCr 分解率、 HRT 短縮効果に
おいて中温消化と比較して高温消化の方が優れてい
た。

（2 ）消化汚泥の凝集性、 VFA および溶解性成分の残
留の点では高温消化と比較して中温消化の方が優位
であった。

　中温消化と高温消化の処理特性違いの決定要因と考
えられる中温と高温の微生物群集構造の比較を行っ
た。その結果は以下のようになる。

（1 ）余剰汚泥由来の細菌の DNA は高温消化では全く
検出されないのに対して、中温消化ではライブラリ
の10%程度検出された。

（2 ）また、高温消化は Coprothermobacter 属を中心と
した Firmicutes の細菌が顕著に優勢であり、真正細
菌、古細菌群集ともに中温消化と比較して多様性の
乏しい群集構造であった。

　以上のことから中温消化と高温消化の間には、処理
特性の相違と関連した特徴的な微生物群集構造の相違
があることがわかった。

　余剰汚泥に対する分解促進処理としてオゾン酸化に
着目し、嫌気性消化とオゾン処理を組み合わせた各種
プロセスの比較検討を行った。その結果はつぎのよう
になる。

（1 ）前処理と後処理循環プロセスの比較では、中温条
件においては前処理、後処理循環どちらのプロセス
も、単独の中温消化と比較して CODCr 分解率の向
上が観察されたが、前処理よりも後処理循環の方が
より少ないオゾン反応量で CODCr 分解率の向上効
果が大きかった。

（2 ）高温条件では、前処理、後処理循環どちらのプロ
セスも、単独の高温消化と比較してメタン生成収率、
CODCr 分解率の向上はほとんどなかった。また、
前処理と後処理循環のプロセス間においても処理特
性に顕著な違いはなかった。

（3 ）TM プロセスと TOM プロセスの比較では、メタ
ン生成収率、 CODCr 分解率ともに TM プロセスと

比較して TOM プロセスの方が優位であり、中間オ
ゾン処理による分解促進効果が確認された。

（4 ）TOM プロセスを本研究の他のプロセスと比較す
ると、メタン生成収率、CODCr 分解率が最も高く、
オゾン反応量も後処理循環と同等で前処理の場合の
1 / 2 程度で効果的な処理ができた。また、消化汚
泥の凝集性は中温条件のプロセスに次いで良好であ
り、脱水ろ液の CODCr 濃度は中温消化と同等であっ
た。以上のことから、 TOM プロセスは総合的に判
断して本研究で検討したプロセスの中で最も高い性
能を示した。特に、 CODCr 分解率は中温消化の1.36
倍と大きく向上した。

　以上のように、難分解性の余剰汚泥の嫌気性消化に
ついて、基本的な運転条件（中温消化、高温消化）に
おいて多角的な解析による特徴付けを行った上で、オ
ゾン酸化処理を組み込んだ最適なプロセスの構築に展
開した。その結果、温度フェーズと中間オゾン処理を
取り入れた TOM プロセスにより余剰汚泥の高効率メ
タン発酵が達成できた。
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参考資料 １：下処理場から発生する温室効果ガスにつ
いて

　地球温暖化という問題が広く認識されてきた昨今で
あるが、下水道事業から温室効果ガスが大量に排出さ
れているという事実は一般的にはあまり知られていな
い。下水道事業は現在大量の温室効果ガスを排出して
いる事業であり、2005年度における排出量は全国で
680万 t―CO 2 と見積もられている。これは日本全体の
排出量（12億9000万 t―CO 2 ）の0.53%であり、上下水
道事業でみると 1 %程にもなる。特に近年公共事業に

おける温室効果ガスの削減が進められているが、公共
事業における温室効果ガス排出量の多くが下水道事業
に起因する。一般的に公共事業から発生する温室効果
ガスの主な排出源は廃棄物事業、公営交通事業および
下水道事業であり、下水道普及率の高い大都市におい
ては下水道事業から排出される温室効果ガスの割合が
高くなる傾向が見られる（表 1 ）。特に東京都では約
45%が下水道事業によるもので都の事業活動の最大の
排出者である（図 1 ）。一方で下水道は地球温暖化を
抑制する効果も持っており、環境中への廃水の進出を
防ぎ、二酸化炭素の21倍の温室効果を持つメタン等が
環境中で大量に発生するのを防いでいる。下水道事業
は今日まで水質の保全に尽力し一定の成果を収めてい
るが、温室効果ガス排出量削減対策は積極的になされ
てこなかった。逆に言えば下水道事業における温室効
果ガス排出量削減対策はある程度の効果が期待出来る
と言える。したがって今後の下水道の役割は水環境の
保全にとどまらず、温室効果ガス排出量削減の役割も
担う必要がある。
　下水道における温室効果ガスの発生要因は大きく分
けて 2 つある。 ひとつは電力の消費や燃料の消費、

下水道局
45％

その他
29％
交通局
14％
水道局
14％

図 １ �：東京都の事業活動から発生する温室効果ガスの
割合

東京都下水道局ホームページ
http://www.gesui.metro.tokyo.jp/index.htm

表 １ �　公共事業から発生する温室効果ガスの内、下水
道事業が占める割合

公共団体 割合

東京都 45％

川崎市 25％

横浜市 22％

仙台市 14％

神戸市 11％

新潟市  9％

福岡市  8％

千葉市  7％

名古屋市 23％（上水含む）

さいたま市 23％（上水含む）
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薬剤の消費に起因するものである。 これは発電や燃
料の燃焼、薬剤の製造の際に発生する温室効果ガスで
あり、発生要因の約半分を占める。 もうひとつは下
水処理場で直接発生するもので、それらは主に二酸化
炭素、メタン、亜酸化窒素がある。 この内二酸化炭
素は化石燃料由来の発生ではないショート・サイクル
の二酸化炭素でありカーボンニュートラルとみなし、
メタンと亜酸化窒素が対象とされる。特に現地で発生
する温室効果ガスは排出量の定量も難しく、知見が圧
倒的に少ないのが現状である。したがって下水処理場
における温室効果ガス発生因子の特定と今後の排出量
削減の必要が増している。
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参考資料 ２：下水汚泥嫌気性消化の現況
２ . １　下水汚泥処理における嫌気性消化の採用状況
　下水道の分野では、伝統的に下水汚泥のメタン発酵
を嫌気性消化と呼んでいる。図― 5 に1984年以降の下
水汚泥発生量、嫌気性消化処理量及びメタン発酵効率
の経年変化をまとめている。近年、小規模下水道の普
及により下水汚泥発生量は確実に増えているものの、
新規の小規模下水処理施設ではほとんど単独の汚泥処
理システムを持たないため、嫌気性処理による汚泥処
理量は横ばい状態が続いている。処理規模別に嫌気性
処理の採用状況を検討すると、下水処理量20,000m3／
日以下の場合、汚泥処理フローに嫌気性消化を込み入
れた事例が少ない。
　特に下水処理量10,000m3／日以下になると、嫌気性
消化がほとんど採用されていない。一方、メタン発酵
の効率を示すガス発生倍率は年々高くなってきてい
る。これは、近年汚泥濃縮技術の進歩に伴い、嫌気性
消化の前段に遠心濃縮器などの機械濃縮が採用されは
じめたため、消化槽への汚泥投入濃度が高くなってき

図 5　下水汚泥処理における嫌気性消化の採用状況とガス発生効率（倍率）の経年変化
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たことによる結果である。

２ . ２　下水汚泥嫌気性消化の性能調査
　2001年度の下水道統計によれば、日本全国で発生し
た下水汚泥の約34.5%（DS ベース）が嫌気性消化を
組み込んだシステムによって処理され、「濃縮→嫌気
性消化→脱水→コンポスト」と「濃縮→嫌気性消化→
脱水→焼却」が代表的な処理フローとなっている。図
－ 6 に示すように、全国の305個の処理場の平均規模
としては、消化槽有効容量は7,600m3であり、滞留時
間は34日、消化温度は34℃であった。投入汚泥の TS
濃度は2.65％と比較的に低いため、消化ガス発生倍率
は11倍程度に止まっている。嫌気性消化による TS 減
量化率は平均51%で、 VS 減量化率は57%であった。
消化ガスの組成としては CH4:60%（57―63%）、 CO 2 : 
36%（32―40%）、H2S:1164ppm（696―2238ppm）であっ
た。

3 . 3　汚泥集約処理システムにおける高濃度消化の
事例
　下水汚泥の効率的メタン発酵システムとして汚泥を
集約処理する横浜市の事例がある。横浜市では11個の
下水処理場で発生する下水汚泥を送泥管路により北部
汚泥処理センターと南部汚泥処理センターに集約し、
図7のようなシステムフローで処理を行っている。こ
こでは高濃度消化を行い、エネルギー回収を行ってい
る。著者らが北部汚泥処理センターの運転状況につい

て約 2 年間継続調査を行ったことがあるので、その概
要を次の通り紹介する。
　北部汚泥処理センターでは 5 つの下水処理場の汚泥
を受け入れ、機械濃縮機で TS 濃度 5 %程度に濃縮し
た後、12個の卵型消化槽（容量6800m3×12基）で中
温高濃度消化を行っている。
　メタン発酵で生成した消化ガスを用いてコージェネ
レーション発電を行っていると同時に、消化ガスの一
部分は汚泥焼却炉の燃料として活用している。
　メタン発酵の前段に遠心濃縮を採用しているので、
濃縮汚泥の濃度をよく管理でき、メタン発酵槽に投入
する汚泥濃度を4.5～5.0%に制御できている。メタン
発酵槽内の pH とアルカリ度がそれぞれ7.25（7.1―7.4）
および4,800mg/L（4,400～5,400mg/L）となっており、
年間を通して安定している。中温36℃、滞留時間30日
の消化により TS、VS、および T―COD 分解率はそれ
ぞれ44.2%、54.2%および60%であった。またバイオガ
スの生成倍率（投入汚泥 1 m3当たりの消化ガス生成
量 m3）は20～30の範囲にあり、図－ 6 にまとめた全
国平均値の約 2 倍以上であった。
　図 7 の下部分に年間運転結果の平均値をまとめてい
る。

図 6　全国にある下水汚泥メタン発酵槽の平均的運転状況（平成１２年度下水道統計に基づく）
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図 7　横浜市北部汚泥処理センターのシステムフローおよび代表的分析結果
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（１）各ポイントでの分析結果

№
　

分析項目 量 pH TS VTS SS COD BOD VFA TN NH4+-N TP SP
受泥量
に対す
る割合

単位 m3 (t*)/
日 - % % mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L % (w/w)

1 受入汚泥 7,770 5.8 1.8 76 ― ― ― ― ― ― ― ― 100
2 消化槽投入汚泥 2,430 5.5 4.8 81 45,000 ― ― 1,300 2,300 160 640 70 31.3
3 脱水機供給汚泥 2,540 7.3 2.7 66 23,000 ― ― 39 2,300 1,100 620 87 32.7
4 汚泥ケーキ 300* ― 20 66 ― ― ― ― 11,000 ― 3,800 ― 3.86
6 焼却灰 25.8* ― 100 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 0.332
7 濃縮機分離液 7,000 6.0 0.4 ― 2,000 1,100 2,600 740 290 94 74 34 90.1
8 脱水機分離液 2,530 7.9 0.1 ― 230 130 83 - 1,000 980 84 72 32.6
9 返流水 9,980 7.7 0.2 ― 470 460 1,100 500 380 300 60 45 128

（２）消化槽運転結果

運転条件 バイオガス バイオガス組成

HRT TS 負荷 VS 負荷 発生量 発生倍率 投入 VS 当り メタン 二酸化炭素 その他 硫化水素 硫化水素
除去後　

日 kg/m3・日 kg/m3・日 Nm3/ 日 Nm3/m3 Nm3/t % % % ppm ppm
27.5 1.78 1.45 53,600 22.5 581 59.1 36.0 4.8 500 1.6
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1 . はじめに

　元来、リンは窒素、カリウムと並んで、植物の生育
に必要な最も重要な元素の一つであり、かつ生体内で
は「エネルギー通貨」である ATP の構成要素として
重要な役割を持つ。したがって、リンは約80％が肥料
として、約10％が飼料として用いられている1 ）。リン
は自然界では気体として存在せず、沈殿物を作りやす
く2 ）、リン酸塩のうち、カルシウム（Ca）塩を除き、
その溶解度は低く、土壌中での拡散、移動は小さいた
め3 ）、土壌に蓄積され、循環しにくい物質と考えられ
る。また、リンは現在その埋蔵量がひっ迫している枯
渇資源であり、特に日本ではリンの生産を行っておら
ず、全量を輸入に依存している。そのような背景のも
とで近年、下水処理システムに大量、高濃度で流入す
るリンを回収し、主に肥料として利用し、リサイクル
するリン回収技術が着目されている。また、畜産廃棄
物や製鋼スラグなども有用なリン資源として注目を集
めつつある。国内で自給不可能なリン資源を、肥料→
食物→人間→下水・廃棄物→肥料のサイクル形成によ
り循環利用することは極めて重要である。
　本稿においては、まずリン資源の現状およびフロー
に関して述べる。次に、リン回収に関してこれまで多
くの報告がある下水からのリン回収技術をまとめて紹
介する。さらに、下水処理システムのどこにどのよう
な技術を使用してリンを回収するシステムが、システ

ム全体を見たときに、最もコスト、環境負荷等の面で
効率的であるかを検討した例を報告する。 

2 . リン資源の現状とフロー

　現在世界のリン鉱石生産量は2005年推定値で1.48億
t/ 年、採掘可能埋蔵量、埋蔵基礎量はそれぞれ2004
年時点で180億 t、500億 t である4 ）。その枯渇年数は
一般に数十年程度と予測されている。図 1では、文献
5 ）、 6 ） と同様の方法で、2004年のリン鉱石生産量を基
準として、リン鉱石生産量の伸び率の違いによる枯渇
年数の比較を行った結果を示す。生産量の伸び率につ
いては 0 ～ 3 %として計算を行っている。図より、

キーワード：リン、下水、最適化、回収
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採掘可能年数は伸び率 0～ 3 %で、53.1～127年と大き
な差が見られた。2003～2007年のリン消費は2.6% / 年
で上昇すると報告されており5 ）、その場合のリン鉱石
の寿命は、採掘可能埋蔵量で56.8年、埋蔵基礎量で
90.3年と試算される。一方でSteen 6 ） は、この試算では、
2050年にリン肥料の施用量は現在の 3倍と供給過剰と
なるが、植物がリンを摂取する以上のリンは不要であ
り、今後はその伸び率が減少し、寿命が延びるであろ
うと予測している。それでも、60～70年後にはリン資
源の半分が枯渇すると試算され6 ）、リンは今後100年
程度で埋蔵量がひっ迫する枯渇資源と言える。
　図 2には日本のリン資源、リン製品の輸入量につい
て、ポケット肥料要覧7 ）、日本貿易月表8 ） にあるリン
鉱石、リン肥料の輸入量をもとに、日本へ流入するリ
ン量を計算した結果および日本でのリン鉱石輸入価格
の推移を示す。輸入量の計算方法は、いずれも各品目
の輸入量（t）に、その原単位（t―P/t―輸入量）を乗
じることで求めている。たとえばリン鉱石ではその輸
入量（t）に、 P2O 5含有率（原単位）35%を乗じ、さ
らに P2O 5中のリン割合（62/142）を乗じることで求
めた。その結果、輸入するリンの大部分はリン鉱石と
リン酸アンモニウムであった。リン酸アンモニウムの
輸入量は増加傾向にあったが、逆にリン鉱石の輸入量
は減少傾向にあり、リンの総輸入量としては減少傾向
にあった。リン鉱石については、主にアメリカからの
リン鉱石輸入量が、1995年から急激に減少したためで
ある。この原因は、アメリカの年間リン鉱石産出能力
の半分以上（ 3 千万 t）を占めていたフロリダのリン
鉱石採掘・リン製品製造会社が、鉱石埋蔵量の枯渇か
ら、自社のリン製品製造量の確保のため、リンの販売
を制限し、輸出を停止したことによる9 ）。またアメリ
カのリン鉱石の輸入価格は15,000円 /t（1998年）から
66,000円 /t（1999年）となり、輸入困難になったと考

えられた。さらに、2004年にはアメリカ国内のリン鉱
石生産者はその輸出を停止した10）。リン酸アンモニウ
ムについては、近年、施肥の労力、手間の省ける高度
化成肥料の需要が増加したことから、輸入量が増加し
たと考えられる11）。
　最近では、アメリカに代わり中国が最大輸入相手国
となっているが、中国はリン製品輸出の過剰増加を抑
制し、中国国内の需要を満たすため、2008年 5 月20日
から12月31日までの間、全ての輸出リン製品に100％
の特別輸出関税を追加することを発表している。これ
を受け、リン鉱石の輸入価格は2008年 9 月で69,000円
/t と急激に上昇している12）。その後、急激な景気後退
により資源価格の多くは暴落したが、リン鉱石につい
ては下落幅が原油などに比べて大きくなく、2009年 8
月現在で30,000円 /t 程度となっている13、 14）。
　輸入されたリンはどのように国内を流れているかを
調べるため、著者らは、水谷の報告15） にならい2000
年度の日本国内のリン物質収支を計算した。その結果
を図 3に示す16）。リン輸入量45万 t（化学工業用リン
製品、無機質肥料、複合肥料）のうち、リン肥料の輸
入量は28万 t、リン鉱石輸入量は14万 t である一方で、
下水への流入量は 5 万 t であり、日本国内へ流入する
リンの大部分は最終的に土壌に蓄積される結果となっ
た。他の廃棄物としては、海産物が1.7万トン、作物
が3.9万トン、下水、し尿以外のごみとして6.3万トン
が排出されている。同様の試算は松八重らによっても
なされており17）、その中では、新たにその他鉱石とし
て鉄鋼業へ流入するリン量が9.4万トンあることが示
されている。松八重らの結果も合わせると、これら廃
棄物のポテンシャルは、26万トン程度と見積もられ、
ほぼ無機質肥料および複合肥料の輸入量と同等のポテ
ンシャルを持つことがわかる。ただし、リンは拡散性
の高い資源であり、このうち最も有望な回収可能な廃
棄物は下水への流入分であると考えられる。
　また、図 3に示したフローにおいては家畜から農耕
地へ流れる量が17万トンある。家畜糞尿の管理に関し
ては、近年農地への過剰な還元が地下水や公共水系の
保全に対して問題があるとの認識から、家畜排せつ物
処理法が2004年11月に本格施行され、不適切な取り扱
いが禁止されている。このような機運とともに、家畜
糞尿からのリンの回収に関する研究も注目されている
18―20）。

3 .　下水処理システムからのリン回収・再資
源化研究の現状

　リンは富栄養化物質の一つであり、これまで環境基
本法では環境基準、下水道法では放流水の水質の技術
上の基準、水質汚濁防止法では排水基準が設けられた。
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したがって、下水からのリン除去に関する研究は1970
年代から行われてきている。特に平成13年12月には第
5次水質総量規制が設けられ、広域的な閉鎖性水域の
水質改善のため、含有量削減目標が設定され、下水処
理では下水中のリンを集約的に処理してきた。
　一方で、近年の産業廃棄物の増加や最終処分場が
ひっ迫していることから、平成12年 6 月に循環型社会
形成推進基本法が公布され、下水道では発生汚泥の再
資源化、有効利用を進めている。特に国土交通省では
第 3 次下水道技術五ヵ年計画や Lotus Project におい
て下水道資源の管理を推進している。Lotus Project
においては、下水汚泥焼却灰からリンを回収するプロ
ジェクトが取り上げられている21）。
　海外におけるリン対策に着目すると、富栄養化防止
を目的としたものが多く見られる。ヨーロッパでは洗
剤、肥料等の会社により、1971年に CEEP（Centre 
Européen d’Etudes sur les Polyphosphates: 欧州ポ
リリン酸センター）が設立され、1995年には CEFIC

（European Chemical Industry Council : 欧州化学工業
連盟）の 1部門となって、下水および動物性廃棄物か
らのリン回収に関する情報を提供している。その設立
背景は、富栄養化問題の原因であるリンを含む合成洗
剤が問題となったことであり、無リン洗剤への転換、
下水処理でのリン除去が行われてきた。しかし、合成
洗剤中のリン0.7g が無リン洗剤中のゼオライト等1.1g
に相当し、無リン洗剤の方が下水汚泥量を増大させる
ことが明らかとなり、また、リン洗剤が低コストで高
い洗浄能力を持つことが着目され、再びその使用が求
められている。その中で、富栄養化防止対策のみなら
ず、発生汚泥を有用資源に変換し、その発生量を減少
させる観点から、リン回収が着目されてきた22）。
　以上のように、世界的に下水処理からのリン資源の

回収は注目されている。特に日本は国内生産が無く、
輸入に依存しているため、大量かつ高濃度にリンが流
入する下水処理システムからのリン回収は非常に重要
である。
　表 1に、国内外における現在実用化あるいは研究段
階にあるリン回収技術を、リン回収する対象（下水・
返流水等、下水汚泥、脱水ケーキ、下水汚泥焼却灰、
溶融飛灰、炭化汚泥）および処理方法（電気、磁気に
よる回収、加水分解・物理化学的処理、薬剤添加、酸
処理、アルカリ処理、加熱処理等）で分類し、リン回
収物の形態をまとめた23、 24）。紙面の都合で参考文献は
割愛するが、詳細な情報を知りたい方は、参考文献
23）を見ていただきたい。
　ここで、日本と海外のリン回収技術の違いを比較す
ると、リン資源の確保の観点以外に、日本では最終処
分場のひっ迫から下水汚泥や焼却灰の減容化が望ま
れ、その中で下水汚泥や焼却灰からのリン回収研究が
着目されている。一方で海外、特にヨーロッパで盛ん
に研究されているのが、富栄養化の防止、下水汚泥の
衛生処理の観点から、下水汚泥や脱水ケーキの有効利
用のためリン回収研究が行われている。特にリン回収
物は肥料用途以外に、リン鉱石の代替用途が考えられ
ているという特徴がある。
　以上の様々なリン回収技術は、多くの場合対象を
絞って研究、実用化されてきている。つまり、下水処
理場へ適用した際の下水処理場全体へ波及する影響に
ついて調べられているものは少ない。また、個別技術
の現システムへの適用を比較して考える場合、コスト、
環境負荷等から各技術を相対的に評価した報告は少な
い25―28）。各種リン回収技術のそれぞれの特性を把握し、
下水処理システムのどこにどのような技術を使用して
リンを回収するシステムが、システム全体を見たとき

図 3 　リン循環図（単位：1000―P トン、参考文献16）に修正加筆
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対
象 処理方法名 原　　　　　　　　　理 回収物

下
水
・
返
流
水
等

Ｍ
Ａ
Ｐ
法

MAP法 PO4
3-、NH4

+、Mg2 + の晶析作用で、リン酸マグネシウムアンモニウム（MAP）を生成。
消化脱離液等のリン濃度が高い下水に薬剤を添加後、ばっ気により撹拌混合。 MAP

AF-BNR-SCP 下水処理で発生する初沈汚泥と生ごみを混合し、消化処理をした脱離液に対してMAP法
を適用。

CSIR CSIR社（南アフリカ）により開発。A 2 O法の嫌気槽から一部晶析槽を経由させ、MAP法、
HAP法により回収。 MAP, HAP

Ｈ
Ａ
Ｐ
法

HAP法 PO4
3-、Ca 2 +、OH- の晶析作用で、カルシウムヒドロキシアパタイト（HAP）を生成。下

水二次処理水等のリン濃度が低い下水に薬剤を添加後、晶析材充填塔に通水。 HAP

DHV晶析法 DHV社（ドイツ）により製品化。NaOHと乳状石灰を添加。

P-RoC フォストリップ法の返流水に対してCSH（ケイ酸Ca水和物）を晶析材としたHAP法に
よりリン酸Caを回収。

リン酸カルシ
ウム

Sydney Water 
Board

Sydney Water Board 社（オーストラリア）により製品化。Ca源として gypsum（石膏）、
晶析材としてMgOを使用。 HAP

電
気
、
磁
気

に
よ
る
回
収

電解法 下水中にFeなどの電極を浸し、直流電流を流すことで、陽極からFe 2 + が溶出し、溶存
酸素によってFe 3 + に酸化。Fe 3 + と PO4

3- が反応し、リンを沈殿除去。 FePO4

Smit-Nymegen 下水二次処理水に対して、石灰、磁石、ポリマーにより凝集沈殿後、超音波処理等により
磁石とリンを分離。

リン酸カルシ
ウム

そ
の
他

吸着法 Zr 系、活性アルミナ系の吸着剤充填塔に下水二次処理水を通水させ、リン酸イオンを吸
着除去。吸着剤は再利用。

リン酸、リン
酸カルシウム

RIM-NUT 下水二次処理水から、イオン交換樹脂でNH4
+、PO4

3-を除去し、NaClで各イオンを溶出後、
MAPとして回収。 MAP

下
水
汚
泥

加
水
分
解
・
物
理
化
学
的
処
理

Cambi-
KREPRO

遠心濃縮汚泥に硫酸を添加し、150℃、pH1～2で加水分解し、有機物、重金属を沈殿分離後、
上澄みにFe塩を添加し、FePO4を回収、過剰なFeは凝集剤に再利用。 FePO4

Heatphos 法 嫌気・好気法の余剰汚泥を70℃で熱処理し、リン抽出。上澄みにCaCl 2を添加しリンを凝
集、回収。

リン酸カルシ
ウム

Aqua Reci 超臨界水によって脱水汚泥を 1分間湿式分解し、無機物を含む残さにNaOHと石灰を添
加し、リンを回収。 FePO4

Seaborne 消化汚泥に酸を添加し、リン、重金属類、有機物を分解。上澄みに消化ガスを通気し重金
属類を沈殿させ、Mg添加によりMAP、消化ガスからはメタンを回収。

MAP、リン
酸カルシウム

酸添加、熱処理 余剰濃縮汚泥に酸を添加し、熱処理することで加水分解し、リンを抽出。リン抽出液は吸
着剤を用いて回収。 ―

オゾン、アルカ
リ溶出

活性汚泥に対し、汚泥を撹拌しながらオゾン注入後、NaOHによって pH10～12で撹拌。
オゾンによって微生物細胞膜が裂傷し、アルカリで細胞膜の溶解が促進。 ―

亜臨界水処理
+MAP法

高温・高圧状態の亜臨界水と余剰汚泥を接触させた後、可溶化汚泥にMg（OH）2を添加し、
MAPを回収。可溶化汚泥はさらに消化工程を経て、高速メタン発酵され、消化液は再び
活性汚泥法で処理される。

MAP

薬
剤
添
加

前凝集沈殿汚泥
からのNaHS

法

塩化第二鉄を最初沈殿池に添加して発生した汚泥にNaHSを添加し、リン酸とFeSを生成。
リン酸にCa塩を添加しリン酸Caを、FeS に酸を添加しH2S、Fe を回収。H2S は NaHS
に、Fe は凝集剤に再利用。

リン酸カルシ
ウム

アルカリ抽出 生物槽に PACを添加して得た余剰汚泥をNaOHで pH12に調整し、汚泥を可溶化。上澄
みはCaCl 2を添加しHAPを回収した後、凝集剤に再利用。 HAP

そ
の
他

HYPRO 前凝集処理により、リンと有機物を沈殿除去し、その汚泥を加水分解することで、脱窒の
炭素源として利用。リンは汚泥中にAl、Fe 塩として回収。

AlPO4

FePO 4

フォストリップ
法

A/O法において返送汚泥の一部を、滞留時間 4～12時間、嫌気適条件下で、上澄みにリ
ン放出させる。上澄みは石灰あるいは他の凝集剤により処理され、固液分離。

リン酸カルシ
ウム

オゾン溶出
+HAP法

A/O法において返送汚泥の一部がオゾン接触槽へ送られ、有機物、リンが可溶化され、
生物学的嫌気槽へ。嫌気槽から一部の混合液を抜き、HAP法によりリン回収。 HAP

Kemicond 下水汚泥に硫酸を添加し、pH 4 でリン酸 Fe を溶出させ、H2O 2の添加によりFePO4を沈
殿させ、汚泥を改質。 FePO4

ZS 吸着 沈砂池流出水に鉄、シリカ重合凝集剤（PSI）を添加し、沈殿汚泥を生成。沈殿汚泥に硫
酸を添加し、リン酸を溶出後、ジルコニウムメゾ構造体（ZS）により吸着。

ZS
吸着態

脱
水
ケ
ー
キ

コ
ン
ポ
ス
ト

Swiss Combi ドラム式乾燥機により脱水ケーキを150℃で乾燥し、得られた乾燥汚泥は肥料および低品
位の燃料として利用。 肥料

Simon-N-Viro 脱水ケーキに対して、50℃でアルカリを添加してコンポスト化し、得られた乾燥汚泥を土
壌改良剤として利用。 有機質土壌

表 1　リン回収研究の現状23）
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に、最もコスト、環境負荷等の面で効率的であるかを
明らかにする必要がある。

4 . 下水処理システムからの各種リン回収技術
の仮想的適用および評価

　筆者らはその 1つの試みとして、各種リン回収技術
を下水処理システムの各ポイントへ仮想的に適用し、
コスト、環境負荷から、最適リン回収型下水処理シス
テムの抽出を行った25）。下水処理システムは、最初沈
殿池、生物反応槽、濃縮、脱水、焼却など様々なプロ
セスあるいはユニットから構成されている。これら多
種類のプロセスおよびユニットの組み合わせを一つの
システムとして捉え、処理水の水質（SS、T―N、T―P）、
所要面積、運転コスト、CO2発生量、エネルギー消費
量、リン回収量をリン回収技術を含む下水処理システ
ム全体において求め、各指標を評価した。対象とした

処理場は大阪府大井処理場であり、システムのフロー
を図 4 に示す。処理水量は平成14年度の平均で約
40,000m 3/day、下水処理におけるフローは流入 - 最初
沈殿池（以下初沈）- 生物処理（A 2 O 法）- 最終沈殿
池（終沈）- 急速ろ過であり、 SVI 制御のため硫酸バ
ン土、リン濃度制御のため PAC を凝集剤として生物
反応槽の好気槽末端に適宜添加していた。高度処理と
しては急速ろ過法を行っていた。汚泥濃縮については、
初沈汚泥が重力式、余剰汚泥が遠心式であり、両者は
濃縮のあと混合濃縮槽で混合されていた。脱水はカチ
オン系高分子凝集剤によるベルトプレス脱水方式を
とっており、脱水ケーキは流動床焼却炉で焼却されて
いた。
　評価手順は 2段階からなり、以下に説明する。
ステップ 1：リン回収プロセスを含めて、対象とする
下水処理システムを構成する各プロセスを選択し、物
質収支モデルによって、選択したシステムにおける物

下
水
汚
泥
焼
却
灰

酸
処
理

Bio-Con 焼却灰に硫酸を添加し、リン、重金属類を溶出後、溶出液をイオン交換し、リン酸、
FeCl 3、KHSO4を回収。 リン酸

酸、溶媒抽出法 焼却灰に硫酸を添加し、リンを抽出後、抽出液から水難溶性の有機溶媒にリンを液液抽出。
さらに有機溶媒中のリンを水中に逆抽出し、リン酸として回収。 リン酸

硫酸抽出、アル
カリ回収法

硫酸により焼却灰からリンを酸抽出し、固液分離後、上澄みにアルカリを添加し、中和す
ることで、pH 4 ではリン酸Ca、pH10では重金属類を分離回収。

リン酸カルシ
ウム

下
水
汚
泥
焼
却
灰

酸
処
理

酸抽出、Ca凝
集

焼却灰のリン濃度から最適硫酸添加量を決定。焼却灰に硫酸を添加し、抽出液にCa薬剤
を添加し、リン回収。

リン酸カルシ
ウム

酸抽出、吸着法 焼却灰に硫酸を添加し、リンを抽出後、上澄みから吸着剤でリンを吸着除去。吸着された
リンはNaOH溶液で脱着後、リン溶出液を冷却し、リン酸Naを回収。

リン酸ナトリ
ウム

SEPHOS 焼却灰に硫酸を添加し、pH1.5で撹拌後、上澄みを pH3.5に調整しAlPO4を回収。AlPO4

にアルカリを添加し、pH12～14で溶解後、Ca塩添加により、リン回収。

AlPO4、リ
ン酸カルシウ
ム

ミョウバン法 焼却灰に硫酸を添加し、リンを抽出後、硫酸アンモニウム等を加え、冷却し、溶液中Al
を複塩として回収。残った溶液に炭酸Naなどを加えてリン酸Naとして回収。

リン酸ナトリ
ウム

ゲル化法 焼却灰に硫酸を添加し、炭酸水素Naを添加し、AlPO4を回収。それにNaOH添加で溶解
し、珪酸Na添加でゲル化させ、リン酸Na、ゼオライト状物質を回収。

リン酸ナトリ
ウム

加熱処理法 焼却灰に硫酸を添加し、溶解させ、二酸化ケイ素と炭酸Naを加えて900℃に加熱するこ
とで、リン酸Naとゼオライト状物質を生成。

リン酸ナトリ
ウム

ア
ル
カ

リ
処
理

アルカリ抽出
+Ca 法（Na法）

焼却灰からNaOH溶液によりリン、Al をアルカリ抽出し、上澄みにCa（OH）2の添加に
よりHAPを生成（Ca法）、または上澄みの放冷によりリン酸Naを析出（Na法）。

リン酸カルシ
ウム（ナトリ
ウム）

溶
融
処
理

還元溶融+ガ
ス冷却、燃焼

焼却灰にコークスを添加し、1250～1500℃で還元溶融し、黄リンガスを揮発分離し、冷却
して液状黄リンを回収、または黄リンガスを燃焼し、酸化リンを湿式回収。

黄リン、リン
酸

薬剤添加溶融処
理 焼却灰にMgO、CaO、SiO 2を添加して溶融することで、熔性リン肥相当品を製造。 熔性リン肥

溶
融
飛
灰

酸
処
理

酸、溶媒抽出法

溶融飛灰に硫酸を添加し、リンを抽出後、抽出液から水難溶性の有機溶媒にリンを液液抽
出。さらに有機溶媒中のリンを水中に逆抽出し、リン酸として回収。 リン酸

炭
化
汚
泥

酸
処
理

酸溶出 炭化汚泥に、硫酸を添加し、90℃で、リン、Al、重金属類を溶出。抽出液にアルカリを添
加し、リン、重金属類を分離回収。

リン酸カルシ
ウム

硫酸抽出、アル
カリ回収

硫酸により炭化汚泥を酸処理し、リン抽出する。上澄みにアルカリを添加し、中和するこ
とで、pH 4 ではリン酸Ca、pH10では重金属類を分離回収。

リン酸カルシ
ウム

加
熱
処
理

加熱処理法 炭化汚泥に含まれる Si、Al、Ca を利用し、NaOHを添加して800℃で焼成することで、リ
ン酸Naとゼオライト状物質を生成。

リン酸ナトリ
ウム

還元加熱 下水汚泥を原料に炭化し、還元雰囲気下、1000～1200℃で加熱して、黄リンを揮発させ、
黄リンあるいはリン酸を製造する。

黄リン、リン
酸
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質収支を計算する。その際、各返流水は最初沈殿池前
まで戻され、流入水と混合され再び物質収支を計算し、
定常状態となるまで収束計算させる。このステップに
より、放流水の水質や、リン回収プロセスにおけるリ
ン回収量が算出される。
ステップ 2：物質収支の結果を用いて、リン回収技術
を含む下水処理システム全体において所要面積、運転
コスト、CO2発生量、エネルギー消費量を算出する。
　本プログラムにより、約80,000通りの下水処理シス
テム（リン回収プロセスを有するシステムも含む）の
物質収支や、運転コスト等の各指標の算出が可能であ
る。これらを網羅的に計算させ、各システムでの指標
を比較することで、最適なリン回収方法やその設置ポ
イント、および下水処理システムを抽出した。 
　表 2に抽出されたシステムの構成を示す。抽出され
たシステムは急速ろ過、ベルトプレス（BP）脱水、
流動床焼却または循環流動床焼却を有し、初沈汚泥は

重力濃縮、余剰汚泥は遠心濃縮を行うシステムにおい
て、①脱水ろ液に晶析法を適用したもの、②余剰濃縮
汚泥に超音波抽出 +Ca 凝集を適用したもの、③脱水
ろ液にMAP法を適用したものであった。水質は SS：
0.28 ～ 0.29mg/L、 T-P：0.17 ～ 0.18mg/L、 T-N：
10. 7 mg/L、所要面積は27,200～27,500m2であった。
リン回収量はシステムA～Dでそれぞれ、0.027t/d、
0 .078t/d、 0 .027t/d、 0 .019t/d であった。 
　処理下水流量あたりの運転コスト、CO2発生量、エ
ネルギー消費量、リン回収量を指標としてそれぞれの
システムを考察した。図 5に抽出システムの運転コス
ト、CO2発生量結果を示すが、これらの指標はいずれ
のシステムも標準システムを下回った。これは主に B
～ D で共通して最終処分で循環流動床焼却炉を導入
したことによると考えられた。つまり、循環流動床焼
却では通常の流動床焼却と比較して電力消費量が少な
いため、トータルシステムでのコスト等を減少させた

システム Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

リン回収技術 晶析法 超音波抽出+Ca 凝集 晶析法 MAP法

急速ろ過 あり

汚泥種 脱水ろ液 余剰濃縮 脱水ろ液 脱水ろ液

濃縮方法 初沈重力濃縮+余剰遠心濃縮

消化 なし

脱水 ベルトプレス

最終処分 流動焼却炉 循環流動床 循環流動床 循環流動床

リン回収量（t/d） 0.027 0.078 0.027 0.019

表 2　最適化により抽出されたシステム

生下水

脱水 焼却

溶融

消化

コンポスト

濃縮

最初沈殿 生物処理 最終沈殿

コンポスト肥料
溶融スラグ

消化ガス

放流放流

灰再資源化

再資源製品

脱水ケーキ
埋立

焼却灰
埋立

急速ろ過

リン回収
ポイント

大井処理場
既存設備

図 4 　物質収支シミュレーション基本フロー
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と考えられた。
　また、様々な汚泥処理システムの中から現在の大井
処理場とほぼ同じシステムが抽出された理由として、
急速ろ過は終沈処理水の SS 濃度を除去して、現在の
処理水の水質を維持するために不可欠であった。濃縮
方法として、初沈汚泥の重力濃縮および余剰汚泥の遠
心濃縮が抽出されたのは、①混合汚泥を濃縮するのと
比べて、分離濃縮ではリン除去などが効率的に行われ、
生物反応槽への負荷が小さくなること、②余剰汚泥を
重力、浮上濃縮するのと比べて、遠心濃縮ではリン除
去率などが高く、汚泥発生量が少なく、汚泥処分費用
などが抑えられることが原因であった。脱水方法とし
て BP 脱水が抽出されたのは、その他のスクリュー脱
水、遠心脱水に比べて、脱水後のケーキ含水率が低く、
そのため脱水ケーキ発生量が少なくなり、汚泥処分費
用が抑えられることが原因であった。ただし、現在の
設定値は下水道統計からの値を用いているが、最新の
技術資料によるとこの値は変更される可能性がある。
最終処分として流動床焼却または循環流動床が抽出さ
れたのは、脱水ケーキ埋立や溶融ではコストがかかる
こと、コンポストでは所要面積が大きいことが原因で
あった。
　また、一般的に導入検討されているケースとして、
MAP 法を消化脱離液に適用するようなケースを計算
してみると、消化を導入したことによる SS 濃度や
T-N 濃度の増加が大きかったため抽出されなかった
が、それ以外は運転コスト23.1円 /m3、リン回収量
0.105t/d と良好な結果であった。同様に、晶析法を二
次処理水に適用したケースでは、運転コスト37.3円 /
m3、リン回収量0.002t/d と小さく、抽出されなかった。

　この最適技術およびその適用ポイントは、処理場に
よって、また他の水処理、汚泥処理プロセスによって
異なる。つまり、リン回収技術を導入する際には、他
のプロセスを考慮した全体システムの中で考えていか
ねばならない。リン資源の制約が極めて強くなれば、
受身的なリン回収技術単独の開発ではなく、リン回収
に合わせた水処理プロセス、汚泥処理プロセスのシス
テム的開発が必要となってくるであろう。

4 . おわりに

　これまでの多くのリン回収に関する技術は、工学的
なアプローチが多く、メカニズムに踏み込んだ研究は
少ない。リン回収技術には抽出や分離といった工程が
大なり小なり含まれている。これらは、リンがどのよ
うな化学形態で存在するかによって、その収率が異
なってくる。さらにもう一段、リン回収技術を高度化
するためにはメカニズムの解明に基づいた効率的な開
発が必要になってくるであろう。
　リン回収物を肥料として利用することを想定した場
合には、実際の植物への適用性を検討した報告は徐々
に増えつつあるが29―33）、リン回収物に含まれる Al、
重金属類が植物の成長に与える影響をさらに栽培実験
により評価する必要があろう。さらに、肥料を利用す
る側のニーズに関する分析・調査についてももっと行
われるべきであり、その結果をリン回収技術に反映す
べきである。一方で、肥料だけではなく、他のリン回
収物の利用用途についても、リン鉱石の代替34）として、
工業利用35）、 36） への適用性を検討し、リンがリサイク
ルされる道筋を、肥料以外にも開拓する必要があろう。
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また、資源枯渇および市場動向の緩和への対応として
下水汚泥焼却灰中のリンの備蓄・貯蔵についての検討
が行われつつある13）。法制度面における整合性などの
障害があるが、一つの有効策として考えられるため、
これから検討がより進むことを期待したい。
　これら多くの課題には、様々な産業・社会分野が関
係しており、産官学が一体となって取り組むことが求
められる。このような背景から、2008年12月には、リ
ン資源のリサイクルをオールジャパンレベルで戦略的
かつ総合的に推進するため、「リン資源リサイクル推
進協議会」が設立されており、今後の取り組みが期待
される37）、 38）。
　
　最後に、本稿は土木学会論文集 G に発表した報告18）

および論文25）、さらには第23回環境工学連合会にて発
表した原稿24） に修正加筆する形で作成したことを明
記いたします。
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特集：第22回下水汚泥の有効利用に関するセミナー特集

仙台市における下水汚泥の　　
有効利用と新たな展開への課題

仙台市建設局参事兼下水道計画課長

　堀　　政　信

１ ．はじめに

　仙台市の下水道事業の歴史は古く、明治32年に全国
で 3 番目に事業を開始し、以降110年間、市民の生活
を支えてきた。時代の変遷に伴い、下水道システムの
形態も変化してきたが、事業開始当初は、生活雑排水
と雨水の排除が目的で、雑排水は未処理のまま近傍の
河川等に放流し、し尿は農地還元されていた。
　その後、都市の発展により人口が集中し、さらに、
市民生活の向上と周辺地域の急速な市街化により市内
を貫流している広瀬川などの水質が悪化してきた。ま
た、戦後は、化学肥料の普及により、し尿は埋立て処
分や海洋投棄に移行して行ったことから、その対策と
して、昭和39年に南蒲生浄化センターで簡易処理を開
始し、し尿も含めた下水を処理することとなった。
　昭和54年には高級処理を開始し、現在では 5 つの単
独公共下水道と 2 つの流域関連公共下水道で事業を
行っており、平成20年度で汚水整備は概成している。

2 ．下水汚泥の集約

　市中心部を対象とする南蒲生処理区は市全域の約 7
割、単独公共下水道で考えると 9 割近くの汚水を南蒲
生浄化センターで処理している。そのため、汚泥処理
についても集約処理することが効率的であると判断
し、現在では、脱水汚泥等のトラック搬送などにより
汚泥処理の集約化が図られ、市内全ての処理場からの

キーワード： 焼却灰の資材利用、アスファルトフィラー、コンクリート二次製品、気泡モルタル、セメント原料、
汚泥の燃料化
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汚泥が、何らかの形で南蒲生浄化センターを経由する
システムとなっている。
　なお、本市では各省庁にまたがる汚水整備事業を建
設局で統合しておこなっており、「農業集落排水事業」、

「浄化槽事業」、「地域下水道事業」についても地方公
営企業法の財務規定を適用して、企業会計方式により
事業運営を行っている。一方で、発生する汚泥そのも
のは下水道法の適用を受けないことから、一般廃棄物
として環境局所管の堆肥化センターに持込まれ有効利
用を図っている。

３ ．南蒲生浄化センターでの汚泥処理経緯

　現在、南蒲生浄化センターの能力は398,900m 3 / 日
（日最大）であり、水処理方式は疑似嫌気好気法、汚
泥処理フローは重力濃縮→遠心脱水→焼却といった流
れとなっている。
　当初、南蒲生浄化センターを含む市内全ての浄化セ
ンターにおける汚泥は、脱水工程を経て、最終処分場
で埋立処分を行っていた。しかし、年々増加する汚泥

量に対して、最終処分場から減容化が求められたこと
に対応し、平成 8 年度に汚泥焼却炉を供用開始し、平
成17年度には、現在の 1 炉当たり200ｔ / 日の焼却炉
が 2 炉の体制に至っている。
　焼却炉の稼動に伴い最終処分の形態も変化するもの
となったが、焼却灰については、これまで最終処分場
での埋立処分から、下水汚泥の有効利用技術を模索す
るために、アスファルトフィラーやコンクリート二次
製品への添加、閉塞管きょの充填剤への利用などの調
査・検討を行っている。これらの有効利用技術は、い
くつかの課題があるため、平成20年度からは、確実に
全量を有効利用できるセメント原料化として再資源化
を行っている。以下に、本市の汚泥処理システムの変
遷を表す。

汚泥集約処理システムの現状

上谷刈浄化センター

秋保温泉浄化センター

定義浄化センター 広瀬川浄化センター

南蒲生浄化センター

引抜汚泥
(下水管渠移送)

濃縮汚泥 脱水汚泥

濃縮汚泥 焼却灰

汚泥処理システムの変遷
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セメント化（脱水汚泥）

セメント化（焼却灰）
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４ ．焼却灰の資材利用の取り組み

（１）アスファルトフィラーとしての活用と課題
　平成16年度より、南蒲生浄化センターから発生する
下水汚泥焼却灰のアスファルトフィラーの一部代替材
としての適用性を検討している。具体的には、材料と
しての適用性や安全性を検討した室内試験（平成16～
17年）、混合物の製造性と施工性の検証を目的とした
試験舗装（平成17～18年・11路線）、供用性能と安全
性の確認を目的とした追跡調査（平成17年～継続中）
を行った。
①外観と物理性状
　焼却灰単体の物理性状は、石粉に比べて密度が若干
小さく、フロー値（フィラーのアスファルト吸収性を
表す指標）が規格値を大きく外れる性状であることを

確認した。このため、焼却灰単体では舗装用フィラー
としての規格値を一部満足することができない。そこ
で、焼却灰代替率を変化させて同様に試験を実施し、
舗装用フィラーとして適用できる代替率の検討を行っ
た。その結果、「代替率30％以下」で通常の石粉と混
合することにより、いずれの規格値も満足し舗装用
フィラーとして適用できることを確認した。
②室内試験（安全性）
　安全性に関する試験は、舗設直後のアスファルト混
合物のほか、10年間の劣化を想定した「強制劣化試料」
及び再生利用を想定した「強制劣化試料を50%使用し
た焼却灰入りアスファルト混合物（焼却灰入りアス
ファルト混合物＋焼却灰入り再生骨材50%）」につい
て実施した。その結果、いずれの試料についても、全
項目において土壌環境基準を満足する結果が得られた。
③試験舗装・追跡調査

焼却灰の物理性状

参考

試験項目 石灰岩石粉

600 μ 001m

300 μm 100 100 －

150 μm 98.8 98.3 90～100

75 μm 96.1 87.5 70～100

密度 （g/㎤） 2.560 2.700 － JIS A 5008

水分 （%） 0.2 0.2 1.0以下 JIS A 5008

塑性指数 （PI） NP － 4以下
※ JIS A 1205,1206

浸水膨張 （%） 0.5 － 3以下
※ 舗装試験法便覧

3-4-12

剥離抵抗性 合格 － 1/4以下
※ 舗装試験法便覧

3-4-13

加熱変質 無し － －
舗装試験法便覧

3-4-14

フロー値 （%） 95.5 － 50以下
※ 舗装試験法便覧

3-4-15
：規格外※石灰岩以外の岩石を粉砕した石粉をフィラーとして使用する場合の規格値

法方験試灰却焼 規格値

JIS A 5008

種類

粒
度

(

%

)

焼却灰の安全性

試料名 ２号サイロ 焼却灰＋ 焼却灰＋ 焼却灰＋
焼却灰 消石灰３％添加 消石灰３％添加 消石灰３％添加

単位 単体 （５日後） （１０日後） （２０日後）

受付日 2006年1月16日 2006年1月16日 2006年1月16日 2006年1月16日
試験日 2006年1月17日 2006年1月23日 2006年2月1日

カドミウム及びその化合物 （㎎/L） 0.005未満 0.005未満 0.005未満 0.005未満 0.01以下

六価クロム化合物 （㎎/L） 0.01未満 0.01未満 0.01未満 0.01未満 0.05以下

シアン化合物 （㎎/L） 不検出
（0.01未満）

不検出
（0.01未満）

不検出
（0.01未満）

不検出
（0.01未満）

検出され
ないこと

水銀及びその化合物 （㎎/L） 0.0005未満 0.0005未満 0.0005未満 0.0005未満 0.0005以下

アルキル水銀 （㎎/L） 不検出
（0.005未満）

不検出
（0.005未満）

不検出
（0.005未満）

不検出
（0.005未満）

検出され
ないこと

セレン及びその化合物 （㎎/L） 0.330 0.011 0.005 0.004 0.01以下

鉛及びその化合物 （㎎/L） 0.001未満 0.001未満 0.001未満 0.001未満 0.01以下

砒素及びその化合物 （㎎/L） 0.077 0.004未満 0.004未満 0.004未満 0.01以下

ふっ素及びその化合物 （㎎/L） 1.9 0.15未満 0.15未満 0.15未満 0.8以下

ほう素及びその化合物 （㎎/L） 0.5 0.1未満 0.1未満 0.1未満 1以下

土壌環境基準を上回るもの

基準値

溶
出
量
試
験

検査項目

追跡調査実施箇所一覧表

環境測

定分析

平坦性
わだち

掘れ量

すべり

抵抗

現場

透水量

溶出量

含有量

市道 浦田支線
〔市道　浦田支線道路改修工事〕

再生密粒度As（20F） H17.3.10～11 ○ ○ ○ － ○ 灰使用量：2.64ｔ［１号炉］

市道 南蒲生浄化センター2・3号線
〔南蒲生浄化センター進入道路建設工事４〕

再生密粒度As（20F）
再生瀝青安定処理

H17.3.9～11
H17.3.19～23 ○ ○ ○ － ○

灰使用量：5.64ｔ(表層)［１号炉］

灰使用量：3.468ｔ(下層)［１号炉］

東郡山ポンプ場 場内
〔東郡山雨水ポンプ場場外及び放流渠工事〕

開粒度As（13） H17.3.28～29 － － ○ ○ ○ 灰使用量：1.12ｔ［１号炉］

県道 蒲生福田線
〔県道　蒲生福田線道路改修工事〕

密粒度As（20）改質Ⅱ型 H17.3.29～30 ○ ○ ○ － ○ 灰使用量：3.68ｔ［１号炉］

市道 浦田線
〔市道　浦田線舗装新設工事〕

再生密粒度As（20F） H17.5.19～20 ○ ○ ○ － ○ 灰使用量：2.724ｔ［１号炉］

市道 大竹原線
〔大竹・向田分区（栗生沢東地区）枝線工事17〕

再生密粒度As（13F） H18.2.15～17 － － ○ － ○ 灰使用量：2.40ｔ［１号炉］

広瀬川浄化センター屋上広場
〔広瀬川浄化センター屋上広場整備工事２〕

開粒度As（13）カラー

開粒度As（13） H18.3.26～4.27 － － ○ ○ ○ 灰使用量：4.764ｔ［１号炉］

市道 長町南三丁目12号線
〔長町第１雨水幹線流入管工事６に伴う付帯工事〕

再生密粒度As（13F） H18.7.14 － － ○ － ○ 灰使用量：0.565ｔ［１号炉］

市道 西公園通線
〔西公園通線舗装改修工事〕

排水性As（13） H18.9.21～9.25 ○ ○ ○ ○
○

（舗設直後）
灰使用量：4.833ｔ

国道 ４５７号線
〔泉区補修工事（国４５７号）〕

密粒度As（20）改質Ⅱ型

再生粗粒度As（20） H18.9.15 ○ ○ ○ －
○

（舗設直後）

灰使用量：1.514ｔ（表層）

灰使用量：0.684ｔ（基層）

県道 塩釜亘理線
〔（主）塩釜亘理線道路改修工事〕

密粒度As（20）改質Ⅱ型 H19.2.22 灰使用量：3.34ｔ

県道 塩釜亘理線
〔（主）塩釜亘理線道路改修工事その２〕

密粒度As（20）改質Ⅱ型 H19.2.4 灰使用量：3.80ｔ
○

○
（舗設直後）

－○○

路 線 名 等

〔 工 事 名 〕
使 用 合 材 備　考施 工 時 期 路面性状調査

追跡調査
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　室内試験において、焼却灰入りアスファルト混合物
の安全性及び混合物性状に問題のないことが確認でき
たことから、混合物の製造過程における問題点の検証
を行うとともに、平成17年より16箇所の試験舗装及び
11箇所の追跡調査を実施し、施工性及び供用性能と安
全性の確認を行った。
　試験舗装に当たっては、南蒲生浄化センターの焼却
炉から発生する焼却灰を「粉粒体運搬車（ばいじん運
搬許可車両）」により「産業廃棄物中間処分業（ばい
じん）」の許可を有している合材プラントへ運搬し、
保管施設にて貯蔵した。
　焼却灰の荷下ろし作業における焼却灰の飛散は認め
られず、焼却灰入りアスファルト混合物の製造工程「焼
却灰サイロ→スクリュー→フィラー計量槽→ミキサ」
までの区間は、密閉構造になっているため焼却灰の飛
散は確認されなかった。また、焼却灰入りアスファル
ト混合物の製造時における焼却灰の取扱いも通常の石
粉と同様であった。
　焼却灰入りアスファルト混合物の「運搬・敷きなら
し・締固め」などの施工過程においては、通常のアス
ファルト混合物と同様の施工性であることを確認でき
た。また、施工管理においても混合物の締固め度や平
たん性は、通常のアスファルト混合物と同等の結果が
得られ、所定の基準値をすべて満足する結果が得られ
た。
　追跡調査は、11箇所の試験舗装箇所で実施している。
ここでは、代表的な調査箇所である、県道蒲生福田線

の路面性状調査結果について報告する。
　本調査箇所の試験舗装は平成17年 3 月に実施した。
追跡調査は現在継続中であり、平成22年 3 月まで（ 5
箇年）実施予定である。
　路面性状調査は、平たん性、わだち掘れ量、すべり
抵抗性について実施した。焼却灰混入の有無による有
意差は認められず、焼却灰入りアスファルト混合物は、
通常のアスファルト混合物と同等の性状を有している
ことが確認された。また、路面の目視調査においても、
焼却灰混入の有無による差異は認められず、良好な路
面状態を保持していた。
　環境測定分析は市道南蒲生浄化センター 2 ・ 3 号線
において、調査を継続中である。「焼却灰入り再生密
粒度アスファルト混合物（20F）・代替率40%」及び「焼
却灰入り再生瀝青安定処理混合物・代替率30%」の 2
試料について測定を行った。いずれの試料においても
48ヵ月後までの全ての項目について、溶出量及び含有
量ともに環境基準値以下であった。
　なお、他の追跡調査箇所についても同様の試験を実
施し、いずれも焼却灰入りアスファルト混合物が、通
常のアスファルト混合物と同等の性状を有しているこ
とが確認できた。このことから、本市南蒲生浄化セン
ターから発生する下水汚泥焼却灰については、アス
ファルト混合物フィラーの一部代替材として使用可能
と判断している。追跡調査は今年度が最終であり、今
年度の調査結果を含めて最終的なとりまとめを行う予
定である。

平たん性試験結果 わだち掘れ試験結果

追跡調査実施箇所一覧表

0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

舗設直後 ３ヵ月後 ６ヵ月後 １２ヵ月後 ２０ヵ月後 ２４ヵ月後 ３６ヵ月後 ４８ヵ月後

調査時期

平
た
ん
性

（
σ）

左車線・代替率０％ 左車線・代替率３０％

右車線・代替率０％ 右車線・代替率３０％

0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

舗設直後 ３ヵ月後 ６ヵ月後 １２ヵ月後 ２０ヵ月後 ２４ヵ月後 ３３ヵ月後 ３６ヵ月後 ４５ヵ月後 ４８ヵ月後

調査時期

わ
だ
ち
掘

れ
量

（
㎜

）

代替率０％ 代替率３０％

50
52
54
56
58
60
62
64
66

舗設直後 ３ヵ月後 ６ヵ月後 １２ヵ月後 ２０ヵ月後 ２４ヵ月後 ３６ヵ月後 ４８ヵ月後

調査時期

す
べ
り
抵
抗
（
B

PN
）

代替率０％ 代替率３０％
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　また、事業化に向けて、焼却灰の産業廃棄物として
の取扱いや、焼却灰利用に関する仕様書等の取扱いに
ついて、関係部局との調整を進めているところである。
なお、産業廃棄物については、南蒲生浄化センターか
ら発生する下水汚泥焼却灰は、単体の溶出試験におい
てセレン等が検出されることがあり、特別管理産業廃
棄物としての取扱いを要する場合がある。このことが、
事業化に向けた大きな問題点のひとつとなっている。
　下水汚泥焼却灰のアスファルト合材への利用は、需
要量もある程度見込めることから、事業化の実現に向
けてさらなる検討を進めていきたい。

（2）コンクリート製品への添加と課題
　平成17年12月に、コンクリート二次製品製造業者 3
社と、下水汚泥焼却灰を利用したコンクリート二次製
品に関する共同研究の協定を締結し、強度等の性能試
験や試験フィールドにおける製品の敷設を進めてい
る。これまでの試験結果から、製品規格を満足するこ
とが確認できた。
　また、焼却灰代替率 5 %のコンクリート供試体を用
いて重金属類の溶出試験を行った結果、土壌環境基準
値を満たすことが確認された。供試体は試験フィール
ド内土壌中に継続して埋めており、長期間経過後も土

製品製造リスト

代替率 製品名

約 5 % Ｕ字側溝・同左蓋・地先、歩車道境界ブロック・Ｌ型側溝

約 3 ～ 5 % ヒューム管・ボックスカルバート・組立マンホール

約 5 % 平板ブロック
※代替率は、砂に対する重量比

焼却灰入りコンクリート二次製品試験施工箇所

施工場所 使用製品 備　考

長町第 1 ポンプ場場内整備工事 Ｌ型側溝・歩車道境界ブロック 他

名取川左岸枝線工事 組立マンホール（ 1 号・特 1 号） 13基

西多賀排水区雨水枝線工事 ヒューム管（φ450） 25本

四郎丸昭和北地区枝線工事 組立マンホール（ 1 号） 18基

ヒューム管（左：代替率 0 %・右：代替率 5 %）

Ｌ型側溝（左より 0 %・ 5 %・１0%・１5%） 平板ブロック（左より 0 %・ 5 %・１0%・１5%）
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壌に影響がないことを確認するため、定期的に追跡調
査を実施している。
　この焼却灰利用については、焼却灰をコンクリート
二次製品の材料とする、「有価物」としての取扱いで
検討を進めている。製品としての安全性は確認できて
いること、有価物として取扱うことにより、廃掃法の
適用除外となることから、フィールド試験の経過観察
や適切な添加率の検討、流通システムの確立など、事
業化に向けた検討を進めていきたいと考えている。

（３）充填材としての活用と課題
　下水汚泥焼却灰を建設資材（気泡モルタル）に利用
した場合の利用可能性を検討するため、平成17年10月
より共同研究により、実用化に向けた室内試験及び試
験施工を実施している。

室内試験項目

試験項目 規格

空気量測定 JIS A 1116

モルタルフロー JHS A 313

ブリーディング JSCE-F522

温度上昇確認試験（硬化温度） －

一軸圧縮強度 JIS A 1108

曲げ強度 JIS R 5201

引張強度 JIS A 1113

コールドジョイント －

縦打ち分離抵抗性試験（ 2 m） －

①室内試験
　室内試験では、基本配合、応用配合として下水汚泥
焼却灰の原灰（乾灰）を加えた配合と加湿灰（湿灰）
を加えた配合の基本物性を確認する試験を行った。ま
た、従来一般的に使用されているエアモルタル（セメ
ント砂比 1 ： 3 ）を用いての比較試験も行った。
　室内試験の結果により、下水汚泥焼却灰を混入した

応用配合において、セメント量を軽減しても要求され
る強度を上回り、気泡モルタルとしての特性を満たす
ことができた。さらに硬化熱が小さいなどのメリット
も確認できた。
　このことから、下水汚泥焼却灰を混入した応用配合
は充填材としての物性を十分に満たすため、既存の充
填材と同等以上に扱うことが可能であると判断できる。
②試験施工
　試験施工は、既設管の閉塞のほか、推進工法におけ
る鞘管工法での、鞘管（鋼管）と本管（塩ビ管）との
空隙充填（裏込め）材として、現在までに 6 箇所で実
施している。いずれの施工現場においても、材料分離
等が生じることもなく、物性、施工性ともに充填材と
して良好な性質を得られることが確認された。
　安全性については、固化した製品としての安全性だ
けでなく、使用前の材料についても確認を行った。そ
の結果、溶出試験において、土壌環境基準値を満たす
ことを確認することができた。
　室内試験と試験施工により検証を行った結果、下水
汚泥焼却灰を混合した気泡モルタル応用配合は、物性、
施工性ともに十分に充填材としての性質を満たすもの
であることが確認できた。今後の実用化に向けては、
焼却灰の搬出方法、消費量、輸送コスト、既存の気泡
モルタルとのコスト調整、充填材の考え方等いくつか
の課題を整理することが必要である。

（４）セメント原料化の課題
　平成18年度より、未焼却汚泥の埋立が不可となり、
セメント工場持込とした。さらに、平成20年度からは
南蒲生浄化センターで発生する焼却灰は全量セメント
原料化として利用されている。セメント原料化技術は
他都市でも導入事例が多く、安定的な処分方法と考え
られる。しかし、 1 極集中によるリスク分散及び県外
への輸送による経済性・環境性の観点から、今後は県
内企業を活用し、複数の有効利用用途を確保すること
が重要と考えている。

灰入り気泡モルタル試験施工箇所

施工箇所 施工内容 灰使用量

仙台市岩切駅東土地区画整理事業 BOX（□600）閉塞・Ｌ＝39.9m・Ｖ＝15㎥ 3.0t ※

仙台港背後地土地区画整理事業 塩ビ管（φ75㎜）閉塞・Ｌ＝83.7m・Ｖ＝0.5㎥ 0.1t ※

大野田幹線工事 1 推進管中込充填（外径φ450・内径φ200）・Ｌ＝23.8m × 2 条・Ｖ＝6.3㎥ 1.6t ※

花壇地内合流管改良工事 塩ビ管（φ250㎜）閉塞・Ｖ＝ 2 ㎥ 0.3t

岩切小児地内汚水管閉塞工事 塩ビ管（φ250・300㎜）閉塞・Ｖ＝ 7 ㎥ 1.0t

仙台市あすと長町地区整備工事 HP（φ800㎜）閉塞・Ｌ＝43.9m・Ｖ＝24㎥
※灰使用量は、加湿灰の使用重量
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5 ．下水汚泥の資源・エネルギー利用の取組み

　南蒲生浄化センターの汚泥焼却炉は、現在、200
ｔ / 日× 2 基で運用している。 1 号炉は平成 8 年度に
稼動しているが、焼却炉の部材劣化が激しく機能維持
の補修に多額の工事費を必要としている。そこで、本
年度長寿命化支援制度を利用して焼却炉の延命化工事
を実施しているところである。しかし、施設全体の稼
動年数を考慮すると、汚泥焼却設備の更新計画を検討
する時期に差し掛かっている。近年では、京都議定書
目標達成計画における地球温暖化対策及び施策とし
て、下水汚泥のエネルギー利用等が注目され、低炭素
社会への貢献が求められている。
　これらの経過を踏まえ、昨年度末より日本下水道事
業団に委託し、更新炉の計画について、人口減少化が
予測される中、現況の汚泥発生量の実態に即した規模
を見極め、燃料化も視野に入れた計画検討を行ってい
る。
　今後の有効利用技術の選定および汚泥処理システム
の確立に当たっては、以下の基本方針に基づき、適切
な方法を選定することとしている。

（１）有効利用技術の選定
　以下の基本方針により、本市の地域特性に適合した
方法を選定するものとした。
○最新の汚泥処理・有効利用技術を踏まえた経済比較
　汚泥処理・有効利用に係る新技術の開発や従来技術
の改良は急速に進められており、これら最新技術の動
向を的確に把握するとともに、経済比較に当たっては
建設費のみならず、維持・動力費を含めたライフサイ
クルコストにより総合的に評価を行うものとする。
○�リスク管理の視点に立った汚泥処理 ･有効利用シス
テムの立案・選定

　現行のシステムが抱えているリスクを以下に列記す
る。

①　処理方式（焼却処理）のリスク

　・有効利用が焼却灰に限定
　・焼却炉停止時代替機能なし
　 ・CO 2 排出量抑制が困難
②　有効利用（灰利用）のリスク
　・長期的な受け入れの確保とコストの保証が困難

　上記課題の解決のために、経済的で、かつ将来にわ
たって安定的な需要が見込める有効利用技術を選定
し、また、効率的で運転上のリスクが少ない汚泥処理
システムの実現に向けて検討する。 
○地球温暖化防止への貢献
　下水道における地球温暖化防止への貢献策として
は、以下の手法が挙げられる。
　①　省エネルギー及び新エネルギー対策
　②　温室効果ガス（CO 2 、N 2 O 等）の排出量抑制
　③　汚泥のエネルギー利用等
　下水汚泥のエネルギー利用は、下水汚泥がバイオマ
スであるため、利用時の温室効果ガス排出が無く、社
会全体としての温室効果ガス排出量削減に寄与できる
ため、汚泥の有効利用という観点からも非常に有効な
手段となることから、将来の低炭素社会への動向を見
極めて検討する。
○下水汚泥の資源化への取り組み
　現在、下水汚泥の有効利用技術として、アスファル
トフィラーやコンクリート二次製品への添加、閉塞管
きょの充填剤への利用などの調査・検討を行っている
が、これらの有効利用技術には、焼却灰に含まれるリ
ン分が製品に与える影響や、セレン等の溶出などに課
題がある。今後、下水汚泥の資源化への取組みを進め
るには、これらの課題を解決した上で有効利用を進め
る。

（2）選定方法
　下水汚泥の有効利用技術の選定方法については、下
水汚泥有効利用技術の選定フローに基づき行う。一次
選定により、主に定性的な判断を行った上で本市に適
用可能な有効利用用途を数個に絞り込み、二次選定に
よって、最適有効利用用途を選定するものとする。最
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適用途は 1 つとは限らず、リスク回避の観点からも複
数の用途を選択することもあり得る。
　なお、二次選定における「市場性」では、実際に市
場調査を行うことで、需要量を把握する予定である。

（３）選定結果
　基本方針を基に検討した結果、一次選定として、本
市の状況に適用可能と考えられる汚泥有効利用技術
は、以下の 8 つの方法が挙げられる。

一次選定結果

処理工程① 処理工程② 製造物 利用形態
脱水汚泥 脱水ケーキ セメント原料
炭化 炭化汚泥 セメント原料、脱

水助剤等
燃料利用

造粒乾燥 乾燥汚泥 燃料利用
焼却 無加工 焼却灰 セメント原料

コンクリート製品
利用等

リン回収 リン酸カル
シウム

肥料・肥料原料

脱リン灰 アスファルトフィ
ラー等

　二次選定に当たっては、上記の 8 つの手法を対象と
して検討を進めている。その中でも、汚泥の燃料化お
よびリンの回収については、現在、次のように検討し
ているところである。
○下水汚泥の燃料化
　今回、有効利用先と想定される事業者に対し、汚泥
の有効利用の用途に関するアンケート調査により、ヒ
アリングを行っている。
　また、アンケートと平行して、他の有効利用技術に
ついても、汚泥処理時・製品利用時の温室効果ガス排
出量・使用エネルギー量を定量的に把握したいと考え
ている。今後、下水汚泥のエネルギー利用は、地球温

暖化防止への貢献度を評価し、効率的で本市のシステ
ムに最適となる下水汚泥のエネルギー利用方法につい
て検討することとしている。
○リン回収と脱リン灰の利用
　リンは枯渇が危惧されている貴重資源である。一方、
下水道におけるリン賦存量は年間のリン鉱石輸入量の
約11%程度に相当するとされており、本市の焼却灰に
含まれるリン含有量は約90ｇ /㎏・dry と推定されて
いることから、積極的なリン回収・利用が要請されて
いる。下水処理におけるリン回収方式を以下に示す。
　リンはセメント原料化において強度低下等の障害を
もたらすため、焼却灰からのリン回収は有効利用製品
の品質を高めるものとなる。
　さらに、リン回収後の焼却灰は無害化灰と呼ばれ、
重金属類がほとんど除去されているため、アスファル
トフィラーやコンクリート製品への利用が容易になる
という副次効果がある。
　今後、焼却灰からのリン回収・活用システムの検討
を行う予定である。
　また、下水汚泥資源の有効利用先として、肥料の原
料となるリンの取引先については、 JA 全農との連携
を視野に入れ、本市に地理的に近いところから検討し
ている段階である。

下水汚泥有効利用技術の選定フロー

定性的判断

定量的判断

・汚泥性状との適合性、地域性
・需要の安定性、技術の確立度
・施設設置スペースの適否、運転管理のしやすさ

・経済性（コスト性）
・環境面（温室効果ガス排出量）
・市場性（アンケート、ヒアリング調査）

汚泥有効利用用途の二次選定

最適汚泥有効利用用途の選定

汚泥有効利用用途の一次選定

汚泥の有効利用用途とアンケート調査結果

用途種別 アンケー
ト回答者

受入
可能性 回答者からの意見等

脱水汚泥
の燃料化 石炭火力

発電所 20％

○経済性の課題
○品質・設備面の課題
○有害物質の懸念

（石炭灰の有効利用）

製紙工場 57％

○経済性の問題
○臭気、灰発生量の懸念
○ 有害物質の懸念（排ガス・

焼却灰）
○発熱量・灰分量の管理
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（４）今後の取り組み
　下水汚泥のエネルギー利用、資源利用ともに検討し
ている段階であり、需要の安定性等、一次選定で課題
となった事項について検討を進めると同時に、経済性
の比較等の二次選定作業を現在実施中である。
　特に本市の場合には、南蒲生浄化センターに汚泥処
理を集約化させていることから、汚泥に含まれる物質
が有効利用の支障とならないように、稼働中の既存施
設との連携も慎重に検討し、今後の有効利用方針を決
定していきたいところである。 

６ ．おわりに

　下水汚泥の有効利用施策には様々な形態があるが、
それぞれに解決しなければならない課題を抱えてい
る。厳しい財政状況の下で下水汚泥の有効利用を実施
するに当たっては、経済性を度外視することはできず、
少なくとも現状の処理・処分費と同等程度の経済性が
望まれている。
　また、近年のめまぐるしい経済状況の変化に対し、
需要調査から整備までに長い時間を必要とする下水汚
泥の燃料化などの事業は、ともすると、エンドユーザー
となる企業の変化に追従できないといった側面がある。
　積極的な下水汚泥の有効利用を図るには、短期間で
整備が完了する機動的な事業運営が求められており、
それに対する各種の規制などの簡素化も必要であると
思われる。
　しかし、環境意識の高まりや温室効果ガス削減25％
が打ち出されている今日、都市環境が成熟した日本に
おいて、循環型社会形成・低炭素社会の構築など下水
汚泥有効利用を取り巻く環境は今が追い風と言える。
　今後、「下水道ビジョン2100」にも掲げられている「循
環のみち」を推進するためには、下水道事業者として、
社会情勢の急速に機敏に対応できる体制を強化し、下
水汚泥の有効利用を促進していきたいと考えている。

下水処理におけるリン回収

最初沈殿池 反応槽 最終沈殿池

HAP晶析法

吸着法

アルカリ溶液
＋石灰析出　

P-ACE
（還元溶液）

炭化物を直接　　　
リン肥料として利用

焼却灰

炭化物
（低温）

処理水

焼却炉

炭化炉

脱水機濃縮槽
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特集：第22回下水汚泥の有効利用に関するセミナー特集

下水汚泥有効利用の課題と JS 技術
開発部における取り組みについて

日本下水道事業団技術開発部

　主任研究員　島田　正夫

１ ．はじめに

　わが国の下水汚泥発生量は、下水道整備の進捗と高
度処理導入等により増大し続け、平成18年度に年間
223万ｔに達している。そのうち約74％（166万ｔ）が
有効利用されているというものの、有機成分が主体で
りん等の希少資源を多く含有するという下水汚泥本来
の特性を十分に発揮した利用方法は極めて少ないのが
現状である。
　近年地球温暖化対策の観点から、化石エネルギー資
源に変わる再生可能エネルギーの利用促進が地球規模
で進められようとしている。再生可能エネルギーの中
でもバイオマスは太陽光や風力とは異なり、電気エネ
ルギーのみならず固体・液体・気体燃料としても利用
できることからエネルギーとしての貯蔵保管が容易に
できること、各種原料素材としても利用可能なことか
らとくに重要視されている。
　バイオマス有効利用の最大の課題はその存在密度が
低いことであり、収集運搬にコストとエネルギーがか
かりすぎることであるが、唯一下水汚泥はその必要が
なく、発生量や質的にも安定していることから有効利

用する上でも最も理想的なバイオマス資源と見なされ
ている。
　また、リンは植物成長に欠かせない重要な 3 栄養素
の一つであるが、リン肥料の原料となるリン鉱石も今
世紀後半には枯渇が予想されている化石資源である。
最近、世界的なりん肥料需要の増大からリン鉱石の輸
入価格が高騰しており、農業・肥料関係者の間では下
水汚泥中のリンに関心が集まっている。
　このような背景のもと、 JS 日本下水道事業団技術
開発部（以下 JS 技術開発部という）では、エネルギー
利用や資源回収利用を中心に汚泥有効利用技術の研究
テーマに取り組んでいる。ここではそれら研究概要と
ともに、下水汚泥有効利用の現状と課題について概説
する。

2 ．緑農地利用（リン回収・肥料化）

2．１　リンの回収
（１）リン鉱石の輸入量と国内でのリンの収支
　わが国では年間70～80万ｔのリン鉱石を輸入してい
るが、その多くは肥料原料として利用されている。図
2 . 1 に、最近のリン鉱石輸入単価の推移を示した。

キーワード：緑農地利用、りん回収、焼却灰フィラー、環境安全性、メタン発酵
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2 年程前まで 1 ｔ当り1.5～2.0万円で推移していたも
のが、昨年夏（2008年 7 月）頃から急騰し、 9 月には
7 万円にも達した。その後やや落ち着いてきたものの
5 ～ 6 万円 /t という高値状態のままである。世界的
な穀物需要の増加やバイオエタノールの生産等により
リン肥料の需要が増大し、リン鉱石産出国による資源
の囲い込みが行われているためである。
　輸入されたリンの国内でのフローを図 2 . 2 に示し
た。年間輸入量は、リン酸系肥料のかたちが最も多く
28.2万ｔ、天然リン鉱石として10.3万ｔのほか、食糧
や飼料という姿で17.0万ｔ輸入され、合わせて55.5万
ｔ（2006年）となっている。これらのリンの大半は農
地・牧場等に施用され食糧生産に使われる。生産され
た食糧は輸入食糧とともに日常の食生活で消費され、
生活排水として下水道に年間5.5万ｔ流入しているこ
とになる。この量は我が国に入ってくるリン全量の
10％、リン鉱石として輸入されるそれの50％に相当す

る量である。
　下水処理場に流入する下水中のリン濃度は 3 ～ 5
mg/L で、下水の処理方式等によって異なるが、処理
水として河川や海に放流されるリンが 5 割、汚泥とし
て回収処分される量が 5 割程度となっている。富栄養
化対策で放流水のリン濃度規制を受けている処理場で
は生物学的なリン除去法や凝集剤を用いたリン除去法
が採用されているため、流入下水中の 8 ～ 9 割のリン
は汚泥として除去されている。しかし、除去されたリ
ンは回収されることなく、その大部分が産業廃棄物汚
泥として処理処分されているのが現状である。
（２）リン肥料価格高騰に対する国の対応
　農林水産省では、平成20年 7 月10日付けで生産局長
より各地方農政局長等に対し「肥料価格高騰に対応し
た肥料コスト低減に向けた取り組みの強化について」
と題し、肥料価格の大幅な上昇による農家経営への影
響を最小限のものに留めるため、以下の取り組みにつ

図2.１　最近のリン鉱石輸入価格の推移
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図2.2　国内のリンのフロー

「鉱物資源マテリアルフロー 2007」（（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構）及び下
水道統計平成 18 年度版（（社）日本下水道協会）をもとに国土交通省下水道部作成
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いて関係機関への周知徹底を求めている。
　 1 ）肥料コスト低減に向けての取り組み
　国内の多くの農地では、長期にわたって作物が吸
収・利用する以上の施肥が繰り返されてきた結果、相
当量の肥料成分が土壌中に蓄積されていることから、
土壌診断に基づく適正施肥を推進する。また、過去の
土壌分析データや減肥に関する試験成果、導入事例等
を集約・整理するとともに生産者に対する施肥設計等
の指導を強化したり、リン酸や加里が過剰になってい
る地域においては、低成分肥料の普及を推進する等、
安価な肥料の使用を促す。
　 2 ）地域未利用・低利用資源の活用促進
　下水や下水汚泥中から、リン等の肥料原料となる成
分を回収する技術開発が進められており、一部地域で
は既に実用化されている事例もある。これらの研究成
果や事例を踏まえ、下水道担当部局や地域内の肥料製
造業者等との連携の強化を図りながら、取り組みの具
体化に向けた検討を進める。
　 3 ）肥料の製造・流通の改善
　肥料費低減の取り組みとして、従来より肥料製造・
流通工程の効率化等を推進してきたが、特に肥料の銘
柄数が多いこと、肥料の流通方法が効率的でないこと
等が製造・流通コスト増高の大きな要因となっている
と考えられることから、地域の関係者間での調整によ
り、銘柄の集約、広域的な配送拠点の整備等を推進す
る。
　また、国土交通省においても、世界的な肥料需要の
増大を背景とした最近の国内肥料価格上昇による農家
経営への影響を最小限のものに留めるため、関係省庁
等が連携して未利用資源の活用を勧めることが重要と
なってきたこと、また、下水道事業では、下水汚泥資
源化・先端技術誘導プロジェクト（LOTUS Project）
等による下水や下水汚泥中からリン等の肥料や肥料原

料となる成分を回収する技術開発が進められており、
一部地域では既に実用化されている例もあることか
ら、平成20年 7 月10日付けで下水道部長から都道府県
下水道担当部長等宛に「回収リン等の有効利用に向け
た農政担当部局等との連携の強化について」通知が出
された。内容は、農政担当部局や地域内の農業者団体
及び肥料製造・流通関係者等との連携の強化を図りな
がら、下水や下水汚泥中からのリン等を回収し、肥料
や肥料原料として活用するための取り組みの具体化に
向けた検討を促すものである。
　さらに、国土交通省では、下水汚泥等からのリン回
収に取り組んでいる自治体や、回収リンを活用する側
の各種団体などで構成する「下水・下水汚泥からのリ
ン回収・活用に関する検討会を平成21年 1 月と 3 月の
2 回開催し、課題の把握や今後の取り組みの方向性に
ついて検討を行っている。
（３）ＪＳにおける下水汚泥からのリン回収調査研究
　下水や下水汚泥等からのリン資源の回収技術につい
ては、図 2 . 3 に示すように、現在数多くの方法が提
案されその一部はすでに実用化されている。回収技術
の基本システムは液中のリンまたは液中に抽出したリ
ンをカルシウムやマグネシウムなどと反応させて不溶
性のリン酸塩として沈澱回収するか結晶化物として回
収するものである（フオストリップ法、ヒートフオス
法、ＨＡＰ法、ＭＡＰ法）。ＭＡＰ法はリン酸マグネ
シウム、アンモニウムの塩として回収するもので、ア
ンモニア濃度が高い嫌気性消化汚泥脱水ろ液等を対象
にする技術である。最近は再生利用可能な特殊なリン
吸着剤を用いて処理水からのリン除去を兼ねて回収す
る技術の開発も行われている。還元溶融法によるリン
資源の回収は、リン鉱石から熔成リン肥料を製造する
技術を応用したものである。

図2.3　下水及び汚泥からのリン回収方法
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　表 2 . 1 に、ＪＳでこれまで取り組んできたリン資
源回収技術の概要を示した。技術によって回収可能な
リンの割合（処理場流入リン量に対する回収されるリ
ンの比率）は40～80％と差があるものの、技術的には
実用段階に達している。課題は回収に要する薬品代、
燃料代や施設建設に要するイニシャルコストである。
リン肥料価格が上昇しているといっても、回収したリ
ンを肥料原料として売却して得られる収入は回収に要
する費用の数分の 1 から数十分の 1 に過ぎないのが現
状である。
　リンの回収は、あくまで放流水の水質向上対策、汚
泥処理工程における配管閉塞トラブル対策、汚泥焼却
灰有効利用上障害除去対策等の結果得られる副産物の
有効利用という考えの下で実施せざる得ない。

2．2　コンポスト化による緑農地利用
　今から20～30年前は、わが国における下水汚泥の有
効利用は緑農地利用が主体であった。下水道整備の進
捗に応じて汚泥の発生量は大幅に増加してきたが、大
都市を中心に焼却処理の導入が進められ、焼却灰等の
建設資材化が主流となってきたことから緑農地利用の
割合は相対的に低下している。
　図 2 . 4 は、英国と日本の下水汚泥有効利用状況を
比較して示したものである。データの統計手法が異な
るため厳密な比較はできないが、緑農地利用の割合が
わずか15％のわが国に対し、循環型社会の形成におい
て下水汚泥の緑農地還元は最も理想の姿であるとする
英国では62％を占めている。
　農業関係者を含む一部の人々の中には、下水汚泥＝
工場排水＝産業廃棄物＝有害物（重金属）と短絡して

表2.１　JS 日本下水道事業団が民間企業と共同で開発を進めてきたリン資源回収技術の概要

技術の分類 研究期間（予定）
共同研究民間企業 技術の概要・開発目標・成果

二次処理
水（放流
水等）を
対象とす
るリン回
収技術

晶析反応を利
用

H15～ H16年度
栗田工業（株）

・余剰汚泥減量化システムの課題である処理水のリン濃度を改善する技術として開発
・オゾン減量化ＯＤ法処理水に適用することで、放流水 T-P1.0mg/L 以下を確保、流

入水リンの75％を HAP として回収する

特殊吸着材を
利用

H18～ H20年度
旭化成ケミカルズ

（株）

・リン選択性の高い特殊吸着材を用い、処理水のリン濃度を安定的に0.5mg/L を達成
・吸着したリンは脱着され、リン酸塩として回収
・吸着剤はリンを繰り返し吸着・脱着できる晶析反応を利用

H18～ H20年度
帝人エンジニア

（株）島根大学

・リン選択性の高い吸着成形体を用い、処理水のリン濃度0.1mg/L が可能
・リン吸着成形体からリンを回収して資源として有効利用するとともに、吸着体は再

生して再使用する

余剰汚泥
を対象と
するリン
回収技術

晶析反応を利
用

H15～ H16年度
栗田工業（株）

・余剰汚泥をオゾンにより分解処理し、それを膜処理することで高濃度リン溶液をつ
くり、晶析法によりリン酸カルシウムの粒子として回収する

・余剰汚泥中リンの約50％が回収できることを確認

H15～ H17年度
昭和エンジニアリ
ング（株）

・生物学的リン除去・濃縮技術と晶析法を組み合わせたリン除去回収システム
・返送汚泥の一部を脱リン膜分離槽で嫌気状態におき、放出した濃厚リン液を膜分離

して、晶析法によりリンを回収
・福島県北塩原村裏磐梯浄化センターに実機が導入され稼働中

H15～ H18年度
アタカ大機（株）

・嫌気槽＋ＯＤ法＋晶析脱リン法を組み合わせたリン除去回収システム
・ＯＤ法余剰汚泥を物理的破砕して嫌気槽に戻すことで汚泥の減量化とリン資源の回

収が可能な複合システムを開発
・汚泥の減量化70％、流入 T-P に対するリンの回収率60％が可能

消化汚泥
（汚泥返
流水等）
を対象と
するリン
回収技術

MAP 反応を
利用

H15～ H18年度
JFE エンジニア
リング・ユニチ
カ・三菱化工機

（株）

・嫌気性消化プロセスを汚泥からのリン溶出プロセスと捉え、汚泥可溶化技術との組
み合わせで効率的にリンを MAP として回収する

・流入 T―P の約45%が MAP として回収できるとともに、消化速度の向上（消化日
数の短縮）や消化汚泥発生量の削減効果が可能なことを確認した

H21年度
荏原環境エンジニ
アリング（株）

・あらかじめ消化汚泥を対象に MAP を効率的に生成回収することで脱水設備等での
配管閉塞トラブルを解消するとともに、リンを資源として回収する技術

・消化汚泥中リン酸の90％回収を目標としている

汚泥焼却
灰を対象
とするリ
ン回収技
術

還元熔融法に
よる回収

H13～ H14年度
三機工業（株）

・下水汚泥焼却灰に Mg と Ca を一定量添加、微量のコークスを加えて1400 ℃程度で
還元熔融処理することで水砕スラグ状のリン肥料を回収する

・溶融処理過程で重金属類が分離回収されるため、有害物の少ない「熔成汚泥灰複合
肥料」が得られる
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考えている人もいるが、下水汚泥中の重金属類はその
多くが食料や水道水起源である 4 ）。畑の野菜も家畜
も成長するには亜鉛や銅、鉄といったミネラル分が必
須元素となっている。下水汚泥はいわばこれら食料バ
イオマスの最終残物といえるもので、当然重金属とも
呼ばれるミネラル分が多く含まれている。工場排水を
全く受け入れていないし尿浄化槽汚泥にも、下水汚泥
と同レベル以上の重金属（ミネラル）が含まれている。
　最近のリン酸質化学肥料の価格高騰を機に、わが国
においても下水汚泥コンポスト肥料の需要が増えてい
る。岡山県内のあるコンポストセンターの話によれば、
常時300ｔ程度あった在庫量が08年夏以降急速に減少
し始め、このまま推移すれば09年秋には品切れになる
と予測している。
　下水汚泥中にはりん、窒素をはじめ植物の成長に欠
かせないあらゆる微量栄養素が豊富に含まれた貴重な
有機質肥料である。下水汚泥肥料を利用している農家
の人の生の声を聞いても、その施用効果が極めて高い
ことを認めている。ただ、農業従事者の高齢化により
下水汚泥肥料を使いたくても使えない状況にあるとき
く。畑地での機械散布まで対応するようなシステムを
構築することで、汚泥肥料の需要は将来にわたって相
当伸びると期待できることから、関係機関との意見交
換を進めていくことにしている。

3 ．建設資材利用の現状と課題

3．１　建設資材利用の現状
　わが国では、下水汚泥の 7 割以上が焼却（一部溶融）
処理されているため、汚泥中無機成分を対象とした有
効利用が主となっている。焼却灰の成分組成は自然界
の粘土成分に似かよっていることから、セメント原料
における粘土代替原料としての利用が急速に増加して
おり、今後もこのセメント原料化は継続すると推測さ
れる。しかし、わが国におけるセメントの生産・需要
量は社会経済状況の変化に伴い大きく減少傾向を示し
ており、工場の合理化による大幅な統合・閉鎖も想定
されることから、セメント原料化以外の有効利用法に
ついても検討が望まれている。
　セメント原料化以外の焼却灰有効利用法として、一
時、煉瓦ブロック原料としての利用が多くの自治体で
行われていたが、製造コスト、製品特性の面から販売
需要量減少等の理由で減少している。
　下水汚泥の溶融スラグ化については、コンクリート
骨材や道路舗装用路盤材、アスファルト合材骨材とし
ての JIS 規格が制定されるなどしているが、処理コス
ト等の面等から下水道分野では頭打ち状態にある。

3．2　道路舗装用アスファルトフィラー利用
（１）アスファルトフィラーと需要見込み
　アスファルト舗装の表層と基層に用いられるアス
ファルト混合物は、アスファルトと呼ばれる瀝青材料、

図2.4　英国と日本における下水汚泥有効利用法の比較
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砕石や砂などの骨材及びフィラーを加熱混合してつく
られる（図 3 . 1 ）。アスファルト混合物には用途に応
じた多くの配合があり、最近は再生アスファルト骨材
を併用した混合物の利用が多くなっている。
　フィラーは主に加熱アスファルト混合物に用いられ
る微粒子の骨材で、「アスファルト舗装要綱」（（社）
日本道路協会発行）によれば0.075mm ふるいを90％
以上通過する粒度分布の鉱物質粉末で、石灰石の粉末
が多く使われている。その役割は、粗骨材と細骨材の
空隙を埋めるだけでなく、混合物の安定を高める働き
をする。焼却灰は単なる増量材ではなく、その固有の
性質により石粉等の機能を積極的に代替し得るので、
質的に高いレベルの有効利用と言える。
　また、アスファルト舗装材料は舗装のライフサイク
ル（新設、改良、補修、打ち替え）に合わせて用いら
れるので、アスファルトフィラー利用は公共事業とし
て将来にわたって長期的に安定した需要が見込める用

途の一つである。図 3 . 2 は、都道府県単位のアスファ
ルト混合物（合材）の需要量と人口の関係を示したも
のである。人口規模400万人規模以下の府県であれば、
合材需要量は概ね人口に比例しており、人口10万人当
り 5 万ｔ / 年程度と見込まれる。アスファルト混合物
フィラーの使用量は、混合物の種類にもよるが平均 2
～ 4 ％程度であることから、人口10万人規模の都市に
おけるフィラーの需要量は1,000～2,000ｔ / 年程度が
見込まれる。
　処理人口10万人規模の下水処理場における汚泥を焼
却した場合、焼却灰の発生量は400～600ｔ / 年程度と
見込まれることから、これに較べ、アスファルト合材
フィラーの潜在的需要量は 2 ～ 3 倍大きいといえる。
（２）焼却灰フィラー利用上の課題

　 1 ）焼却灰をフィラーとして100％置換できない
　下水汚泥焼却灰は天然石粉（石灰石フィラー）に較
べ多孔質であるため吸水性が高く、フィラーとしての

図3.2　都道府県人口とアスファルト混合物製造量
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表3.１　焼却灰のアスファルトフィラーとしての物理性状試験結果の一例

項　　　　目 目　標　値 Ｔ処理場焼却灰 Ｈ処理場焼却灰

密　　　度 － 2.507 2.476～2.617

水　　　分 （％） 1.0以下 0.59 0.2

粒　　　度 フルイ通過重量
百分率（％）

0.6 （mm） 100 100.0 100.0

0.3 （mm） － 99.4 －

0.15 （mm） 90－100 93.0 87.2～91.4

0.075 （mm） 70－100 85.4 58.5～68.2

塑性指数 （PI） 4以下 NP NP

フロー値 ※1（％） 50以下 93.0 74.9

はく離抵抗性 合格 合格 合格

水浸膨張性 （％） 4以下 0.3 3.2

加熱変質性 なし なし なし
※ 1 フロー値：石粉の吸水特性を示すもので、この値が大きくなるほど吸水性が大きくなり、最適アスファルト量が高くな

る
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物理性状試験を行うと一般にフロー値が規格値をオー
バーする（表 3 . 1 ）。したがって、配合試験により最
適アスファルト量を求めると、下水汚泥焼却灰をフィ
ラーとして用いた場合、天然石粉を用いた場合に較べ
0.1～1.0ポイント程度多くなる。アスファルト量が多
くなると動的安定性、すなわち塑性変形抵抗が小さく
なり、わだち掘れが発生しやすくなる。所定の動的安
定性を確保するには、焼却灰のフィラー分に占める割
合（焼却灰置換率）を30％以内に抑える必要がある。
　天然石粉の代替品として100％置換できないという
ことは、 2 種類のフィラー材料を用いることになり、
アスファルト合材工場においてフィラーの貯蔵・投入
設備等の新たな設備投資が必要となることを意味する。
　 2 ）製造コストの増加
　焼却灰をフィラー分として30％程度の置換に抑えた
場合でも、最適アスファルト量は増加する。その割合
は混合物の種類等によっても異なるが、最近、原油価
格の高騰に連動してアスファルト（瀝青材）価格も上
昇しており、仮に焼却灰フィラーが無償で入手できた
としても、製造コストは割高になる場合が生ずる。
　 3 ）再生アスファルト混合物における混入率減
　道路舗装用アスファルト混合物は近年再生骨材を用
いた合材の需要が主流であり、アスファルト合材統計
年報 H19年度版（（社）日本アスファルト合材協会）
によれば、全混合物製造量の72.5％が再生混合物と
なっている。使用骨材のうち再生骨材の使用割合は地
域や合材プラントによって異なるが、骨材全重量の30
～80％程度である。再生骨材中にはフィラーに相当す
る微粒子分が比較的多く含まれていることから、新た
に添加配合するフィラー分量は少なく、結果的に焼却
灰フィラーの混入ができない場合もある。

3．3　資源リサイクルと環境安全性
　アスファルトフィラー利用に限らず、下水汚泥や汚
泥焼却灰の有効利用を図る場合、下水汚泥に対するマ
イナーなイメージからその再利用（リサイクル）を極
力抑制しようとする事例が見られる。
　例えば、汚泥リサイクル製品等の環境安全性を土壌

環境基準で判断されることが多く見られるが、環境基
準の基本的な位置づけとして環境省は次のようの述べ
ている。

○環境基準は維持されることが望ましい行政上の
目標基準である

○人の健康等を維持するための最低基準（安全性
基準）ではない

 ―環境省―

　土壌環境基準は基本的に水道水質基準を引用してい
る。水道水質基準は、毒性評価試験等により求めた最
大無毒性値に対し100倍～10,000倍の安全倍率を考慮
して定めている。表3.2は各種基準値を比較して示し
たものである。食品安全衛生法における水質基準値は、
項目によって違いはあるが水道水基準すなわち土壌環
境基準値よりはるかに緩い値となっている。汚泥リサ
イクル製品の安全性を食品安全衛生法の水質基準より
厳しくしなければならない必然性は考えにくい。最近
は、製品だけでなく、原材料として利用する場合にま
で土壌環境基準を適用しようとする動きがある。
　リサイクル資源として十分に利活用可能なものまで
廃棄物として埋め立て処分せざる得なくなったり、必
要以上に厳しい基準をクリアするため溶融処理など、
膨大なコストとエネルギーを投入して再処理を強いる
ことは、循環型社会構築の足かせになるばかりでなく
地球環境問題を考える上でも極めて問題と考えられる。

4 ．エネルギー利用の現状と課題

4．１　下水処理場における温室効果ガス発生量対策
　2007年度におけるわが国の温室効果ガス排出量は13
億7400万ｔ CO 2 となっており、京都議定書での削減
約束6.0％削減に対し、逆に9.0％増えている。部門別
エネルギー起源 CO 2 排出量の推移をみると表4.1に示
すように、基準年に対する増加率は下水道事業を含む
業務部門での増加率が43.8％と、家庭部門の増加率
41.2％と並んで最も高くなっていることがわかる。
　現在、京都議定書に引き継ぐ新たな削減目標につい

表3.2　各種基準値の比較（単位：mg/L）

項目 土壌環境基準
（水道水基準）

金属有害物基準
（13号基準）

水質汚濁防止法
（排水基準）

食品安全衛生法
（水質基準）

水銀 0.0005 0.005 0.005 0.0005

鉛 0.01 0.30 0.10 0.05

砒素 0.01 0.30 0.10 0.05

ふっ素 0.8 － 8.0 2.0

ほう素 1.0 － 10 5.0
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ての議論が全世界的に進められ、わが国では「2020年
までに1990年比で25％減」という目標が新しい政府・
政党から発表されている。これに対し、開発途上国等
からはさらに高い目標設定を求められている。いずれ
にしても、わが国においてこれらの削減目標を達成す
るには、家庭部門とともに業務部門（廃棄物部門含む）
に対する削減の義務量が極めて強くなることは間違い
ないといえる。
　各地方自治体の管理する事務事業からの温室効果ガ
ス発生量のうち、下水道事業の占める量は 2 ～ 4 割と
いわれていることから、今後下水処理場における温室
効果ガス対策は益々重要になってくると考えられる。
　図 4 . 1 は、処理水量規模50,000ｍ 3 / 日規模の下水
処理場における年間の温室効果ガス発生量の例を示し
たものである。汚泥の焼却処理を行っていない処理場
では約3000ｔ CO 2 / 年程度であるのに対し、焼却処理
を行っている処理場では7000ｔ CO 2 / 年以上の発生量
となっている。汚泥焼却時に発生する N 2 O ガスに起
因するものである。下水処理場における温室効果ガス
削減方法としては主として以下の方法が考えられてい
る。
　 1 ）省エネ機器・設備の導入
　 2  ）850℃以上の高温焼却方式への切り替え（流動

床炉）

　 3  ）メタン発酵による汚泥からのエネルギー回収利
用

　JS 技術開発部では、特に汚泥からの効率的なエネ
ルギー回収に関する調査研究に取り組んでいる。

4．2　下水汚泥のエネルギー利用
　農林水産資源、有機性廃棄物などの生物由来の有機
性資源であるバイオマスをエネルギーや製品として総
合的に利活用し、持続的に発展可能な社会を実現すべ
く、平成12年12月「バイオマス・ニッポン総合戦略」
が閣議決定され、わが国の国家プロジェクトとしてス
タートした。
　各種バイオマス資源の中でも、下水汚泥は集約性に
優れ、かつ質と量が安定している、人口の多い都市部
で大量に発生する等のことから有効利用する上では最
も優れたバイオマス資源の一つと云われている。
　下水汚泥は水分を除く成分組成の約 8 割は有機物で
あり、火力発電所の燃料として使われる石炭の約 7 割
程度の熱量を有している。下水汚泥のエネルギー回収
利用法としては乾燥や炭化処理して固形燃料として利
用する方法と、メタン発酵によりバイオガス燃料とし
て回収利用する方法及びこれらを併用する方法があ
り、表 4 . 2 に示すような得失がある。JS 技術開発部
ではそれぞれの方法について、より効率的なエネル

　　　　　　　　　　　　　表4.１　エネルギーエネルギー起源CO2の部門別排出量の実態� （単位：百万ｔ―CO 2 ）

部門名 1990年度 2007年度 基準年比

合　計 1,059 1,219 +15.1 %

産業部門（工場等） 482 471 －2.3 %

運輸部門（自動車、船舶等） 217 249 +14.6 %

業務その他部門（処理場等） 164 236 +43.8 %

家庭部門 127 180 +41.2 %

エネルギー転換部門 67.9 83.0 +22.2 %
電気・熱配分後の量

図4.１　下水処理場における温室効果ガス発生量

（50,000ｍ３/日規模処理場の例）
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ギー回収・利用システムの開発に取り組んでいるが、
今回はメタン発酵によるエネルギー回収・利用に関す
る調査研究について報告する。

4．3　メタン発酵技術の現状
　バイオマスからのエネルギー転換・回収方法として
メタン発酵によるバイオガス化以外に、バイオエタ
ノール化やバイオディーゼル化などの液体燃料化が全
世界的に取り組まれている。
　液体燃料が既存の化石燃料エンジンの代替燃料とし
て利用しやすいという利点があるものの、その原料が
トウモロコシや菜種など食糧資源との競合関係にあ
り、その問題点が指摘されている。さらに、図4.2に
示すように、エネルギー転換プロセスが複雑で、同じ
単位エネルギー量を生産するに要する投入エネルギー
の量は、メタン発酵バイオガス化に較べ 3 倍必要にな
るとの報告もある。
　ドイツでは、図4.3に示すように、下水汚泥や食品
廃棄物、農産物廃棄物等を原料とするバイオガスプラ
ント（メタン発酵施設）の導入が近年急速に進められ、

2007年では4000か所近いバイオガスプラントが稼働し
ている。バイオガスによる全発電量は、100万 kW 級
原子力発電所1.5基分に相当する電力供給となってい
る。
　世界的にも積極的に導入が進められているメタン発
酵システムであるが、わが国の下水処理場約2,000か
所のうち、メタン発酵施設を有するのは約300か所程
度にすぎない。さらに、消化ガス発電を導入し、積極
的にエネルギー回収を行っている処理場はわずか30か
所程度である。わが国の下水処理場においてメタン発
酵施設の導入目的は、汚泥の減量化、安定化、衛生的
安全化などが主目的で、エネルギー回収という考えは
ほとんどなかった。減量化及び安定化なら焼却処理が
相対的に有利との判断で焼却炉の導入が積極的に行わ
れてきた経緯がある。
　しかし、地球温暖化問題や循環型社会の面から、下
水汚泥を貴重なバイオマス資源として積極的に利活用
するうえで、より効率的で簡易なメタン発酵システム、
バイオガス利活用システムの開発が重要との考えで、
ＪＳ技術開発部では表4.3に示す研究開発を進めてい

表4.2　下水汚泥からのエネルギー回収利用方式の比較

メタン発酵（バイオガス化） 固形燃料化

処理形態 中間処理であり、大量の消化残渣の処理が
必要（緑農地利用等に利用可能）

燃料として外部（石炭火力発電所等）搬出
するため、下水道サイドとしては最終処分
法となる

処理場の CO 2 対策 消化ガス発電の導入で、処理場における温
室効果ガス削減につながる

燃料化のための重油や電力が必要となり、
処理場の CO 2 発生量としては増加する

施設内容 生物反応であるため、規模の大きいメタン
発酵施設が必要となる

熱化学的な反応であるため、比較的コンパ
クトな施設規模となる

エネルギーとしての利用性 バイオガスとして外部提供も可能である
が、基本的には自家利用であり、渉外業務
は少ない

固形燃料を購入利用してくれる需要家を見
つけることと、その渉外業務調整が大（法
規制など）

図4.2　各バイオ燃料製造プロセスの比較
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る。
　さらに、現在ほとんど有効利用されていない家庭で
発生する生ごみを、下水管きょ網という既存の社会資
本設備を有効に活用して下水処理場に集約、下水汚泥
との混合メタン発酵により効率的にエネルギー転換利
用することで、地球環境問題に積極的に貢献する下水
道システムの構築に関する研究にも取り組んでいる。
　紙面の関係で今回は詳細な説明は省略するが、関心
のある方は JS 技術開発部まで気軽にお問い合わせ願
いたい。

５ ．おわりに

　わが国における下水汚泥の有効利用率74％といって
も、 8 割を占める有機分を焼却減量化し、残った焼却
灰をセメント原料化すれば、その処理場の汚泥有効利
用率は100％であるという考え方のもとで積み上げた
数字に過ぎない。下水汚泥は量的・質的にも非常に安
定したバイオマス資源であるにも係わらず、わが国で
は重金属を多く含む有害な廃棄物という誤った認識の
もとで、その特性を生かした有効利用が十分に行われ
ていないのが実情である。

図4.3　ドイツにおけるメタン発酵施設導入の推移

ドイツにおけるバイオガスプラントの推移
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表4.3　JS で取り組んでいるメタン発酵によるエネルギー回収利用関係の研究テーマ

テーマ名（通称） 共同研究企業
（研究予定期間） 研究内容の概要

未利用バイオマスの有効活用によるエネル
ギー自立型処理場の開発

固有テーマ
（H18～ H20）

下水汚泥と生ごみ等との混合メタン発酵による効率的バイオ
ガスエネルギー回収転換により処理場電力エネルギー自立化
システムを開発する

下水道における新しいエネルギー転換・回
収技術の開発

固有テーマ
（H21～ H23）

加水分解・酸発酵（水素発酵）と従来のメタン発酵を組み合
わせたエネルギー回収システム、活性汚泥微生物代謝エネル
ギーを電力として取り出す微生物電池等の新しいエネルギー
回収システムの開発

熱可溶化による高効率嫌気性消化システム
の開発

三菱化工機（株）
（H18～ H22）

消化ガス発電排熱等を利用した汚泥の熱可溶化プロセスの導
入により、有機物分解率を 7 ～ 8 割まで高めた高効率嫌気性
消化技術の開発

担体充填による超高速嫌気性消化システム
の開発

メタウオター（株）
（H19～ H22）

メタン発酵槽に特殊な担体を充填することで、 4 ～ 7 日程度
の消化日数で有機物の分解とガス回収を行う超高速嫌気性消
化システムの開発

ロータリーエンジンを用いた小型高性能消
化ガス発電システムの開発

メタウオター（株）
寿工業（株）

（H20～ H22）

自動車用エンジンとして永年の実績を有するロータリーエン
ジンを採用した小型高性能消化ガス発電システムの開発

VPSA 法による簡易高性能消化ガス精製シ
ステムの開発

前澤工業（株）
（H19～ H20）

消化ガス中の CO 2 、シロキサン、硫化水素、水分を 1 つの
ゼオライト吸着装置で処理する簡易高性能消化ガス精製シス
テムの開発
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　下水汚泥は嫌気性発酵によりその有機分の半分以上
はメタンガスとして回収利用できる。残った消化汚泥
は未だ 7 割前後が有機物であり、リンや窒素をはじめ
植物成長に欠かせないありとあらゆる微量ミネラル分
が豊富に含まれている。消化汚泥を乾燥あるいはコン
ポスト化して緑農地利用を図ることで、有機性肥料と
しての土壌改良効果が十分に発揮できるとともに、最
近価格高騰しているリン酸質化学肥料の施用量を大幅
に削減することも可能となる。
　大都市圏では緑農地利用には限界が予想されるた
め、乾燥・炭化等による固形燃料化の検討も重要と考
えられるが、水分の多い脱水汚泥を固形燃料化するに
は大量のエネルギー投入が必要になる。このエネル
ギー源として化石燃料を用いていたのでは、汚泥のバ
イオマス燃料化の意味が半減する。汚泥の一部または
すべてを嫌気性消化することによって得られるメタン
ガスを燃料として活用することが望まれる。
　下水汚泥とともに貴重な廃棄物系バイオマス資源で
ある家庭生ごみは、現在は分別回収手間の関係でほと
んど有効利用されず、一般可燃ごみとして収集され焼
却処分されている。生ごみの減量化は各地方自治体ご
み環境行政の最重要課題となっている。都市部のほと
んどの家庭には下水道管が接続されていることから、
台所シンクにディスポーザーを設置することで、下水
管を経由して処理場に容易にこの貴重な生ごみの回収
が可能となる。下水汚泥との混合メタン発酵によりエ
ネルギー転換・回収することは、ごみ処理経費削減の
みならず、地球温暖化対策として地方自治体が取り組
むべき最重要テーマになってくると考えられる。
　資源の大部分を海外からの輸入に頼っているわが国
において、下水汚泥や生ごみは枯渇する心配のない唯
一の貴重な国産資源である。廃棄物ということで安易
に焼却処分を行うのではなく、貴重なバイオマス資源
であるということを再認識し、より積極的な有効利
用・活用を図ることが望まれる。ＪＳ技術開発部では、
今後も積極的に汚泥の有効活用の研究開発に取り組ん
でいくことにしている。

参考資料

1 ）国土交通省下水道部ホームページ：下水・下水汚
泥からのリン回収に関する検討会資料（H21. 3 . 3 ）

2 ）財務省ホームページ：貿易統計資料（平成21年 6
月）

3 ）農林水産省ホームページ：肥料高騰に対応した施
肥改善等に関する検討会資料（H21. 3 .23）

4 ）アスファリト合材統計年報（平成20年度）：（社）
日本アスファルト合材協会

5 ）未利用バイオマスの活用によるエネルギー自立型
処理場の開発に関する調査報告書：日本下水道事業
団技術開発部
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特集：第22回下水汚泥の有効利用に関するセミナー特集

（独）土木研究所における下水汚泥
有効利用に関する研究と技術開発

独立行政法人土木研究所 材料地盤研究グループ リサイクルチーム

　上席研究員　岡本　誠一郎

１ ．はじめに

　独立行政法人土木研究所（以下、｢土研｣ という）は、
土木技術に関する調査、試験、研究及び開発並びに指
導、成果の普及等を行うことにより、土木技術の向上
を図り、良質な社会資本の効率的な整備に資すること
を目的として設置された研究機関である。
　土研では、下水汚泥の資源利用に関しては、材料地
盤研究グループリサイクルチームが中心となって取り
組んできた。また、刈草、剪定木材等のバイオマス等
も含めた地域バイオマスの有効利用に関する研究につ
いても重点的に取り組んでいるところである。下水汚
泥を含めた地域のバイオマス利用を推進するために
は、技術的な側面として、①資源量の把握、②利用技
術の確立、③安全性の評価、が担保されていることが
重要である。このため、土研では、下水汚泥をはじめ
とするバイオマスについて、これらの各領域に関する
研究開発を実施している。

　 2 ．下水汚泥の有効利用に関する研究

　これまで実施してきた下水汚泥の有効利用に関する
研究調査のうち、本稿では、「①資源量の把握」およ
び「②利用技術の確立」として実施した研究事例とし
て、汚泥焼却灰資源化モデル（リンの備蓄・回収）に
ついて、また「③安全性の評価」の一環として、下水
汚泥中の抗菌剤等に関する生物試験方法に関する研究
について、成果の概要を紹介する

　 2 － １ ．汚泥焼却灰資源化モデルの検討（リンの備
蓄・回収）

　近年、新興国における食糧の増産傾向や、地球温暖
化対策としてのバイオマスエネルギー（バイオエタ
ノール）の増産などにより、国際的なリンの需要動向
に変化が生じている。わが国はリン鉱石を全量輸入に
頼っているが、今後、多くの産出国がリンを戦略資源
としての取り扱いを強めることも考えられ、資源調達
が現在以上に困難になる状況も予想される。こうした
中で、日本国内に持ち込まれ使用されたリンは、農地
等の土壌への残留吸着や、製品等への固定化のほか、

キーワード：リン回収、リスク管理、過給式流動炉、みずみち棒、バイオ天然ガス
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廃棄物や排水などとして環境中に散逸しており、今後
は利用されずに散逸しているリンの回収、再資源化が
重要になると考えられる。
　そこで本研究では、排水中のリンが下水汚泥に蓄積
されることに着目し（図 1 ）、下水汚泥焼却灰の備蓄、
貯蔵に関する資源化シナリオを設定し、その事業化に
ついての経済性評価とモデル地区における試算を行っ
た。経済性の評価については、備蓄（数十年単位の事
業）、貯蔵（備蓄より短期間）、製品化の各フェイズ（図
2 ）についてコスト試算を行った。また、ケーススタ
ディーとして、半径約35km 以内に 6 箇所の下水処理
場が設置されている都市圏を対象に備蓄事業に関する
コスト試算を行った。その結果、得られた知見は以下
の通りである 1 ）、2 ）。
　 1  ）備蓄フェイズでは、輸送費を考慮しない条件で

は、吹き付け圧密工法、ブルドーザ敷き均しロー
ラ締固工法でそれぞれ施設規模が5000 t―灰 / 年

（処理人口が約100万人規模）、1000t―灰 / 年（同
約20万人規模）で Lotus Project における開発目
標値（8000円 /t―灰）を下回った（図 3 ）。

　 2  ）熔成リン肥による製品化についての経済試算の
結果、現状（2008年時点）の製品価格レベルであ
れば、一定の焼却灰の量が確保できれば、経済的
に十分実現可能と判断された。

　 3  ）備蓄工に関するケーススタディー を行った結
果、現状の汚泥処分より経済的に備蓄を行うこと
が可能であるが、輸送費の影響も大きいことが分
かった（表 1 ～ 2 、図 4 ）。実施の際には綿密な
備蓄基地の配置計画が必要である。

2 － 2 ．リスク管理　～下水汚泥中の抗菌剤等に関す
る生物試験方法の検討

　下水汚泥の有効利用に関するリスク管理の一環とし
て、安全性評価のための試験方法の検討を行った。下
水汚泥中には抗菌剤等の化学物質が含有される場合が
あることが分かっており、これらの物質の土壌中生物
への影響を把握するためにシマミミズを用いた生物試
験方法を開発した 3 ）。
　下水汚泥より検出されることがある抗菌剤等11物質
を 4 段階の異なる濃度（無添加、0.1mg/kg、 1 mg/
kg、10mg/kg）で添加した人工土壌を用いて、シマ

リン鉱石（高品位）　下水汚泥焼却灰（高度処理）　同（一部高度処理）

図 １ 　リン鉱石と下水汚泥焼却灰の金属類含有量
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図 2 　下水汚泥焼却灰の資源化事業の概念図
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表 １ 　Ｘ都市圏の下水処理場と備蓄に関する諸元

処理場面積 焼却灰発生量 運搬距離
(㎡) (t-発生量/年) 片道(km)

A 336,000 940 －
B 411,237 1,762 6.4
C 250,000 904 30.6

D 210,229 3,018 35.9

E 230,029 1,398 34.3

F 620,000 3,216 33.6

処理場

表 2 　Ｘ都市圏におけるケーススタディーの条件と結果

ケース１ ケース２
対象処理場 A,B,C,D,E,F A,B

備蓄量　 5,619t-乾灰/年 1,351t-乾灰/年
備蓄期間 50年 50年

96百万/年 12.7百万/年
17千円/t-乾灰 9.4千円/t-乾灰

※　補助・利子を考慮していない
※　発生灰中の含水率を50％と仮定
※　輸送費は168円/km/t-湿灰を仮定

総費用
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ミミズを10週間にわたり飼育して体組織中の抗菌剤等
の濃度変化を調査した。体組織への移行についての測
定結果の例として、図 5 に日用品由来の抗菌剤トリク
ロカルバンの結果を示す。トリクロカルバンは人工土
壌中で10週間残存し、ミミズ体組織へも移行して濃度
が同レベルとなった。他の物質についてもそれぞれ異
なった挙動が見られ、物質特性に応じて土壌中での挙
動および生物への移行の度合いが異なる状況が把握さ
れた。シマミミズは入手および飼育管理が容易であり、
これを用いた曝露試験は、物質特性に応じた挙動の違
いを把握することが可能であることから、リサイクル
資材由来の微量有害物質の土壌生物への影響把握に有
効な試験方法と言える。ただし、試験が容易とはいえ、
試験生物の準備および試験の実施には一定の期間と労
力を要することから、まずはスクリーニング試験とし
て、LC/MS/MS・GC/MS 等による分析を行い、高濃
度に検出された物質について追加検討が必要と判断し
た場合は、シマミミズ等を用いた生物暴露試験を実施
するという、2 段階の試験方法が合理的と考えられた。

３ ．汚泥有効利用のための技術開発

　土研では、土研単独または民間企業や他の研究機関
等との共同研究により、汚泥有効利用のための技術開
発も行っている。ここでは、過給式流動炉（バイオマ
スエネルギー転換技術）、みずみち棒による重力濃縮
の効率化、バイオ天然ガス化装置の 3 技術について概
要を紹介する。

３ － １ ．過給式流動炉（バイオマスエネルギー転換技
術）

　下水汚泥と公共緑地等の管理に由来する刈草や剪定
木材などのバイオマスの混合処理法として、省エネル
ギー・創エネルギー型の燃焼システムを開発した 4 ）。
下水汚泥は、本来石炭に匹敵する熱量を有しているが、

脱水汚泥でも相当の高含水率であるために、焼却の際
には補助燃料を投入して焼却されている。このため、
下水汚泥の保有熱量を最大限に活かすとともに、公共
事業由来バイオマス等のエネルギーを利用することが
可能な新しい燃焼システムである過給式流動炉の開発
に取り組んできた（土研、月島機械（株）、三機工業（株）、

（独）産業技術総合研究所との共同研究。さらに（独）
新エネルギー・産業技術総合研究機構（NEDO）との
共同研究を実施）。
　本技術の特徴は、0.2MPa ほどの圧力下で汚泥等を
燃焼させる加圧流動燃焼炉と、そこから発生する高
温・高圧の燃焼ガスにより過給機（ターボチャー
ジャー）を稼動して圧縮空気を発生させることにより、
エネルギーを転換して活用することである（図 6 ）。
従来、燃焼の阻害となっていた脱水汚泥中の水分を炉
の加圧と過給機によって、エネルギーに転換して活用
する新しいシステムである。一方で炉本体は、若干の
加圧条件下に置かれる以外は基本的に従来の気泡流動
炉と同様であり、高含水の廃棄物の燃焼に優れたその
特長を受け継いでいる。過給機で得られた圧縮空気は、
焼却炉に供給するとともに、余剰圧縮空気や高温燃焼
ガスの有効利用を図ることにより、消費電力や補助燃
料の大幅な削減を図ることが出来る。さらに、圧力下
での高温燃焼により N 2 O の排出を削減する効果も確

表 １ 　Ｘ都市圏の下水処理場と備蓄に関する諸元
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図 6 　過給式流動炉の設備構成及びフロー
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認しており、温暖化対策としても有効である。
　これまでに、北海道長万部下水道終末処理場に設置
した日量約 5 トン―脱水汚泥の能力を持つ実証プラン
ト（写真 1 ）における試運転により、下水汚泥単独燃
焼（図 7 ）、草木系バイオマスとの混合燃焼ともに安
定した稼動を確認しており 5 ）、燃焼システムの各種
制御系に関する検討も行われ、既に実用化段階に至っ
ている。本技術では、100t―脱水汚泥 / 日規模におけ
る下水汚泥単独専焼であれば、従来型の汚泥焼却炉と
比べて CO 2 排出量換算で排出を 4 割程度削減できる
効果が期待できる 6 ）。さらに草木系のバイオマスと
の混焼により、補助燃料の更なる削減が期待できる。

写真 １ 　 実証試験施設の加圧流動炉と過給機（ターボ
チャージャー）

３ － 2 ．みずみち棒による重力濃縮の効率化
　下水汚泥の濃縮プロセスのうち、重力濃縮法は、汚
泥処理の第一工程として従来より採用されているが、
近年、処理場によってはその能力低下が見られるよう
になっており、これに代わる機械濃縮法の採用が増加
してきている。しかし重力濃縮法は機構・構造がシン
プルで消費動力が非常に少ないという特長を有してお
り、本法の機能改善は汚泥処理プロセスの効率化に大
きく寄与するものである。
　土研では、下水汚泥の濃縮機構に関する研究の過程
で、棒を重力濃縮槽内に鉛直方向に設置し横移動する

ことで、みずみちが形成されて汚泥粒子の沈降速度が
速くなり（図 8 ）、汚泥濃度が高まることを明らかに
した 7 ）。これを「みずみち棒」と名付け、実際に稼
働中の重力濃縮槽への適用を進めており、これまでに、
濃縮槽にみずみち棒を適切に配置することにより濃縮
効率の改善効果が十分得られることを確認している。
また、濃縮効率の改善、汚泥減容化の結果、後段の汚
泥消化プロセスで十分な滞留時間を確保することが可
能となり、消化ガスの増量を見込むことが出来る（図
９ ）。
　土研では、「みずみち棒」の計画から管理までの考
え方を整理した技術資料として「汚泥重力濃縮槽にお
けるみずみち棒導入に関する技術資料集（案）～ 計
画から維持管理の Q ＆ A ～」を作成し、公表してい
る 8 ）。本資料集は、既導入都市の担当技術者の参画と
協力の下で作成作業が行われたもので、下水処理に関
する経験の少ない技術者にもなじみやすいＱ＆Ａ形式
で取りまとめられている。
　なお、本技術は、2005年に第 1 回ものづくり日本大
賞（内閣総理大臣賞）を受賞するとともに（図― 2 ）、
第 7 回国土技術開発賞優秀賞（国土交通大臣賞） 、第
16回いきいき下水道賞を受賞している。

３ － ３ ．バイオ天然ガス化装置の開発
　現在、全国約300箇所の下水処理場で汚泥の嫌気性
消化が行われている。ここで発生する消化ガスはメタ
ンと二酸化炭素を主成分とする可燃性ガスで、従来か
らガスエンジン等の発電機やボイラーの燃料として利

図 7 　下水汚泥燃料試験時の炉内温度と圧力の推移
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用されてきた。しかし、都市ガスに比べて熱量が低い
ことに加え、微量不純物である硫化水素やシロキサン

（有機珪素化合物の一種で燃焼するとシリカとなり機
器を損傷させる）により利用機器が損傷・劣化するこ
となどから活用が十分に進んでいなかった。そこで、
神戸市、土研、（株）神鋼環境ソリューションの共同
研究により、下水汚泥消化ガスの精製装置 ｢バイオ天
然ガス化装置｣ を開発し、メタン純度を高め、天然ガ
スの性状に近づけることにより、車両を改造すること
なく天然ガス自動車の燃料として利用することに成功
した９）。
　本システムでは、水に溶けにくいメタンガスとそれ
以外の不要物質である二酸化炭素や硫化水素などの水
への溶けやすさの違いを利用した技術で、ガスを高圧
にすると、溶解度の差がさらに大きくなることを利用
して、メタンガスの純度を高めている。さらにシロキ
サンの除去メカニズムを解明し、消化ガス中の二酸化
炭素、硫化水素およびシロキサンの同時除去と、メタ
ン濃度とメタン回収率を共に９7%以上とすることを可
能にした（図10）。

　現在、神戸市東灘処理場では、消化ガスを本システ
ムにより精製して、隣接する「こうべバイオガスステー
ション」で市営バスや民間の商品配送車などの燃料と
して活用されている（写真 2 ）。下水から得られたバ
イオガスがカーボンニュートラルな自動車燃料として
活用されることで、化石燃料であるガソリンや天然ガ
スの消費削減につながり、地球温暖化対策としても寄

図 9 　消化ガスの生産量とガス倍率（発生ガス量／引抜汚泥量）の経年変化
（苫小牧市西町下水処理センター）
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図１0　バイオ天然ガス化装置のフロー

写真2 　市営バス等に燃料を供給する「こうべバイオガ
スステーション」
（後方は神戸市東灘処理場の嫌気性消化槽）
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与している。
　バイオ天然ガス化装置は、200９年 6 月に、国内や地
球規模の環境問題に対応するための優れた装置を表彰
する「優秀環境装置表彰」の経済産業大臣賞を受賞し
た。

4 ．今後の研究の展開

　今後、地球温暖化対策への取り組みの一層の強化が
求められると考えられることから、土研リサイクル
チームとしては、引き続き下水汚泥のエネルギー利用
に関する研究を強化していく予定である。また、下水
汚泥などの有用資源の回収等に関する研究も重点的に
進めていくこととしている。
　具体的には、下水汚泥や下水処理場を活用して他の
バイオマスを資源・エネルギーとして利用する際の利
用方策を検討するための支援システムが必要となるこ
とから、コスト面、エネルギー面（CO 2 削減）からみ
て最適なバイオマス利用を行うための活用プロセス管
理システムの構築に向けた研究を行っていくこととし
ている。また、下水汚泥や混合バイオマスのメタン発
酵廃液などの高濃度排水中に含まれる栄養塩類の回収
とともに、下水処理水中に残存する低濃度の栄養塩を
用いて藻類を培養、回収利用することにより、栄養塩
のバイオマスエネルギーに転換して利用するなど、新
しい資源回収 ･ 生産システムの構築に向けた研究を行
うこととしている。
　こうした研究により、下水道システムを活用した効
率的な地球温暖化対策の実現に寄与していきたいと考
えている。
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特集：第22回下水汚泥の有効利用に関するセミナー特集

下水汚泥資源利用の動向と
今後の課題について

国土交通省都市・地域整備局下水道部下水道企画課　下水道技術開発官　石井　宏幸
資源利用係長　山口　裕司

１ ．はじめに

　下水道は、生態系や自然の循環システムを健全に保
つための重要な構成要素と位置付けることができる。
今後とも、拡大する諸活動を支えつつ、それに伴う環
境への負荷を極力抑制することが下水道に課せられた
大きな使命である。
　下水道は、下水の排除、処理の過程で下水汚泥をはじ
めとして、スクリーンかす、土砂などを生ずる。これら
発生汚泥等を適正に処理することは、放流水の水質管理
とともに、下水道の維持管理上最も大きな課題である。
　平成18年度における全国の産業廃棄物排出量は約 4
億トンとなっている。そのうち約19％の7,866万トン
が下水汚泥であり（図－ 1 ）、その発生量は下水道の
普及等に伴って今後さらに増加する見込みである。こ
れに対し、平成18年 4 月 1 日現在の産業廃棄物最終処
分場の残余年数は首都圏で3.4年、全国で7.7年となっ
ており、廃棄物の 3 Ｒ（Reduce, Reuse, Recycle）の
推進が急務となっている。
　このような背景から、平成 8 年の下水道法改正にお
いて、発生汚泥等の減量化に努める旨の規定が設けら

れており、この規定に沿った取組がなされてきている。
　また、平成13年 5 月には、平成12年の廃棄物の処理
及び清掃に関する法律（廃棄物処理法）の改正を踏ま
え廃棄物処理法第 5 条の 2 に基づく「廃棄物の減量そ
の他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的
な推進を図るための基本方針」が定められ、一般廃棄
物及び産業廃棄物の減量化の目標量が定められている。
　その後、循環型社会への転換、廃棄物処理の適正化
が社会的な課題となる中で、循環型社会形成推進基本
法や各種リサイクル関連法が制定・改正されており、
平成15年 3 月には「循環型社会形成推進基本計画」が
閣議決定され、我が国における循環型社会構築に向け
た取組が各方面で進められている。
　さらに、平成14年12月には農林水産省や国土交通省
等により、「バイオマス・ニッポン総合戦略」が閣議
決定されており（京都議定書の発効を踏まえ、平成18
年 3 月に改定）、このようなバイオマスの積極的な利
活用という観点からも下水汚泥は注目されている。
　今後、下水汚泥については、下水道の普及率の向上
等に伴う発生量の増大が避けられないこと、下水道は
地方公共団体という公的主体が事業者であることなど
から、廃棄物の減量化・リサイクルの推進を率先して

キーワード：下水汚泥、低炭素社会、循環型社会、バイオマス
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計画的に進めていくことが必要である。
　また、大量の資源・エネルギーの消費に伴う環境負
荷の増大により、地球温暖化の影響が顕在化してきて
おり、その対応は国際的な最重要課題となっている。
我が国においては、先述の「バイオマス・ニッポン総
合戦略」や、平成17年 2 月の京都議定書の発効を受け、
地球温暖化対策の推進に関する法律第 8 条に基づき策
定されている「京都議定書目標達成計画」では、地球
温暖化対策の推進、中でもバイオマスを積極的に利活
用していくことが喫緊の課題として位置付けられてお
り、京都議定書の第 1 約束期間が平成20年度から開始
することを受け、平成19年度末に改正、閣議決定され
た本計画には、下水汚泥焼却施設における燃焼の高度
化に加え、省エネルギー対策、新エネルギー対策が追
加対策として盛り込まれた。「京都議定書目標達成計
画」においては、国、地方公共団体、事業者、国民と
いったすべての主体が参加・連携して、同計画に掲げ
られた各種対策・施策を推進することが求められてい
る。地方公共団体においては、同計画により、庁舎等
におけるエネルギー消費のみならず、下水道事業等の
運営といった事業を含めた温室効果ガスの総排出量に
関する目標を掲げ、かつ、定期的に実施状況の点検を
行うことが求められている。また、平成21年 3 月に閣

議決定された社会資本整備重点計画においても、新た
に下水道バイオマスリサイクル率が指標に設定され、
下水汚泥のバイオマスとして特性を活かした利用が一
層求められることとなった。これにより、下水道管理
者は、率先して、地域の特性を踏まえ、消化槽から発
生する消化ガスなど下水から得られる資源やエネル
ギーをバイオガスや汚泥燃料として積極的に活用し、
下水道を資源・エネルギーの回収・再生・供給インフ
ラとして整備することが求められている。また、平成
21年の通常国会では「バイオマス活用推進基本法」及
び「エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源
の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に
関する法律」が成立し、バイオマスの一層の活用に向
けた体制構築が図られるとともに、ガス事業者はバイ
オガスの利用が、電気事業者は非化石電源の利用拡大
が義務づけられることとなった。下水道事業はバイオ
マスである下水汚泥や下水熱といった再生可能エネル
ギー資源を大量に有しており、その利活用にガス事業
者等から大きな期待が寄せられている。

2 ．下水汚泥の発生量と処理処分等の現状

　平成19年度における下水汚泥の処理及び処分の状況

図― １ 　産業廃棄物排出量に占める下水汚泥の割合 （単位：万トン／年）
出典：環境省「産業廃棄物排出・処理状況等（平成18年度実績）」（国土交通省にて一部加工）
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を表－ 1 、表－ 2 に示す。下水汚泥は年間225万 DS-t
（乾燥重量トン）が発生しており、そのうち約77％が
緑農地利用、建設資材利用、燃料化等として有効利用
されている。
　下水汚泥の有効利用の状況を表－ 3 、図－ 2 に示す。
有効利用の内訳としては、従来緑農地利用が中心で

あったが、近年はセメント原料としての利用などの建
設資材利用が進んできており、平成 7 年度に建設資材
利用が緑農地利用の割合を上回り、平成19年度におい
てもこの傾向が一層進んでいる。セメント化以外の建
設資材利用については自治体での実施量と民間での実
施量が同量程度であるが、その他の有効利用では民間

表― １ 　下水汚泥の処理及び処分状況（汚泥発生時乾燥重量ベース、平成１9年度）
（国土交通省調べ） 単位：DS―t/ 年

引き渡し先での
処理後の
汚泥形態

最終的な利用または処分形態

合計 ％
埋立処分 緑農地利用

建設資材利用
固形燃料 その他有効

利用 海洋還元 場内ストック その他
セメント化 セメント化以外

生汚泥 3 3 0 0 0 0 0 0 10 17 0.0％

濃縮汚泥 65 132 22 16 0 0 0 0 0 236 0.0％

消化汚泥 0 0 4,721 0 1 0 0 0 0 4,722 0.2％

脱水汚泥 27,872 34,830 107,136 16,427 1,305 3,120 0 167 101 191,060 8.5％

移動脱水車汚泥 44 389 13 33 0 0 3 0 0 478 0.0％

コンポスト 51 242,784 0 344 0 0 0 48 0 243,330 10.8％

機械乾燥汚泥 5,122 31,681 8,892 0 11,660 0 0 0 0 57,355 2.5％

天日乾燥汚泥 145 623 0 0 0 0 0 85 0 854 0.0％

炭化汚泥 1 1,353 1,605 259 1,709 959 0 7 88 5,980 0.3％

焼却灰 483,964 14,454 733,294 291,972 0 1,265 0 249 1,797 1,526,994 67.8％

溶融スラグ 5,059 0 11,959 199,985 0 0 0 3,132 131 220,266 9.8％

合計 522,326 326,250 867,744 509,036 14,675 5,344 0 3,688 2,127 2,251,189 100.0％

％ 23.2％ 14.5％ 38.5％ 22.6％ 0.7％ 0.2％ 0.0％ 0.2％ 0.1％ 100.0％

表― 2 　下水汚泥の処理及び処分状況（処分時体積ベース、平成１9年度）
（国土交通省調べ） 単位：m 3 / 年

引き渡し時
（搬出時）の

汚泥形態

最終的な利用または処分形態

合計 ％
埋立処分 緑農地利用

建設資材利用
固形燃料 その他有効

利用 海洋還元 場内ストック その他
セメント化 セメント化以外

生汚泥 344 1,022 0 0 0 0 0 0 418 1,784 0.1％

濃縮汚泥 30,742 16,891 1,433 2,991 0 0 0 0 137 52,194 2.1％

消化汚泥 1,384 1,576 3,674 0 0 0 0 0 0 6,634 0.3％

脱水汚泥 282,448 749,083 745,404 163,958 15,282 12,135 0 803 4,897 1,974,011 80.3％

移動脱水車汚泥 376 4,574 220 1,108 0 0 0 0 0 6,278 0.3％

コンポスト 0 27,039 185 0 0 0 0 0 0 27,224 1.1％

機械乾燥汚泥 10,526 19,286 9,290 125 12,711 0 0 0 0 51,938 2.1％

天日乾燥汚泥 254 1,980 0 55 0 0 0 90 3 2,382 0.1％

炭化汚泥 0 50 0 26 0 114 0 0 0 190 0.0％

焼却灰 101,288 1,146 119,895 63,291 0 517 0 249 88 286,474 11.6％

溶融スラグ 312 0 1,929 47,833 0 0 0 295 0 50,370 2.0％

合計 427,674 822,646 882,030 279,388 27,993 12,766 0 1,437 5,542 2,459,478 100.0％

％ 17.4％ 33.4％ 35.9％ 11.4％ 1.1％ 0.5％ 0.0％ 0.1％ 0.2％ 100.0％
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に引渡している量が多くなっている。

３ ．下水汚泥の有効利用

　下水汚泥の有効利用の形態は、マテリアル利用、エ

ネルギー利用に分けられる。セメント原料等としての
建設資材利用やコンポスト等としての緑農地利用が着
実に進展している一方、下水道バイオガス又は汚泥燃
料としてのエネルギー利用は低い水準にとどまってい
る。それぞれの状況を以下に概観する。

表― ３ 　実施主体別の有効利用実施状況（汚泥発生時乾燥重量ベース、平成１9年度）
（国土交通省調べ） 単位：DS―t/ 年

最終的な利用形態
引き渡し先での処理後の汚泥形態 計

液状汚泥 脱水汚泥 コンポスト 乾燥汚泥 炭化汚泥 焼却灰 溶融スラグ
緑農地利用
　自治体で実施 0 6,780 35,143 10,762 774 932 0 54,392
　民間に引渡し 136 28,438 207,641 21,543 578 13,522 0 271,858
　　　小　計 136 35,219 242,784 32,305 1,353 14,454 0 326,250
建設資材利用（セメント化）
　自治体で実施 0 2,530 0 2,940 0 97,777 0 103,247
　民間に引渡し 4,743 104,722 0 5,952 1,605 635,517 11,959 764,497
　　　小　計 4,743 107,252 0 8,892 1,605 733,294 11,959 867,744
建設資材利用（セメント化以外）
　自治体で実施 16 8,333 10 0 127 127,850 128,830 265,165
　民間に引渡し 0 8,127 334 0 132 164,122 71,155 243,871
　　　小　計 16 16,460 344 0 259 291,972 199,985 509,036
固形燃料
　自治体で実施 0 0 0 9,255 1,709 0 0 10,964
　民間に引渡し 1 1,305 0 2,405 0 0 0 3,711
　　　小　計 1 1,305 0 11,660 1,709 0 0 14,675
その他有効利用
　自治体で実施 0 0 0 0 614 0 0 614
　民間に引渡し 0 3,120 0 0 345 1,265 0 4,730
　　　小　計 0 3,120 0 0 959 1,265 0 5,344
　合　計 4,896 163,355 243,128 52,856 5,885 1,040,984 211,945 1,723,049

図― 2 　下水汚泥有効利用の経年変化（国土交通省調べ）
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（１）マテリアル利用
①緑農地利用
　下水汚泥には、多量の肥効成分や有機物が含まれて
おり、適正な施用を行うことによって土壌改良材や肥料
として十分な効果を有することが明らかになっている。
　下水汚泥を緑農地に利用する場合の形態としては、
脱水ケーキ、乾燥汚泥、炭化汚泥、コンポスト化汚泥
が考えられる。このうち、コンポスト化汚泥は、汚泥
が質的に改善されており、取り扱いやすく、発酵処理
の際に滅菌・安定化する利点があることから、有効利
用の促進の観点からコンポスト化の意義は大きい。
　緑農地利用に関しては、次のような指針類がある。
　 1  ）都市緑化における下水汚泥の施用指針（昭和61

年、平成 7 年一部改正）
　 2  ）下水汚泥の農地・緑地利用マニュアル－2005年

版－（（社）日本下水道協会）
　 3  ）下水汚泥コンポスト施設便覧－2001年版－（（社）

日本下水道協会）
　なお肥料の品質を保全するため肥料の規格等を定め
ている肥料取締法が平成11年 7 月に改正され、平成12
年10月から施行されている。これにより特殊肥料とさ
れていた下水汚泥を原料とする肥料が普通肥料に位置
付けられ、「下水汚泥肥料」は、農林水産大臣の登録
を受けなければならないとされている。
　また、最近では、全量を輸入に頼っているリンにつ
いて、その枯渇が懸念されていることや食料需要の増
大や産出国による輸出制限のため国際相場が高騰して
おり、下水及び下水汚泥中に含まれるリンを回収し、
肥料や肥料原料として活用する取組が注目されている
ところである。
②建設資材利用
　下水汚泥の建設資材利用としては、セメント原料と
しての利用の割合が多くなってきており、平成19年度
においては、建設資材利用のうち乾燥重量ベースで約
63％がセメント原料としての利用となっている。
　下水汚泥から焼却灰や溶融スラグを建設資材として

利用する形態は、大きく分けて次の 2 つがある。
　 1  ）処理された下水汚泥（焼却灰や溶融スラグ）そ

のものを資材として利用するもの  （例：石灰系
焼却灰の埋め戻し材、路盤材　等）

　 2  ）焼却灰や溶融スラグを建設資材製造の原材料の
一部又は全部として利用するもの

（例：高分子系焼却灰の陶管及び透水性レンガ原
料としての利用　等）

　最近では、焼却灰と掘削残土を用いて改良土を製造
する技術が実用化されているほか、下水汚泥焼却灰だ
けで他の材料を添加することなく、レンガやタイル等
の製品を作り出す技術も開発されている。
　下水汚泥の建設資材利用促進に関しては、以下のよ
うな指針類がある。
　 1  ）下水汚泥の建設資材利用マニュアル（案）2001

年版（（社）日本下水道協会）
　 2  ）下水汚泥建設資材化のガイドライン（案）2001

年版（（社）日本下水道協会）

（2）エネルギー利用
　下水汚泥のエネルギー利用は、下水汚泥の嫌気性消
化過程において発生するメタンを主成分とする下水道
バイオガスの利用、汚泥固形燃料化、下水汚泥焼却廃
熱の利用に分類される。
　平成19年度の下水道バイオガス発生量の内訳をみる
と、約 7 割（217百万 m ³ ）が利活用されており、残
り約 3 割（96百万 m ³ ）は焼却処分されている。また、
下水道バイオガス発生量の約 2 割（67百万 m ³ ）はガ
ス発電に利活用されているが、約 3 割（90百万 m ³ ）
は消化槽の加温用としての用途にとどまっている。
　下水道バイオガスを用いた発電は、下水処理場の電
力費の節約と資源有効利用の観点から進められてい
る。国内では1984年より下水道バイオガス発電設備が
導入され始め、平成19年度時点で37基、総発電容量約
23,460kW となっており、平成17年度版下水道統計に
おける処理場施設の契約電力合計（約1,200千 kW）の

図― ３ 　下水道バイオガスを燃料とした発電を行っている処理場数
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約 2 %に相当する。
　下水汚泥固形燃料化の手法として、現在、炭化、油
温減圧乾燥及び造粒乾燥が検討されている。炭化とは、
脱水汚泥を乾燥した後、低酸素もしくは無酸素状態で
蒸し焼きする工程を指す。炭化工程の温度に大きく依
存するが、炭化汚泥は約13MJ ／ kg（3,000 kcal ／
kg）の発熱量（低位）を有しており（石炭は26.6MJ
／ kg（※））、また、ほとんど臭いがしないという特
徴を有している。これらの特徴を踏まえ、東京都では、
勿来火力発電所へ炭化汚泥を供給する事業を行ってい
る。また、広島市などでも具体的な取り組みが進めら
れている。
　また、脱水汚泥を廃食用油等に投入し、減圧・加熱
の条件下で水分を蒸発させる油温減圧乾燥汚泥は、約
22MJ ／ kg の発熱量（低位）を有しており、福岡県
御笠川浄化センターでは平成13年度より松浦火力発電
所に供給を行っている。
　さらに、脱水汚泥を粒状に整形し、乾燥させる造粒
乾燥汚泥は、約17MJ ／ kg の発熱量（低位）を有し
ており、阿武隈川下流流域下水道県南浄化センターに
おいて、日本製紙株式会社の岩沼工場に供給を行って
いる。
（※ ）特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガスの

排出量の算定に関する省令（平成18年 3 月経済産
業省、環境省令第 3 号）の一般炭の発熱量より

４ ．重点施策

（１）「資源のみち」の創出
　平成17年 9 月に、下水道政策研究委員会中長期ビ
ジョン小委員会が、「これまでの『普及拡大』中心の
20世紀型下水道から、『健全な水循環と資源循環』を
創出する21世紀型下水道への転換を目指すべき」とし
て、長期的視点からみた今後の下水道の方向性を「下
水道ビジョン2100」として取りまとめた。その施策方
針の 1 つとして、水環境の保全等下水道の有する機能
に加え、下水道の有する資源回収・供給機能を積極的
に活かして、下水処理場のエネルギー自立や地球温暖
化防止等に貢献する「資源のみち」の創出が盛り込ま
れている。
　「資源のみち」の創出に向けては、下水道施設のエ
ネルギーの自立率を高める「自立する資源のみち」、
集積する下水汚泥や空間・立地条件を活用した新たな
資源を活用し地域社会に供給する「活かす資源のみ
ち」、さらにそれらエネルギーや資源の活用による地
球温暖化防止等、環境保全に貢献する「優しい資源の
みち」の 3 つを施策展開上の視点とすることとされて
いる。
　今後の下水道のあり方として、下水道を、従来の下
水を排除・処理する一過性のシステムから、資源・エ
ネルギーの回収・再生・供給システムへと転換し資
源・エネルギー循環の形成を図ることで、循環型社会
形成及び低炭素社会の構築に貢献することが重要であ
る。

バイオガス燃料
(自動車、ガス会社)

電力
（電力会社）

固形燃料
（ボイラー）

肥料等
（緑農地）

脱水
（16万トン/年）

埋立処分
（56万トン/年）

溶融
（21万トン/年）

建設資材等
（131万トン/年）

コンポスト化
（24万トン/年）

肥料等
（35万トン/年）

下水汚泥については、焼却による減量化等から、バイオガスや汚泥燃料等の資源・エネルギーとしての活用・再生に転換

焼却
（156万トン/年）

乾燥等
（6万トン/年）

地域に
供給

消化

炭化

コンポスト化

リン回収

（2006年度）

出典：国土交通省下水道部調査

資源・エネルギー
活用・再生減量化

転換
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（2）重点施策
　今後重点的に取り組む施策は、以下のとおりである。
①�下水処理場における省エネルギー・新エネルギー対
策の推進

　下水道は下水の収集・処理の過程の大量のエネル
ギー消費に伴う CO 2 の排出に加え、汚泥の焼却によ
る N 2 O の排出など、水・汚泥処理の過程でも多くの
温室効果ガスを排出している。近年、処理水量の伸び
を上回って温室効果ガスの排出が増加しており、下水
道事業における温室効果ガスの排出量は我が国全体の
排出量のうち約0.5％（2006年度）を占めている。
　下水処理場における温室効果ガス排出量の削減、エ
ネルギー自立度の向上のため、下水道管理者による温
室効果ガス排出量の削減目標設定及び省エネルギー・
新エネルギー対策を推進する。各下水処理場において
は、下水処理場の規模等の特性に応じた温室効果ガス
排出削減目標を設定し、温室効果ガス排出量の削減を
図るとともに、下水処理場のエネルギー自立の向上を
図ることが必要である。
②�下水汚泥の資源化に係る技術開発及び新技術の円滑
な導入の推進

　国土交通省では、下水道で特に重点的に技術開発を
推進すべき分野において、産学官の適切な役割分担の
もと、民間による技術開発を誘導・推進するとともに、
開発された技術の早期かつ幅広い実用化を目的とし

て、下水汚泥の有効利用をより一層推進する、下水汚
泥 資 源 化・ 先 端 技 術 誘 導 プ ロ ジ ェ ク ト（Lead to 
Outstanding Technology for Utilization of Sludge 
Project: LOTUS Project）を平成17年から開始した。
　本プロジェクトでは、提案のあった 7 技術をスラッ
ジ・ゼロ・ディスチャージ技術（ZD 技術）とグリー
ン・スラッジ・エネルギー技術（GE 技術）に分類し
て技術開発を進めた（表－ 4 ）。スラッジ・ゼロ・ディ
スチャージ技術は、廃棄処分するよりも安いコストで
下水汚泥のリサイクルができる技術開発を目標とし、
グリーン・スラッジ・エネルギー技術は、下水汚泥等
のバイオマスエネルギーにより、商用電力価格と同等
かそれ以下のコストで電気エネルギーを生産する技術
開発を目標とした。具体的には以下のとおりである。

（スラッジ・ゼロ・ディスチャージ技術）
　脱水汚泥： 16,000円／トン 以下（現物量ベース）
　焼 却 灰： 8,000円／トン 以下（現物量ベース）

（グリーン・スラッジ・エネルギー技術）
対象処理場の契約種別に応じた全国年間平均電
力料金（評価時の料金）以下

　各提案技術は、平成19 年 3  月、平成20 年 1  月に
開催された SPIRIT21 委員会において開発目標コスト
達成を確認でき、評価が完了した。

表― ４ 　提案技術の概要

区分 № 技術提案者 提案技術名称 技術の概要

ZD 技術

1 日立造船株式会社 下水汚泥のバイオソリッ
ド燃料化

熱エネルギーの利用・回収技術と下水汚泥の乾燥造粒技術とを
組み合わせてバイオソリッド燃料を製造する技術

2
日本ガイシ株式会社（現
メタウォーター株式会社）
岐阜県上下水道事業部

下水汚泥焼却灰からのり
ん回収技術

下水汚泥焼却灰にアルカリ性溶液を加えてリン酸を溶出させ液
肥又はリン酸カルシウム塩として、高付加価値の肥料原料とす
る技術

3
カワサキプラントシステ
ムズ株式会社
株式会社木村製作所

下水汚泥の活性炭化と有
効利用による汚泥処理費
の低減

脱水汚泥から活性炭化物を製造し、汚泥脱水助剤、汚泥改質剤
又はゴミ焼却炉のダイオキシン吸着剤等とする技術

GE 技術

4 月島機械株式会社
下水汚泥とバイオマスの
同時処理方式によるエネ
ルギー回収技術

下水汚泥を超音波可溶化するとともに、その他バイオマスを受
け入れて下水汚泥と合わせて消化し、消化ガス発生量を増加さ
せ発電する技術

5

JFE エンジニアリング
株式会社
アタカ大機株式会社
鹿島建設株式会社
ダイネン株式会社

低ランニングコスト型混
合消化ガス発電システム

その他バイオマスを受け入れて下水汚泥と合わせて消化し、消
化ガス発生量を増加させ発電する技術。生物脱硫設備の導入に
よるコスト低減等も検討

6
株式会社日立プラントテ
クノロジー
栗田工業株式会社

消化促進による汚泥減量
と消化ガス発電

下水消化汚泥をオゾン処理することにより消化を促進し、汚泥
の減量化を図るとともに消化ガス発生量を増加させ発電する技
術

両技術一
括 7

カワサキ環境エンジニア
リング株式会社（現カワ
サキプラントシステムズ
株式会社）

湿潤バイオマスのメタン
発酵・発電・活性炭化シ
ステム

その他バイオマスを受け入れて下水汚泥と合わせてメタン発
酵・発電する技術及び発酵残さから活性炭化物を製造し、環境
浄化剤とする技術
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５ ．その他の施策

　その他、下水汚泥の減量化・リサイクルの推進のた
め、以下のような施策を実施している。

（１）下水汚泥処理・有効利用施設整備の支援
　下水道管理者が整備する下水汚泥処理施設（脱水施
設、焼却施設等）・有効利用施設（コンポスト化施設、
リン回収施設等）整備に対する国庫補助を行うととも
に、新世代下水道支援事業制度として以下の事業を実
施している。
①リサイクル推進事業＜再生資源活用型＞
　下水汚泥の建設資材利用を促進するため、モデル都
市と下水道施設を選定し、その都市における下水道の
建設事業に汚泥製品（タイル、焼却灰を混入した陶管、
路盤材等）を積極的に利用することを内容とする事業
について支援する。
②リサイクル推進事業＜未利用エネルギー活用型＞
　下水汚泥とその他のバイオマスを集約して有効利用
を図る事業について、下水汚泥とその他のバイオマス
を投入する消化施設、消化ガス利用施設及びその付帯
施設について支援するとともに、地域全体として効率
的であると認められる地域においては、下水汚泥と他
のバイオマスを混合・調整するための施設の整備を支
援する。また、地域全体として省 CO 2 対策を促進す
るため、下水汚泥等の処理に伴い発生するメタンガス
を主成分とする下水道バイオガスを下水処理場外で公
共又は公益の用途に利活用する場合、下水道バイオガ

スを供給するために必要な施設（下水処理場内に設置
するものに限る）を国庫補助対象とする。平成21年度
からは、下水処理水の放流落差等を利用した小水力発
電に必要な施設を新たに支援の対象としている。
　③ 機能高度化促進事業＜新技術活用型＞
　下水道における新技術の開発と実用化の促進を目的
としており、下水汚泥の炭化技術など下水汚泥処理・
有効利用等に関する新技術開発について支援する。

（2）民間活用型地球温暖化対策下水道事業制度
　下水汚泥等の資源化、流通、販売・利用を一体的に
捉え、民間企業の有するノウハウを最大限活用するこ
とにより、下水汚泥等の資源・エネルギー利用を推進
するため、民間活用型地球温暖化対策下水道事業制度
により、下水道管理者が民間企業と一体となって行う
下水汚泥等の循環利用に関する計画の策定や、同計画
に基づき、民間事業者が整備する下水汚泥等の資源化
施設（下水汚泥等の処理施設（炭化炉等）、貯蔵施設
などの関連施設）の建設を支援している。

（３）汚泥広域処理体制の促進
　下水道事業相互間や、他の汚水処理施設との共同の
施設整備を促進している。
①公共下水道から発生する汚泥と流域下水道から発生

する汚泥をまとめて処理する「流域下水汚泥処理事
業」

②複数の市町村による下水道施設の共通化、共同化等
に補助を行う「特定下水道施設共同整備事業（スク
ラム）」
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③他の汚水処理施設と共同で利用する施設の整備を下
水 道 事 業 で 行 う「汚 水 処 理 施 設 共 同 整 備 事 業

（MICS）」
　今後、新規に着手又は供用開始する下水道事業の大
半は中小市町村の小規模なものとなると考えられる
が、下水汚泥の減量化、リサイクルについては一般に
スケールメリットが働くことが考えられるため、今後、
下水汚泥処理の広域化・集約化を進めることが必要で
あり、このためには複数市町村の広域的な調整等が求
められる。

（４）政策金融
　下水汚泥の再資源化を行う中小企業に対し、中小企
業金融公庫による低利融資を行っている。
○中小企業金融公庫融資条件
　・融資対象　中小企業
　・ 貸付限度　直接貸付7.2億円、代理貸付1.2億円
　・ 貸付利率　 4 億円まで：特別利率②　　 4 億円

超：基準利率
　・ 貸付期間　設備資金　15年以内（据置 2 年以内）

（５）バイオソリッド利活用基本計画策定マニュアルの
作成

　国土交通省は、平成 3 年に作成された「下水汚泥処
理総合計画策定マニュアル」に代わる新しい計画手法
として、都道府県が下水汚泥の広域的な処理や資源
化・有効利用を進めるために策定する「バイオソリッ
ド利活用基本計画（下水汚泥処理総合計画）」の策定
マニュアルを平成16年 3 月に作成した。
　このマニュアルは、（社）日本下水道協会に設置さ
れた「バイオソリッド利活用基本計画に関する委員会」
における検討を踏まえて作成されたもので、地球環境
やバイオマスをめぐる最近の動向や国の方針を反映さ
せていることが特徴である。
　　具体的には、以下の 4 点を盛り込んでいる。
　 1  ）下水汚泥とあわせて他のバイオマスを同時に処

理するための技術的指針
　 2  ）下水処理場からの温室効果ガス排出量の削減の

観点からプロジェクトを評価するための指標
　 3  ）汚泥やその他のバイオマスの集約化の検討等を

行うための指針
　 4  ）民間のノウハウと資金力の活用等を促進するた

め、PFI その他の民間活用事例 

（6）品質管理・PR 等の推進
　下水汚泥の緑農地利用や建設資材利用については、
適切な品質管理の実施により、汚泥製品の品質向上に
努めるとともに、その価値を積極的にユーザーに PR

していく努力が必要である。そのため、様々な会社が
製造している、下水汚泥のリサイクル製品の概要をま
とめた「下水汚泥リサイクル資材一覧」が（社）日本
下水道協会において作成されているところであり、そ
の活用等により周知を図っている。
　なお、一般廃棄物や下水汚泥から生成された溶融ス
ラグについては、コンクリート用骨材として用いる場
合及び道路用として用いる場合について JIS が平成18
年 7 月に制定されており、 JIS に適合した下水汚泥溶
融スラグ製品の製造や、下水処理場や管きょの新設・
更新を含む公共事業の実施にあたり、 JIS に適合して
いる下水汚泥溶融スラグ製品の優先的な利用が実施さ
れることにより、下水汚泥溶融スラグ製品の有効利用
の一層の推進が期待されている。

（7）グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の
推進等に関する法律）に基づく公共工事グリーン購
入調達品目への対応

　平成13年 4 月よりグリーン購入法が全面施行され、
国等の各機関においては、「環境物品等の調達の推進
を図るための方針（調達方針）」を作成し、これに基
づき調達を実施することになっている。
　従来、公共工事に係る調達品目のうち下水道関係の
調達品目としては、「下水汚泥を利用した汚泥発酵肥
料（下水汚泥コンポスト）」、「下水汚泥を有効利用し
た陶磁器質タイル」、「エコセメント（都市ごみ焼却灰
等を主原料とするセメント）」、「再生材料を用いた舗
装用ブロック（焼成）」が選定されていたが、平成17
年 2 月より「再生材料を用いた舗装用ブロック類（プ
レキャスト無筋コンクリート製品）」が追加された。
　特定調達品目として指定されることは、下水汚泥の
有効利用推進の更なる促進の引き金となることから、
今後「特定調達品目」に多種多様な下水汚泥関連製品
が記載されるように努力していく必要がある。
　下水汚泥の資源利用を推進するためには、使用実績
を着実に積み重ねていく必要があるが、国等の直轄事
業のない下水道事業においては、まずは各下水道管理
者において下水道建設事業に積極的に下水汚泥を利用
した資材を使用していくことが必要である。また、各
都道府県においては独自のリサイクル認定制度を策定
している場合もあることから、公共団体内部の連絡を
密にして環境部局や農政部局、他の建設部局との連携
を図ることも重要となると考えられる。

6 ．終わりに

　下水汚泥の有効利用に関する諸課題の解決に向け
て、地域特性に応じた適切な汚泥の有効利用の検討や、
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新技術の導入など、様々な分野における総合的な対策
が進められている。
　今後も引き続き、関係各位には下水道における資
源・エネルギー循環の形成をはじめとした、汚泥の減
量化・有効利用の推進に対し御理解、御協力をお願い
する次第である。
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特集：第22回下水汚泥の有効利用に関するセミナー特集

宮城県における下水汚泥
　燃料化の取組について　

宮城県土木部下水道課　石田　重雄

1 . はじめに

　宮城県の下水道は、明治32年に仙台市が東京都、大
阪市に次いで全国で 3 番目に事業着手したのが始まり
で、昭和22年に塩竃市が戦災復興と伝染病対策として
着手し、次いで昭和40年代からは、市街化が進む大崎
市（旧古川市）、気仙沼市などが単独公共下水道に着
手している。また、県が事業主体で整備を進めている
流域下水道は、昭和47年度に東北初として仙塩流域下
水道事業に取り組んだのを始めに、昭和49年度には阿
武隈川下流流域下水道に着手し、以来県内の 7 流域下
水道において平成12年度までに供用を開始している。
現在、宮城県内では、35市町村（13市21町 1 村）全て
において下水道を供用しており、下水道普及率は、平
成20年度末75.9%で全国平均を上回っている状況であ
る。
　本稿においては、阿武隈川下流流域下水道の県南浄
化センターで、平成21年 8 月に供用開始した下水汚泥
の燃料化事業について報告するものである。

2 . 燃料化の取組について

（1）導入目的
　宮城県内においては、平成20年度に15万 6 千トン余
りの下水汚泥が発生し（図 1 参照）、その処理の内訳は、
焼却（71%）、セメント原料化・コンポスト化等（29%）
であり、焼却による減量分を控除すると有効利用率は
100%である。この内、阿武隈川下流流域下水道の県
南浄化センターにおける汚泥処理は、発生量が年間 1
万 8 千トンで、焼却（54%）及びセメント原料化・コ
ンポスト化 ＊ 等（46%）を行ってきた。下水汚泥は、
年間を通じて発生する量や質が安定し、かつ集積性に
優れており、きわめて優位な資源になると期待されて
いることから、今回、地球環境に優しいバイオマス燃
料として利用することによる循環型社会の形成と、汚
泥処理の効率化による経費削減を図ることを目的に、
下水汚泥燃料化に取り組んだものである。（＊図 2 に
コンポストによる利用状況を示す。）

キーワード：燃料化、造粒乾燥
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（2）事業化までの経過
　事業化に向けては、平成17年度から検討を始め、ま
ず初めに県内で石炭ボイラーを有する企業へのアン
ケート調査を行い、その後利用可能と思われる事業所
と個別に意見交換を行った。その結果、県南浄化セン
ターと同じ岩沼市内にある製紙工場と協議が整い、平
成19～20年度にかけて汚泥燃料化施設を建設した。な
お、燃料化の方式については、利用者からの発熱量と
灰分に関する要求より、造粒乾燥方式を採用すること
とした。

（3）廃棄物の処理及び清掃に関する法律に係る取扱い
について

　平成17年 3 月25日付け環境省大臣官房廃棄物・リサ
イクル対策部廃棄物課長による“「規制改革・民間開
放推進 3 か年計画」（平成16年 3 月19日閣議決定）に
おいて平成16年度中に講ずることとされた措置（廃棄
物処理法の適用関係）について（通知）”、及び平成17
年 7 月 4 日付け環境省廃棄物・リサイクル対策部産業
廃棄物課による“規制改革通知に関する Q&A 集”に
より、熱回収としての利用について、引渡し側が負担
する運搬費が、譲渡価格を上回る場合（以下、逆有償

と記述）は、産業廃棄物として扱われるとされている。
逆有償が認められている原材料としての利用と同様の
取扱いが出来ないか、環境関連機関との協議を行った
が、規制緩和の適用は認められなかった。なお、今回
の取扱については、利用者に材料費と運搬費相当額を
合算した金額で受け入れてもらうこととなった。

（4）事業概要
　 1）事業スキーム
　宮城県では、平成15年 3 月に PFI 活用方針を策定
しており、①初期建設費用が10億円以上の事業、②単
年度の維持管理・運営費用が 1 億円以上の事業、③民
間を活用することによりサービスの著しい向上が見込
める場合や事業収入が発生する事業などを対象とし
て、PFI の導入検討を行うことにしている。
　今回の燃料化事業の事業スキームについても、従来
入札方式、 PFI 方式、 DBO 方式（設計・建設・運営
一括方式）の比較検討を行った結果、 VFM や、利用
者の意向に基づく平成21年度供用という工期の制約な
どから DB・O 方式にすることとし、設計建設を一括
することに加えて、契約書に施設の運転・維持管理に
関する特則の付加を行った。

図 1　宮城県内の下水汚泥処理状況
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　また、入札契約方式については、施設の構造上の工
夫や施工方法等、技術的な工夫の余地が大きいことか
ら、発注者としてあらかじめ一つの構造・工法に絞り
込まず、技術提案を求めて審査することとし、技術提
案と入札価格を 4 : 6 で総合的に評価する総合評価落
札方式高度型を適用した。
　< 技術評価 >
　入札に参加する者の必要な資格に関する技術的項目
については、次のイに示す基準を満たす施工能力を有
し、その装置はロに示す技術評価を受けていることと
した。
　なお、維持管理費用については、工事価格に 3 年間
の運転・維持管理費を含めた事業費の評価を行い、維
持管理費用に関する補正点を求め、技術提案に対する
評価点に対して加除する事とした。
　< 審査の方法 >
　審査に関しては、東北大学、国土交通省、下水道事
業団、下水道新技術推進機構、宮城県で構成される 5
人による総合評価技術審査会を設置し、総合評価落札
高度型の適用の妥当性や、落札者決定までの手続き、
落札者決定の基準、技術審査の内容、予定価格の設定

図 3　県南浄化センター下水汚泥燃料化事業のイメージ
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イ　燃料化物（造粒乾燥化物）の品質

必須項目 品　質　基　準

発 熱 量 発熱量が4,000kcal/kg 以上であること

灰　　分 灰分が18%以下であること

粒　　径 造粒物の粒径が 2 mm から 8 mm までの間
であること

大腸菌群 大腸菌群が陰性であること

ロ　技術評価

項　　目 評価内容 備　考

下水汚泥燃料化
としての技術的
な評価

　下水汚泥の燃料化とし
て、実証実験（生成物の
ボイラー燃焼まで）に基
づく技術的な評価を行っ
ていることを確認する。
　なお、評価中のものは、
実証実験は完了してお
り、本契約までには、評
価が完了することが確実
に見込まれることを確認
する。

　技術評価の主
体が、( 財 ) 下
水道新技術推進
機構又は日本下
水道事業団以外
の場合は、評価
内容の妥当性や
適用性を確認す
る。
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方法、落札者の決定に対して審議をいただいた。
　図 3 に、下水汚泥燃料化事業のイメージを示す。燃
料化物の販売については、宮城県が直接行う形態を
取っている。設計・建設に加えて運営も同一業者に委
託する方式であることから、県が申し入れを行った場
合には、最低 3 年間、最長で20年間において、落札者
は運転・維持管理の契約義務を負うものとした。
　 2）工事概要
　工事概要は、以下のとおりである。
　下水汚泥燃料化施設（脱水ケーキ処理能力50t/ 日）
　　・汚泥造粒乾燥機械設備　　　 1 式
　　・脱水ケーキ搬送装置設備　　 1 式
　　・脱臭設備　　　　　　　　　 1 式
　　・電気設備　　　　　　　　　 1 式
　　・土木・建築物　　　　　　　 1 式
　造粒乾燥工程のイメージを図 4 に、汚泥と造粒乾燥
物について図 5 に示す。
　汚泥造粒乾燥棟を図 6 に、施設のレイアウトについ
て図 7 に示す。

（5）導入効果
　 1）地球温暖化への対応
　現在、焼却炉やセメント工場等で処理している汚泥
を燃料化することで、温室効果ガスの排出量を削減し、
環境負荷を低減することにより地球温暖化防止を図る
ことができる。
（ⅰ）石炭の代替物として利用することによる削減
　バイオマス燃料として利用することにより削減さ
れる温室効果ガス量は、年間約3,700トンとなる（図
8 ― 1 参照）。

（ⅱ）焼却炉からの排出量の削減
　県南浄化センターの汚泥を、仙塩浄化センターの
焼却炉にて処分していたが、その取り止めに伴う温
室効果ガスの削減量は、年間約3,300トンとなる（図
8 ― 2 参照）。なお、算出に当たっては、「下水道に
おける地球温暖化防止推進計画策定の手引き」（国
土交通省下水道部）を参照した。

　（ⅰ）（ⅱ）より、温室効果ガスの削減量は、年間約
7,000トンとなり、一般家庭に換算して約1,300世帯が
1 年間に排出する量を削減できることとなる。
　 2）汚泥処理費の縮減
　本事業により、県南浄化センターの汚泥処理費を、

図 5　下水汚泥と造粒乾燥物
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図 6　汚泥造粒乾燥棟 図 7　造粒乾燥施設のレイアウト

製品ホッパー

熱媒油加熱

造粒乾燥機

汚泥混合機



Vol. 34　No. 127　2010/3 再生と利用

（ 72 ）

年間約 8 千万円削減することが可能となる。また、県
南浄化センターから発生する汚泥の焼却量が減少する
ことにより、その代替分として他流域の汚泥焼却が可
能になるなどの副次的効果も期待でき、汚泥処分のよ
り一層の効率化を図ることが可能となる。
　 3）汚泥処理のリスク分散
　図 9 に、汚泥処理の平成20年度実績と平成21年度計
画についてまとめたものを示す。県南浄化センターに
燃料化施設が完成したことにより、各浄化センターの
汚泥処理方法の多様化が図られたことになり、汚泥処
理のリスク分散が可能となる。

3 ．今後の課題

　流域下水道の平成21年度汚泥処理計画は、発生見込
み量が約 6 万 4 千トンで焼却による減量化が約47%、
本年度から稼働している汚泥燃料化施設での造粒乾燥
による燃料化が約27%、セメント原料化などによる資
源化が約26%となっている。
　県内における下水汚泥処理の将来計画は、平成18年
度にその基本的な考え方を市町村へ示したところであ
るが、より安定的で確実な処理に向け、下水道事業者
間や他の汚水処理施設との共同・連携も視野に入れた
広域的・集約的な下水汚泥処理を進めなければならな

図 8 ― 1 　温室効果ガス削減量（造粒乾燥施設分）

ＣＯ２削減量＝ （燃料生成物を石炭代替物として利用し、削減できるCO2量）

－(投入燃料により発生するCO2量)

＝ ［t-CO2/年］3,700

→燃料生成物
（燃料化物）

造粒乾燥施設
投入燃料→

（エネルギー）

図 8 - 2 　温室効果ガス削減量（焼却炉分）

温暖化ガス 排出係数［t/wet-t］ 温暖化係数 汚泥量［wet-t］＊ 排出量[t-CO2/年]

CH4 0.0000097 21 16,500 3.4

N2O 0.000645 310 16,500 3,299.2

3,302.5　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計

図 9　汚泥処理実績及び計画
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い。また、本県の流域下水道で発生する下水汚泥の約
56%を焼却減量化している仙塩浄化センターの焼却炉
が運用開始から12年が経過しており、安全性・確実
性・環境性を考慮した改築更新計画を策定しなければ
ならない。
　さらに、下水汚泥を石炭の代替燃料として有効利用
する下水汚泥燃料化事業の拡大に向けては、汚泥処分
の効率化、経費削減、リスク分散、及び地球温暖化対
策などの総合的な視点からの判断が必要であるが、下
水汚泥燃料化物の利用者確保や、熱回収として利用さ
れる場合の関係法令の規制緩和適用拡大など関係機関
との調整を行いながら、一層の推進を図り本県の汚泥
処理の柱として位置づけたいと考えている。
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特集：第22回下水汚泥の有効利用に関するセミナー特集

下水汚泥の　　　　
農業利用上の留意点

神奈川県農業技術センター　岡本　　保

１ ．近年の肥料・農業をとりまく情勢

　原油価格の上昇によるバイオエタノールブームや、
世界の人口増に伴う穀物増産の必要性から、世界の肥
料需要は近年急増している。このような状況の中で、
リン酸肥料の原料であるリン鉱石は、生産国が限られ
ているため自国資源保護の動きがますます強くなっ
た。世界最大のリン鉱石生産国であったアメリカが、
1996年に既に、リン鉱石の輸出を全面禁止したのは周
知のことである。一方で、日本は肥料原料をほとんど
輸入に頼っている。日本のリン鉱石の新たな輸入元に
なるはずであった中国も、2008年に入って100％の輸
出関税をかけるようになった。日本のリン鉱石の輸入
価格は、2007年から2008年にかけて ５ 倍以上に高騰し
た。国内の肥料価格にも影響し始めている。
　ところが、このように肥料価格が高騰する一方で、
国内の農地土壌には、リン酸成分が過剰に蓄積してい
るという矛盾が、いくつかの調査の結果から判明した。
肥料の過剰な施用が、土壌養分の過剰蓄積の原因であ
る。過剰な肥料の使用や農薬の使用を控えた、環境に
やさしい「環境保全型農業」の推進が、近年の国や地

方自治体の重要な農業施策になっている。
　農家の生産費に占める肥料費の割合は、水田作で
8.8%、畑作で16.6%（農水省18年営農類型別統計）と
幅があるが、例えば21年産の米生産費における肥料費
は、18年産に比べて3200円 /10a 上昇すると見込まれ
ている。施肥コストの削減は、農家経営安定のために
重要な要素となってきた。このように、原油輸入価格
の上昇や穀物増産の動きにより、直接的、間接的に肥
料価格が高騰し、その中でもとくにリン酸肥料および
その原料となるリン鉱石の輸入価格が高騰した。結果
として下水汚泥からリン酸肥料を抽出する試みに、一
段と期待が寄せられるようになった。新たなリン酸肥
料のソースとして、下水汚泥に注目が集まっている。
　下水および下水汚泥からリンを資源として回収する
技術については、既に昨年の本セミナーにおいて古畑
氏により紹介されている（第21回　下水汚泥の有効利
用に関するセミナー講演概要集　p.５0-５6）。下水汚泥
を原料とし精製されたリン酸質肥料に対しては、いく
つかの製造方法で得られた製品に対して公定規格が設
けられ、普通肥料としての登録が受けられるように
なった。下水汚泥焼却灰中には20～30％のリン酸が含
まれている。これはリン鉱石に匹敵する含有量である。

キーワード：重金属、存在形態、土壌 pH、鉄マンガン酸化物
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下水汚泥焼却灰の年間発生量を５0万 t と仮定すると、
約10万～1５万 t のリン酸肥料の製造が可能である。こ
れは国内の年間リン酸肥料需要量の20～30%に相当す
る。今後の下水汚泥の農業利用法として、汚泥から目
的物質を抽出して利用する時代が、肥料価格高騰の時
代背景の中でやって来るであろう。
　一方で、エネルギー効率を考えると、有機物である
汚泥は、有機物としてそのまま利用し、また可能な限
り発生源の近隣の農地に還元するのが、本来は無駄が
ないはずである。有機物は様々なメカニズムで農地土

壌を改善する。農地には有機物の施用は欠かせない。
下水汚泥も貴重な有機物である。ただし有機物とくに
下水汚泥の施用により、目的成分以外の副成分も農地
に持ち込まれる。最も懸念されている副成分は重金属
である。

表 １ 　各種有機物の特徴と効果

図 １ 　主要肥料原料の国際市況の推移（指数）
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2 ．汚泥の緑農地利用のための基本

　ここで汚泥の緑農地利用のための基本を改めて確認
しておきたい。汚泥肥料は肥料取締法では普通肥料に
分類され、利用にあたっては同法による普通肥料の基
準値をクリアし、肥料登録を受けたものであることが
大前提である。実際の利用にあたっては、保証票に記
載された事項を熟知した上で、①有機質肥料の類の中
では窒素とリン酸の含量が高く、カリ含量が低い、②
窒素は比較的速やかに無機化し植物に利用されやすい
形になる、③石灰系汚泥では資材中の石灰含量が高い
ことに注意する、④亜鉛や銅などの含有量が他の有機
肥料に比べて高い点に注意するなど、汚泥肥料に独特
の特徴を十分に把握し、土壌の重金属濃度が、土壌汚
染防止法や環境省による土壌管理基準の範囲内となる

ように施用する必要がある。
　わが国では汚泥等の再生有機質資材の農業利用にあ
たって、肥料取締法による普通肥料の基準（ヒ素、カ
ドミウム、水銀、ニッケル、クロム、鉛濃度の上限を
それぞれ５0、５ 、2 、300、５00、100mg/kg とする）と、
環境省による土壌の亜鉛濃度の上限を120mg/kg とす
る土壌管理基準の、これらいわば濃度規制と総量規制
の両者により規制を受けている。
　汚泥の 1 回あたりの施用量は、作物や土壌への影響
等を考慮すると、一般的な堆肥の施用量と同じ
1 t/10a 程度にとどめるべきであろう。さらに、土壌
pH が低下すると重金属の作物への吸収移行性や下層
土への移動性が増す。重金属による作物や地下水汚染
を防止する意味から、汚泥施用土壌はやや高めの pH
管理とし、土壌 pH が6.3以下にならないように管理す
るなどの注意が必要である。このことについて次章で

表 2 　各種有機物の重金属濃度（乾物あたり mg/kg 農水省農産課　１982）

資材名（サンプル数） 亜鉛 銅 カドミウム ヒ素 水銀 鉛

豚ふん堆肥（147） 427 291 0 .77 1 .21 0 .0５ 13. 0

牛ふん堆肥（208） 113 27 0 .５6 1 .13 0 .04 8 . 8

鶏ふん堆肥（５9） 306 36 1 .40 1 .62 0 .06 13. 2

下水汚泥（76） 1109 184 2 .79 4 .５５ 1 .37 36. 8

表 ３ 　各種法令等における土壌および肥料中の亜鉛およびその他の規制値（mg/kg）

法令等 亜鉛規制値 亜鉛以外の規制対象重金属

土壌汚染防止法 なし As（1５）、Cd（玄米1.0）、Cu（12５）

土壌管理基準 * 120 なし

肥料取締法 900** As（５0）、Cd（ ５ ）、Hg（ 2 ）、Cr（５00）
Ni（300）、Pb（100）、Cu（300**）

* 汚泥等を施用した農用地土壌における亜鉛濃度上限値（昭和５9年環境庁通達）
** 肥料現物中の濃度がこの値を超えた場合、成分保証票に表示の義務がある

表 ４ 　神奈川県の作物別有機物施用基準
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詳述する。

３ ．土壌 pH と重金属の挙動

　一般に重金属の作物への可給性や下層土への移行性
は、土壌 pH の上昇により抑制される。逆に pH が低
下し土壌が酸性化すると重金属の可給性や移動性は増
す。石灰系汚泥は凝集剤として大量に含まれる石灰の
影響により、施用後の土壌 pH が上昇する。我が国で
は高分子系凝集剤を利用する下水処理場が現在主流と
なりつつあるが、汚泥の緑農地利用を考えると、重金
属の可給性や移動性が高分子系よりも低い石灰系下水
汚泥の利用価値は大きい。しかし降水量が多く自然条
件下で土壌 pH が酸性に傾きやすい我が国に於いて
は、土壌 pH が上昇する石灰系汚泥といえども、重金
属に対する安全性とその限界について、あらかじめ十
分検討する必要がある。すなわち汚泥の施用を中止し、
かつその後の施肥の影響等により、汚泥施用土壌の
pH が低下した場合に、土壌に蓄積した汚泥由来の重
金属類は、土壌中での移動性や作物への可給性に変化
を来す。以下に石灰系汚泥の長期連用と連用中止後の
pH 変化に伴う、畑地土壌での重金属の挙動に関する
実験結果を紹介する。

（１）石灰系汚泥の連用が土壌および作物に与える影響
　表 ５ は、塩化第二鉄と消石灰を凝集剤とする生活排
水系未消化汚泥の脱水ケーキを、乾物換算で 0 kgm － 2

（無施用区）、0.５kgm － 2（少量区）、1.0kgm － 2（中量区）
及び2.0kgm － 2 （多量区）施用しながら、春作ホウレ

ンソウと秋作キャベツの年 2 作を 7 カ年、延べ14作に
渡り栽培した後の、畑地土壌における層位別の pH 及
び過塩素酸分解による総重金属濃度を示したものであ
る。石灰系汚泥の14作14回に渡る連用により、土壌
pH が上昇した。pH 上昇は次層にまで及んだ。重金
属では亜鉛濃度が作土層において、汚泥施用量の増加
に連動し著しく上昇した。汚泥多量区では14回連用後
に作土層の亜鉛濃度が208mgkg － 1 に達し、試験前の
供試土壌のレベルの約2.7倍の高濃度となった。カド
ミウム濃度も亜鉛濃度と同様に、作土層において汚泥
施用量の増加に伴う著しい上昇が見られた。汚泥多量
区の作土層のカドミウム濃度は、試験前の約 2 倍の高
濃度となった。しかし、これらの重金属濃度の次層に
おける濃度上昇は僅かであった。
　汚泥連用を開始してから11作目のホウレンソウ及び
12作目のキャベツの、可食部における重金属濃度を表
6 に示した。石灰系汚泥の施用は前述のように作土層
の重金属濃度を高めたが、そこで栽培した作物中の重
金属濃度は、汚泥の施用に伴い銅以外の各元素濃度は
逆に低下している。とくにマンガン、ニッケル及びカ
ドミウム濃度は、汚泥多量区で著しく低下した。これ
には土壌中の重金属の存在形態が関与している。

（2）汚泥連用後の土壌に蓄積した重金属の形態
　植物の根は土中の水溶性重金属を吸収する。また水
溶性重金属は降雨による浸透水と共に下層へ移行し
て、やがては地下水の重金属汚染を引き起こす危険性
もある。土壌の重金属が環境に及ぼす影響を考慮する
場合は、直接的には総量よりも水溶性重金属の濃度が

表 5 　石灰系下水汚泥を１４回連用した畑地土壌の層位別ｐＨおよび重金属濃度

区 1 回あたり汚泥施用量 層位 pH 硝酸過塩素酸分解重金属
（H 2 O） Ni Cu Zn Cd

kg/m 2 cm ――――――――――mg/kg――――――――――
対照区 0 0―1５ 6.3 29.8 101 11５ 0.32

1５―30 6.５ 26.1 107 93 0.29
少量区 0.５ 0―1５ 6.8 31.9 109 143 0.33

1５―30 7.2 26.9 107 100 0.2５
中量区 1.0 0―1５ 7.５ 32.9 114 16５ 0.42

1５―30 7.6 26.５ 108 102 0.26
多量区 2.0 0―1５ 7.9 34.8 118 208 0.47

1５―30 7.9 26.3 102 109 0.24

表 ６ 　ホウレンソウ（１１作目）及びキャベツ（１2作目）の重金属濃度

汚泥施用量 ホウレンソウ キャベツ
kg/m 2 Mn Ni Cu Zn Cd Mn Ni Cu Zn Cd

0 76.4 1.11 1５.５ 16５ 1.36 38.6 0.71 3.５3 31.8 0.18
0.５ 34.7 0.87 1５.５ 1５3 0.72 17.4 0.60 3.1５ 2５.3 0.09
1.0 21.0 0.60 16.6 147 0.62 1５.9 0.49 3.1５ 23.0 0.08
2.0 16.9 0.５9 16.５ 1５５ 0.５3 14.7 0.44 3.31 23.1 0.07
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重要であり、間接的には植物吸収や下層への溶脱に伴
う水溶性成分の濃度低下を更新する速度、すなわち水
溶性重金属と平衡状態にある重金属形態の溶解度と濃
度に注目する必要がある。このような観点から、土壌
に存在する重金属を幾つかのプールへグループ分けす
る概念が提案されている。それらは研究者により多少
の差異はあるものの①水溶態、②交換態、③吸着態・
炭酸塩態、④有機結合態、⑤酸化物吸蔵態・二次鉱物
態、⑥一次鉱物態の 6 グループに要約される。またほ
ぼこの順序で重金属の可給性や移動性は低下する。①
のプールには土壌溶液中の帯電した重金属イオンまた
は錯イオンの他に、電気的に中性な可溶性有機錯体ま
たは無機錯体が、②のプールには他の陽イオン、例え
ば NH 4 + によって容易に脱着可能な、主に静電引力
で土壌に保持された重金属が、③のプールには粘土鉱
物表面または破断面において、ケイ素、鉄、アルミニ
ウム等の加水酸化物と、共有結合または配位結合によ
る化学結合をした、いわゆる特異吸着態重金属、重金
属炭酸塩等の弱酸性側で溶解する塩類が、④のプール
には主に腐植の COOH 基や OH 基と結合した難溶性
有機コンプレックスが、⑤のプールには Zn や Cu と
同じ遷移元素の中でも土壌中では圧倒的に存在量が多
い、Fe、Mn の酸化物や水酸化物中に吸蔵または共沈
した重金属、および二次鉱物に吸蔵された重金属が、
⑥のプールには一次鉱物の結晶格子中の重金属が含ま
れる。これらのプールは相互間に可逆的に平衡状態を
維持している．とくに①、②、③のプール間は反応速
度が相対的に大きく、その中でもとくに③のプールは
サイズが大きいことから、①および②の形態の重金属
の供給源として重要である。これら土壌中の各プール
における重金属の存在割合を明らかにすることによっ
て、形態変化に伴う重金属の動態や、可給性および移

動性に関しての、多くの重要な情報を得ることができ
る。
　図 2 は石灰系汚泥を14回連用後の土壌における、存
在形態別亜鉛濃度を示したものである。汚泥の施用に
より増加した形態は、Fe Mn 酸化物態次いで炭酸塩態
であった。可給性や移動性の高いと思われる交換態の
亜鉛濃度は、汚泥の連用により逆に減少した。Fe Mn
酸化物態及び炭酸塩態の重金属は、交換態に比べると
作物への可給性や下層土への移動性が少ないため、汚
泥により持ち込まれた重金属は主に作土層にとどま
り、このため表 ５ に示した様に作土層の亜鉛濃度が次
層に比べて著しく高まる一方で、作物吸収と関連の深
い交換態の重金属濃度は、汚泥施用量の増加に伴い逆
に減少するため、作物の亜鉛濃度は表 6 に示したよう
に、逆に減少したものと思われる。カドミウム及びニッ
ケルでもほぼ同様の傾向を示した（データ省略）。

（３）土壌の酸性化による重金属の存在形態と挙動
　上述のように石灰系下水汚泥の長期連用により土壌
に蓄積する重金属の主要な存在形態は、 Fe―Mn 酸化
物吸蔵態及び炭酸塩態であり、移動性や可給性の大き
い水溶態・交換態の重金属濃度は逆に減少した。この
ため石灰系汚泥の施用により、主に作土層の重金属濃
度が上昇し、施用回数の増加に伴い一部は下層土へ移
行するものの、多くは作土層に滞留した。また作物へ
の吸収移行性も高くないことを述べた。これは石灰系
下水汚泥の農業利用上の利点と思われる。しかし、重
金属の作物への可給性や下層土への移行性は土壌 pH
が低下すると高まる。降水量が多く自然条件下で土壌
pH が酸性に傾きやすい我が国に於いては、汚泥の施
用を中止し、かつその後の施肥の影響等により土壌
pH が低下した場合に、土壌に蓄積した汚泥由来の重

図 2 　石灰系下水汚泥を１４回連用後の土壌の形態別重金属濃度



（ 79 ）

Vol. 34　No. 127　2010/3 下水汚泥の農業利用上の留意点

金属類は、土壌中での移動性や作物への可給性に変化
を来す可能性がある。
　そこで、先述の汚泥連用試験ほ場から採取した表層
土壌（0-1５cm）を、直径4５cm、深さ60cm の無低土
管に充填し、汚泥の施用を中止し、土壌 pH を低下さ
せる効果のある肥料、硫安（生理的酸性肥料）、およ
び pH 低下の少ない肥料、尿素を施肥しながら、同じ
くホウレンソウおよびキャベツを 4 カ年、 8 作に渡り
栽培した（写真 1 、 2 、 3 ）。
　その結果、土管内の土壌 pH は硫安施用区では尿素
施用区に比べ速やかに低下した。尿素施用区でも pH
は低下したが、その低下の程度は硫安区に比べて緩慢
で、かつ硫安区、尿素区とも汚泥施用量の多い土壌ほ
ど pH の低下が少なかった（図 3 ）。
　図 4 はこのときの土壌中の重金属（亜鉛）の形態変
化を示したものである。ここに示すように pH 低下の
著しかった硫安区で、重金属が炭酸塩態や Fe Mn 酸
化物吸蔵態から、より可給性や移動性の大きな交換態
へ形態変化することが観察された。汚泥連用土壌を土
管に充填した直後は、土壌中の重金属の形態は前にも
述べたように、汚泥施用量の増加とともに、炭酸塩態
及び鉄・マンガン酸化物吸蔵態の濃度が増加してい

た。その後、汚泥の施用を中止し、硫酸アンモニウム
を施用して作物を栽培したところ、交換態の重金属濃
度が、作付け前に比べて高まり、炭酸塩態の濃度が低
下した。亜鉛は硫安施用区において、鉄・マンガン酸
化物吸蔵態の濃度も低下した。尿素を施用した場合も、
交換態の重金属濃度は作付け前よりは高まってはいた
が、硫安施用区に比べると増加量は少なかった。この
とき、作物の重金属吸収量も硫安区で高まった。図 ５
に 1 作目ホウレンソウから 8 作目キャベツまでの作物
による、重金属の積算吸収量を示した。硫安区と尿素
区を比較すると、いずれの重金属も硫安施用区が尿素
施用区に比べて吸収量が多かった。とくにニッケルと
亜鉛で、施肥の違いによる吸収量の差が大きかった。
汚泥施用量別に比較すると、尿素施用区ではニッケル
を除く各重金属で、汚泥無施用土壌区における吸収量
が最も多く、汚泥多量区が最も少なかった。これは汚
泥連用試験（表 6 ）の傾向とほぼ一致した。一方、硫
安施用区における重金属の吸収量を、汚泥施用量別に
比較すると、カドミウムを除く重金属の吸収量が、汚
泥無施用土壌区に比べて、汚泥施用土壌区、とくに中
量施用土壌区において高まった。
　また、 pH の低下により重金属が下層へ溶脱した。

写真 １ 　土管の埋設作業 写真 2 　汚泥連用土壌の充填

写真 ３ 　キャベツ栽培状況
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試験開始前の土管内の土壌は、60cm の深さまで同じ
土壌を充填しているため、表層と次層の重金属濃度は
等しい。試験開始後に表層から溶脱した重金属が全て
次層に留まったと仮定すると、重金属の溶脱量は表層
と次層の濃度差の 2 分の 1 で表せる。図 6 に 2 作後か
ら 8 作後までの全処理区について、上記により算出し
た重金属溶脱量と表層土壌の pH を、縦軸と横軸にそ
れぞれプロットした。また図中に回帰曲線を併記し、
これらの重金属の溶脱量がプラスに転じる pH を求め
た。ここに示すように石灰系汚泥の連用により土壌に
蓄積した亜鉛及びニッケルは pH6.3～6.4に到達すると
下層への溶脱を開始した。
　このように石灰系下水汚泥の長期連用により土壌に

蓄積する重金属の形態は、可給性や移動性の少ない炭
酸塩態や、鉄・マンガン酸化物吸蔵態などが主体であ
るものの、汚泥の施用を中止し、生理的酸性肥料の施
用等により土壌 pH が低下すると、土壌に蓄積した重
金属が可給性や移動性のより大きな水溶態・交換態に
変化し、下層への移動性や作物への吸収移行性が促進
されることが示された。とくに重金属類の中でも汚泥
による土壌への蓄積が顕著な、亜鉛の下層土への移動
が pH6.3以下に低下することにより促進された。
　pH の変化に伴うこのような重金属の形態変化と、
作物吸収および下層への移動性の変化は、石灰系汚泥
連用土壌に限らず、土壌中の重金属に一般的に起きる
現象である。作物による重金属の過剰な吸収や地下浸

図 ３ 　石灰系汚泥連用中止後の表層土壌（ 0 -１5cm）の pH の変化

図 ４  汚泥連用中止後 ４ 作目の土管内表層土壌の重金属の形態
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透を防ぐためには、土壌の pH 管理が重要である。作
物の種類により生育に好適な土壌 pH は異なるが、上
述の結果からは汚泥連用土壌は pH6.3以上に維持して
おく事が肝要である。

図 5  １ 作目から 8 作目までの作物による重金属の積算吸収量（土管あたり mg）

図 ６ 　汚泥連用土壌の pH と重金属溶脱量
重金属溶脱量＝ 1 / 2 ×（次層の重金属濃度－表層の重金属濃度）



Vol. 34　No. 127　2010/3 再生と利用

（ 82 ）

特集：第22回下水汚泥の有効利用に関するセミナー特集

京都市の下水汚泥有効利用の
取組について　　　　　　　

京都市上下水道局下水道部計画課
　課長　荒井　　均

事業担当　伴　　善友

１ . はじめに

　京都市は、昭和 5 年に下水道事業に着手し、平成22
年には、80年を迎える。本市は、内陸部に位置し、処
分地の確保が困難であることから、下水汚泥の処理処
分にあたっては、常に処分量の減容・減量や有効利用
を意識して事業に取り組んできた。ここでは、現在の
状況を簡単に紹介したあと、汚泥処理処分の経緯を振
り返って、主な有効利用、今後の考え方について以下
に述べる。
　現在、本市では、公共下水道として吉祥院、鳥羽、
伏見、石田の 4 つの水環境保全センターを運転管理し
ている。汚泥の処理については、吉祥院水環境保全セ
ンターからは、ポンプにより汚泥を鳥羽水環境保全セ
ンターへ圧送し、伏見水環境保全センターからは、脱
水ケーキを運搬し , 鳥羽水環境保全センターの脱水
ケーキと合わせて、鳥羽水環境保全センターで焼却し
ている。石田水環境保全センターでは、隣接の東部ク
リーンセンターで都市ごみと混焼している。平成25年
度までに鳥羽水環境保全センターで汚泥処理を集約す
るため , 伏見及び石田水環境保全センターの汚泥をポ

ンプ圧送する工事を段階的に進めている。
　鳥羽水環境保全センターで発生した焼却灰は、一部
が建設資材等として有効利用されており、溶融スラグ

（京石（みやこいし））の具体例を写真― 1 に示す。
　また、灰の最終処分については、株式会社京都環境
保全公社の瑞穂環境保全センター及び大阪湾広域臨海
環境保全センター尼崎沖・神戸沖処分場で埋立処分を
実施している。平成20年度において焼却灰は、溶融ス
ラグ（京石（みやこいし））や土壌改良材として約1,200
ｔ（発生固形物ベース）有効利用されており、汚泥有
効利用率は19.6％である。また、最終処分地へは、約
10,000ｔ（加湿灰）搬出している

2 . 汚泥処理処分と汚泥有効利用の経緯

（１）汚泥処理処分の経緯
　本市の汚泥処理処分は、経済性の発揮と最終処分を
いかに減量・減容するかという命題に応えるべく、そ
の時代の最新技術を駆使しながら施設を整備・拡充し
ており、現在は埋立処分から資源化利用へ移行する大
きな節目を迎えている。汚泥処理処分の経緯を表― 1
に示す。

キーワード：汚泥処理処分、汚泥有効利用、下水汚泥と都市ごみとの混焼、溶融石材化
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年　月 水環境保全センター 汚泥処理処分

昭和 9 年 4 月 吉祥院 運転開始【濃縮→消化→天日乾燥→埋立】

昭和14年 4 月 鳥羽 運転開始【濃縮→消化→天日乾燥→埋立】

昭和14年 8 月 吉祥院 運転休止

昭和34年 8 月 吉祥院 運転再開

昭和40年 5 月 鳥羽 機械脱水開始【真空脱水：消石灰 ･ 塩化第二鉄】

昭和41年 6 月 鳥羽 発生汚泥の全量脱水

昭和42年度 吉祥院 鳥羽へ汚泥を圧送

昭和43年 6 月 鳥羽 立形多段炉による脱水ケーキ焼却開始
【消化→脱水→焼却→埋立 ( 敷地内 )】

昭和47年10月 鳥羽 汚泥全量焼却可能

昭和48年 3 月 伏見 運転開始【真空脱水】

昭和48年 7 月 伏見 鳥羽へ汚泥を脱水後トラック輸送

昭和54年 4 月 鳥羽 管理型最終処分場として洲崎処分場供用開始

昭和56年 1 月 石田 運転開始【当初は、濃縮汚泥を鳥羽水環境保全センターへタンクローリーで運搬】

昭和60年 3 月 鳥羽 ベルトプレス型脱水機導入【高分子凝集剤】

昭和60年10月 石田 下水汚泥と都市ごみの混合焼却開始（図― 2 ）

昭和62年 4 月 鳥羽 階段炉 1 号運転開始【高分子凝集剤脱水ケーキ対策】

昭和63年 8 月 鳥羽 洲崎処分場の埋立て灰を京都環境保全公社瑞穂センターへ搬出処分開始

平成 2 年 6 月 鳥羽 洲崎埋立灰をフェニックスへ搬出開始

平成 7 年12月 伏見 高効率形遠心脱水機導入【高分子凝集剤】

平成 8 年12月 鳥羽 溶融石材化設備 1 号運転開始

平成11年度末 鳥羽 立形多段炉運転停止

平成17年10月 鳥羽 流動炉 1 号運転開始

平成20年 4 月 鳥羽 ベルトろ過濃縮機運転開始
圧入式スクリュープレス脱水機運転開始

表― １ 　汚泥処理処分の経緯

写真― １ 　溶融スラグ（京石）の有効利用例
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　現在、本市の汚泥は、前述のように , 石田水環境保
全センターを除いて、鳥羽水環境保全センターで集約
して処理している。各水環境保全センターの位置を図
― 1 に示し、汚泥処理処分の基本フローを図― 2 に示す。
　最終処分場の状況としては、瑞穂環境保全センター
については、今後10年間程度の受入計画となっている。
また、大阪湾フェニックス計画は、平成33年までの計
画であり、併せて継続して処分をする計画である。洲
崎処分場については、平成17年度に一時休止届を京都
市環境局産業廃棄物指導課へ提出しており、現在は、
焼却灰の中間処理場として運用している。

（2）汚泥有効利用の経緯
　本市における汚泥の有効利用は、戦前まで遡り、鳥
羽水環境保全センターの消化ガスの利用から始まる。
高分子系汚泥焼却灰はインターロッキングブロックの
材料として利用されており、市内各地の歩道に合計
45,000㎡使用されている。汚泥有効利用の経緯を表―
2 に示す。

図― １ 　水環境保全センターの位置

吉祥院水環境
保全センター

伏見水環境
保全センター

鳥羽水環境
保全センター

京北浄化
センター

石田水環境
保全センター

洛西浄化
センター

洛南浄化
センター

京都府流域下水道

右京区京北地域
（旧京北町）

図― 2 　汚泥処理処分基本フロー
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　平成17年10月より稼動している流動炉から発生する
灰について、肥料やアスファルトフィラーの原材料と
しての利用の可能性を検討しているが、アスファルト
については、土壌の環境基準値を超えている項目があ
り、安全性が確保できない可能性があるため、現時点

では見送ることにした。

３ . 鳥羽水環境保全センターにおける消化ガス
供給事業

　昭和17年 2 月鳥羽水環境保全センターにメタンガス

年　月 水環境保全センター 汚泥有効利用

昭和17年～昭和25年 鳥羽 圧縮ガス供給事業
自動車代用燃料

昭和45年度 鳥羽 石灰系焼却灰の肥料会社への売却開始

昭和50年代 鳥羽 石灰系焼却灰の建設資材、窯業資材への有効利用調査

昭和54年～昭和61年 伏見
脱水ケーキ堆肥化実験調査委員会設置

堆肥化技術と製品の緑地利用の実験調査（平成 7 年製造中止）

昭和59年度 鳥羽 石灰系焼却灰をコンクリート 2 次製品へ利用 L 型街渠・インターロッキング等を水環
境保全センターで利用

昭和60年10月 石田 下水汚泥と都市ごみの混合焼却の本格運転開始

昭和63年 鳥羽 高分子系汚泥焼却灰製品化の調査研究

平成 5 年 3 月 鳥羽 高分子系汚泥焼却灰をインターロッキングブロックに実用化

平成 9 年度 鳥羽 高分子系汚泥焼却灰をインターロッキングブロックの材料として販売

平成11年度 鳥羽 溶融石材化スラグ（京石）を外装壁タイルや透水性セラミックブロックの材料として販
売

平成17年10月 鳥羽 消化ガスを流動炉補助燃料として利用

平成18年度 鳥羽 流動炉焼却灰利用の検討

平成20年 2 月 鳥羽 流動炉焼却灰を土壌改良材の原料として販売

表― 2 　汚泥有効利用の主な経緯

図― ３ 　汚泥ガス圧縮供給設備
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充填所を設置し、汚泥消化タンクからの発生ガスのう
ち、消化タンクの加温用燃料としての使用を除く、余
剰ガスを戦時下の物資不足の下で、市所有の自動車用
燃料として有効利用を図った。これは、発生ガスを乾
式脱硫した後、14気圧に圧縮し、炭酸ガス吸着塔で洗
浄し炭酸ガスを除去した後、150気圧に圧縮しガスボ
ンベに充填して自動車燃料として利用したものであ
る。計画では、脱硫後さらに30％程度含まれている炭
酸ガスを吸引除去することで、メタン濃度を91％以上
とし、1 日の精製ガス量は1,300㎥、自動車走行距離（乗
用車）は7,200km と見込まれた。昭和17年の実績では、
乗用車11台、トラック14台、市営バス11台、計36台の
燃料を供給しており、最盛期には、 1 日100台もの自
動車が出入りするほどの活況を呈していた。しかし、
戦争の末期ころから流入下水濃度の低下によるガス発
生量の著しい減少、また、戦後ガソリンが一般に出回
りだしたことなどから昭和25年に閉鎖することとなっ
た。
　消化ガスは、現在、消化タンクの加温用ボイラの燃
料及び平成17年10月より稼動した流動炉の補助燃料と
して利用し、重油使用量の節減を図っている。

４ . 石田水環境保全センターにおける下水汚泥
と都市ごみとの混焼

　昭和30年代から市街地の拡大が進み、人口が急増し
ていく市域東部の山科盆地を含む約2,000ha の地域に
対し、都市基幹施設である下水と都市ごみの施設の早

期整備が急務となった。そこで、両者の建設用地を隣
接させて、同時建設を図るという共同立地構想を立て
た。その構想は、共通施設の集約化とエネルギーの効
率的利用を目指した合理的なシステムの構築であり、
その中心は下水汚泥と都市ごみを混合して焼却（以下

「混焼」という。）するものである。しかし、この混焼
については過去実績がほとんどなく、昭和50年代の前
半は調査研究、後半は設計建設に当てられ、昭和60年
10月より本格運転を開始した。
　一般に「下水処理場」は、「エネルギー消費型プラ
ント」であり、一方「都市ごみ焼却工場」については、

「エネルギー余剰型プラント」である。今回、石田水
環境保全センターと東部クリーンセンターは隣接でき
る条件であったため相互協力が可能となり、計画に当
たっては、施設の集約化を図って経済性を発揮すると
ともに、省資源、省エネルギー対策にも積極的に取り
組み、両施設を 1 つの処理系としてとらえ相互協力の
体制（図― 4 ）を構築した。
　東部クリーンセンターで発生するごみ焼却余熱は、
クリーンセンター内で発電を行い、さらに余剰の余熱
は、石田水環境保全センターへ蒸気と電気の形態で供
給され利用されている。下水の処理で発生する汚泥の
脱水及び乾燥に必要な熱源は、この余剰蒸気でまか
なっている。平成20年度の実績では、石田水環境保全
センターで使用する電力の39.4％である5,781千 kWh
が東部クリーンセンターからのごみによる発電電力量
である。余剰蒸気は265℃、1.67MPa で年間18,584t 相

図― ４ 　相互協力の体制
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当分利用している。
　汚泥と都市ごみの混焼の可能性について、昭和52年
から技術的な研究調査について、委員会を設け実施し
た。焼却施設は、都市ごみ専焼用回転ストーカ炉が選
定されていたため、混焼についての前提条件は、①汚
泥は都市ごみに近似させること、②クリーンセンター
の余剰蒸気が有効に利用できることである。委員会で
の検討を経て、現在の石田水環境保全センターでの運
用は、図― 5 のとおりである。

５ . 鳥羽水環境保全センターにおける溶融石材化

　本市は、内陸部に位置する観光都市であることから、
下水汚泥処理については、最終埋立処分量の減量・減
容化及び再資源化を目標とした施設を展開してきた。
しかし、独自の処分場の容量や , フェニックス計画の
処分場も有限であることから、確実な再資源化及びさ
らなる利用促進を目的とし、溶融石材化設備を導入す

ることとなった。溶融石材化設備は、平成 8 年12月よ
り 1 号炉を供用開始し、平成13年 4 月には 2 炉目の供
用を開始したが、現在、運転コストの経済性を考慮し
て、平成17年10月流動炉の稼動に伴い溶融石材化設備
の運転時間を縮減している。
　溶融スラグには、ガラス質の溶融スラグと天然石同
様の結晶質にまで品質を向上化させた石材化溶融スラ
グがあり、多種多様な有効利用方法が考えられる。石
材化溶融スラグの生成フローを図― 6 に示す。石材化
溶融スラグは、大理石や御影石以上の強度及び硬度を
有し、路盤材・コンクリート用骨材はもとより、石材
化タイル・テラゾタイル・景観材（神社境内・庭園）
やろ過設備の代替砂としての利用など幅広い用途に使
用可能である。
　既設の焼却炉が800～900℃で焼却するのに対し、溶
融炉は1,300℃の高温で溶融を行っている。さらに、
発生するガラス質のスラグを1,100℃で結晶化させる
ことで、石材としての有効用途拡大を図っている。石

図― ５ 　石田水環境保全センターの汚泥処理システム

図― 6  石材化溶融スラグ生成フロー
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材化の結果、クロム・鉛・カドミウム等の重金属が固
定化されるため、埋立処分に係わる判定基準（金属等
を含む産業廃棄物に係わる判定基準を定める総理府
令）を大幅に下回ると共に、環境庁告示第46号（土壌
の汚染に係る環境基準）も満足しており安全に使用で
きる。
　本市では、この石材化溶融スラグを「京石（みやこ
いし）」と名づけ、有効利用の推進を図っている。平
成11年より、タイルメーカー等において「京石（みや
こいし）」を用いた外装壁タイルや透水性セラミック
ブロックの製造販売を行っており、これらの製品はエ
コマーク認定商品として高い評価を得ている。この「京
石（みやこいし）」は、平成14年度国土交通大臣賞「い
きいき下水道賞」を受賞した。
　平成18年 7 月に JIS A5031「一般廃棄物、下水汚泥
又はそれらの焼却灰を溶融固化したコンクリート用溶

融スラグ骨材」が制定されたことにより、石材化溶融
スラグ及び溶融スラグが JIS A5031に適合するかの検
証を行った。「有害物質の含有試験」 8 項目・「有害物
質の含有量」 8 項目・「化学成分」 5 項目・「物理的性
質」 6 項目及び「アルカリシリカ反応性」を定められ
た試験方法で検証した結果全ての項目において JIS 
A5031の基準に適合していた。試験結果を表― 4 、 5
に示す。
　また、長期暴露試験（ 5 年）についても検証してお
り、骨材を100％石材化溶融スラグに置換した供試体
と天然砕石の供試体では差異が見られず、石材化溶融
スラグは、天然石材と同等にコンクリート骨材として
使用することができる。このように有効利用について
の可能性が実証されており、現在、ホームページで売
却の広告を行い , 石材化溶融スラグは840円 /t、溶融
スラグは525円 /t で販売している。

写真― 2 　石材化溶融スラグ等
石材化溶融スラグ 溶融スラグ 焼却灰

試験項目
試験結果

JIS 基準
溶解スラグ 結晶化スラグ

有害物質の
溶出量

カドミウム ＜0.005㎎／ℓ ＜0.005㎎／ℓ 0.01㎎／ℓ以下

鉛 ＜0.01㎎／ℓ ＜0.01㎎／ℓ 0.01㎎／ℓ以下

六価クロム ＜0.02㎎／ℓ ＜0.02㎎／ℓ 0.05㎎／ℓ以下

砒素 ＜0.002㎎／ℓ ＜0.002㎎／ℓ 0.01㎎／ℓ以下

総水銀 ＜0.0005㎎／ℓ ＜0.0005㎎／ℓ 0.0005㎎／ℓ以下

セレン ＜0.002㎎／ℓ ＜0.002㎎／ℓ 0.01㎎／ℓ以下

ふっ素 0.4㎎／ℓ 0.5㎎／ℓ 0.8㎎／ℓ

ほう素 ＜0.05㎎／ℓ ＜0.05㎎／ℓ 1.0㎎／ℓ以下

有害物質の
含有量

カドミウム 0 ㎎／㎏ 0 ㎎／㎏ 150㎎／㎏以下

鉛 1 ㎎／㎏ 0 ㎎／㎏ 150㎎／㎏以下

六価クロム 0 ㎎／㎏ 0 ㎎／㎏ 250㎎／㎏以下

砒素 0.7㎎／㎏ 0.9㎎／㎏ 150㎎／㎏以下

総水銀 0.002㎎／㎏ 0.009㎎／㎏ 15㎎／㎏以下

セレン 0 ㎎／㎏ 1 ㎎／㎏ 150㎎／㎏以下

ふっ素 110㎎／㎏ 0 ㎎／㎏ 4000㎎／㎏以下

ほう素 5 ㎎／㎏ 4 ㎎／㎏ 4000㎎／㎏以下

表― ４ 　試験結果
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6 . 今後に向けて

　本市は、地球温暖化防止京都会議（COP 3 ）の開
催都市であり、京都議定書に名を冠する都市として平
成17年 4 月には「京都地球温暖化対策条例」を施行し、
温室効果ガスの流出抑制等を図るため、事業活動及び
日常生活に伴う自然エネルギー（バイオマスなど）の
利用促進を図る施策を重点的かつ効率的に推進してい
く必要がある。平成19年12月に平成20年度から10年間
の「京（みやこ）の水ビジョン」を策定しており、「環
境保全の取組の推進」を重点推進施策の一つとして位
置付け、未利用エネルギーや資源の有効活用を一層図
ることとしている。
　また、本市環境政策局が、バイオマスの利活用につ
いて総合的な観点から、長期的なビジョンを策定する
ために、環境、エネルギー、農林分野等の学識経験者
からなる「京都市バイオマス利活用推進研究委員会」
において検討を進めており、当局も関係局として参画
しているところである。
　一方、「下水道ビジョン2100」のコンセプトである、

「循環のみち」を実現するための方針の一つとして、「資
源のみち」がある。地球温暖化防止等の環境保全のた
め、下水汚泥のマテリアルとしての利用からバイオマ
スエネルギーの活用を積極的に行うこととしている。
　これらの状況を踏まえ、経済性も考慮し、下水汚泥
のバイオマス利活用について前向きに研究していきた
いと考えている。

試験項目
試験結果

JIS 基準
溶解スラグ 結晶化スラグ

化学成分

酸化カルシウム 21.6％ 23.8％ 45.0％以下

全硫黄 0.047％ 0.054％ 2.0％以下

三酸化硫黄 ＜0.1％ ＜0.1％ 0.5％以下

金属鉄 ＜0.1％ ＜0.1％ 1.0％以下

塩化物量 ＜0.001％ ＜0.001％ 0.04％以下

物理的性質

膨張性 － 2 ％ － 1 ％ 2 ％以下

絶乾密度 2.57ｇ／ cm3 2.62ｇ／ cm3 2.5ｇ／ cm3以上

吸収率 0.10％ 0.19％ 3 ％以下

安定性 1.1％ 0.3％ 12（10）％以下

粒径判定実績率 59.9％ 59.7％ 55（53）％以上

微粒分 0.0％ 0.0％ 1.0（7.0）％以下

アルカリシ
リカ反応性

モルタルバー法 0.018％無害 0.011％無害
3 法のどれかで無害であ
れば良い化学法 無害 無害でない

迅速法 0.02％無害 0.01％無害

表― ５ 　試験結果
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特集：第22回下水汚泥の有効利用に関するセミナー特集

京都府の下水汚泥有効利用の
取組みについて　　　　　　

京都府文化環境部水環境対策課

　課長　三宮　　武

１ ．はじめに

１－ １　京都府内の汚水処理事業概要について
　日本列島のほぼ中央に位置する京都府は、国土の
1.2％、4,613.13平方キロメートルの面積を有しており、
47都道府県中31番目の大きさである。
　図 1 に示すとおり、本府は、北は日本海と福井県、
南は大阪府、奈良県、東は三重県、滋賀県、西は兵庫
県と接している。南北間の距離は、約1５0km と細長く、
中山間地が府の総面積の71％を占めている。北部は、
丹後天橋立大江山国定公園に指定され、日本三景の一
つである「天橋立」やコハクチョウなどの渡来地であ
る「阿蘇海」を有していることからも良好な自然環境
の保全が求められている。
　一方南部は、研究型産業を中心とした各種企業の立
地や住宅開発が進む関西文化学術研究都市があり、ま
た、桂川、宇治川、木津川下流域には、大阪府の都市
群が存在しており、地域の生活環境の改善と合わせ良
好な水質の保全が求められている。
　このような背景により、府内では、まず京都市が昭
和 ９ 年に処理場の供用開始後、順次汚水処理施設の整

備を進めており、平成20年度末現在の汚水処理普及率
は表 1 に示すとおり９3．９％で全国第7位となっている

（下水道普及率は全国第 ５ 位）。
　汚水処理施設未整備地域の早期解消と公共用水域の
水質保全を図るために「京都府水洗化総合計画200５」
を定め、地域事情に即した計画的な汚水処理施設整備
を進め、平成32年度に、府内全域の汚水処理普及率を
概ね100％にすることを目指している。（「京都府水洗
化総合計画」は現在見直し中。）

１ － 2 　京都府の流域下水道事業について
　本府において、汚水処理普及率の向上には流域下水
道が大きく貢献している。表 2 に流域下水道事業の概
要を示す。特に都市化の著しい府南部地域において、
桂川右岸流域下水道を昭和５4年に供用開始し、続いて
木津川流域下水道を昭和61年、更に木津川上流流域下

キーワード：有効利用拡大、消化ガス発電、改質乾燥、炭化

表 １　京都府の汚水処理普及率（平成2０年度末現在）

行政人口
Ａ（千人）

処　理　人　口（ 千人） 汚水処理
普及率　
Ｂ／Ａ（％）

公共
下水道

農業集
落排水 浄化槽 その他 合計Ｂ

2,５５５.7 2,2９2.９
（９５.５％）

41.５
（1.7％）

63.7
（2.7％）

1.９
（0.1％）

2,400.0
（100％） ９3.９
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水道を平成11年にそれぞれ供用開始した。
　また、京都縦貫自動車道やＪＲ山陰線の複線化整備
に伴い定住圏として都市化が進行している中部地域に
おいては、桂川中流流域下水道を平成11年に供用開始
した。
　さらに、北部地域においては、閉鎖性水域である阿
蘇海の水質汚濁防止等を目的として、宮津湾流域下水
道を平成 ５ 年に供用開始した。
　処理方式については、宮津湾浄化センターで標準活
性汚泥法を用いているが、それ以外の 4 つの浄化セン
ターにおいて、窒素及びリンを除去する高度処理（凝
集剤併用型循環式硝化脱窒法または凝集剤併用型ス
テップ流入式多段硝化脱窒法）を採用している。

　現在では、流域下水道の処理区域内の普及率が最も
低い宮津湾流域下水道においても、普及率7８．3％に達
しており、今後は新設や増設を主体とした建設計画の
時期を過ぎ、アセットマネジメント手法に基づく適切
な改築・更新と維持管理を主体として実施していく時
期に差し掛かっている。
　また、桂川右岸流域下水道では、雨水の排除・浸水
対策として、平成 7 年から雨水対策「いろは呑龍トン
ネル」の整備を進めている。平成13年には一部供用開
始し、それまで浸水の常襲地帯であった地域の浸水被
害軽減に威力を発揮している。

図 １　京都府全図
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表 2　各流域下水道（汚水）の事業概要（平成2０年度末現在）

流域名 桂川右岸 木津川 宮津湾 桂川中流 木津川上流
浄化センター名 洛　西 洛　南 宮津湾 南　丹 木津川上流

供用開始 昭和５4年 昭和61年 平成 ５ 年 平成11年 平成11年
認
　
可
　
計
　
画

処理面積（ha） ５,1５6 ５,８1５ 727 66９ 2,04８
処理人口（人） 3５6,600 3８3,400 36,04８ 1９,200 72,600
処理能力（m3 /日） 20８,000 1８５,600 20,000 10,５00 32,８８0

処理方式

凝集剤併用型循環
式硝化脱窒法また
は、凝集剤併用型
ステップ流入式多
段硝化脱窒法
＋急速ろ過

凝集剤併用型循環
式硝化脱窒法また
は、凝集剤併用型
ステップ流入式多
段硝化脱窒法
＋急速ろ過

標準活性汚泥法

凝集剤併用型循環
式硝化脱窒法また
は、凝集剤併用型
ステップ流入式多
段硝化脱窒法
＋急速ろ過

凝集剤併用型循環
式硝化脱窒法（酸
素法）
＋急速ろ過

普及率（％） ９９．7 ８6．９ 7８．3 ９7．4 ９0．９
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2 ．京都府内の汚泥有効利用の現状

2－ １　平成2０年度末汚泥処理実績について
　表 3 に平成20年度の京都府流域下水道各浄化セン
ターにおける汚泥処理状況，図 2 に京都府流域下水道
全浄化センターの汚泥処分方法の重量割合（平成20年
度実績値、脱水ケーキ換算）を示す。
　洛西浄化センターでは焼却（一部、脱水まで）、洛
南浄化センターでは乾燥（一部、脱水まで）、その他
の浄化センターでは、脱水までの工程を導入している。
　洛西浄化センター、洛南浄化センター、木津川上流
浄化センターではセメント原料への利用、宮津湾浄化

センターではセメント原料及びコンポストへの利用、
南丹浄化センターではコンポストへの利用を行ってい
るが、リスク分散のため、いずれの浄化センターでも
埋立を含めた複数の処分先を確保している。
　 ５ つの流域下水道で処理する汚泥量は合計22,0５1.3
ｔとなっており、このうちセメント原料11,4５2.９ｔ及
びコンポスト1,306.0ｔとして、約５８％を有効利用し、
残りをフェニックス等へ埋立処分している。
　なお、平成1９年度まで、洛西浄化センターにおいて、
焼却灰を焼成してレンガに加工し、公共事業等に有効
利用していたが、公共事業量の削減や透水性レンガへ
の移行等による需要の落ち込みとレンガ焼成炉の耐用
年数の超過により、平成20年度から焼成炉を休止した
ところである。

2 － 2 　洛南浄化センター消化ガス発電施設について
　洛南浄化センターでは、汚泥消化を行っている。消
化ガスの成分分析結果を表 4 に示す。消化槽で発生す
る消化ガス（メタン）を、消化ガス発電、消化槽の加
温及び汚泥乾燥に有効利用している。体積ベースの使
用割合を図 3 に示す。

表 4　消化ガス構成成分（体積ベース）

メタン 二酸化
炭素

窒素 酸素 その他 合計

５９.８％ 3９.6％ 0.46％ 0.13％ 0.01％ 100％
図 2 �　京都府流域下水道全浄化センターの汚泥処分方
法の重量割合（平成2０年度実績値、脱水ケーキ換算）

セメント
（51.9%)

埋　立
（42.1%)

コンポスト
(5.9%)

有効利用率
（57.8%)

表 ３　各浄化センターの汚泥処理状況（平成2０年度実績値）

浄化センター 処理形態 処分方法 処理量（t/ 年）
（脱水ケーキ換算）

洛　西
焼却灰

セメント 3５0.1
埋　立 1,９73.９

脱水ケーキ
セメント 1,2８2.3
埋　立 102.2

洛　南
乾燥汚泥

セメント 2,2９2.6
埋　立 3,02５.4

脱水ケーキ
セメント 3,９2５.0
埋　立 1,4８0.８

宮津湾 脱水ケーキ
セメント 1,177.９
コンポスト 116.５
埋　立 611.８

南　丹 脱水ケーキ
コンポスト 1,1８９.５
埋　立 307.7

木津川上流 脱水ケーキ
セメント 2,42５.0
埋　立 1,7９0.6

合　　　計 22,0５1.3
うち　セメント 11,4５2.９
うち　コンポスト 1,306.0
うち　埋立 ９,2９2.4
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　また、図 4 に洛南浄化センターにおける流入水量及
び消費電力量の推移を示す。流入下水量の増加に伴い、
消費電力量は増加してきたが、平成17年度からは消化
ガスによる発電を導入したことから買電量を大きく低
減することができた。平成20年度の消化ガスによる発
電量は、約８2９万 kWh であり、洛南浄化センター全
体の消費電力の約 3 割を賄っている。消化ガス発電設
備概要を表 ５ に示す。
　汚泥の乾燥には、発電の際の廃熱を利用する熱風炉
用熱交換器（1，000ＭＪ／時）を導入し、エネルギー利
用効率を高めている。乾燥により、汚泥は重量比で 1
／ ５ 、体積比で 1 ／ 4 となり処分費が軽減されている。
　また、シロキサンの除去には、活性炭による吸着装
置（５00Ｎｍ 3 ／時）を導入している。
　図 ５ に消化ガス発電及び汚泥乾燥に係る処理フロー
を、また図 6 に消化ガス発電棟及び消化ガス発電設備
の写真を示す。

図 ３　�洛南浄化センターにおける消化ガス使用割合（体
積ベース）

発電
（71.6%)

消化槽加温
（23.5%)

汚泥乾燥
(3.8%)

余剰
(1.0%)

図 4　洛南浄化センターにおける流入水量及び消費電力量の推移
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表 ５　消化ガス発電設備概要

形　　式 ガスエンジン

発電容量 4９５ｋｗ／基

運転時間 24ｈｒ／日

燃　　料 消化ガス・都市ガス

基　　数 2 基
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2 － ３ 　農集排汚泥のコンポスト化について
　府北部に位置する福知山市夜久野町では、農業集落
排水施設により、町内戸数の約 7 割の汚水処理を行っ
ている。当初は施設で発生した汚泥を町外で処分して
いたが、維持管理コストの増加が懸念されたため、平
成13年よりコンポスト化機械を設置し、現在は全量を
コンポスト堆肥化し、農地への還元を行っている。図
7 に事業のイメージ図を示す。
　このコンポスト肥料は、（財）日本肥料検定協会に

おける成分分析と栽培試験をクリアし、「グリーンアッ
プやくの 1 号、 2 号」と命名され、農林水産省の肥料
登録がなされている。野菜、果樹、花卉など主に畑作
に使用されている他、一部では水稲にも使用し、地域
住民が汚泥肥料を農地で使う循環構造が出来上がって
いる。

図 ５　消化ガス発電及び汚泥乾燥に係る処理フロー（洛南浄化センター）

図 ６　消化ガス発電棟及び消化ガス発電設備
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３ ．有効利用拡大に向けた京都府の取組み

　京都府では、民間等の技術力を活用し、多様化する
技術的課題に対応することを目的として、「京都府流
域下水道共同研究要綱」を策定し、民間企業等との共
同研究を実施している。平成20年度は、汚泥有効利用
に係る技術開発として、「改質乾燥による下水汚泥の
バイオマス燃料化技術」及び「下水汚泥の炭化による
有効利用（緑化用途）の研究開発」の 2 つの応募があっ
た。概要及び結果を以下に示す。

３ － １ 　改質乾燥による下水汚泥のバイオマス燃料化
技術について

（１）概要
　本技術は、下水汚泥に蒸気を連続的に供給し、汚泥
中の微生物の細胞膜を破壊（改質）することで脱水性
を向上させ、汚泥の燃料化を図るものである。図 ８ に
実験装置フロー、表 6 に実験諸元を示す。
　本実験は、滋賀県湖南中部浄化センターに設置され

た実験装置に、洛南浄化センターの消化汚泥を持ち込
んで製品を製造し、発熱量等成分分析を行った。

（２）結果
　本実験で得られた結果を表 7 に示す。製品の発熱量
は、16,700kJ/kg-dry となり、一般的な石炭の発熱量

（2９,５00kJ/kg-dry）の約５7％であった。消化汚泥に比
べ製品の酸素分が減少したことにより発熱量が増加し
ており、消化汚泥を用いた改質効果を確認できた。

図 ７　コンポスト化イメージ図（福知山市夜久野町）

農業集落排水処理施設 コンポスト化機械

農地地域住民

汚泥

農産物

資源循環の環
わ

表 ６　燃料化実験諸元

実施期間 平成20年 ９ 月～平成21年 3 月
実施場所 滋賀県湖南中部浄化センター
実験装置規模 脱水汚泥処理量4.0ｔ／日
対象汚泥 消化汚泥約 2 ｔ

表 ７　成分分析結果

種　別 単　位 消化汚泥 製　品
工業分析 発熱量 kJ/kg-dry 16,400 16,700

kcal/kg-dry 3,９1８ 3,９８９
水分 ％ ８3.63 16.0９
灰分 ％ 31.3 3８.５９
可燃分 ％ 6８.7 61.41

元素分析 炭素 ％ 3５.7９ 37.26
水素 ％ ５.５1 ５.31
酸素 ％ 20.８2 1５.76
全硫黄 ％ 0.９1 0.36
燃焼性硫黄 ％ 0.９ 0.2５
窒素 ％ ５.6 2.7
塩素 ％ 0.07 0.02
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３ － 2 　下水汚泥の炭化による有効利用（緑化用途）
の研究開発について

（１）概要
　本技術は、乾燥汚泥（含水率20～30％）と熱風を直
接接触させ、低酸素状態で蒸し焼きにする内燃式炭化
炉によって、汚泥を高温炭化（700～８00℃）するもの

（以下、「炭化物」という。）で土壌改良材として使用
することを想定している。
　炭化物が植物の生育に及ぼす効果を把握するため、
炭化物の配合比を変えて植栽し、測定観察を行った。
実験には、洛南浄化センターの乾燥汚泥（消化汚泥）
を使用し、真砂土をベースに炭化物を配合した炭化物
配合土壌によるプランターを設置し、配合量を 0 ％、
20％、40％、60％とした。
　実験に使用した植物は、多年草で特別な手入れが不
要であり一般に市販されているベゴニアとした。
　また、炭化物の安全性を検証するため、肥料取締法
に定められている有害物等の含有量や溶出量を確認し
た。
（２）結果
　プランターでの生育状況は図 ９ に示すように、炭化
物を多く配合した方が生育が良好であり、土壌改良材
としての効果が認められた。
　なお、効果に対する物性の評価等について、今年度、
大学とも共同で研究を進める予定としている。
　また、有害物等の含有量や溶出量の試験の結果は、
表 ８ 及び表 ９ に示すように、いずれの物質も肥料取締
法で定める肥料の公定規格（下水汚泥肥料）の基準値
以下であった。

図 ８　実験装置フロー

表 9　炭化物の溶出試験結果

分析項目 単位 試験値 基準値
水銀 mg/ Ｌ ＜0.000５ 0.00５以下
カドミウム mg/ Ｌ ＜0.001 0.3以下
鉛 mg/ Ｌ ＜0.01 0.3以下
六価クロム mg/ Ｌ ＜0.02 1.５以下
ヒ素 mg/ Ｌ 　0.007 0.3以下

表 ８　炭化物の含有試験結果

分析項目 単位 試験値 基準値
ニッケル mg/kg  ９1 300
クロム mg/kg 200 ５00
鉛 mg/kg  40 100
ヒ素 mg/kg   4．4 ５0
カドミウム mg/kg   3．7 ５
水銀 mg/kg 　0．04 2
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4 ．おわりに

　地球温暖化防止及び持続的発展に寄与する資源循環
型社会の実現のためには、豊富な資源・エネルギーを
有する下水汚泥（バイオマス）を資源化、再利用する
ことは非常に重要である。
　今後の汚泥有効利用方法としては、現時点では、燃
料化や土壌改良材としての利用等が有望視されるが、
そのためには、安定的な受入先の確保が必要となる。
　燃料の受入先候補として、電力会社、製紙会社、製
鉄会社等が考えられるが、これらの企業は、汚泥含有
物質（塩素、硫黄、リン、重金属等）によるボイラー
への悪影響や臭気に対する不安、周辺住民との調整等
を懸念している。
　また、汚泥燃料等の売却価格と運搬費との関係でい
わゆる逆有償となる場合には、廃棄物の処理及び清掃
に関する法律の適用対象となる等、法令上の問題から

受入に消極的な企業もある。
　土壌改良材としての利用の場合も、長期間に渡って
応分の量を有効利用できる確実な販路の確保に懸念が
残る。
　汚泥有効利用の促進に当たっては、コスト等を含め
た技術開発の観点だけでなく、流通、販売、利用を一
体的に捉えることが重要であり、それらについても、
民間企業の有するノウハウを最大限活用する必要があ
る。
　京都府としては、これらのことも視野に入れた上で、
汚泥の有効利用を進めてまいりたいと考えている。

図 9　ベゴニアの生育状況

Ｈ２０．８．１Ｈ２０．５．１３

０％配合

２０％配合

４０％配合

６０％配合
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１ ．はじめに

　福井県の下水道普及率は平成20年度末で68.2％であ
り、平成22年度末には71％を目標としている。これに
伴い下水発生量は増加するが、現状は焼却埋立処分が
約 3 割を占めており、産業廃棄物処理場の残容量にも
限りがある。一方、平成 8 年度に下水道法の一部改正
が行われ、下水汚泥の焼却、有効利用等による減量を
求められている。
　下水汚泥の有効利用には、建設資材化利用、緑農地
利用が一般的であるが、建設資材化利用には施設に多
大な初期設備投資及び維持管理費が必要となる。そこ
で当研究所では、初期設備投資及び維持管理費の少な
い緑農地利用が最適と考え、所要の考察を行うことと
した。緑農地利用には、脱水汚泥、乾燥汚泥、コンポ
スト化汚泥の利用方法があり、その中でも臭気性、保
存性、作業性からコンポスト化汚泥の汎用性が高いと
考えた。
　通常下水汚泥を堆肥化する場合、水分調整、通気性
の改善、取扱い性の改善を目的としてモミガラ、オガ
クズ等の副資材を混合し製造されている。福井県では、

毎年街路樹の剪定作業で大量に発生する街路樹剪定枝
葉の資源としての有効利用が課題となっていたことも
あり、街路樹剪定枝葉をコンポストの副資材として使
用し、利用用途拡大について検討したので報告する。

２ ．福井県の下水汚泥処分等の現状

　現在の福井県の下水汚泥発生量処理状況（平成20年
度）を表－ 1 に示す。福井県全体の下水汚泥リサイク
ル率は72％であることがわかった。

キーワード：剪定抜葉、剪定堆肥、土壌改良材、リサイクル

特集：第２２回下水汚泥の有効利用に関するセミナー特集

研究紹介

福井県における下水汚泥と街路樹
剪定枝葉の有効利用について　　

福井県雪対策・建設技術研究所　環境・建設技術研究グループ

研究員　久保　　光



（ 99 ）

Vol. 34　No. 127　2010/3 福井県における下水汚泥と街路樹剪定枝葉の有効利用について

３ ．堆肥製造試験

３ ．１ 　試験の目的
　施設がシンプルで安易安価に実施できる野積み式に
よる製造方法で、消化脱水汚泥と剪定枝葉の混合量の
違いが堆肥化に及ぼす影響を確認することを目的とし
た。

３ ．２ 　使用材料
　下水汚泥は九頭竜浄化センターで発生した消化脱水
汚泥を使用した。消化脱水汚泥の成分分析結果を表－
2 に示す。副資材は街路樹の維持管理で発生したベニ
カナメモチ（常緑広葉樹）の剪定枝葉をチップ化し、
約 1 ヶ月間仮置きされたものを使用した。剪定枝葉の
粒度、成分分析結果を表－ 3 、表－ 4 に示す。

表－ １ 　福井県の下水汚泥処理状況（平成２0年度）

市町名

汚泥量
下水汚泥

リサイクル率脱水ケーキ（ｔ）

全量（ｔ） 焼却埋立処分（ｔ） 有効利用（ｔ）

県（九頭竜浄化センター） 4995.1 2385.7 2,609.4 52.2%

県（テクノポート浄化センター） 1146.1 340.5 805.6 70.3%

福井市 10,699.2 1,933.0 8,766.2 81.9%

敦賀市 4,869.6 0 4,869.6 100.0%

越前市 1,264.3 10.9 1,253.4 99.1%

小浜市 1,299.4 146.4 1,153.0 88.7%

大野市 155.5 0.0 155.5 100.0%

勝山市 1,289.0 0.0 1,289.0 100.0%

鯖江市 3,635.0 3,635.0 0.0 0.0%

永平寺町 194.2 25.2 169.0 87.0%

池田町 173.9 173.9 0.0 0.0%

南越前町 336.1 68.3 267.8 79.7%

越前町 619.1 619.1 0.0 0.0%

美浜町 416.6 0.0 416.6 100.0%

若狭町 562.1 0.0 562.1 100.0%

高浜町 459.9 0.0 459.9 100.0%

おおい町 41.3 0.0 41.3 100.0%

五領川組合 1,153.0 0.0 1,153.0 100.0%

計 33,309.4 9,338.0 23,971.4 72.0%

表－ ２ 　消化脱水汚泥の成分分析

試験項目 結果 単位
pH 8.5 （20℃）
電気伝導率 120 ms/m
全炭素 37.5 ％（乾物当たり）
全窒素 5.0 ％（乾物当たり）
炭素率 7.4
アンモニア性窒素 0.21 ％
硝酸性窒素 0.05 ％（乾物当たり）
全リン酸 13 ％（乾物当たり）
全カリ 0.17 ％（乾物当たり）
全カルシウム 1.6 ％（乾物当たり）
全マグネシウム 0.41 ％（乾物当たり）
塩基置換容量 85 meq/100g
含水率 79.8 ％
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３ ．３ 　試験区の設定
　仕込み時の含水率を50、55、60、70％とすることと
し、消化脱水汚泥と剪定枝葉を表－ 5 の容積割合で混
合した 4 試験区を設けた。

３ ．４ 　堆肥化方法
　堆肥の製造には断熱材で覆われた木製箱（ｂ×ｌ×
ｈ＝1.2ｍ×1.2ｍ×1.2m）を発行槽として用い、 1 試
験区につき 1 個用いた（写真－ 1 ）。各試験区の製造
量は1.5ｍ3とした。試験区ごとに消化脱水汚泥と剪定
枝葉をスコップにて混合した後（仕込み作業）、発行
槽に投入した。冬期間の試験であり、外気温が低く発
酵に不利なため、 1 試験区当たり 1 日 3 回、 1 回当た

り30分、約20℃の温風を10㍑ / min で発酵槽内へ送
風し、発酵槽内の温度調整を行った。切り返しは、発
酵温度が上昇その後低下し、品温が30℃程度となった
時に切り返し作業を行うこととし、これを繰り返した。

３ ．５ 　堆肥製造試験結果
　平成14年 2 月11日の試が験開始後、試験区 2 の品温
が最も高く上昇し、また、切り返し後の温度上昇もみ
られ、発酵が順調に進んだ。試験区 3 については切り
返し後の温度上昇は少なく、試験区 1 については、緩
やかな時間経過の中で 2 ℃の温度上昇がみられた。試
験区 4 については品温の最高温度が約40℃であり発酵
は順調に進まなかった。堆肥製造過程での温度変化を、
図－ 1 に示す。完成した堆肥の状況を写真 1 ～ 4 に示
す。
　最も発酵が早く進んだ試験区 2 の試験開始後83日後
の堆肥を成分分析した結果、肥料取締法第 3 条 1 項に
定める含有を許される有害成分の最大量について公定
規格における全ての項目において、基準値を満足した。
成分分析の結果について表－ 6 に示す。
　次に、各品質基準との成分分析の比較を表－ 7 に示

表－ ４ 　街路樹剪定枝葉の成分分析

試験項目 結果 単位
pH 6.7
電気伝導率 55 ms/m
全炭素 46.0 ％（乾物当たり）
全窒素 0.87 ％（乾物当たり）
炭素率 52.9
全リン酸 0.49 ％（乾物当たり）
全カリ 0.69 ％（乾物当たり）
全カルシウム 1.2 ％（乾物当たり）
全マグネシウム 0.14 ％（乾物当たり）
塩基置換容量 28 meq/100g
含水率 47.4 ％

表－ ３ 　街路樹剪定枝葉の粒度

試験項目 ふるい目の開き 結果（％）

粒度

53mm 以上 0
37.5mm 以上 4.1
26.5mm 以上 5.3
19.0mm 以上 6.9
9.5mm 以上 14.4
4.75mm 以上 20.3
2.00mm 以上 24.4
2.00mm 以下 24.6

表－ ５ 　試験区の設計条件

試
験
区

仕込み時の
含水率（％）

材料の含水率（％） 混合容積割合
（％）

消化脱水汚泥 街路樹剪定枝
葉

消化脱水汚泥：
街路樹剪定枝葉

1 50 79.8 47.4 1：24.51
2 55 79.8 47.4 1： 6.98
3 60 79.8 47.4 1： 3.36
4 60 79.8 47.4 1： 0.93

写真－ １ 　実験用発酵槽 図－ １ 　コンポスト化過程の温度変化

     

0

10

20

30

40

50

60

70

2002/2/11 2002/3/13 2002/4/12 2002/5/12 2002/6/11

日

品
温
(℃

)

試験区1

試験区2

試験区3

試験区4

 



（ 101 ）

Vol. 34　No. 127　2010/3 福井県における下水汚泥と街路樹剪定枝葉の有効利用について

す。JA 推奨基準については含水率のみ満足しなかっ
た。
　全国バーク堆肥工業会によるバーク堆肥の品質基準

（特級）については、炭素系、全カルシウムについて
基準値を満足しなかった。また、含水率についても満
足しなかった。全国バーク堆肥協会による品質基準に
ついては、含水率のみ満足しなかった。日本岩盤緑化
協会による品質基準については、含水率のみ満足しな
かった。有機肥料等推奨基準に係る認証要領における
バーク堆肥の品質基準については、規格値をすべて満

写真－ ２ 　試験区番号 １ 写真－ ３ 　試験区番号 ２

写真－ ４ 　試験区番号 ３ 写真－ ５ 　試験区番号 ４

表－ ６ 　試験区 ２ の成分分析結果（8３日目）

項目
肥料取締法第 3 条 1 項に定める含有
を許される有害成分の最大量につい
ての公定規格（％）

試験区 2

ヒ素 0 .005以下 0 .00033
カドニウム 0 .0005以下 0 .000051
水銀 0 .0002以下 0 .000018
ニッケル 0 .03以下 0 .0012
クロム 0 .05以下 0 .0027
鉛 0 .01以下 0 .0014

表－ ７ 　各種品質基準との成分比較

試験項 目
試験 区 2の

結果
JA推奨基準

全国 バーク
堆肥 工業会
に よるバーク
堆肥 の品質
基準 (特 級 )

全国 バーク
堆肥 協会に
よる品 質基
準

日本 岩盤緑
化工 協会に
よる品 質基
準

有 機質肥料 等推奨
基 準に係 る認 証要
領 におけるバーク
堆 肥の品質 基準

5.7～5.55.7～5.5上以0.6下以5.81.7Hｐ
電気伝 導度 (m s／m ) 110 300以下
全炭素 下以2454～0424)％(

上以1上以2.1上以2.1上以7.1上以5.13.2)％(素窒全
下以04下以53下以5352～02下以024.81率素炭

アンモニア性窒 素 (％ ) 0 .01未満
硝酸性 窒素 (％ ) 0 .05未満
全リン酸 (％ ) (T－ P 2O 5) 3 .0 2以上 0.8以上 0.5以上
全カリ (％ ) (T-K 2O ） 上以3.0上以5.059.0
全カルシ ウ 上以54.2)aC-T()％(ム
全マグ ネシウ 上以3.043.0)gM-T()％(ム
アルカリ分 (％ )(CaO換算 ) 4 .1 2 5以下

上以07上以07上以07上以0888)gm001/gm(量容換置基塩
含水率 06下以054.07)％( 前 後 6 0～ 65 60～ 65 60以上
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足した。

４ ．こまつなによる幼殖物試験

４ ．１ 　試験の目的
　剪定枝葉などの木質資材を混合した場合、コンポス
ト化が不十分であると、作物の生育障害を引き起こす
ことが知られている。これは、木質資材のもつ大きな
炭素率による窒素の有機化による窒素飢餓の発生と、
同資材に含まれている精油成分、フェノール化合物に
よる植生害の発生に起因するといわれている。このよ
うなことから、こまつなによる幼植物試験を実施する
ことにした。
　幼植物試験とは、幼植物の生育状況から下水汚泥コ
ンポストの腐塾度を調べる生物的方法の一つで、「有
機質肥料等推奨基準」においても品質基準として、「幼
植物試験による植物の異常の有無を検定することが望
ましい」とされている。

４ ．２ 　試験方法
　試験方法は「汚泥堆肥の幼植物試験法（農林水産省

農蚕園芸局長通達ノイバウエルポット試験法）」とし
て定められている。試験作物はこまつなを使い、ポッ
ト当たり窒素として100mg を規準量施用区、 2 倍量
施用区、 3 倍量施用区及び 4 倍量施用区の 4 つの試験
区を設ける。この方法は種子を土壌にまいて栽培試験
する方法で、栽培過程でのこまつなの発芽率、葉長、
異常症状などを調べるとともに、収穫時の葉色、葉長、
根、生体重などを調べ、標準区と比較して試験区での
異常の有無または程度を検査する。
　今回の幼植物試験では供試作物として、あおいこま
つなを使用し、平成14年 6 月21日に施肥を行い、平成
14年 6 月29日に播種を行った。その後、平成14年 7 月
12日に農薬散布を行い、平成14年 7 月20日に収穫した。

４ ．３ 　試験設計
　（1 ）供試肥料及び対照肥料の種類及び名称並びに分

析成績を表－ 8 に示す。
　（2）供試土壌の土性を表－ 9 に示す。
　（3）施肥の設計及び試験区の名称を表－10に示す。 

表－ 8 　供試肥料及び対照肥料の種類及び名称ならびに分析成績

肥料の 肥料の
種類 名称 水分 Ｎ Ｐ２Ｏ５ Ｋ２Ｏ

1.85 0.90 0.27
(0.61) (0.30) (0.09)

5.61 4.70 1.78
(4.85) (4.06) (1.54)

（　　　）は有姿あたり

供試肥料

対照肥料

下水汚泥肥料

乾燥菌体肥料

堆肥（試験区番号２）

乾燥菌体肥料

67.0

13.6

分析成績（％）

表－ ９ 　供試土壌の土性

沖積土又は 交換（置換） 電気伝導率 塩基置換容量 容積量 最大容水量
洪積土の別 酸度 mS/m meq/乾土100g g/風乾土500ml （乾土当たり重量％）

沖積土

ＰＨ

6.9 6.9 6.9 6.9 6.9 6.9

表－１0　施肥の設計及び試験区の名称

施用量
（ｇ/ポット） Ｎ Ｐ２Ｏ５ Ｋ２Ｏ

標準量施用区　Ｔ１ 15.1 92 45 13.6

２倍量施用区　Ｔ２ 30.4 186 90 27.4

３倍量施用区　Ｔ３ 45.6 279 135 41

４倍量施用区　Ｔ４ 60.8 371 180 54.7

標準量施用区　Ｓ１ 2.06 100 84 31.8

２倍量施用区　Ｓ２ 4.12 200 167 63.5

３倍量施用区　Ｓ３ 6.19 300 251 95.3

４倍量施用区　Ｓ４ 8.25 400 335 127.0

                    供試肥料においては、乾物あたりの窒素量が2％以下のため

                    標準量施用区で、乾物換算あたり5gを基準とした。

成分量（mg/ポット）
試験区No.

供
試
肥
料

対
照
肥
料
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４ ．４ 　試験結果
　気候（日照・温度）が十分でなく、初期生育はあま
りよくなかった。しかし、発芽率・生育及び生育中の
障害は認められず、供試肥料において異常はなかった

（写真－ 6 、写真－ 7 ）。

５ ．堆肥製造試験のまとめ

　堆肥の製造は、堆肥製造量が0.5m3と少量で外気温
が低い冬季の試験だったが、断熱材で覆った発酵槽に
温風を送風したため、発酵が順調に進んだと考えられ
る。冬季以外の製造では外気温も高いため、このよう
な装置は必要なく切り返しのみで順調に発酵すると考
える。
　今回の試験条件においては、消化脱水汚泥と剪定枝
葉の混合量は、試験区 2 の仕込み時の含水率55％が
もっとも発酵に適していた。仕込み時の含水率管理を
適切に行えば十分発酵をすることは示されたが、実際
に屋外の野積み式で製造する場合は、厳密な水分管理
は難しくなる。このため、今後有効利用の拡大にあたっ
ては、簡易な判定手法の導入が必要だと考えられる。
製造された堆肥には、小枝が多少含まれていた。これ
はチッパーの能力によるものであり、今後、有効利用

先によっては、堆肥をふるいにかける、もしくは、粉
砕能力の高いチッパ－を用いる等の利用者側のニーズ
に応じた製造方法が必要だと思われる。
　製造された堆肥の品質は、全国バーク堆肥工業会に
よるバーク堆肥の品質基準（特級）は満足できなかっ
たものの、有機質肥料等推奨基準に係る認証要領にお
けるバーク堆肥の品質基準については基準値を満足し
ていた。
　その他の JA 推奨基準、全国バーク堆肥協会による
品質基準、日本岩盤緑化協会による品質基準について
は、含水率が多少高いために基準値を満足しなかった。
しかし、含水率については、堆肥の放置期間を長くす
ることにより、含水率の減少が予想できるため、二次
発酵終了すぐに使用しなければ問題無いものと考える。
　これらのことから、消化脱水汚泥と街路樹剪定枝葉
を用いてコンポスト化することは可能であり、また、
利用できることも明らかになった。

写真－ ６ 　発芽後１0日目（ ７ 月１１日撮影）

対照肥料

標準量  2倍量  3倍量 4倍量         

供試肥料

   標準量  2倍量  3倍量 4倍量         

写真－ ７ 　収穫前（ ７ 月２0日撮影）

対照肥料

標準量  2倍量  3倍量 4倍量     

供試肥料

標準量  2倍量  3倍量 4倍量   
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６ ．法面吹付試験

６ ．１ 　法面吹付試験

６ ．２ 　試験の目的
　汚泥堆肥を街路樹の植栽等で使用する土壌改良材と
して使用するだけでは、利用用途が限られてしまう。
法面緑化工のひとつに植生基盤吹付工がある。植生基
盤吹付工とは、土壌の代わりになる基盤材に、種子、
肥料、浸食防止剤等を配合したものを、裸地面に吹き
付けるものであり、基盤には、主材としてバーク堆肥、
副資材としてピートモスを用いることが一般的であ
る。バーク堆肥とは、樹皮を腐熟させたもので、施肥
効果がある。ピートモスは、水苔などが泥炭化したも

のを乾燥させたもので、通気性、保水性を高める効果
がある。木材を原料としたバーク堆肥と汚泥堆肥では、
同様の効果があるのではないかと考えられる。そこで、
法面緑化工に使用するバーク堆肥の代替として使用で
きないか試験を行った。

６ ．３ 　試験区の設定
　製造した汚泥堆肥を法枠内（F300 2.0m ×2.0m）の
基盤材の主材として用い、副資材については、ピート
モスを 3 通りの割合で混合し、試験施工を行った。使
用した種子は通常使用されている種子配合とした。ま
た、対象区として、バーク堆肥試験区を設置した。施
工位置及び試験区条件、施工位置全景写真を以下に示
す（図－ 2 、表－13、写真－ 8 ）。種子の種類と配合
は県内で通常用いられているものとした（表－14）。 

図－ ２ 　施行位置図

表－１３　試験区条件
区照対容内区験試
肥堆クーバ肥堆るす験試

満未mc1分区径粒の肥堆
堆肥の混合割合 50% 70% 90% 85%
ピートモスの混合割合 50% 30% 10% 15%
高度化成肥料
侵食防止剤
吹付厚さ
緑化基礎工：金網
試験区画番号 ① ② ③ ④
試験区画数 2 2 3 2
試験面積 4.42m2 4.62m2 6.58m2 4.96m2

2m85.02計

なし
4.0kg/m3

3cm
ラス金網（50×50）

汚泥堆肥
1cm未満

試験区

表－１４　種子の種類と配合

イタドリ 発生期待本数300本/ｍ２

ヨモギ 発生期待本数300本/ｍ２

バミュータグラス(ショート) 発生期待本数 50本/ｍ２

バヒアグラス 発生期待本数 50本/ｍ２

種

　
　
　子
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６ ．４ 　試験結果

６ ．４ ．１ 　吹付作業性
　吹付機械は通常法面施工に用いられている全自動吹
付機（SLS-11・SLS-11T 型）を使用した。使用機械の
全景を写真－ 9 に、吹付作業状況を写真－10に示す。
バーク堆肥に比べて、堆肥の混合割合の高い試験区③
では吹付速度が遅くなり詰まる前兆があった。堆肥の
混合割合が多いと、堆肥の粒径が全体的に粗いため詰

まりやすいと推測される。各試験区の機械・ノズルの
閉塞調査結果を表－15に示す。機械もしくは、ノズル
が閉塞して吹付作業を中断したものを閉塞と判断し
た。試験区③のみノズルで閉塞があった。
６ ．４ ．２ 　緑化基材の適正
　各試験区の土壌硬度の変化を図－ 3 に示す。土壌硬
度の計測は、降雨の影響が及ばない日に行った。植物
の生育に阻害があると言われる土壌硬度27mm 以上に
なった試験区はなかった。施工後188日後の試験地の
状況を写真－11に示す。発芽本数の変化を図－ 4 に示

写真－ 8 　施行位置全景写真 

表－１５　各試験区の機械・ノズルの閉塞調査結果

試験区 堆肥の粒径
堆肥とピートモ
スの混合割合 機械の閉塞 ノズルの閉塞

① 50%:50% 無 無
② 70%:30% 無 無
③ 90%:10% 無 有

10mm未満

写真－ ９ 　使用機械の全景

写真－１0　吹付作業状況（試験区②）
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す。対照区④と試験区②が、最も発芽本数が多かった。
発芽本数の差は土壌硬度に起因すると考えられる。し
かし、降雨状況により、土壌硬度が変化するため、因
果関係は確認できなかった。
　植皮率の変化を図－ 5 に示す。植皮率が最も高かっ
たのは試験区②であった。対照区④より低かったのは
試験区③であった。しかし、いずれの試験区も生育障
害は見られなかった。草丈については、対照区④の方
が汚泥枝葉堆肥を用いた試験区①②③より、生育が良
かった。

７ ．法面吹付試験のまとめ

　汚泥堆肥を用いた法面緑化吹付試験施工の結果、試
験区①②については、吹付作業性の問題がなかった。
汚泥堆肥の利用量を促進させる観点から、試験区②の
汚泥堆肥70％：ピートモス30％での配合が最適と考え
られる。また、緑化基盤材としての適正について、汚
泥堆肥を用いた全試験区で生育障害は見られなかっ
た。これらのことからバーク堆肥の代替品として汚泥
堆肥を法面緑化材として使用できることがわかった。

8 ．「汚泥枝葉堆肥」普及のための福井県の取
り組み

8 ．１ 　堆肥製造業者の育成
　下水処理場から発生する下水汚泥は、廃棄物処理法
により、産業廃棄物に分類され、取り扱う場合、県知
事の許可を得なければならない。
　また、剪定枝葉は廃棄物処理法では一般廃棄物に分
類されるが、各市町では、枝の長さ等を厳しく制限し
ていること、専門業者のものは受け取らないことにし
ていることから、県や市町が街路樹の剪定作業を発注
した場合、処分費を計上して処分している。法面緑化
資材に使用する場合は、堆肥の水分調整や粒径の制限
が出てくることから、各関係業者の連携が必要となっ
てくる。下水汚泥取り扱いの免許を持ち、造園業を営
み、法面業も施工できる企業であればビジネスとして
のメリットは大きいが県内ではそのような企業は無
かった。よって、各業者の連携が必要なことから、平
成15年10月29日、下水汚泥を取り扱っている業者、造
園業者、のり面業者、森林組合等を対象に「下水汚泥
と剪定枝葉を混合した堆肥の研究報告に関する説明
会」を開催した。また、平成15年11月 6 日、福井県下
水道維持管理担当者会議にて「下水汚泥と剪定枝葉を
混合した堆肥の研究報告」を行った。この結果、県内
でも下水汚泥を用いた堆肥や法面緑化資材を生産・販

図－ ３ 　各試験区の土壌硬度の変化
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図－ ５ 　植皮率の変化
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写真－１１　施工後１88日目の試験地の状況

図－ ４ 　発芽本数の変化
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売する業者が育ちネットワークが確立した。

8 ．２ 　福井県庁グリーン購入調達方針
　平成20年 7 月、福井県庁グリーン購入調達方針に園
芸資材の重点品目として、当研究所で研究を行った、
下水汚泥を使用した汚泥発酵肥料（下水汚泥コンポス
ト）が位置づけられた。その中で、公共工事で使用す
る場合の調達目標として、下水汚泥を使用した汚泥発
酵肥料（下水汚泥コンポスト）は、「施工箇所の土壌
および植栽する植物の性質に留意しつつ、公園、緑地
などにおける植栽や緑化などの工事で、その使用を原
則とする」としている。このように、公共事業で下水
汚泥を用いた堆肥を積極的に使用することが重要であ
ると考える。

９ ．終わりに

　下水汚泥と剪定枝葉を水分調整しコンポスト化する
ためには、仕込み時（下水汚泥と街路樹剪定枝葉の混
合割合 1 : 6 .98）の含水率を55％とすることで良好な
発酵状態（好気性発酵）がみられ、その品質について
も各基準値をほぼ満たし、良好な堆肥を製造できるこ
とが判明した。また、法面緑化試験施工の結果、バー
ク堆肥の代替として下水汚泥堆肥を法面緑化材として
使用することは可能であることがわかった。追跡調査
の結果、下水汚泥堆肥を用いた全試験区で生育障害は
見られなかった。今後、下水処理場から発生する消化
脱水汚泥と、街路樹等から発生する剪定枝葉の有効利
用が可能であるこの技術が他県でも普及し、有機資源
の利用が促進され、循環型社会の構築を図ることが望
ましい。

参考文献

1 ）久保　光：下水汚泥と街路樹剪定枝葉の有効利用
について、日本緑化工学会誌 vol.31、 pp219-222、
2006
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１ . はじめに

　本技術は、濃縮汚泥を連続して亜臨界水処理する技
術とその分解液を高速高効率メタン発酵する技術の組
み合わせにより、外部から化石燃料を加えることなく
発生する消化ガスで加温エネルギーを賄い、汚泥中の
SS を 5 分の 1 程度に減量化することを目標としてい
る。三菱長崎機工、鹿島建設及び下水道機構との共同
研究で、平成20年度から平成22年度の研究期間にて技
術マニュアルの作成を目的としている。
　なお、三菱長崎機工はこの研究に関し、長崎市と
十八銀行の連携による地場企業の育成支援案件の第 1
号に認定されている。
　今回は、実証実験の途中段階ではあるが、その中間
報告ということで紹介するものである。

２ . 技術の概要

①　亜臨界水処理とは
　高温高圧の水は水熱反応により、有機物は分解され、
低分子化され液状化される。図－ 1 に水の状態図を示

すが、臨界点である374℃、22MPa を超えるものを超
臨界水と呼び、気体の拡散性と水の溶解性を持つ極め
て腐食性の高い流体となるが、この臨界点よりも温度、
圧力の低い熱水を亜臨界水と呼ぶ。有機物の分解は、
水の水素イオンと水酸イオンによる加水分解作用によ
り行われるが、これらのイオン積は200～300℃で極大
値を示す。本技術では、予備実験の結果に基づき
180℃、 1 MPa を反応器の温度及び圧力とした。

図－ １　水の状態図
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研究紹介

亜臨界水処理を用いた下水汚泥の
エネルギー転換及び減量化技術　

（財）下水道新技術推進機構資源循環研究部長　石田　　貴
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②　亜臨界水反応器
　下水汚泥を消化槽でメタン発酵する場合、下水汚泥
は生ごみ等と比べて難分解性であることから消化日数
は通常20～30日を必要とし、消化率も50％程度と低い。
下水汚泥の分解性を高める方法としては、消化槽の前
処理としてオゾン処理や超音波処理の技術が実証され
ているが、これら処理に必要なエネルギーの観点から
は必ずしも経済的とはなっていない。
　本技術では、亜臨界水反応を利用することにより、
油脂分の溶解と分解性の低い活性汚泥を低分子化し、

後続の消化槽の消化日数を 5 日程度に短縮する。また、
反応器の加温のための熱媒ボイラの燃料には発生する
消化ガスを利用する。さらに、反応器は連続的な処理
が可能で閉塞や炭化が起こりにくい強制循環型とし、
スラリーの状態でポンプ循環させることにより、反応
器内部の空塔速度が固形分の終末沈降速度の数倍とな
るよう、循環量は100～200倍とした。また、反応器滞
留時間を 1 時間とし、それに要する内容積を定めると
ともに加熱部分の伝熱面積が必要面積を上回る設計と
した。反応器への投入汚泥は、スラリーの粘性とシス
テムのエネルギー効率を考慮し、固形物濃度（TS）
＝ 6 ～10％とする。
　循環式反応器の模式図を図－ 2 に示す。

③　消化槽
　固定床式高温消化槽とし、消化温度は55℃、消化日
数は 5 日とする。固定床により、増殖速度の遅い高温
メタン発酵菌の流出を防ぎ高濃度に保持することによ
り、負荷変動に強く維持管理が容易となる。また、消
化ガスの発生量が多く、消化汚泥の固形物残渣が少な
いという特徴がある。

④　目標性能と処理フロー
　目標性能は、消化後の SS が投入 SS の 5 分の 1 程
度に減量されることと熱媒ボイラで消費する熱エネル
ギーを生成消化ガスで賄えることである。
　また、処理フローを図－ 3 に示す。

３ . 実証試験の概要

①　実験場所
　実証プラントの設置された長崎市西部下水処理場
は、処理能力68,400㎥ / 日、日平均流入下水量48,200
㎥ / 日の標準活性汚泥法施設である。初沈汚泥は重力
濃縮され、余剰活性汚泥は加圧浮上濃縮されており、
混合汚泥貯留槽で混合される。実験に使用する汚泥は、
濃縮された初沈汚泥及び余剰活性汚泥をそれぞれ別々
に引き抜き、 2 本の配管にて毎日供給を受けている。

②　実証プラント
　実証プラントの建設は平成20年度に行われ、平成21
年 5 月中旬より施設を稼動している。実証プラントの
処理フローを図－ 4 に示す。実証プラントの処理汚泥
量は混合濃縮汚泥で10㎥ / 日であり、引き抜かれた初
沈汚泥及び余剰活性汚泥は容量比＝ 1 ： 1 で混合され
る。固定床式高温消化槽の容積は50㎥である。
　また、実証プラントの外観を写真－ 1 に、反応器を
写真－ 2 に示す。

図－ ２　循環式反応器
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③　実験スケジュール
　実験スケジュールを図― 5 に示すが、まず、実証プ
ラントの連続運転における問題点を把握するため、24
時間×10ヶ月間連続運転を行う。この間、夏、秋、冬、
春のデータを分析し、消化ガス発生量、汚泥減量率が
目標値を満足するかを確認する。また、スケールや炭
化汚泥等の蓄積による閉塞を避けるため、反応器の洗
浄間隔等の維持管理上のノウハウを得るとともに再現
性等を確認するため、平成22年 8 月までさらに 3 ヶ月
程度実験を延長する。

４ . 実験結果（中間報告）

①　消化ガス発生量
　消化日数 5 日における、初沈汚泥と余剰活性汚泥を
1 ： 1 とした消化槽投入汚泥量当たりの消化ガス発生
倍率及び VS 当り消化ガス発生量を表－ 1 に示す。消
化日数20日～30日における設計指針の数値と比較する
と、本技術の消化ガス発生倍率は上限値の10前後と
なっているが、VS 当り消化ガス発生量は下限値の500
前後となっている。
　VS 当り消化ガス発生量が小さい理由としては、後
述するように、反応器への投入にあたり機械濃縮を
行ったが、無薬注としたため固形物回収率が低く、余
剰活性汚泥のかなりの部分が反応器を経由せずに直接
消化槽へ投入されたためと考えられる。

　実機ベースのエネルギー収支では、熱媒ボイラに必
要な消化ガス発生倍率は 8 程度と想定しており、本技
術の目標である熱媒ボイラで消費する熱エネルギーを
生成消化ガスで賄うことは達成されるものと考えてい
る。

②　汚泥（SS）の減量化率
　本システムでの SS 分解率を表－ 2 に示す。夏季の
運転で SS 分解率が目標に達しない理由として、初沈
汚泥に含まれるトイレットペーパー等の紙類の分解性
が悪いことが考えられたため、余剰活性汚泥単独での
運転も試みたが、粘性の増加による反応器の閉塞が 3
週間程度で生じた。
　また、余剰活性汚泥をできるだけ反応器を通す目的
から機械濃縮において薬注を行ったが、薬注による
SS 分解率は 8 ％ほど増加したが、目標とした80％程
度には達しなかった。機械濃縮における SS 回収率は、
無薬注時71％から薬注時89％に改善された。
　初沈汚泥に含まれる粗固形物による反応器の閉塞を
防ぐため、混合汚泥は機械濃縮前に湿式粉砕を行って
いる。このため、薬注率が通常0.1％～0.2％程度と考
えられるのに対し、 1 ％程度に達している。このこと
が、反応器や消化槽における SS 分解に悪影響を与え
ているものと考えられる。

図－ ４　実証プラント処理フロー
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５ . システムトラブルとシステム改良について

①　反応器供給汚泥濃度の低減
　本システムは、当初、混合濃縮汚泥10㎥ / 日を機械
濃縮にかけ、固形物濃度10％にして反応器に投入して
いた。連続運転開始後 1 ヵ月半程度で熱交換器の閉塞

が生じ、さらに 2 週間後にはスラリー供給ポンプのゴ
ムステーターの剥離による破損が生じたことから、シ
ステム投入混合濃縮汚泥を 6 ㎥ / 日とし、機械濃縮分
離液による希釈により反応器投入固形物濃度を 7 ％程
度に下げることとした。変更後の処理フローを図－ 6
に示す。

②　反応器洗浄工程の追加
　反応器の投入汚泥の固形物濃度を10％とした時、投
入汚泥を余剰汚泥単独とした時、いずれも粘性の高い
汚泥では閉塞が起きた。システムの経済効率を高める
ためには高い固形物濃度での投入が必要であるが、閉

図－ ５　実験スケジュール

平成21（2009）年度 平成22（2010）年度

5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

実証運転

実証デ タ採取

平成21（2009）年度 平成22（2010）年度

24時間×10ヶ月間連続

夏ﾃﾞｰﾀ 秋ﾃﾞｰﾀ 冬ﾃﾞｰﾀ
春ﾃﾞｰ
ﾀ

夏ﾃﾞｰﾀ
実証データ採取
（夏・秋・冬）

保守点検

データ整理

夏ﾃ ﾀ 秋ﾃ ﾀ 冬ﾃ ﾀ
ﾀ

夏ﾃ ﾀ

データ整理

技術マニュアル
（案）の作成

写真－２　反応器写真－１　実証プラントの外観

表― １　消化ガス発生量

夏（8／20
～9／17）

秋（10／23
～11／1）

冬（12／5
～12／20） 設計指針

投入汚泥濃
度（TS％） 2.3 2.8 2.7 3 程度

消化ガス発
生倍率

（Nm3／ m3）
9.2 10.4 11 7～10

VS あたり消
化ガス発生
量（Nℓ／㎏）

487 474 508 500～600

表― ２　SS分解率

夏 冬

薬注の有無 なし
（8／20～9／17）

なし
（12／5～12／20）

あり
（12／30～1／28）

SS 分解率（％） 67 54 62
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塞やスケールの付着を防止するため、定期的に水洗浄
や薬品洗浄が必要と考えられる。
　幸い、本技術では循環式反応器を採用しているため、
水洗浄や薬品洗浄が容易である。水置換運転時の15分
毎の排出液を遠心分離した状況を写真－ 3 に示すが、
約 2 時間でほぼ水置換ができている。スケール除去の
ための薬品洗浄は、過酸化水素系の薬品が効果的であ
ることがわかった。

６ . 今後の展望

　加温エネルギーを消化ガスにより賄うという目標は
達成可能と考えられるが、汚泥の減量化についてはさ
らに検討が必要である。SS 分解率については当初目
標とした80％は困難な可能性があるが、亜臨界水処理
を行っていることから脱水性の改善が見込まれてお
り、搬出脱水ケーキの減量化という観点からは大いに
期待できる。また、本システムの連続的、安定的運転
のため、定期的な水洗浄や薬品洗浄の間隔について、
今後明らかにしていく予定である。

図－ ６　変更後の処理フロー

機械濃縮
消化

ろ液 4.3 m3/日

亜臨界水
処理

ろ液戻し
（水分調整）

180℃

55℃
常温

1.7 m3/日

6 m 3/日 56℃

写真－３　反応器水置換運転時の排出液
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　横浜市では、11か所の水再生センターの汚泥をパイ
プラインにより圧送し、南北 2 か所の汚泥資源化セン
ターで集約処理（濃縮・消化・脱水・焼却）をしてい
ます。稼動当初は、各設備の運転操作のみを委託し、
全体的な運転管理は横浜市職員が実施しておりました
が、より一層維持管理の効率化を図るため、平成1９年
7 月から包括的管理委託を導入しました。今回は、包
括的管理委託について横浜市の取り組みを交えながら
説明します。

Q1 包括的管理委託とはどのような委託ですか？

A1 包括的管理委託とは、従来の詳細な仕様書に
基づく委託ではなく、一定の要求水準を満足

できれば、運転管理や維持管理の詳細については民間
企業の裁量に任せる性能発注による委託方式です。同
方式は、従来から委託してきた運転管理委託に加え、
これまで個別に発注していた点検や清掃などの委託業
務、物品等の調達及び修繕工事など幅広い維持管理業
務を委託に含めるとともに期間も複数年契約が基本と
なります。

Q2 契約は、どのように行ったのですか？

A2 汚泥資源化センターは、日々発生する汚泥を
安定 ･ 適切に処理する必要があり、処理の停

滞は、各水再生センターの運転に大きな影響を与えま
す。そこで包括的管理委託の導入にあたっては、受託
者が日常及び緊急時を含め、施設を安定的に運転管理
できる能力を有することが求められることから、総合
評価一般競争入札を採用しました。なお、公平性を確
保するため、外部有識者 ５ 名による総合評価委員会を
立上げ、審査方法、評価基準等について検討し、価格
及び能力面等総合的な評価を行い、合計点数の高い事
業者と契約しました。

汚泥資源化センターの包括的管理委託について

キーワード：包括的管理委託、効率化、コスト縮減
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Q3 委託業務の内容はどのようなものですか？

A3 主な委託業務としては、①濃縮・消化・脱
水・焼却施設及び各水再生センターの送泥施

設（送泥管含む）の運転管理、②薬品及び材料等の物
品調達、③小規模な修繕、④施設の維持管理に係わる
業務（庁舎管理、電気設備点検、排ガス分析等）があ
げられます。なお、計画的修繕や廃棄物の処分等は横
浜市で行っています。

Q4 包括的管理委託の効果には、どのようなもの
がありますか？

A4 包括的管理委託の導入による主な効果として
は、①職員の減員や薬品・物品調達の効率化

等による維持管理費の削減、②故障・事故時における
修繕や復旧工事の早急な手配等、緊急時対応の迅速化
による施設の安全性向上、③汚泥の質に合わせ薬剤を
適時変更する等、年間を通じた処理状況の改善、④情
報管理システムの構築による、運転状況や点検・修理
結果等のデータ記録管理の向上、などがあげられます。

Q5 包括的管理委託を実施していくうえでの留意
点はなんですか？

A5 包括的管理委託の効果を高めるためにはまず
「自治体職員の維持管理及び監督者としての

技術力の向上」があげられます。委託により職員が現
場での業務に直接係わる機会が少なくなることによる
経験不足の懸念もありますが、委託業務のモニタリン
グ（確認、監督、評価）や計画的な修繕等の業務を通
して技術力の継承に努める必要があります。
また「受託者の自主的管理を促す」ため、業務内容や

管理水準の明確化、適切な委託期間の設定、物価変動
や施設更新等の変動要素への配慮など、民間ノウハウ
を発揮し積極的な業務運営を行いやすい環境づくりも
大切です。

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
　汚泥資源化センターへの包括的管理委託導入後、実
務を通して課題等について検討と改善を行うなか、業
務の定型化も進み、安定した運転管理が確立されてき
ました。
　今後も包括的管理委託の効果を発揮し、発展させて
いくために、委託期間の延長、委託範囲の拡大、状況
変化への対応方法等について、次期契約に向けて検討
や見直しを行っています。

（横浜市環境創造局施設管理部金沢水再生センター
 資源化管理担当係長　深野　英雄）

包括的管理委託経過

補修費

運転管理委託

資材調達

人件費

補修費

個別業務委託

包括的

管理委託

step１

資材調達

人件費

補修費

包括的

管理委託

step２

人件費

大規模補修費

包括的

管理委託

(横浜市)

人件費

（薬品・材料等）
（薬品・材料等）
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1 . はじめに

　北上浄化センターは、岩手県中央部の南側に位置す
る北上市にあり、昭和62年 4 月に供用を開始した北上
川上流流域下水道花北処理区の下水処理場である。排
除方式と処理方式は分流式の標準活性汚泥法であり、
現在、日最大34,100m3の処理能力を有している。中継
ポンプ場は 2 ヶ所あり、処理区の関連市町村は花巻市
と北上市になる。また、汚泥焼却は水沢浄化センター
及び一関浄化センターで発生した脱水ケーキを運搬
し、共同の汚泥焼却炉（45t/ 日）で焼却している。 
　平成18年度から第二種エネルギー管理指定工場の指
定を受け、エネルギー管理を行うと供に、より一層の
エネルギー使用量等の削減が求められるようになった。

2 . 北上浄化センターにおける汚泥処理

　北上浄化センターの汚泥処理フローは、重力濃縮、
機械濃縮（遠心及びベルト濃縮）－嫌気性消化－脱水
－焼却で、焼却灰はセメント工場へ搬出し、セメント
の原料として再利用している。また、嫌気性消化によ
り発生した汚泥消化ガスは、汚泥消化タンク加温用ボ
イラーの燃料として利用し、余剰分は余剰ガス燃焼装
置で燃焼処分している。平成18年度末の余剰消化ガス
は年間約350千 Nm 3 となり汚泥消化ガス発生量全体の
6 割になる。

3 . 民間企業との共同研究

　当公社では、北上浄化センターで発生した余剰消化

ガスの有効利用と省エネ法に基づくエネルギー使用量
の削減方法について模索していたところ、エンジン
メーカーから小型消化ガスエンジン発電機におけるシ
ロキサン化合物の影響等について試験検証を実施した
いとの話があり、平成19年 7 月に共同研究に係る協定
を取り交わし、当公社とエンジンメーカーであるヤン
マーエネルギーシステム㈱と共同で小型消化ガスエン
ジン発電機及びシロキサン除去装置による発電試験並
びにシロキサン化合物の影響等についての実証試験を
開始した。

4 . シロキサン化合物とは？

　消化ガス中のシロキサン化合物は、シリコンコーキ
ング剤、整髪剤、シャンプー、リンスなどに含まれて
いる。これらが生活排水を通じて下水に流れ込み、消

北上浄化センターにおける
余剰消化ガスの有効利用について

キーワード：有効利用、汚泥消化ガス、シロサキン化合物、維持管理コスト等の削減

財団法人 岩手県下水道公社企画管理課

高　橋　哲　也

写真－ 1 　北上浄化センター全景
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化ガス中に混入される。燃焼すると CO2、H20、SiO 2

（固体）に分解されるがそのうち、シリカ（SiO 2 ）は
粉末または結晶状態でエンジンの燃焼室内部等に残
留・堆積するため、エンジン部品等に不具合が発生し、
中大型消化ガスエンジンでは定期的なエンジンの分解
清掃点検が必要となり、維持管理費を要している現状
にある。
　このことから、比較的燃焼温度が低い小型消化ガス
エンジンにおけるシロキサン化合物の影響等について
の検証試験を実施した。

5 ．共同研究開始時の課題と対応

　共同研究を進める中で、次のような課題があり、そ
れぞれ対応を行った。
①　電力会社との保護協調について

　東北電力㈱との系統連系実施にあたり、保護協調
を検討した結果、現在の保護協調整定値が適切でな
いことが判明した。そこで、整定値を適切にするた
め、処理場内の設備負荷状況等を調査し、東北電力
㈱と協議を重ねた。処理場の機能を損なう事なく、
かつ保護協調の取れる整定値とするため、場内の保
護継電器整定値調査や検討及び変更に時間がかか
り、東北電力㈱との合意に至るまで約 6 ヶ月を要し
た。
②　高調波の影響について

　北上浄化センターでは場外に高調波が流出しない
ようにアクティブフィルターが設置されている。今

回の発電電力を商用電力と連系するにあたり、コン
バータ及びインバータによる系統連系予定であるこ
とから、高調波の増幅等の干渉による悪影響が懸念
されるため、調査検討をする必要となった。そこで、
アクティブフィルターの製造及び設置業者である㈱
東芝へ影響の調査を依頼して実測等による検証をし
た結果、影響がなく高調波抑制対策ガイドラインの
許容値を十分に満足する値であることを確認した。

　以上、 2 つの課題について解決後、平成20年 3 月17
日より連系運転を始め、本格的に実証試験を開始した。

6 . 試験設備の概要と試験方法

　北上浄化センターに屋外設置型の25kW ガスエンジ
ン発電機 2 台を設置した実機運転試験設備の概要を図
－ 2 に示す。 1 号機側の発電機にシロキサン除去装置

図－ 1 　北上浄化センター　水処理・汚泥処理フロー図

図－ 2 　試験設備のシステムフロー図

1号機

２号機

系統連系

1号機

２号機

消化ガス

シロキサン
除去装置

25kW発電機

電力
200V

電力
420V

25kW発電機

系統連系
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を設置し、 2 号機は除去装置なしで 2 台の発電機を同
時比較運転した。試験設備の仕様は表－ 1 のとおりで
ある。なお、 2 台の発電機は並列運転で行い昇圧トラ
ンスを経由して、合計出力50kW の電力を浄化セン
ター内の商用電力に系統連系する。
　試験方法は、次のとおりである。
①発電機を24時間連続運転させ、機器の運転状況を遠

隔監視する。
②月 1 回、機器の確認及び各データ測定を行う。
③月 1 回、消化ガスのサンプリング及び分析をする。
④月 1 回、エンジンオイルのサンプリング及び分析を

する。
⑤6,000時間運転達成後、エンジンを工場にて分解調

査する。

7 . 検証試験実施状況及び結果

　運転開始から1,000時間を過ぎると、シロキサン除
去装置を経由していない 2 号機では、発電効率の低下
傾向が顕著となり、2,300時間でエンストが発生しエ
ンジンの再起動ができなくなったため、点火プラグを
交換し運転を継続したが、効率低下傾向に変化はな
かった。写真－ 3 に約2,000時間運転後の各号機点火
プラグ電極の拡大写真を示す。 2 号機の電極部にシリ
カが多量に堆積している。
　次に、エンジンオイルの消費であるが、シロキサン
除去装置を経由していない 2 号機は、運転時間の経過

と共にオイル消費量の増大傾向が続き、3,400時間経
過時には正常値の約 5 倍まで達したため、オイルを補
給して運転を継続した。また、エンジンオイルの分析
結果より 2 号機には、シロキサンの主成分であるケイ
素やエンジン部品材料である鉄、アルミなどが時間の
経過と共に増加した。
　シロキサン除去装置の効果としては、入口及び出口
濃度分析結果（図－ 3 シロキサン濃度）より、シロキ
サンがほぼゼロに除去され、 1 号機においては良好な
運転状態を継続した。

図－ 3 　シロキサン濃度
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　メンテナンスインターバルを6,000時間に設定して
いたが、 2 号機においては各分析結果やエンジンオイ
ル消費量の増大等から5,500時間において、今後、長
時間の運転ができないと判断し、本検証運転試験を終
了し、エンジンの工場分解調査を行った。

表－ 1 　試験設備の仕様
【 試験設備の機器仕様 】     

力能式形・造構量数等称名備設

%06～75:度濃ンタメスガ化消剰余

ガスエンジン 2 立形直列水冷4サイクルエンジン 3.318L　27.3kW　1,900min-1

発電機 2 開放形三相交流同期式 三相3線式　200V　25kW

AVk03V002/024式線3相三式乾2器圧変用圧昇

シロキサン除去装置 1 本体:SUS304　吸着剤:ペレット炭 活性炭容量:38kg　シロキサン濃度 :0.1ppm以下

消化ガス昇圧ブロア 1 Vベルト方式 0.75kW　30m3/hr　2kPa

監視装置 1 遠隔監視アダプタ　システムコントローラ DoPa無線ネットワークにて遠隔監視

（インターネットを通じて運転状況を確認）

写真－ 2 　共同研究施設

　　　　 1 号機　　　　　　　　　　 2 号機
写真－ 3 　約2,000時間運転後の点火プラグ電極

図－ 4 　エンジン分解部品の磨耗量比較

ピストンリング
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ピストンリング
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（Oil）

ピストン外径
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　エンジン分解調査における各部品の寸法測定結果か
ら算出した磨耗量比較を図－ 4 に示す。
　 2 号機の各部品は 1 号機より 2 ～ 5 倍の磨耗が発生
している。
　以上、比較検証試験結果より、小型消化ガスエンジ
ン発電機においても、シロキサン化合物の影響を受け
るため、シロキサン除去装置の設置が必要であること
が実証された。また、除去装置にてシロキサンを除去
すると、設定したメンテナンスインターバル 6 ,000時
間の経過後も、運転が継続可能な状態であることを確
認した。

8 ．維持管理コスト等の削減効果

　平成20年 3 月17日から消化ガス発電を開始し、平成
22年 1 月末までに発電した電力量は759,097kWh とな
り、北上浄化センターで使用した全電力量の約6.5%に
相当する。発電した電力量を電気使用料金に換算する
と約770万円となる。これは、 1 年間当り約400万円削
減したことになる。また、現在の契約電力を発電機 2
台分である50kW 下げると、さらなる電気使用料金の
削減が可能である。
　次に、省エネ法に基づくエネルギー使用量に換算す
ると、原油換算値で190kL となった。これは、 1 年間
当り約96kL の削減になる。また、商用電力換算の
CO 2 削減量は523トンとなり、 1 年間当り約273トンの
削減になる。
　小さな発電機ではあるが、導入による維持管理コス
ト等の削減効果は大きい。

9 .　おわりに

　共同研究を通し、下水道事業における未利用エネル
ギー資源の有効活用方法として、小型消化ガスエンジ
ン発電機による活用も選択肢の一つであり、維持管理
コストの削減や省エネ法に基づくエネルギー使用量等
の削減に有効であることを確認できた。
　また、消化ガスエンジン発電機を運用するうえでシ
ロキサン除去装置を用いることにより、メンテナンス
インターバルが延び、さらなる維持管理コストの低減
が可能である。
　なお、共同研究は現在、 2 号機のエンジン交換及び
シロキサン除去装置を 1 基追加して、メンテンナンス
イターバルの最適時期などについて今年度末まで検証
する予定である。
　共同研究施設は、省エネルギー対策や CO 2 排出量
の削減に効果があることから、共同研究終了後、県に
よる施設取得予定である。

　最後に、北上浄化センターにおける余剰消化ガスの
有効利用が、地球温暖化防止等に貢献することができ
れば、幸いである。
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フライアッシュによって安定した下水汚泥からの
微量要素および重金属の溶解性

　フライアッシュ（以下 FA）およびアルカリの鉱山
選鉱くずによって安定させた下水汚泥（以下 SS）は、
人工的な土壌として鉱山地域の土壌資源不足を解決す
るとともに、採掘くず投棄場への生態系修復のための
施用や産業の副産物の有効利用につながる。
　本研究は、中国遼寧省で行われ、供試した鉱山選鉱
くず（以下 MT）は鞍山市の鉄鉱山から、フライアッ
シュ（以下 FA）は鞍山鉄鋼会社の発電所から、下水
汚泥（以下 SS）は海城市の廃水処理施設から採取した。
SS は採取後数日間戸外で堆肥化し、水分が55—60%の
状態で、乾燥した FA あるいは MT とよく混合した後、
さらに風乾し 2 mm のふるいを通した。FA：SS が3：
1の混合物（以下 A）、2：1の混合物（以下 B）、1：1
の混合物（以下 C）および1：2の混合物（以下 D）と、
FA：SS：MT が2：1：1の混合物（以下 E）を用意した。
これら混合物（以下混合土壌）1,000 g をポリバケツ
に入れ、脱イオン水を加えて水分を17％（W/W）とし、
この含水量を培養全期間にわたって保った。 1 、 5 、
7 、15、22および35日に混合土壌100 g を各ポリバケ
ツから採取してペットボトルに入れ、10 ml の脱イオ
ン水を加えて遠心分離し、土壌溶液を採取した。土壌
溶液中の Ca および Mg 陽イオン濃度はイオン・クロ
マトグラフィ、 Cd、 Pb および Zn 濃度は、原子吸収
分光光度計によって測定した。
　都市 SS への FA あるいは MT の混合によって、可
溶性 Ca および Mg は増加し、混合土壌溶液中 Ca 濃
度の最大値（439.67 mg L － 1 ）は D（FA：SS=1：2）、
Mg 濃 度 の 最 大 値（304.56 mg L － 1 ） は C（FA：
SS= 1 : 1 ）であった。FA と SS 混合土壌溶液中の培
養終了時の Ca 濃度は、 FA あるいは MT 単独の場合
よりもはるかに高かった。さらに、混合土壌溶液中の
可溶性 Ca は、FA の混合割合の減少に伴って増加した。
培養終了時の混合土壌溶液中 Ca 濃度は、 D ＞ C ＞ B
＞ A であり、Mg 濃度は C ＞ D ＞ B ＞ A であった。
　混合土壌中の全 Cd、 Pb および Zn 含有量は、中国
の農業利用に関わる下水汚泥の規制値より明らかに低
かった。なお、供試した SS の Cd、 Pb および Zn 含

有量は、それぞれ3.71、362.84、157.04 mg kg － 1 、
FA では0.66、38.36、4.75 mg kg － 1 であった。
　混合土壌溶液中の Cd 濃度は SS 単独の場合で最も
高く（18.61μg L － 1 ）、培養期間中に徐々に減少し、
22日後にはほぼ一定になった。一方 SS と FA の混合
土壌溶液中の当初の Cd 濃度（1.773～14.672μg L － 1 ）
は、 SS 単独の場合よりも低く、さらに 5 日後には、
当初に比べてひと桁下がった。著者らは SS の可溶性
Cd は、 FA（pH10.88）との混合によるアルカリ条件
下で、 FA に含まれる酸化物によって強く吸着される
かもしれないと推察している。培養終了時の混合土壌
の溶液中 Cd 濃度は0.037～0.365μg L － 1 であった。
　培養期間中の混合土壌溶液中の Pb 濃度の変化は、
Cd の場合に似ていた。即ち、SS と FA の混合土壌の
当初の濃度（4.05～24.95μg L － 1 ）は、 SS 単独の場合
に比べ著しく低かった。また、 5 日後に混合土壌溶液
中 Pb 濃度は最低になり、その後わずかに増加して培
養終了時には2.12～7.34μg L － 1 の範囲に達した。
　SS と FA の混合土壌溶液中の当初の Zn 濃度は133
～608μg L － 1 だった。SS と FA の混合土壌溶液中 Zn
濃度は FA 単独の場合と比べて高く、 SS の混合割合
の増加に伴って増加した。SS：FA が 2 : 1 の D におい
て、混合土壌溶液の Zn 濃度は SS 単独の場合より100
μg L － 1 以上高かった。培養期間中に混合土壌溶液中
Zn 濃度はわずかに減少し、22日後には安定化し、培
養終了時には29～509μg L － 1 となった。混合土壌中
の Zn 含有量は、 E が最も低く（32.26 mg kg － 1 ）、 D
が最も高かった（140.87 mg kg － 1 ）。これらの結果か
ら FA と SS 混合土壌を鉱山地域の改善のため用いて
も、Zn 濃度は低く地下水の汚染に結びつかないこと
が示唆された。
　以上、SS と FA の混合は、混合土壌溶液中の Ca お
よび Mg 濃度を増加させた。一方混合土壌中の全
Cd、 Pb および Zn 含有量は、中国の下水汚泥に関す
る農業利用の規制値より明らかに低く、本実験では、
アルカリ性（pH10.88）の FA が SS からの可溶性 Cd
および Pb を安定させることが示唆された。培養終了
時の混合土壌溶液中 Cd、 Pb および Zn 濃度は低く、
FA と SS の混合土壌が Cd、Pb および Zn 汚染に結び
つくことなく、鉱業地帯の生態系の修復に利用可能な
ことが示された。
 （東京大学大学院農学生命科学研究科　後藤茂子）

Solubility of Trace Elements and Heavy Metals 
from Stabilized Sewage Sludge by Fly Ash.
Zhang Hongling, Sun Lina, Sun Tieheng,
Bull. Environ. Contam. Toxicol, 83, 752-756, 2009
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汚泥炭化物の作物栽培における特性とチェリートマト
（Lycopersicon esculentum）の生産における金属可給性

　廃水処理汚泥は、発生量の増加に加え、病原菌や重
金属の存在等により、処理の難しい廃棄物の一つであ
る。汚泥あるいは汚泥コンポストを有機質の肥料とし
て利用する方法は有用な手段であるが、汚泥の熱処理
も有用な手段であり、バイオガス、バイオオイル、汚
泥炭化物などが利用できるようになる。炭化物は、土
壌の性質を向上させ、作物収量を増大させる働きが見
込めること、土壌に炭化物を蓄積することで、炭素を
恒久的に隔離できることから、世界的に注目が集まっ
ている。鶏糞炭化物は窒素質肥料として有効であるこ
とから、汚泥炭化物についても肥効が期待できるが、
十分な知見が得られていない。そこで本論文の著者ら
は、汚泥炭化物が土壌の性質、作物の生育と金属可給
性に及ぼす影響を調査する目的でポット試験を実施し
た。
　土壌は、EC が0.09 dS m－1、pH4.6、全窒素が0.13%、
アンモニア態窒素、硝酸態窒素、リン濃度がそれぞれ
3.6、4.9、15 mg kg－1のクロモソルを使用した。汚泥
炭化物の原料には、シドニーの下水処理場で収集した
汚泥を使用した。汚泥の熱分解は、窒素ガスを流通さ
せた固定床反応器内で行い、昇温速度は毎分10 ℃、
炭化温度は550 ℃とした。生成した汚泥炭化物は、
pH8.2、全窒素が2.3%、アンモニア態窒素、硝酸態窒素、
リンがそれぞれ11、0.49、1100 mg kg－1であった。ポッ
ト試験の処理区は、土壌のみの対照区（CP）、炭化物
区（SB）、炭化物＋肥料区（SBF）、肥料区（SF）とし、
各区 6 連でチェリートマトを16週間栽培した。各ポッ
トには風乾土を 6 kg 充填し、炭化物施用量は10 t ha－1、
施肥量（kg ha－1）は窒素が120、リンが70、カリウム
が80とした。

　炭化物の施用により、土壌の EC、pH、全窒素、リ
ン、陽イオン交換容量（CEC）の上昇が認められ、
SBF 区の EC（0.53 dS m－1）、pH（4.7）、全窒素（0.22%）、
SF 区のリン（303 mg kg－1）が最も高かった。
　草丈は SBF 区が最も高く、次いで SF 区、 SB 区、
CP 区の順であり、15週目の草丈は、 CP 区が16.8 
cm、SB 区、SBF 区、SF 区がそれぞれ107.5、113.5、
109 cm であった。ポットあたりの地上部乾物重にも
処理区間差が認められ、最大は SBF 区の92 g、最小
は CP 区の61.9 g であった。SB 区と SF 区の地上部乾
物重はそれぞれ73.8、79.7 g であり、ほぼ同等であった。
果実の収穫は12～16週に行った。CP 区と比較して
SBF 区の果実数は167%増、 SB 区と SF 区はそれぞれ
63、122%増であった。ポットあたりの果実収量も果
実数と同様の処理区間差が認められ、最小が CP 区の
776 g、最大が SBF 区の2514 g であった。SB 区は CP
区より64%増収であった。炭化物の施用は、リンや窒
素の可給性を高めることが知られており、今回の試験
で用いた汚泥炭化物はリン濃度が1100 mg kg－1あっ
たことから、トマトの生育に適していたものと考えら
れた。
　果実中の微量元素のうち、鉛、セレン、ベリリウム、
スズはどの処理区においても検出限界（0.05または0.01 
mg kg－ 1 ）以下であった。SBF 区においては、ヒ素、
クロム、アンチモンも検出限界以下であった。カドミ
ウム濃度は、 CP 区の0.03 mg kg－1に対し、 SB、
SBF、 SF それぞれ0.04、0.04、0.05 mg kg－1であり、
肥料施用区においても濃度上昇が認められた。銅、亜
鉛、ホウ素、ストロンチウム濃度は処理区間差がほと
んど認められず、ニッケルとバリウム濃度は、 CP 区
が最も高く、炭化物施用区において低い傾向にあった。
コバルト濃度は肥料区（SBF 区と SF 区）が高かった。
オーストラリアの食品基準と比較して、 SF 区のカド
ミウムは基準値近傍であったが、他の微量元素は基準
より遥かに低濃度であった。
　以上より著者らは、汚泥炭化物の施用により化学肥
料の施用量を減らすことが可能であり、炭化物が土壌
の通気性や保水性などの物理化学的性質を向上させる
ことから、炭化物と化学肥料の併用は、化学肥料単独
の場合より効果的であるとしている。
 （農業環境技術研究所　川崎　晃）

Agronomic properties of wastewater sludge 
biochar and bioavailability of metals in pro‑ 
duct ion of  cherry tomato （L ycopers icon 
esculentum）

Mustafa K. Hossain, Vladimir Strezov, K. Yin 
Chan, Peter F. Nelson 
Chemosphere, 78, 1167–1171 （2010）
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初沈汚泥の高温消化、中温消化の温度帯における
前処理機能

　嫌気性消化プロセスにおいて消化を促進する方法と
して超音波、熱分解等があるが、これらの前処理技術
は建設費が割高となるため、小規模下水処理場への導
入は難しい。そこで筆者らは消化ガス発生量の増加、
汚泥減量化、消化容量の縮減のための加水分解率の向
上、汚泥有効利用のための汚泥中病原体個数の低減を
目的として、温度－同調嫌気性消化（TPAD）の効果
について検証した。TPAD は中温消化プロセスの前
処理施設として短期間の消化日数で消化温度50～70℃
の高温消化槽を設け、前処理段階で病原体を死滅させ、
加水分解、酸発酵を促進させるものである。これまで
に TPAD と中温消化、高温消化を比較した事例はあ
るが、前処理施設を中温消化にしたもとの比較をした
事例はない。また TPAD の消化促進メカニズムが前
処理段階における加水分解の促進によるものなのか、
全体的に分解効率が向上しているためか、或いは前処
理条件によるものなのか検証されていない。そこで筆
者らは初沈汚泥を対象として前処理施設を高温消化、
中温消化にした場合の消化特性について実証実験と、
嫌気性消化モデル（ADM 1 ）による数値解析により
検証した。
　実証実験は0.4L の前処理槽（HRT： 2 日）と 4 L の
消化槽（消化温度35℃、HRT：13―14日）を用いて 6 ヶ
月間実験を実施した。実験条件は前処理槽の消化温度
を50℃（117日）、60℃（20日）、65℃（32日）、 1 mol
の塩酸により pH4.5にし、消化温度65℃（14日）、消
化温度35℃（75日）とした。また基質は 4 時間ごとに
定量投入した。
　実験の結果、いずれの実験条件でも VS 分解率は
38％以上を達成した。また高温消化による前処理の場
合が中温消化の前処理に比べて VS 分解率、メタンガ
ス発生量は高くなったが、温度条件（50℃―65℃）に
よる VS 分解率の改善は確認されず、前処理槽内温度

60℃、65℃ではメタンガス発生量の増加も確認されな
かった。また、酸添加による VS 分解率、メタンガス
発生量の向上は確認されなかった。高温前処理槽にお
ける溶解性 COD 濃度は中温前処理槽に比べて高くな
り、酸添加により低下した。高温消化による前処理槽
の場合、後段の消化槽内に比べて、前処理槽内で僅か
5.5％の有機物しか可溶化されていなかった。しかし
ながら、有機酸濃度は溶解性 COD 濃度と同様の傾向
は示しておらず、高温消化による前処理槽の場合は中
温消化による前処理槽の場合に比べて低くなってい
た。これは、高温消化による前処理槽においては有機
物の可溶化は促進されるが、有機酸には転換されてい
ないことを示している。またアセテートは50℃から
60℃の高温消化による前処理の場合、増加傾向を示し
たが、65℃に槽内温度を上昇させてもアセテートが増
加することはなかった。また酸添加の場合、アセテー
ト濃度は約半分に低下しており、強酸性下では発酵阻
害、加水分解阻害が生じていることが示唆された。
　実験結果を基にした数値解析の結果、高温消化によ
る前処理の加水分解率は中温消化による前処理に比べ
て67％高くなった。しかしながら、有機物分解量には
明確な差がなかったため、高温消化による前処理は有
機物分解量の増加よりも分解速度の促進に寄与いてい
るものと考えられる。このことから、 TPAD システ
ムは消化日数が短縮されることにより消化槽容量の縮
減、つまり建設コストの縮減が可能であると考えられ
る。
　高温消化による前処理槽においてグルコース等の消
化酵素は検出されなかった。しかしながら、嫌気性微
生物はオリゴ糖や高分子有機酸等の加水分解された有
機物を部分的に取り込むことが可能であり、これは後
段の消化槽において投入汚泥の溶解性 COD 濃度：
1,000―2,000mg/Lから、消化汚泥の溶解性COD濃度：
500mg/L 以下になっていることから、 TPAD プロセ
スにおいて生成された大部分の加水分解物が生物分解
されていることからも明らかである。
　本実験において、前処理槽内での生物分解量は僅か
であるにもかかわらず、 TPAD システム全体ではメ
タンガス発生量、 VS 分解量ともに増加していた。こ
のことから本プロセスは高温消化による前処理は後段
の消化槽における基質の微生物利用率に効果的である

Pre-treatment mechanisms during thermophilic-
mesophilic temperature phased anaerobic 
digestion of primary sludge
Huoqing Ge, Paul D. Jensen, Damien J. Batstone
Water Research Vol.44 Issue 1, 2010, 123-130
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と考えられる。しかしながら、生物学的なメカニズム
は明らかにされていないため、更なる調査が必要であ
る。
 （日本下水道事業団　技術開発部　水田　健太郎）
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　わが国にはリン資源がなく、リン鉱石のほぼ全量を
海外から輸入しているが、アメリカの輸出全面禁止

（1996年）と中国の関税化（2008年）等により、日本
のリン鉱石の輸入価格は 3 倍近くに高騰している。下
水汚泥中には、我が国で年間消費されているリンの約
15％が含まれているので 1 ）、下水汚泥中のリンを農地
で循環利用することが重要な課題となってきてい 
る 2 ） 3 ）。一方、人の健康の保護の観点から、食品衛生
法に基づき、玄米のカドミウムの基準値を1.0mg/kg
以下から0.4mg/kg 以下へ見直すための検討が進めら
れている4）。このため、農地土壌の保全の面からも、
カドミウム等重金属が農地土壌に蓄積しない有機物資
材の循環利用技術の確立が求められている。
　本稿では、緑農地における下水汚泥等有機物資源の
循環利用を推進するため、各種有機物資源の重金属含
有量を比較し、これら有機物資源の持続的利用のあり
方について考えてみたい。

１ ．汚泥肥料の品質基準と各種有機物資源の重
金属濃度の比較

　有機農業への関心の高まり、有機質肥料等の原料の
多様化および消費者の安全・安心な食品指向などに伴
い、平成11年に肥料取締法が改正され、汚泥肥料（下
水汚泥肥料、し尿汚泥肥料、工業汚泥肥料、焼成汚泥
肥料および汚泥発酵肥料）は普通肥料に位置づけられ、
表－ 1 の重金属濃度の基準値が設定された。汚泥肥料
の平成18年の生産量は約133万ｔで、普通肥料全体に
占める割合は13.6％となっている4）。
　仙台市南蒲生浄化センターにおける1975年から1998
年の脱水汚泥中の平均重金属濃度を表－ 2 に示し 

た5）。表－ 2 より、南蒲生浄化センターの下水汚泥中
の重金属濃度は、個別事業所の排水処理対策の強化等
により、1975年以来、年々低下し、1995～1998年の下
水汚泥のひ素、カドミウム、水銀、クロムおよび鉛の
平均濃度は、いずれも表－ 1 の汚泥肥料の重金属濃度
の基準値を下回っている。また、同年の下水汚泥の平

キーワード：汚泥肥料、汚泥コンポスト、重金属、持続的利用

汚泥コンポスト等有機物資材の
農地・緑地利用の現状と課題　

秋田県立大学生物資源科学部

尾　崎　保　夫

表－ １　汚泥肥料の重金属濃度の基準値

項　　目 含有が許される
最大濃度　　　 備　　　　考

ひ　　素
カドミウム
水　　銀
ニッケル

ク　ロ　ム
鉛

 50ｍｇ / 乾物㎏
  5ｍｇ / 乾物㎏
  2ｍｇ / 乾物㎏
300ｍｇ / 乾物㎏
500ｍｇ / 乾物㎏
100ｍｇ / 乾物㎏

各重金属濃度は、摂氏
100度で5時間乾燥した試
料を農林水産省農業環境
技術研究所法により定量。

※下水汚泥肥、し尿汚泥肥料、工業汚泥肥料、混合汚泥肥料、焼成
汚泥肥料、汚泥発酵肥料

表－ ２ �　下水汚泥中の重金属濃度の経年変化（仙台市
南蒲生浄化センター）

項　目
下水汚泥の採取年度

75～79 80～84 85～89 90～94 95～98

ひ　素 （mg/kg 乾物）
カドミウム （mg/kg 乾物）
水銀 （mg/kg 乾物）
ニッケル （mg/kg 乾物）
クロム （mg/kg 乾物）
鉛 （mg/kg 乾物）
銅 （mg/kg 乾物）
亜鉛 （mg/kg 乾物）

6.17
4.54
2.29
―
69
108
177
1046

4.04
1.32
0.96
246
50

94.8
133
850

2.81
0.82
0.49
135
36

76.9
99.4
559

3.79
1.59
0.53
―

18.1
29.2
98.4
343

3.56
2.18
0.45
―

18.3
18.4
121
392

※ 年 2 ～12回採取した脱水汚泥の各重金属濃度の平均値（日最大処
理水量約50万ｍ3）

※渡辺正彦氏の報告（2001）をもとに作成5）
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均亜鉛濃度392mg/kg は、1975～1979年の平均亜鉛濃
度1046mg/kg の 1 ／ 3 近くにまで低下した。
　図－ 1 は、農林水産省消費安全技術センターが1999
年から2007の間に立入検査で分析した汚泥肥料中のカ
ドミウム濃度の分布を図示したものである4）。乾物当
たりのカドミウム濃度が 2 mg/kg を超える割合は、
し尿汚泥肥料で38.9％、混合汚泥肥料で11.8％、下水
汚泥肥料では9.6％となり、下水汚泥肥料中のカドミ
ウム濃度は、 3 種の汚泥肥料の中で最も低くなった。
また、工場排水が混入していないし尿汚泥肥料のカド
ミウム濃度が最も高く、 3 mg/kg を超えるものが
10.1％あった。これらの分析結果は、主にし尿や生活
雑排水を処理している農業集落排水処理施設の余剰汚
泥を農耕地で有効利用する際にも、注意する必要があ
ることを示唆している。
　一方、表－ 3 は、折原ら6）が、1989～1999年に神奈
川県肥飼料検査所で実施した牛ふん堆肥、豚ふん堆肥、

鶏ふん堆肥の重金属含有量の分析結果をとりまとめた
ものである。 
　 3 種の堆肥の平均重金属濃度は、いずれも汚泥肥料
の重金属基準値より低いが、牛ふん堆肥の鉛の最大濃
度は106 mg/kgで、100 mg/kgの基準値を超えていた。
また、豚ぷん堆肥の銅と亜鉛の平均濃度185 mg/kg 
と630 mg/kg は、1995～1998年の南蒲生浄化センター
下水汚泥の銅と亜鉛の平均濃度121 mg/kg と392 mg/
kg より高く、これら重金属含有量の高い豚ぷん堆肥
を農地に施用する際には、農地土壌へ重金属が蓄積し
ないよう施用量等にも注意が必要である。また、牛ふ
ん堆肥の重金属濃度の平均値は、1995～1998年の下水
汚泥の重金属濃度の平均値より低いが、鉛、銅および
亜鉛の最大濃度はそれぞれ106 mg/kg 、1336 mg/kg 
および3198 mg/kg となり、高濃度に重金属を含んだ
牛ふん堆肥の存在が確認できた。これらの重金属は、
木質系の副資材に含まれていた可能性が高く、副資材

表－ ３　畜種の異なる家畜ふんコンポストの重金属含有量

項　目
牛ふん堆肥（n=112） 豚ふん堆肥（n=32） 鶏ふん堆肥（n=83）

平均値 最小値 最大値 平均値 最小値 最大値 平均値 最小値 最大値

ひ　　素 （mg/kg 乾物）
カドミウム （mg/kg 乾物）
水　　銀 （mg/kg 乾物）
　 鉛 （mg/kg 乾物）
　 銅 （mg/kg 乾物）
亜　　鉛 （mg/kg 乾物）

1.46
0.38
0.06
9.46
72.6
258

0.00
0.00
0.00
0.00
3.07
30.3

18.7
2.87
0.28
106
1336
3198

0.63
0.50
0.09
6.55
185
630

0.00
0.00
0.00
0.00
27.8
228

2.55
1.33
0.44
70.0
415
1167

1.24
0.57
0.09
8.17
43.0
379

0.00
0.00
0.00
0.00
12.9
67.9

11.6
3.94
0.69
76.2
106
741

※神奈川県肥飼料検査所の分析結果（1989年～1999年）、※折原健太郎氏らの報告（2002）をもとに作成6）

図－ １　汚泥肥料中のカドミウム濃度の分布
－農林水産消費安全技術センターが平成１１～１9年に立入検査で分析したもの－

大森健司氏の報告（2009）をもとに作成4）

0．0 1．0 2．0 3．0 4．0 5．0 0．0 1．0 2．0 3．0 4．0 5．0

0．0 1．0 2．0 3．0 4．0 5．0 0．0 1．0 2．0 3．0 4．0 5．0

0．0%

11．8%

混合汚泥肥料 し尿汚泥肥料

下水汚泥肥料工業汚泥肥料

有効銘柄数 17
生産量  103千t

有効銘柄数 386
生産量  69千t

含有量(ppm)含有量(ppm)

含有量(ppm) 含有量(ppm)

38．9%

10．1%

3．4%

9．6%

0．0%

2．7%

0．0%

有効銘柄数 94
生産量  82千t有効銘柄数 112

生産量  114千t



（ 125 ）

Vol. 34　No. 127　2010/3 汚泥コンポスト等有機物資材の農地・緑地利用の現状と課題

の選定等に当たっては分析と十分な品質チェックが必
要である。
　また、表－ 4 は1988年にとりまとめられた家畜ふん
コンポストと下水汚泥や都市ごみコンポストの重金属
濃度の分析結果である7）。表－ 4 の家畜ふんコンポス
トの重金属濃度の最大値は、折原らのとりまとめ結果
より低く、反対に下水汚泥コンポストの重金属濃度は、
表－ 2 の南蒲生浄化センター下水汚泥中の重金属濃度
より、大幅に高くなっている。
　これらの調査結果より、下水汚泥中の重金属濃度は
年々低下し、大部分の汚泥肥料の重金属濃度は汚泥肥
料の基準値を満たしている。一方、家畜ふん堆肥の重
金属濃度の平均値は、一部を除き下水汚泥より低いが、
副資材の品質等によっては著しく高いものもあるの
で、農地施用に当たっては、分析の頻度を多くし品質
のチェックを行うことが大切である。

２ ．汚泥コンポストや融合コンポストの施用事例

　下水汚泥コンポストは、窒素、リンの含有量は高い
が、カリ含有量は少ない。反対に、牛ふん堆肥は、窒
素、リンの含有量は低いが、カリ含有量が高く、また、
土壌中での分解は汚泥肥料より遅い特徴がある。また、
前述のように、各有機物資材の肥料成分や重金属濃度
はそれぞれ異なり、一つの有機質資材を長期間連用し
ている土壌では、肥料成分の欠乏や過剰または養分バ
ランスの悪化などにより作物の生育が悪影響を受ける
ことが知られている。このため、 2 種類以上の有機物
資材を混合し、各作物の養分吸収パターンにあった融
合コンポストの製造が試みられている。下水汚泥を含
む数種の有機物資材を適切に混合した融合コンポスト
は特定の重金属濃度を下げ、農地土壌への重金属の蓄
積を防ぐ面からも、今後のさらなる研究開発と利用推
進が期待できる。
　下水汚泥と牛ふん、下水汚泥と生ゴミを混合した融
合下水汚泥コンポストのアースメロンに対する施用試
験では、融合コンポストの施用により、慣行栽培と同
等程度の収量および品質のアースメロンの生産が可能

なことが示された8）。また、下水汚泥と生ゴミを混合
した融合コンポスト区のアースメロンは糖度が高く、
新たな利用拡大につながる興味深い結果である。また、
下水汚泥と牛ふん、生ゴミ、カールチップ、剪定枝を
混合してコンポスト化した 4 種の融合コンポストのダ
イコンに対する施用試験では、下水汚泥と生ゴミを混
合した融合コンポスト区のダイコン収量が最も高く、
また、窒素施用量の50％を融合コンポストに代替えし
ても、化学肥料区と収量や品質で大きな違いが認めら
れない試験結果を得ている9）。
　次に、石灰系下水汚泥コンポスト（札幌コンポスト）
の長期連用が、大豆、小麦、小豆およびグロッコリー
可食部のカドミウム吸収量の変化等に与える影響を調
査した北海道立中央農試の中本氏の試験結果を紹介す
る10）。表－ 5 には、下水汚泥コンポストの成分分析結
果を示した。供試コンポストは、 C/N 比10で、乾物
当たりのカドミウム、銅、亜鉛濃度は、それぞれ0.8 
mg/kg、157 mg/kg、361 mg/kg であった。下水汚泥
コンポストの連用（2003年から2008年）が、作物の収
量と可食部のカドミウム濃度に及ぼす影響を表－ 6 に
とりまとめた。褐色低地土では、毎年春に現物で、汚
泥コンポストを150kg/10a 施用した試験区の収量は、
施用しない対照区に比べ、増収または同等であったが、
汚泥コンポストの施用量を500kg/10a に増やすと増収
効果は判然としなくなった。また、褐色森林土では、
汚泥コンポストを現物で150kg/10a または500kg/10a
連用した試験区の収量は、対照区に比べて概ね増収し
ていることが分かる。また、いずれの土壌においても
作物可食部のカドミウム濃度は、国際基準値（小麦：
0.2mg/kg 新鮮重、小豆：0.1mg/kg 新鮮重、ブロッコ

表－ 4　家畜ふんコンポストと下水汚泥コンポストの重金属濃度の比較

種　　　類 Cd Hg As Cu Zn Pb

牛ふんコンポスト
豚ふんコンポスト
鶏ふんコンポスト

0.1～0.54
0.05～2.1
0.4～2.8

0.01～0.21
0.005～0.13
ND ～0.06

0.07～0.1
0.1～1.6
0.3～2.2

12.8～46.4
50.1～639.5

30～60

49～189
56.5～1564
300～500

0.79～13.9
0.5～18.2

tr

下水汚泥コンポスト
都市ゴミコンポスト

0.61～5.9
0.42～1.52

0.31～4.9
0.05～1.07

0.6～24.4
0.54～2.15

108～380
18.7～127

350～3300
71.6～350

15～122
3.35～45.6

※単位：mg/kg 乾物、ND：不検出、tr：痕跡
※「再利用資源土壌還元影響調査に係わる総合解析調査―資材調査結果の解析―」日本土壌肥料学会（1988）より7）

表－ 5 �　石灰系下水汚泥コンポストの肥料成分と重金
属の含有量

乾物当たりの成分含有率（％）
C/N

重金属濃度（mg/ 乾物 kg）

C N P2O5 K2O CaO Cd Cu Zn

23.1 2.31 3.79 0.15 18.9 10.0 0.80 157 361
※ 石灰系下水汚泥コンポスト（札幌コンポスト、水分含量約10.9％）
※中本洋氏の報告（2009）より10）
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リー：0.05mg/kg 新鮮重）より低くなった。可食部の
カドミウム濃度は、150kg/10a 連用区では、対照区と
大きな差は認められなかったが、500kg/10a 連用区で
は低下傾向が認められた。これは、500kg/10a 連用区
では土壌ｐ H の上昇により、作物のカドミウム吸収
量が低下したことが原因と考えられる。
　上記試験結果より、石灰系下水汚泥コンポストの連
用に伴い土壌中のカドミウム、銅、亜鉛濃度は上昇す
るものの、同時に土壌ｐ H も上昇するので、作物可
食部に吸収されるカドミウム濃度は、対照区に比べ低
下することが分かった。土壌ｐ H が低下すると、土
壌中のカドミウム等重金属が溶出し、作物に吸収され
やすくなるので、下水汚泥等有機物資材の農地施用に
当たっては、土壌ｐ H の管理には十分注意すること
が大切である。
　また、わが国はリン資源を輸入にたよっているので、
リン資源の輸出規制や枯渇に備え、今後とも、下水汚
泥肥料等有機物資源の有効利用を一層推進する必要が
ある。このためには、地域ごとに各作物の養分吸収パ
ターンに合った養分供給特性を有する融合コンポスト
の開発や土壌ｐ H が各重金属の動態や作物吸収に与
える影響を調査・解析するためのモニタリングシステ
ムの確立が求められている。
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表－ 6　汚泥コンポストの連用が作物の収量と可食部のCd濃度に及ぼす影響（北海道立中央農試）

土　壌 試 験 区

大豆（2003） 大豆（2004） 春まき小麦（2005） 小豆（2006） 大豆（2007） ブロッコリー（2008）

子実収量 Cd 濃度 子実収量 Cd 濃度 子実収量 Cd 濃度 子実収量 Cd 濃度 子実収量 Cd 濃度 花蕾 Cd 濃度

（kg/10a）（mg/ 湿重 kg）（kg/10a）（mg/ 湿重 kg）（kg/10a）（mg/ 湿重 kg）（kg/10a）（mg/ 湿重 kg）（kg/10a）（mg/ 湿重 kg）（kg/10a）（mg/ 湿重 kg）

褐色　
低地土

対 照 区
150kg 連用区
500kg 連用区

396
337
318

0.039 
0.032 
0.025 

368
403
344

0.042 
0.042 
0.036 

447 
499 
477 

0.077 
0.073 
0.079 

189
230
178

0.007 
0.006 
0.005 

339
337
360

0.018 
0.022 
0.018 

1150
1450
1340

0.001 
0.001 
0.001 

褐色　
森林土

対 照 区
150kg 連用区
500kg 連用区

326
348
339

0.033 
0.036 
0.030 

304
367
402

0.033 
0.025 
0.018 

442 
474 
527 

0.046 
0.061 
0.060 

189
194
160

0.007 
0.006 
0.005 

333
341
338

0.017 
0.019 
0.011 

910
990
1100

0.001 
0.001 
0.001 

※石灰系下水汚泥コンポスト（札幌コンポスト）を毎年春に現物で10a 当たり150kg または500kg 施用する連用区と施用しない対照区を設けた。
※中本洋氏の報告（2009）より10）
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１ ．はじめに

　産業廃棄物の種類は、多種多様で汚泥を初め動物の
ふん尿、がれき類、鉱さい、ばいじん、金属くず、木
くずなどである。また、廃棄物の排出場所も各地に散
在しているため、廃棄物の処理・処分を難しくしてい
るのが現状であり、再生利用にも大きな影響を与えて
いる。産業廃棄物の中で汚泥の排出量が最も多く、約
44%を占めている。この汚泥の処理・ 3 R を適切・効
果的に行い、省資源・省エネルギーの循環社会を構築
することは、極めて重要かつ緊急的な課題である。
　汚泥の再生利用には、前処理として濃縮、安定化、
調質、脱水、乾燥などの重要な操作が用いられている。
ここでは、これらの各種の操作に関する、現場におけ
る課題と対策との概要について述べる。

２ ．汚泥の処理・処分の現場における課題１ ）

　（財）日本環境衛生センターでは、毎年、「技術管理
者等ブロック別研修会」を開催している。ブロック別
研修会における講義テーマは、廃棄物政策概論、最終
処分場関係、産業廃棄物焼却施設関係、産業廃棄物中
間処理施設関係、廃棄物処理施設の維持管理に関する
など広い範囲にわたっている。小生は汚泥の中間処理
施設を担当し、講義が終了したあとで、参加者と現場

における問題点と対策について討議を行った。
　研修会で提出されたＱ＆Ａの総数は4８６件（ ９ 年間）
であり、その内容を分類して表 1 に示す。同表に示す
ように、その他の項目を除いて汚泥の脱水関係が最も
多く全体の約33%を占め、次に再生利用関係、濃縮関
係、法律関係、乾燥関係の順となっている。脱水関係
が多いのは、中間処理施設の中で脱水施設が多いこと
に関係している。

表 １　Ｑ＆Ａの内容１）

分類 件数

汚泥の濃縮関係
〃脱水関係
〃乾燥関係

廃棄物処理法
汚泥の再利用

その他

 41件
15８〃
  2〃
  ９〃
 ８0〃
1９６〃

合計 4８６件

３ ．汚泥の排出量と再生利用の課題

３ . １ 　汚泥の排出量２ ）

　平成1９年度における産業廃棄物の種類と排出量とを
図 1 に示す。一般廃棄物の排出量が約5,200万 t に対
して、産業廃棄物の排出量は約 4 億2,000万 t と膨大

キーワード：汚泥の排出量、再生利用率、汚泥排出量の削減、汚泥の濃縮、調質、脱水、乾燥

投　稿　論　文

汚泥の再生利用のための前処理
現場における課題と対策

（社）日本産業機械工業会　国際環境技術協力センター

名　取　　　眞
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な量であり、この中で汚泥の排出量は約 1 億８,６11万 t
（44. 2 %）で最も多い。平成1８年度の排出量と比較して、
汚泥の排出量は、大体同じように推移しており、排出
量を減らして再生利用を推進することの重要性を示し
ていると言えよう。

３ . ２ 　汚泥の再生利用率、減量化率および最終処分
率２ ）

　平成1９年度における産業廃棄物の種類別の再生利用
率、中間処理による減量化率および最終処分率を図 2
に示す。これらを要約すると下記のとおりである。

（1）汚泥の再生利用率は、平成12年度以降 ８ ～10%程
度であり、動物のふん尿の再生利用率が９６%と高い
比率と比較して、汚泥のケースでは最も低い状況で

ある。
（2）汚泥の再生利用率が ９ ％と最も低いため、減量化

率は、平成 ９ 年以降８2～８7%で、産業廃棄物の中で
最も高い比率である。汚泥の最終処分率は、平成10
年以降 ９ %程度であったが、平成1９年度は 4 ％と低
くなっている。

３ . ３ 　汚泥に関する課題と対策
　産業廃棄物の再生利用率、減量化率および最終処分
率などのデータなどから、汚泥の再生利用に関する課
題と対策とをまとめると次のようである。

（1）平成1９年度の産業廃棄物の排出量は、約 4 億 
2,000万 t、一般廃棄物の排出量は約5,200万 t で、両
者を比較すると産業廃棄物の排出量は圧倒的に多い

ガラスくず、コンクリートくず
及び陶磁器くず
4,922（1.2） その他の産業廃棄物

13,074（3.1）

汚泥
185,327
（44.3）

動物のふん尿
87,573
（20.9）

鉱さい
21,288（5.1）

ばいじん
17,135（4.1）

金属くず
11,004（2.6）

廃プラスチック類
　　6,094（1.5）

木くず
5,852（1.4）

廃酸 5,405（1.3）

がれき類
60,823
（14.5）

その他の産業廃棄物
13,430（3.2）

ガラスくず、コンクリートくず及び
陶磁器くず 5,227（1.2）

廃酸 5,669（1.3）

木くず 5,997（1.4）
廃プラスチック類
6,533（1.6）

金属くず
11,560（2.7）

ばいじん
17,008（4.0）

鉱さい
20,717（4.9）

動物のふん尿
87,476
（20.8）

がれき類
60,903
（14.5）

汚泥
186,115
（44.2）

計
420,636
（100.0）

計
418,497
（100.0）

単位：千ｔ／年
（　）内は％

図 １　産業廃棄物の種類別排出量２）
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状態である。現在、省資源・省エネルギーの循環型
社会を構築するために、廃棄物の 3 Ｒが積極的に推
進されている。 3 Ｒとは、廃棄物の発生抑制（リ
デュース、Reduce）、再利用（リユース、Reuse）、
再生利用（リサイクル、Recycle）などの活動である。
廃棄物の 3 R は大変重要なプロセスであり、これら
の分野で研究開発が推進されて大きな成果も得られ
ている。

（2）汚泥の排出量は、産業廃棄物総量の約44%という
巨大な量を占めている。この汚泥の中には、下水汚
泥、家畜排せつ物、産業廃棄物汚泥など多種類の汚
泥が含まれている。下水汚泥の排出量は産業廃棄物
の約1９%を占めており、この汚泥量を減らして再生
利用を図ることが積極的に推進されている。これは
極めて重要な課題で、他の産業廃棄物汚泥について
も大きな影響を与えることが期待される。
　汚泥の排出量を減らすには、生産工程、排水処理
システム、汚泥処理システムなどを再構築すること
が必要となる。また、これらをトータルシステムと
考えて、全体的な処理システムを組み立てることが
求められている。

（3）中間処理における汚泥の減量化率は高く、中間処
理の重要性を示している。中間処理は、汚泥の濃縮、
安定化、調質、脱水、乾燥、焼却などの技術で構成
されている。
　これらの技術を中心に関連技術を含めた研究開発
の推進が進められており、それぞれの分野において
大きな成果が得られている。

（4）下水汚泥の再生利用については、緑農地利用、建
設資材利用、エネルギー利用などの分野において、
研究開発が積極的に推進され、各自治体などにおい
て多くの実績がみられる。下水汚泥の利用用途とし
て、セメント原料、土壌改良材、レンガ、路盤材、
ガス発電など多くの分野にわたっている。今後は再
生利用の研究開発、製品の品質、コスト、流通ルー
ト、既存品との競合など多くの課題と対策を進めて、
汚泥の再生利用をさらに推進することが期待されよ
う。
　再生利用率をいかに上げるかということは、市場
において積極的に求められている緊急かつ重要な課
題であり、そのためには前述の多くの課題を克服し
なければならない。

４ .　汚泥の排出量を減らすには

　膨大な汚泥の排出量を減らすには、次のように各種
のプロセスの見直しが考えられる。

４ . １ 生産工程の見直し
　生産工程の一例を図 3 に示すように、生産工程は原
料、前処理、原料加工、仕上後処理および製品という
プロセスである。生産に使用される用水は、原料洗浄
用、加工用、仕上洗浄用、機械器具洗浄用などである。
これらの用水は、一部は製品に取り入れられ、一部は
大気へ、大部分は排水として排出される。これらの排
水は汚濁負荷となるので、生産工程において省資源・

図 ３　汚濁発生源と排水系３）
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省エネルギーを図ることは大変重要な課題である。こ
のためには汚濁負荷をできるだけ削減することが必要
で、生産工程における用水の節約と排水の再利用は重
要な項目である。ある会社では排水から有価物を回収
することによって、汚濁負荷を著しく削減し、汚泥の
排出量を半減することに成功している。

４ . ２ 　排水処理システムの改善
　排水処理システムは、固液分離装置、物理化学的処
理装置、生物化学的処理装置および熱処理装置などの
主要な操作単位から構成されている。主要な単位操作
はさらに多数の単位に分類されている。排水処理シス
テムは、水質規制のクリア、省資源・省エネルギーの
観点から、これらの単位操作を組み合わせて達成し、
また、汚泥の排出量を最小限に抑制するように構成さ
れなければならない。　
（１）汚泥面からみた排水処理システム
　排水処理システムを汚泥の面からみると、排水処理
は汚泥処理であると言えよう。下水処理のケースを図
4 に、上部に下水処理を下部に汚泥処理を分けて示す。
一般的に下水処理には活性汚泥法が採用されている。
処理工程から発生する余剰汚泥は最初沈殿池に返送さ
れ、生汚泥と混合され混合汚泥として濃縮プロセスへ
送られる。ここで濃縮が効率良く操作できれば、あと
の汚泥処理システムに良い結果をもたらすことが期待
できよう。　
（２）余剰汚泥の減量化技術
　生物処理の過程で、汚泥は余剰汚泥として引き抜か
れる。この余剰汚泥の量は多く、汚泥の処理・処分の
コストを削減するために余剰汚泥の減量化は重要な課
題である。
　余剰汚泥の減量化技術の適用範囲は、下水・し尿・
浄化槽汚泥や食品、電子、自動車、製薬、製鉄汚泥な

ど広い範囲にわたっている。余剰汚泥の減量には下記
のように物理的、化学的および生物学的な方法が用い
られている。
　①物理的方法
　湿式ビーズミルや高速回転ディスクなどによって機
械的に汚泥を破砕する。超音波や高圧ポンプなどを用
いてキャビテーションを発生して汚泥を微細化・死滅
させるものである。
　②化学的方法
　酸化剤や酸・アルカリの薬剤およびオゾンなどを用
いる。化学的方法は、単独または他の方法と組み合わ
せて用いられる。オゾン法のフローを図 5 に示す。

オゾン処理

図 5　余剰汚泥のオゾン処理5）

　③生物学的方法
　活性汚泥中の微生物は、生物分解が極めて難しい構
造となっている。この微生物の細胞壁をなんらかの操
作で破壊して、生物分解されやすい形に変化させ、こ
れを再びばっ気槽に戻して生物処理をして余剰汚泥を
減量化するものである。
（３）無機性排水からの汚泥の減量化5）

　この技術は、金属含有汚泥をアルカリ処理して循環
させて汚泥の減量を図るものである。本技術は、金属
を含有する排水処理に適用して、従来技術と同レベル
の処理水質を得るとともに汚泥の脱水速度 5 倍で発生
汚泥量を50%削減できる特徴をもっている。この技術
のフローを図 ６ に示す。某工場の排水処理に本システ
ムを適用して、導入前の排出汚泥量約 1 ,150t/ 年が約

図 ４　下水処理における汚泥の循環４）
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340t/ 年にまで減少し、年間で約８10t の汚泥の削減が
可能となった。

４ . ３ 　汚泥処理システムの改善
　汚泥の処理の目的は、他の廃棄物のケースと同様に、
減量化、安定化、無害化などである。この目的を達成
するために、汚泥の濃縮、安定化、調質、脱水、乾燥、
焼却、再生利用などのシステムとこれらを構成する多
くの単位操作を効率的に組み合わせることによって、
汚泥の処理・処分システムを構成する必要がある。こ
の基本システムを図 7 に示す。どのような処理フロー
を構成するかは、汚泥の最終目的によって決められる。
排水処理と汚泥処理とは一体のシステムを構成してお
り、排水処理からの発生汚泥の減量化、汚泥の効率的
な処理、再生利用などを目標に、省資源、省エネルギー
の観点からもシステムを策定する必要がある。

5 .　汚泥の濃縮

　排水処理システムから排出される汚泥の含水率は、
約９８～９９%と高いのが一般的である。汚泥の濃縮とは、
汚泥の流動性を保ったまま、その含水率を大幅に減ら
す操作を言う。

5 . １ 　濃縮法の種類
　汚泥の濃縮は基本的に固液分離操作である。濃縮方
法には重力式、浮上式、機械式などに大別される。濃
縮装置の例を次に紹介する。

5 . ２ 　重力式沈殿濃縮装置6 ）

　この装置は、建設コスト、維持管理費などが他の濃
縮装置に比べて最も安値で、古くから広く採用されて

図 6　金属排水処理汚泥の減量化5）

図 7 　汚泥の処理・処分システム5）
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いる。しかし汚泥の浮上や維持管理などに問題があり、
改善するためにみずみち棒を導入して、濃縮汚泥濃度
を高くすることが可能となった（図 ８ ）。苫小牧市西

町下水処理センターにおける実績によれば、濃縮汚泥
濃度は、導入前と比べて年平均で0.5%上昇し、3.９%と
大きく改善された。その結果、濃縮汚泥量が、年平均

フィールドウェル

駆動装置

支柱

センターケージ

補助アーム

みずみち棒

レーキアーム

レーキ
調整ブレード

みずみち棒

図 8　みずみち棒を用いた重力式沈殿濃縮装置6）

図 9 　造粒濃縮設備の構成5）

表 ２ 　導入前と導入後の効果の比較6）
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約34m 3 /d 減少し導入効果がみられた。導入前と導入
後の効果を表 2 に示す。　

5 . ３ 　造粒濃縮装置5）

　造粒濃縮法は、無機凝集剤によって汚泥を十分に荷
電中和し、次に両性高分子凝集剤を添加して、濃縮槽
内で汚泥を粒状にするとともに、槽上部に設けられた
スクリーンを通して分離水を分離して汚泥を濃縮し、
ペレット状の脱水性の良い造粒汚泥を造るものであ
る。この濃縮汚泥をベルトプレス型脱水機で脱水する
と、汚泥ケーキの含水率は従来法と比べて約 4 ～ ６ %
程度低下する。装置の構成を図 ９ に示す。

6 .　調　質

　調質とは、汚泥中に多く含まれている分離しにくい
結合水、表面付着水あるいは内部水を、薬品や熱を加
えることによって水分を分離しやすくする操作で、汚
泥の性状を変化させて脱水効果を高めることである。
従って、凝集剤の選定、使用方法、脱水機との組み合
わせなどは大変重要な操作である。

6 . １ 　凝集機構のモデル
　凝集機構のモデルを図10に示すように、無機凝結剤
処理と有機凝結剤処理とに大別される。
　無機凝結剤処理では、汚泥を無機凝結剤で荷電中和

して一次フロックを形成させ、次に高分子凝集剤で架
橋（フロック化）させて凝集フロックを形成させる。
この場合は、汚泥の量が増える。
　有機凝結剤処理では、無機凝結剤の代わりに有機凝
結剤を使用して一次フロックを形成させ、次に高分子
凝集剤で架橋（フロック化）させて凝集フロックを形
成させる。この場合は、汚泥量の増加は少なくてすむ。
　このように無機凝結剤を有機凝結剤に変更すること
によって、汚泥の排出量を減らすことができる。

6 . ２ 　調質方法
　汚泥の調質方法は、薬品と熱によるものとに大別さ
れ、薬品調質は無機薬品と高分子凝集剤とによる方法
とに分類される。無機薬品として消石灰、塩化第二鉄
＋消石灰などが使用され、消石灰は無機汚泥、含油汚
泥を、その他は有機汚泥を対象としている。高分子凝
集剤にはアニオン性、カチオン性、両性ポリマーなど
の種類があり、凝集剤の組み合わせには、カチオンと
アニオン、無機凝集剤と両性ポリマーが主として使用
されている。アニオンポリマーは無機汚泥を、他は有
機汚泥を対象としている。汚泥の種類に対して、適正
な凝集剤の選定と組み合わせが、濃縮や脱水に大きく
影響しており、大変重要な操作である。
（１）凝集剤の選定
　①凝集剤の種類5）

　凝集剤は、凝結剤と凝集剤とに大別される。凝結剤

図１0　凝集機構のモデル5）
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には無機と有機凝結剤があり、高分子凝集剤にはノニ
オン性、アニオン性、カチン性の 3 種類に分類される。
　無機凝結剤の分子量は、数百から千程度であるが、
有機凝結剤の場合は数千から数十万と著しく多い。し
かし、高分子凝集剤の分子量は、数百万から 1 千万と
極めて多い。凝集剤の適用にあたっては適用 pH の範
囲が指定されているため、使用の場合には十分注意し
なければならない。
　②無機凝結剤の種類と特徴5）

　無機凝集剤と呼ばれ、鉄、アルミニウムなどの金属
塩が用いられる。これらは荷電の中和力が強く、不溶
性の水酸化物をつくって濁質を抱き込み、一次フロッ
ク化する性質をもっている。主として使用されるのは、
硫酸アルミニウム（硫酸バンド）、ポリ塩化アルミニ
ウム（PAC）などのアルミ塩と塩化鉄（Ⅱ）、硫酸第
一鉄などの鉄塩である。
　凝結剤は対象汚泥、特徴、有効 pH などがあり、薬
品の選定には十分注意する必要がある。
　③有機凝結剤の種類と特徴5）

　有機凝結剤は、分子内に多数のカチオン性をもつ高
分子凝集剤であり、無機凝結剤と同じく懸濁物質を中
和する目的で使用されるが、無機凝結剤よりもカチオ
ン性の荷電密度が高いため、凝結作用ははるかに大き
い。有機凝結剤は塩化アルミニウムと比較して約 1 ／
30で同等の効果を示す。そのため、無機凝結剤を多量
に使用するときに問題になる、中和に要するアルカリ
剤の増大、腐食性イオン（Cl、 SO4

2-）の増加および
金属水酸化物の発生による汚泥発生量の増大に対して
有効である。代表的な有機凝結剤を表 3 に示す。

　④脱水用高分子凝集剤の種類と機能5）

　活性汚泥処理などの生物処理によって発生する汚泥
は、多糖類やたんぱく質などからなる粘質物をもち、
マイナス荷電（アニオン性）をもつため、カチオン性
の高分子凝集剤が適用される。汚泥には有機性汚泥が
多く、また、凝集汚泥と生物汚泥とを混合して脱水す
るケースも多いことから、脱水剤といえば、一般にカ
チオン性高分子凝集剤をいう。
　脱水用高分子凝集剤にはカチオン性と両性とに大別
され、対象となる汚泥の種類に対応してイオン性の強
さ（高、中、弱）を選定する。両性高分子凝集剤は、
分子内にカチオン基とアニオン基の両方の基をもつ高
分子凝集剤である。汚泥粒子の凝集は、液中のアニオ
ン物質が凝集に大きく寄与していると考えられる。カ
チオン基は汚泥中の粘着性物質の荷電中和を行う。ま
た、アニオン基は、カチオン基と反応して見掛けの分
子量を大きくして、汚泥粒子を結び付ける働きを強化
している。汚泥が腐敗したり、 VSS が高い（マイナ
ス荷電量が多い）汚泥に対して、無機凝集剤と両性高
分子凝集剤とを併用すると、非常に良好な脱水効果を
示す。
（２）薬品による調質法
　薬品による調質法については、凝集剤の項で述べた
ように、対象となる汚泥に使用する薬品の種類と調質
後の汚泥の性状、脱水効果および特徴などがあり、そ
れぞれの特徴を十分把握する必要がある。消石灰や鉄
塩のような無機薬品による調質は、注入量が多いため
脱水後のケーキ量が増加するとともに、分離水の pH
が変化する。一方、両性高分子凝集剤とアルミ系、鉄
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系などの無機凝集剤との併用により、大きく強固でろ
水性の良いフロックを形成し、脱水効果の改善が図ら
れる。

7 .　脱水汚泥の含水率を下げるためには

　汚泥に関するＱ＆Ａは15８件と多い。これは中間処
理施設の中で脱水施設が50％近くを占めている関係
で、脱水についての質問が多いのは当然なことである。
また、これらの施設の大部分が既設であるため、でき
るだけ脱水の機能を向上させたいという期待が強いこ
とを表している。
　脱水汚泥の含水率を 1 ％でも下げることができれ
ば、あとの工程に大きなメリットがみられる。脱水汚
泥の含水率を下げる方法は、凝集剤の変更によるもの、
脱水機の運転条件によるもの、新機構による方法など
が挙げられる。

7 . １ 　凝集剤の変更による方法
（１）ベルトプレス脱水機のケース5 ）

　この脱水機には、粘性と分子量とが小さく、カチオ
ン性の高い高分子凝集剤が有効となる。これは形成フ
ロックがち密で剥離性の良いことが求められているた
めである。図11に示すように、従来からカチオン性高
分子凝集剤の 1 種類だけを使用した場合、汚泥の含水
率は約7８.5％程度で推移していたが、凝集剤をカチオ
ン性とアニオン性高分子凝集剤の 2 種類に変更するこ
とによって、脱水汚泥の含水率は約 3 ～ 4 ％程度低下
する結果が得られている。下水汚泥のように汚泥量が
多量の場合には、高分子凝集剤の採用は薬品費が大幅
に増加するので、維持管理費の関係で採用が難しいよ
うである。工場排水汚泥のように排出量が少ない場合
には有効であろう。また、無機凝集剤と両性脱水剤と
を併用すると、図に示すように汚泥の含水率は、さら
に低くなる。図12に高分子凝集剤の添加法を示す。

図１１　脱水剤の変更による改善例5）

図１２　高分子凝集剤の添加法（ベルトプレス脱水機）5）
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（２）遠心脱水機のケース
　この例では処理対象がし尿汚泥で、ベルトプレス脱
水機のケースと同様に、カチオン性高分子凝集剤の単
独処理よりも、両性脱水剤に変更した場合、同じ作用
機構を示すため、汚泥の含水率が低下する。

7 . ２ 　脱水機の運転条件による方法
　脱水機の機能にはそれぞれ特徴があり、その機能を
十分理解して運転操作を行うことが、汚泥の含水率を
下げることに大きく影響する。
（１）遠心脱水機
　遠心脱水機は図13に示す構造のスクリューデカンタ
型で、汚泥は高速回転する外胴ボウルに供給され、遠
心力によって汚泥固形分は沈降分離される。さらに、
沈降した固形分は、ボウルとわずかな回転差（ 3 ～ 5
min－ 1 ）で回転する内胴スクリューの働きで排出され
る。遠心脱水機は、汚泥濃度などの性状変化に対して
比較的安定して脱水できる機械である。機械のプール
の深さやケーキの送り出し速度などを変更することに
よって、汚泥の含水率を下げることができる。

　脱水剤の注入点は、図14に示すように、機外注入と
機内注入との方式がある。
凝集剤は機内で数千回の加速・かく拌を受け、一度で
きたフロックが破砕されるため、機内注入方式が採用
されている。この方式ではフロックの破砕が少ないた
め、一般的に少ない凝集剤の添加量となる。
（２）ベルトプレス脱水機
　走行するろ布上に凝集汚泥を供給し、重力脱水する。
次に上下ろ布の間に重力脱水汚泥を挟み徐々に脱水
し、さらに、ロールとろ布張力によって与えられる圧
搾圧力により圧搾脱水する（図15）。この脱水機は、
脱水剤の添加量は少なく、ケーキの含水率も低い特徴
がある。脱水効果に影響する運転条件は、ろ布の走行
速度、ろ布の張力（圧搾面圧）、脱水剤反応槽のかく
拌力などである。これらを適切に調整して汚泥の低い
含水率を得ることができる。

7 . ３ 　新機構の脱水機による方法
　さらに、汚泥の含水率を低くし、省資源・省エネル
ギーを図った多種類の脱水機が市場に提供されてい

図１３　スクリューデカンタ型脱水機5）

図１４　高分子凝集剤の添加法7）
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る。例として、高効率型脱水機、直胴型高効率脱水機、
フェルト式脱水機、電気浸透式フィルタープレス脱水
機、ロータリプレスフィルタ（回転加圧脱水機）、圧
入式スクリュープレス脱水機、二重円筒加圧脱水機な
どである。図1６にロータリプレスフィルタの構造を示
す。

7 . ４ 　脱水機の選定について
　汚泥の種類と性状に対して、濃縮、調質、脱水機と
汚泥の含水率などの関係を図17に示す。これは現場に
おけるデータに基づいて作成されたもので、さらに、

データを追加して更新すれば、現場における作業に大
変参考となると考えられる。

8 .　汚泥の乾燥

　汚泥の乾燥は、汚泥中の水分を除去するために、加
熱や人工的な方法で行う操作である。汚泥の乾燥に関
するＱ＆Ａは 2 件のみであったが、乾燥は汚泥の再生
利用や焼却に対応する重要な技術である。
　乾燥操作の目的は下記のとおりである。

（1）汚泥ケーキの埋立処分を行う場合の運搬負荷や減

①汚泥供給管

① ②

③
④

⑤

⑥

⑥
⑦

②重力脱水部
③一次圧搾脱水部

④二次圧搾脱水部
⑤脱水ケーキ出口

布洗浄装置⑥

布液出口⑦

図１5　ベルトプレス脱水機5）
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スクレーパ
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仕切スペーサ

背圧板空気バネ

ろ液出口

出口圧力センサー

カバー

回転フレーム

洗浄水入口

汚泥入口

ケーキ排出口

図１6　脱水機の構造5）
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量・減容化。
（2）コンポスト化などのための目標水分の調整。
（3）水分の減少による焼却炉の熱効率の改善。

8 . １ 　天日乾燥床
　天日乾燥床は、浄水汚泥の乾燥に古くから使用され
ており、良い状態の汚泥の乾燥には適しているが、生
汚泥などでは乾燥が遅く、乾燥中に悪臭をだすなど不
向きである。

　天日乾燥床の構造は、底部に集水管を設置し、その
上側に砂利、砂を敷きつめている。従来の乾燥床を改
良して乾燥効率を上げるように、各種の装置が開発さ
れている。多重回転型、ばっ気式、ばっ気かく拌式、
走行型空気吹込み式、通気式など多くの装置が提供さ
れている。その一例として、ばっ気式かく拌方式を図
1８に示す。

図１7　汚泥の種類・性状と前処理及び脱水機の選定5）

図１8　ばっ気かく拌方式天日乾燥床の構造5）
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8 . ２ 　回転乾燥機
　装置による乾燥方式には、直接加熱式と間接加熱式
とがある。回転乾燥機は、直接加熱式で、構造が簡単
で、運転操作も容易であるため、古くから広く採用さ
れている。これはロータリードライヤと呼ばれており、
図1９に示すように水平に設置されたステンレス製の円
筒状の構造である。運転操作が安定、堅牢および処理
量が大きいことなどの特徴をもっている。このほかに
気流乾燥炉、中空スクリュー式乾燥機など多数の装置
がある。

9 .　おわりに

　汚泥の再生利用には、汚泥処理・処分のシステムで
示したように、前処理として多くの技術や装置が採用
されている。ここでは汚泥の減量化、濃縮、調質、脱
水、乾燥などについて概要を述べた。将来動向として、
高効率で省資源、省エネルギーの技術や装置の研究開
発が推進されて、次世代の技術や装置が強く期待され
ている。

参考文献

（1）　廃棄物処理施設技術者等地方ブロック研修会（テ
キスト）：（財）日本環境衛生センター

（2）　環境省：産業廃棄物の排出・処理状況（平成1９
年度実績）

（3）　小規模事業所排水処理対策全科：環境コミュニ
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会
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日本下水道施設業協会

図１9　回転乾燥装置の例5）
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＠＠＠＠＠家庭でつくる堆肥から交流型農業へ

　農地の地力維持対策として堆肥が重要であることは、誰もが認識している。堆肥は、有機物（主とし

て有機性廃棄物）を微生物の力により分解し、農業生産に役立つ資材に変えたものである。堆肥は、農

耕歴史が始まって以来使われてきたと考えられるが、未だに生産現場では使い方に問題があることが多

く指摘されており、学問的にもまだまだ不明なことがたくさんある。

　かなり昔から堆肥に関連した研究に従事していることから、講演を依頼されることが多いが、近年は、

農業者だけでなく市民団体の方々からの講演依頼が多い。これは、環境への関心の高まりから、生ごみ

や落ち葉など身近な有機性廃棄物から堆肥を作り、家庭菜園で使いたいという需要が増えているためで

ある。

　自分で堆肥化を実践されている方の中には、マニアックといえるほど熱心に研究を重ねておられる方

や、特定の資材の使用が不可欠と考えている方など様々であり、工夫体験を聞いていると学ぶことが多

い。数年前までは、特定の微生物を使用すれば全てが解決するというような方法もあったが、現在は、

これらに対する過信も少なくなり、かなり現実的な方法が行われている。たとえば、段ボール箱で生ご

みを処理する方法など、身近な資材と環境中の微生物を活用する方法が注目されているのは、好ましい

ことである。

　自分で堆肥が出来るようになると、それを使う場を求めるようになる。団地等では近隣の農業者と連

携して交流型農業を展開する動きがでているが、農業者が「生ごみは何が入っているか解らない」と不

安視することがあり、理解を得るまでに苦労することが多い。しかし、それを乗り越え交流型農業が行

われている事例も増えつつある。

　消費者は農業体験により、作物を育てる農業の大変さを理解し、育てた新鮮な地場農作物を食べる喜

びを得ることもできるとともに、排出する生ごみの質的管理にもより配慮することとなり、双方に大き

なメリットがある。

　現在、全国の農耕地の10%近くが耕作放棄され、荒れ果てている。生ごみ等の有機性廃棄物利用に興

味を持つ市民の方々と農業者が連携し、交流型農業に展開してゆくことになれば、廃棄物の減少だけで

なく、農業振興に役立ち、わが国の食料自給率向上にも寄与できると期待している。

　下水汚泥も同様である。危険なものが入っていると信じ込んで得る方々がいるが、その安全性や有効

性の理解が進めば、有益な資材として受け入れられるものである。下水汚泥は長い啓発活動があり、そ

の成果もあがってないように感じるが、あきらめずに有益性を強調してゆくことが大切と考える。

 明治大学農学部客員教授　藤原　俊六郎
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○司会者　時間になりましたので、本日講演を戴きま
した 6 名の講師の方々よるパネルディスカッションを
始めさせて戴きたいと思います。講義では聞くことが
できなかったお考えやご意見など、興味深いお話を聞
かせて戴けるものと考えております。
　座長には土木研究所・材料地盤研究グループリサイ
クルチーム・岡本上席研究員にお願いしております。
それでは岡本座長、よろしくお願いいたします。
○座長（岡本）　それでは、パネルディスカッション
を進めてまいりたいと思います。今日これから 3 つの
パートに分けて議論していくわけですが、質疑の時間
をそれぞれでとっていきたいと思います。
　事前アンケートに多数の回答を戴きましたので、分
類、整理してみました。少し紹介しますと、緑農地、
建設資材、エネルギー、いずれもコスト、製品の販路、
ニーズの問題のコメントは共通して多かったように思
います。それ以外では利用形態によって状況が多少違
いまして、緑農地では、基準や法制度関係、それから

リン回収の問題です。建
設資材では品質関係の質
問が目立ちました。エネ
ルギー利用では他と状況
が多少異なって、どう
いった技術を選択すべき
なのか、あるいは技術の
完成度合いはどうかとい
う質問が多かったようで

す。その中でも炭化、ガス化など燃料化に関する質問
が目立ちました。
　今日はそのあたりにできるだけ言及しながらディス
カッションを進めてまいりたいと思います。

【緑農地利用】

○座長　それでは、最初に緑農地利用について議論を
進めてまいります。まず、国交省の山口さんに緑農地
利用の現状について講演の補足をお願いしたいと思い
ます。
○山口　先ほど、下水汚泥が年間 225万トン発生して
いる中で、30万トン程度緑農地利用されていると説明
しましたが、これは15％ぐらいという割合です。全体
が77％というリサイクル率ですから、大半が建設資材
ということです。この15％という数字は、ここ10年で
そこまで変わっていなくて、わずかながら増えている
のですが、建設資材利用に比べてそこまでの伸びはな
いというような現状です。ただ一方で、昨今、肥料に
使われるリン鉱石の価格の高騰等がありますから、今
後、下水汚泥に求められる役割は伸びてくるのではな
いかと思います。
○座長　地方部での緑農地利用というのは依然として
少しずつ伸びていると思います。フロアからの事前質
問も多かった安全性や基準関係については、先ほど神
奈川県の岡本さんから説明がありましたが、お話しし
きれなかった部分を補足して戴きたいと思うのですが。
○岡本　汚泥につきましては、平成11年の肥料取締法

報 告

第22回下水汚泥の有効利用に関するセミナー

◇パネルディスカッション概要〈東部会場（仙台市）〉◇

岡本（誠）座長
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の改正のときに普通肥料
に分類されるようになり
まして、11年以前は特殊
肥料として堆肥と同じ扱
いを受けていましたが、
普通肥料となった11年以
降は重金属に砒素、カド
ミウム、水銀、ニッケル、
クロム、鉛、それぞれ許

容される最大値が設定されて、まずはその肥料取締法
をクリアすることが一番重要なことだと思います。
　肥料取締法の基準はほぼクリアしていると思います
が、最近、農水省が諮問して、汚泥肥料の規制のあり
方に関する懇談会が開かれていまして、その中で、こ
れから規制をどのようにしていくか、ということが検
討されております。
　農業団体や下水道など色々な方面から委員が出て検
討されて、 4 回ほどの検討の中で一番問題になったの
はやはりカドミウムです。カドミウムは肥料取締法の
中では 5 ppm という基準があるのですが、その 5
ppm の基準を引き下げるべきかどうかという議論が
その委員会の中でされております。しかし、基準引き
下げに当たっては、科学的な根拠がまだ不足している
のではないかという結論だったと思います。
　あと、普通肥料の中でも特定普通肥料という分類が
あります。特定普通肥料というものに分類されると、
使用する側、農家の側に責任が生じてきまして、使用
方法について、農薬並みに使用量や使用できる作物、
使用時期等について規制が設けられるということにな
ります。今のところ、その特定普通肥料に指定された
肥料はないのですが、そういった使用する側に規制を
設ける分類に汚泥肥料を分類するか、という議論もそ
の委員会の中でなされました。しかしこの特定普通肥
料に分類すると、まず、農家が記録をする義務が生じ
てきますので、農家の負担が増えるということで、か
えって汚泥の利用の妨げになる、また、使用の色々な
時期、作物と量について規制をするに足りる科学的な
根拠もまだないということから、「在り方懇談会」の
中では特定普通肥料制度の活用というのも時期尚早で
はないかという結論になっております。
　 3 つ目の議論として、その委員会の中で、汚泥肥料
生産者による品質管理をもう少し頻繁に行うべきでは
ないか、という議論が出ております。これについては
品質の向上につながるということで、自主的な品質検
査や義務的な品質検査、色々な品質検査があるかと思
いますが、製造する側で品質をチェックするという体
制を整備するのが汚泥の農業利用を安全に進める上で
は当面は一番いい方策ではないかという結論が得られ

ております。品質と規制については今、このような状
況だと思います。
○座長　カドミウムの基準の問題、それから品質管理
の問題が議論になっているということですね。ところ
で有機性の肥料というのは色々な種類があるわけです
が、下水汚泥肥料の特徴について紹介戴くとともに、
そういう特徴の下水道サイドからのＰＲの重要さなど
についてもコメントいただけますか。
○岡本　まず、特徴です。
水を処理する過程で生じ
たものですので、水に溶
けない、水系に流れない
成分が含まれているとい
うことで、午前中から
ずっと出ていますが、ま
ず、リンの濃度が高いと
いうのが特徴です。逆に
水に流れやすいカリの濃度は、家畜ふん堆肥に比べる
と少ないという成分的な特徴があります。
　あと、窒素の濃度は、家畜ふん堆肥に比べると同じ
か、やや多いぐらいなのですが、その窒素の質が下水
汚泥肥料の場合は家畜ふんとは若干異なります。含ま
れる窒素が作物にすべて吸収されるわけではなくて、
作物は水に溶けた無機態の窒素のみ吸収するので、有
機物の窒素というのは土壌の中で分解されて初めて作
物に吸収されるのです。分解されない分は土壌に残る
のですが、有機物の種類によってその分解され易さ、
作物への吸収され易さが若干異なりまして、その中で、
下水汚泥は家畜ふんに比べると比較的分解が速く作物
に吸収されやすい、逆にいえば土壌に残らない窒素の
質を多く含んでいる、というのが家畜ふんと比べての
違いではないかと思います。
　窒素の吸収され易さは、同じく普通肥料に分類され
ている菜種油かすと同じぐらいではないかといわれて
おります。
○座長　汚泥肥料の生産を下水道事業の一環として
行っている都市も多いと思いますが、こうした肥料の
特徴を十分に把握しながら流通していくことが重要だ
と思います。
　さらに利用促進について話題を進めていきたいと思
います。農業関係の方々との連携というのは利用促進
のために必須だと思うのですが、色々な事例の中で農
業系との連携というのは少しずつ進んできているよう
に思います。国交省の山口さんにお伺いしたいと思い
ますが、先ほども講演の中でバイオマスタウン構想の
お話もありましたし、色々な事例もあると思います。
農業関係との連携は今どういった状況でしょうか。
○山口　講演の中ではバイオマスタウン構想について

山口講師

岡本（保）講師
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はあまり触れなかったのですが、バイオマス・ニッポ
ン総合戦略という閣議決定があり、その実現に向けて、
地域の関係者が連携して、バイオマスを総合的利活用
するという取り組みが進められているところです。平
成22年度末までに市町村レベルで 300ヵ所、バイオマ
スタウン構想を策定し、下水汚泥や家畜排泄物等の利
活用を推進する、という状況にあります。現状では 
218程度の市町村でバイオマスタウン構想を策定して
いると聞いています。
　こういった国としての方針がある中で、下水道に関
しては、例えば石川県の珠洲市では他のバイオマス、
例えば食品残渣などを受け入れて、最終的に肥料化す
ることで、地産地消という形で地元の人に取りに来て
もらって、そのまま無償で提供しており、地元でうま
く循環するシステムをつくっていると聞いています。
このような地域が一体となった取り組みが各地で進め
られているというような状況です。
○座長　今、地産地消というお話が出ましたが、地域
の有機性の資源を地域に返して、そこで有機農業によ
り農産物をつくって、それをまた地域で消費していく。
そういった地域の循環というのは、農業利用において
は欠かせないのではないかと思います。そうは言いな
がらも今、コンポストの利用が徐々に進んでいるとこ
ろと、なかなかうまく行かずに休止しているところと
両方あるように思います。先ほど、全体の量では若干
増えているということですが、多分止めていくところ
と始めているところが拮抗しながら少しずつ増えてき
ているという状況だと思います。
　事例としてお聞きしたいのですが、宮城県の石田さ
ん、先ほどは造粒乾燥をご紹介戴いたのですが、逆に
その関係でコンポストを休止しているとのことです
が、その辺について補足をお願いしたいと思います。
○石田　コンポスト施設に関する対応についてお話し
させて戴きます。宮城県では、平成20年度の実績とし
て約4,200トンの汚泥をコンポスト化しておりました。
しかし平成21年度には2,800トンに減らす予定です。
処理量が減った理由ですが、先ほどご紹介した燃料化
施設が建設されました県南浄化センターに高速発酵施
設があり、今回、燃料化の事業を行うに当たって、発
生する汚泥のほとんどを燃料化することになったため
です。
　次に、コストについてお話ししますと、先ほどもトー
タルの意味で県全体の汚泥処理の方法が変わっていく
というお話をいたしましたが、処分の費用としては、
焼却と燃料化が最も安価となっております。また、コ
ンポストの工場は県内にあります関係上、運搬費も安
価となり、セメント化に比較して若干安くになってお
ります。ただし、このコンポスト化の施設については、

処理できる量に限りがあ
りますので、計画的に行
うことが必要になってい
ます。処理を行う時期に
つきましても、焼却炉や
燃料化施設が点検等を行
う時期に合わせていると
ころです。高速発酵施設
を運転していたときのこ
とをお話しさせて戴きますと、臭気対策については、
近くに住宅地があるため、運転にはかなり注意を払っ
ておりました。
　次に、販路についてですが、汚泥は高速発酵施設か
ら出て減量化され、 5 分の 1 ぐらいに量が減ります。
これを肥料としての登録を行いまして、関係市町の広
報誌や下水道事務所のホームページ等に、一般配布の
案内記事を載せますと、県民の方が取りに来られて、
ほとんどそちらで利用されている状況でした。また、
民間の施設での製品につきましては、土壌改良材に利
用されているようです。
　公共事業の利用につきましては、県が行う法面保護
工においては、現場で発生するチップを利用する工法
以外の場合は、原則的に下水汚泥利用の基盤材を使っ
てくださいという取り組みを行っております。
○座長　緑農地利用の場合、どうしてもポイントにな
るのはイメージアップということで、これは下水道協
会の緑農地調査委員会でいつも議論になることです
が、なかなか決定打がないというところがあります。
そういう中で、先ほど下水道事業の島田さんの講演の
中でも重金属の認識といったお話がありました。イ
メージアップを図っていく上で、どういうところに注
意しなければいけないか、何がポイントになるか、そ
のあたりを簡潔にご紹介戴けますか。
○島田　講演の中でもお話しましたように、多くの方
が下水汚泥＝工場排水＝重金属というイメージを持っ
ていますが、工場排水を全く受け入れていない浄化槽
汚泥などにも重金属類は含まれており、下水汚泥中の
重金属濃度は浄化槽汚泥のそれよりはるかに少ないの
が実態であるということを、今日ご参加の皆様にはご
理解いただけたかと思います。
　下水汚泥コンポストをご利用いただいている農家の
方のお話を聞くと、当初下水汚泥肥料を使うまでは抵
抗感があったが、実際使ってみるとその効果が十分に
理解してもらえ、こんなにいいものならもっと早くか
ら使えばよかった、という感想をよく耳にします。下
水汚泥肥料はたんぱく質系ですからアミノ酸が多いの
が特徴で、野菜等の味覚向上に効果があるといわれて
います。下水汚泥肥料のイメージアップのために、皆

石田講師
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さんと一緒に今後ともＰ
Ｒに努めてまいりたいと
考えています。
　汚泥肥料工場に対して
時々立ち入り検査が行わ
れ、法令で定められた基
準を満足していなかった
ということで改善勧告を
うける場合がたまにある

ようですが、一度信用を無くすとそれを取り返すこと
は中々困難です。日頃から品質管理には十分注意を払
う必要があります。コンポスト製造では原料投入から
製品出来上がりまで 1 、 2 か月を要しているわけです
から、原料段階や製品製造途中段階での重金属濃度を
チェックするなどの体制が望まれます。
　イギリスをはじめ、ヨーロッパ諸国では下水汚泥は
緑農地利用が当たり前という状況ですが、日本でも早
くそう理解されるようになって欲しいと思っています。
○座長　ありがとうございます。これからイメージ
アップという点でも、下水道協会の活動を含め下水道
関係者が一体となって取り組みをしていければと思っ
ております。
　さて、緑農地関係で外せないのがリンの問題で、今
日も色々と紹介がありました。まず、山口さんに最近
のリンに関する国の動向、それから岡本さんに農業関
係者側からみたときの下水中のリンへの期待といった
点についてコメント戴けますでしょうか。
○山口　リンに関しては、国土交通省では昨年度、リ
ン回収・活用に関する検討会を開催し、自治体の取り
組みや肥料メーカーなどユーザー側を交えて論点整理
を行ってきたところです。今年度も引き続きその論点
整理などを踏まえて、回収技術ではなく、どうやった
らリン鉱石からリン肥料にもっていけるか、特にユー
ザー側と連携して、需要者のニーズを踏まえたリン鉱
石とかリン回収のシステムづくりの検討を進めている
ところです。それにはもちろん農林水産省の関係部局
や、経済産業省や環境省などと連携して、どういう形
で下水中のリンを活用していくのがよいのか、システ
ム作りを考えていく予定です。
○岡本　リンは必ず枯渇する資源だということは農業
側も十分承知しておりますので、下水汚泥や下水中に
含まれるリンの回収というのは農業サイドも期待して
おります。
　リンを回収する手段は幾つかあると思いますが、そ
の中で我々はＭＡＰ法により回収したリンの肥料とし
ての効果を試験したことがあります。下水ではなくて
養豚屋さんの豚舎排水から回収したＭＡＰを用いまし
て、色々な野菜、タマネギですとかキャベツ、ニンジ

ン、レタス、あと花でパンジーなど色々な作物をつくっ
てみたのですが、このＭＡＰが作物に有効に効いてく
れるという結果を得ることができて、ＭＡＰに対して
期待を寄せております。
　コスト的にもっと効率的に回収する手段が他にある
かと思いますが、ＭＡＰはリンだけではなくてマグネ
シウムとアンモニウム、も含んでいるということも相
まって、作物に有効に働いてくれたのではないかと考
えられ期待しております。
○座長　回収技術のことでは、島田さんより先ほど幾
つか紹介戴きました。色々な技術がある中で、今後の
展開、課題などについて補足戴ければと思います。
○島田　リン回収の技術については、下水道事業団で
は10年も前からいろいろと取り組んできました。流入
下水中のリンの50～80％を回収することは技術的には
確立されていますが、問題はコストです。今一部の処
理場で採用され稼働しているＨＡＰやＭＡＰといった
リン回収システムでは、非常に純度の高いリンが回収
され、肥料原料としてメーカーに売却されていますが、
リン回収に要するコストは売却益の数倍から数十倍要
しています。
　リンを回収するというより、返流水によるリン負荷
を削減することで放流水リン濃度の改善をはかるのが
主目的で、リンはあくまで副産物として回収されてい
るのが実態です。また、焼却灰をセメント原料化する
場合、焼却灰中のリンは有害物扱いになりますから、
コストは別問題にして、あらかじめ焼却灰からリンを
除去回収するという考えもありうるかと思います。
○座長　下水道というのは水質改善、水質保全という
役割を担っているからこそ、それとセットで考えるこ
とにより、リン回収のコスト以外の効果を強みにして
いけるような側面があるかと思います。これはエネル
ギー利用でも多分同じようなことがいえるのではない
かと思うのですが、下水道の特性をうまく活用しなが
らリンを回収して、緑農地利用などを進めていくとい
う方策があり得るのではないかと思います。
　それでは、フロアの方からご質問、ご意見を戴きた
いと思います。いかがでしょうか。
○フルサワ　岩手県下水環境課のフルサワと申しま
す。事業団の島田さんの講演の関係で 1 点お伺いしま
す。テキストの11ページの下のところに汚泥連用と土
壌中の重金属濃度について、汚泥の施用回数と実績の
グラフがありますが、差がどんどん出てきているわけ
です。その差の部分というのはどこに行ってしまった
というか、どういう形になったのかを教えて戴ければ
と思います。
○島田　連用による計算上の重金属濃度に対して実測
による値が低くなる理由のことですね。

島田講師
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○フルサワ　そうです。その差の部分はどうなったの
かということです。
○島田　これは、金属類は大体プラスイオンなのです
が、畑の有機質土壌はマイナスイオンの状況にありま
す。その土壌のマイナスイオンが重金属を吸着保持す
る能力がある間は蓄積していくのですが、ある程度吸
着してしまうと、重金属のプラスイオンのものが入っ
ても蓄積されず、雨水とともにそのまま地下水等へ流
出してしまうということです。
○フルサワ　わかりました。ありがとうございます。
○センダ　荏原エンジニアリングサービスのセンダと
いいます。私も島田さんのプレゼンの中で 1 つお聞き
したいのですが、汚泥肥料から基準を超える有害成分
が検出された事例について、し尿の汚泥からカドミウ
ムが発見されているというのがありましたが、これは、
し尿からということは人間の体から出てきたものと考
えればよいのでしょうか。
○島田　基本的には人間の体（排泄物）、要するに食
べ物です。ヒトは色々な重金属というかミネラル分を
成長の過程で吸収します。カドミウムは必須元素では
ないのですが、米とか魚とか肉の食物の中に入ってい
ます。それが排泄物として出ていくということです。
　今日は時間が無くて説明しなかったのですが、下水
汚泥のほうが少なくて浄化槽汚泥のほうが高い理由は
水処理の方式の違いです。下水処理では大量の汚泥が
毎日発生していますが、し尿浄化槽汚泥はせいぜい年
に 1 回とか 2 回ぐらいしか引き抜かないのです。した
がってその分だけ重金属というのは汚泥中に蓄積しや
すくなります。その違いによって下水汚泥中の重金属
濃度ははるかに低いということです。
○センダ　ありがとうございます。
○座長　重要なのは、やはり日々の生活の中で重金属
というのが食物の中に入っていて、それは一方で必須
元素でもあるということは重要なポイントだと思いま
す。

【建設資材利用】

○座長　それでは、 2 つ目の話題、建設資材利用につ
いて進めていきたいと思います。これもまず国交省の
山口さんから最近の状況について簡単にご紹介戴きた
いと思います。
○山口　下水汚泥は全体で77％有効利用されている中
で、60％は建設資材利用であるという現状です。その
うち40％がセメント化であり、残り20％がセメント以
外ということで、骨材ですとか、そういったところに
使われています。この割合は平成 8 年に減量化努力義
務が下水道法に追加されて以来、徐々に増えていって、
全体として下水汚泥のリサイクルは 8 割の大台が見え

てきたというような状況です。
○座長　建設資材利用は量的には非常に多いわけで、
安定的に下水汚泥を処理していく上で、欠かせない利
用方法だと思います。そういう中で、色々と JIS など
の基準化も進められてきていますが、最近、多少残念
な事例もありました。コンクリート骨材に溶融スラグ
を利用するための JIS A 5031というのがあるのです
が、これが現在改定中です。
　何故改定が始まったかといいますと、昨年、神奈川
県内のコンクリート工場で JIS の規格違反の――これ
は下水汚泥以外の廃棄物スラグを骨材に使ったコンク
リートでポップアウトという表面が剥離するような現
象が発生しました。それがたまたま JIS の規格に違反
する利用がされたということで大きな社会問題になり
ました。この一件の後、そこでは使われていなかった
下水汚泥の溶融スラグの利用についても風評被害的に
影響が出たということも聞いております。やはりこう
したことからも、品質あるいは安全性について、イメー
ジも含めて重要だということを最近痛感しています。
　それでは、少し具体的な事例に沿って話題を進めた
いと思います。今日、さんからは、仙台市では、今、
ほぼ全量セメント原料化しており、比較的うまくいっ
ているようにお聞きしました。今どういった状況なの
かご紹介をお願いしたいと思います。
○堀　セメント工場へは平成18年から送っています
が、当初、加圧脱水汚泥、石灰と塩鉄系脱水剤の汚泥
を送る計画もあったのですが、塩素イオン濃度が高い
ということではねられまして、脱水剤を変えて再度お
願いした経過があります。その後、焼却灰につきまし
ては、こちらもリンが高
いということはありまし
たが、トータル的に工場
側のほうでの濃度の調整
をしてもらい、受け入れ
可能いうことで、年間
3,500トン受け入れても
らっております。たまた
ま今年はセメント工場側
で施設の故障があって、急に受け入れ停止の連絡が来
たこともありまして、幸い実害は出なかったのですが、
やはり 1 ヵ所だけに頼っているのは非常に厳しい状況
であると思っております。
　現在、大船渡のセメント工場ですけれども、 180万
トンほどセメントの生産があるそうで、それに対して
産業廃棄物が39万トンぐらい入っています。率にして
二十何％だと思いますが、先ほど講師の方の紹介で
四十数％という話がありました。やはり廃棄物の量は
多いとは思うのですが、現在、仙台市のほうにお話し

堀講師
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戴いている中では、受け入れがもう限界ですといった
話は聞こえておりません。
　それから、処理費用につきましても、契約してから
年数は短いのですが、値上げということも殆ど無く、
焼却灰の場合で処理費用と 170キロ弱運搬する費用を
合わせて 1 万 6 千円弱ぐらいで安定的に送っておりま
す。
○座長　それから、セメント原料化とともに、今日は
講師の方々からアスファルトフィラーの利用のご紹介
がありました。宮城県の石田さん、フィラーの利用の
現状と、安全性確認の話など含めて、講演の補足をお
願いしたいと思います。
○石田　宮城県におきましては、焼却灰のアスファル
トフィラーへの利用につきまして、平成15年度より各
種調査試験を開始しております。アスファルト混合物
事前審査会での審査を経まして、平成19年 1 月から積
極的に利用を始めています。
　制度といたしましては、工事の発注時に現場説明書
等に灰入り合材の使用要請を行っております。少し詳
しく説明しますと、合材の調達先として選定したアス
ファルト合材の工場が灰入り合材を製造できる場合
は、原則として使用をお願いしております。現在、県
内の 4 工場で灰入りのアスファルト合材を製造して戴
いているわけですが、実は 1 日に発生する灰自体が 6
～ 7 トン程度ですので、余り大きな需要が一時期に来
ても供給できません。大規模な施工を考える場合は、
大きな貯留槽を作らなければならない状況です。
　また、そういった工場で利用して戴くためには混
練・煤塵という産廃の中間処分の許可が必要で、また、
使用に際して専用の貯留槽も用意しなければいけない
状況です。
　宮城県におけるリサイクル認定制度に関しまして
は、県内で発生した再生資源を原料とした県認定のグ
リーン製品がありますが、そこに焼却灰入り再生加熱
アスファルト合材が昨年の10月に認定されています。
安全性につきましては、焼却灰及び焼却灰入りアス
ファルト合材について、溶出試験と含有量試験を行っ
て、土壌基準及び土壌含有量基準を満足することを確
認しております。
○座長　アスファルトフィラーについては、堀さんか
らもお話をお聞きしたいと思います。仙台市で試験施
工をずっとやられているということで、ユーザー側と
両方で安全性を確認していくことが重要だと思うので
が、試験施工の状況や、実際これがスタートしたとき
の今後の見通しなどはいかがでしょうか。
○堀　仙台市では、平成17年から試験舗装を行ってお
ります。今年度までの 5 年間、土壌汚染に対する安全
性の確認を継続して行っております。これは試験舗装

に当たって、環境部局、あるいは道路部局から産業廃
棄物の混入に対しての安全性を長期間に亘って見てく
ださいということで 5 年間行っております。
　その他に通常の公道上ではなくて、下水道施設の舗
装部分においては、通常の代替率30％に上乗せして
40％で、濃度の高い状態での舗装も行いまして、そち
らについても安全性の確認を行っていますが、いずれ
の状態においても溶出量、含有量とも今のところ基準
内におさまっている状況です。
　アスファルトフィラーに関しては、やはり重金属の
溶出量の問題がありまして、この課題をクリアするの
が 1 つですが、市全体での合材の使用量を考えますと、
発生する焼却灰の約半分は安定的に使えるだろうと予
想しており、なるべく実現に向けて動いていきたいと
考えております。
○座長　結構大きな需要が見込めるわけですが、その
際に環境部局と道路部局とうまく連携、連動しながら
安全性を確認していくことで、今、着実に動いていっ
ているのだなと感じました。
　話題はもう安全性のほうに入っていますが、冒頭に
もご紹介したとおり、建設資材利用でも安全性の質問
が多かったように思います。国交省の山口さんにお聞
きしますが、グリーン購入法など色々な制度がある中
で、最近の話題や動向についてご紹介下さい。
○山口　グリーン購入法が既存の制度として、環境に
配慮した製品を進めるべく運用されているわけです
が、最近では建設資材の安全性への配慮という観点が
見られ、最近では再リサイクル性というのが製品の判
断基準のポイントになっております。
　昨年度、一部の舗装用ブロックなどにおいて材料レ
ベルで有害物質が基準値以下であることが求められ、
それが判断基準になりそうだったのですが、パブリッ
クコメントなどで、それは厳し過ぎるのではないかと
いう意見が多くでたため、引き続き検討するというこ
とになりました。
　ポイントは、製品を使った後に、それが再度リサイ
クルされる、例えば使った後、粉砕されて土壌に行く、
そういった場合に、溶出だとか含有量に問題がないか、
といった観点まで求められるようになってきたこと
で、安全性が益々求められつつある状況にあるかと思
います。
○座長　私もその議論に加わっておりまして、その際
にも廃棄物関係の専門の方から、今後の方向として、
短期的な評価とともに、再々、再々再リサイクルなど
の場合の長期的な視点での安全確保といった 2 つの観
点を考える必要があるだろうという紹介がありまし
た。ただ、短期的評価は少なくとも利用形態に応じた
形で評価されるべきであって、原材料への規定という
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のは余り根拠がないのではないかといった見解もあり
ました。一方で長期的に、リサイクル進んで、 2 回、
3 回、 4 回使われるといった場合での評価方法につい
て、今後、検討課題となるだろうと思います。
　さて、島田さんから、兵庫でエコスラグが随分使わ
れてきているとお聞きしましたが、何故そうなってき
たのかということと、全体で今後の建設資材利用を進
めていく上でのポイントについて総括して戴ければと
思います。
○島田　東日本の方にはあまりご存じの方はいないか
もしれませんが、以前、下水道事業団では関西地区の
4 カ所でエース事業、すなわち下水汚泥広域処理事業
を行っていました。私は姫路市内にあった兵庫西エー
ス事業所の責任者をしており、年間約8000ｔの溶融ス
ラグを製造していましたが、なかなか有効利用しても
らえず、処理場敷地内に 5 万ｔ以上保管していました。
兵庫西エースの汚泥中には地場産業である皮革工場排
水に絡む高濃度のクロムが含まれていたため、重金属
被害を心配して有効利用が進まなかったのですが、「ク
ロムは有害物ではないこと」「品質管理方法を見直し、
有害な溶融スラグが製品として出荷されることは絶対
にないこと」「天然砂の代替品として十分に利用でき
る物理性状であること」などのリーフレットを作成し
て地元自治体や建設関連業者へ説明に回りました。
下水道事業団がそこまで言うなら一度試験的に使って
みようかということになり、 1 トン当り処理場渡しで
300～400円で販売していましたが、兵庫県のご協力等
も得られて徐々に有効利用が広まっていきました。県
では兵庫西管内における道路舗装工事ではスラグ入り
アスファルト合材の使用をすることを工事特記仕様書
に明示していただきました。また、西日本地区では瀬
戸内海での海砂の採取が環境保全の面から全面禁止さ
れ、細骨材の品不足状態にあったことも追い風になり、
その後広域処理事業が下水道事業団から兵庫県に移管
になったあとも順調に有効利用量が増え続けているそ
うです。先日状況を電話でお聞きしたところ、平成20
年度の実績では5,000ｔの製造量に対し、有効利用量
は12,000ｔ以上になり、場内保管の在庫量も少なく
なったことから、有効利用先を制限しなければならな
い状況になっているとのことでした。
　有効利用を促進するには安全性も含めた品質管理の
徹底を行うことで道路部局や環境部局をはじめ建設業
者の方の理解を得るとともに、工事発注仕様書等での
使用明記が重要になっていると思います。
○座長　先ほど宮城県の石田さんから県認定グリーン
製品の制度の話がありました。実は私も茨城県の建設
リサイクル資材の認定制度の委員をやっているのです
が、そこに登録されると、コスト的にも他の製品と同

等以下でなおかつリサイクル材を一定量使っているも
のは優先的に県の事業に使うように制度化されてい
る。県内の市町村も同じように動いており、そうする
と、かなり流通が進むように思います。
　ここでフロアの皆さんからのご質問、ご意見をお聞
きしていきたいと思います。いかがでしょうか。
○イワサ　東京都下水道サービスの イワサと申しま
す。全てに共通でいえることだと思うのですが、汚泥
の有効利用といいますと、品質とか量的なもの、色々
な協定で決められていると思うのですが、品質管理と
いう面でいいますと、脱水ケーキだとか焼却灰の管理
というのはなかなか難しいと思うのです。センターの
ほうに入ってくる流入水によってもかなり違ってく
る。特に事故等で異常流入があった場合、結果的には
泥のほうに重金属等が濃縮されていくのですが、そう
した場合の対応というのですか、下水処理場では高濃
度の重金属が入った泥についての処分が困るし、また
供給先の事業としてもストップしても困るし、その辺
の事例とか対応というのがもし考えられていることが
ありましたら、教えて戴ければと思います。
○座長　なるほど。なかなか難しい問題だと思います。
これは東京都で実際そういうところで結構苦労された
事例でしょうか
○イワサ　そんなにはないのですが、先ほど 1 ヵ所で
あったのですが。
○座長　いかがでしょうか……。では、島田さん。
○島田　先ほどお話したエース事業での経験ですが、
多数の下水処理場からの汚泥を受け入れ処理していた
ことから、原料汚泥の性状が大きく変わる可能性があ
りました。下水のように液体であれば大きな貯留槽で
混合撹拌を行うことで比較的容易に均質化が行われま
すが、脱水ケーキや焼却灰のような固形状では困難で
す。そこで、我々は生産物のロット管理を徹底するこ
とにしました。時間単位あるいは日単位で製品を場内
に一時仮置きし、簡易な試験方法で安全性の確認され
たロッドのみ製品ヤードへ送り、他のロットと混合し
たものについて再度精密な安全性確認試験を行い、合
格したもののみ販売ヤードへ送るという方法をとりま
した。もし基準値を満足しない製品ロットが出た場合
は溶融処理工程に戻して再溶融処理するという管理を
行いました。処理場の敷地に余裕があったからできた
のかもしれません。また、品質管理用の試料採取もス
ポットではなく複数の位置または時間帯から採取した
できるだけ多くの混合試料で実施するのが重要かと思
います。

【エネルギー利用】

○座長　今日、最後の話題に移っていきたいと思いま
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す。これも最初に山口さんにお聞きします。エネルギー
関係は法律だけでも随分色々動きがあって、先ほども
たくさん、駆け足でご紹介戴いたのですが、改めてポ
イントを少し整理して戴けますか。
○山口　ポイントは、やはり温室効果ガスの25％削減
ということかと思います。これは2020年の目標で、あ
と10年程度しかない中で、かなり早急な対応が求めら
れております。この目標は鳩山総理もあらゆる施策を
総動員して達成するということを明言しており、特に
地球温暖化対策税、いわゆる環境税の導入と、排出量
取引制度、つまり温室効果ガスを減らした分だけ、そ
れに価格をつけて売買するというような制度の導入を
前提としています。まさに炭素にお金をつける時代に
なりつつあるということを、まず念頭に置いて戴けれ
ばと思います。
　講演では関連してたくさん法律を説明しましたが、
下水に一番関連するところとしては、「エネルギー供
給構造高度化法」です。この法律により、バイオガス
をガス事業者に売るということが加速されることにな
ると思います。バイオガスは日本全体で 3 億立米ぐら
い発生していますが、発生する処理場には限りがあり、
ガス事業者にはこれから義務量が設定されるわけで、
需要が供給を上回る可能性があります。ですから、ど
うやって効率よく提供するかということが、供給サイ
ドとして下水処理場側の役割が重要になっていきます。
　その他、温対法、省エネ法があり、対象範囲が拡大
したことから、下水道管理者は温室効果ガス排出量の
報告や、中期的に省エネを毎年 1 ％以上達成していく
というような取り組みをしていかなければなりませ
ん。温暖化関係の規制は非常に多いわけですが、炭素
に価格がつくというのはチャンスでもあり、これから
は下水を処理するだけではなく、いかにして再生可能
エネルギーを供給する側に回るかということが重要か
と思います。
○座長　実際に「エネルギー供給構造高度化法」の動
きが出てきた頃に、大手のガス事業者から大都市の嫌
気性消化を行っている都市には色々とコンタクトが
あったという話も聞いております。今までの下水汚泥
の処理ということから、供給者サイドに立場が変わる
というのは大きな変化だと思います。
　少し具体事例に沿ってお話を聞いていきたいと思う
のですが、まず仙台市の堀さん、講演の中では炉の改
築時期で色々と検討されたということですが、今、エ
ネルギー利用、 CO2削減なども含めてどんな議論が
あったかを少し補足をお願いしたいと思います。
○堀　今、検討の中身で検討項目として挙げているも
のは、どうしても重要性があるもの、やはりいわれて
いますけれども、経済性と市場性になると思います。

非常にわかりやすい議論として、仙台市の汚泥は消化
を行っていなくて、すべて燃やしているのですが、汚
泥のもつカロリーが非常に高いものですから、焼却で
はほとんど重油を使っていません。それに対して例え
ば燃料化や乾燥する場合、乾燥するための重油代がか
かってくるため、これをコストに入れた場合、非常に
差が出てしまう。そういったところを、技術の選択に
当たって、温室効果ガスの削減効果とコストのアップ
と両方バランスよく保ちながら、経営サイドと話して
いかなくてはいけないのかな、というのが 1 つです。
　もう 1 つは、市場性の話なのですが、先ほど宮城県
さんから非常に具体的に実例を紹介して戴いて、やは
り売るところがなければどうしようもないという話な
のですが、実は我々がターゲットとしている石炭、ボ
イラーをもっている事業所さんは既に宮城県さんが
回ったところ、ほとんどというか確実にかぶっており
ます。我々が後を追いながら同じような手法で回らざ
るを得ないという状況なのですが、ただ、宮城県さん
は先発者として非常に苦労されて回ってきたと思いま
す。先ほどのお話の中でも、汚泥燃料って何だ、とい
う状態から多分始まったと思うので、我々がアンケー
トをしている中で、汚泥の燃料は燃やしてみなくては
分からないとか、燃やしてどういう悪影響が出るか分
からないということで及び腰になっているという部分
がありました。ある意味で宮城県さんが非常に苦労さ
れて、今順調に立ち上がっているということなので、
そこら辺の成功事例を我々のほうもプラスにして、ラ
イバルということではなくて、一緒に県内でこういっ
たことを進めていければいいのかなと思っております。
　ただ、市場性、会社側の乗り込み方というのですか、
それを思いますと、やはり法律的な後押しというもの
があると我々も非常に動きやすいと思っております。
○座長　では、石田さんに先発者の苦労をお聞きした
いと思うのですが、色々と課題はあったと思うのです。
先ほどもそれを具体的にご紹介戴いて、非常に参考に

会場からの質問に答える島田講師
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なったのですが、特に苦労した点などについてお願い
いたします。
○石田　やはり逆有償の問題は非常に大きいものでし
た。当初は有償利用して戴ければ、その時点で有価物
になるという判断で話しをさせて頂いていたのです
が、よく調べてみたら、サーマルリサイクルの場合は
それには当たらない、ということで随分慌てたわけで
す。最終的には、ユーザーの理解を得て、運搬費の負
担を了解して頂きました。今回は利用して頂ける工場
が浄化センターと同じ市内にあり、更にそこの工場自
体が社会貢献や地球温暖化ガス削減に対して、非常に
意識の高い事業所だった事は本当に幸運だったと思い
ます。
　また繰り返しになるのですが、汚泥処分は非常に大
きな費用を必要としていますので、排出者が輸送費を
出したとしても、利用してくれるところさえあれば、
トータルの意味で処理費は削減されますので、逆有償
の問題が解決されれば、この燃料化技術というのは
もっと広がっていくのではないかと思っております。
○座長　色々と可能性を検討して、結果的にいいパー
トナーを見つけたのだなと思います。逆有償、廃掃法
の関係は他の事例でも議論になるところだと思いま
す。山口さん、何かコメントを戴けますか。
○山口　下水汚泥の有効活用に向けては、利用者が受
け入れやすい体制をつくっていくということが課題だ
と思います。宮城県さんの事例は、たまたま近くに受
け入れてくれるところがあったということで、うまく
いった事例だと思いますが、他のケースだと県外に運
んでようやく受け入れてくれるという事例もあります。
　やはりネックとなっているのは、廃棄物処理法の逆
有償の話だと思います。この話というのは、宮城県さ
んも最初に考えていたとおり、廃棄物の「逆有償であっ
ても再生利用に関しては再生利用先で廃棄物処理法は
適用しない」という運用が問題になっています。これ
は平成17年の規制改革に関連した通知に出ています
が、どうして問題かというと、この通知では熱回収、
つまり下水汚泥燃料は除かれており、下水汚泥燃料化
には結局、廃棄物処理法が適用されてしまい、受け入
れ先の確保が困難になってしまうからです。今後、下
水汚泥燃料もこの運用に加えてもらえるよう、環境省
さんと連携していかなければならないということを、
我々も問題意識として持っております。
　ですので、今後の課題は受け入れ先ということだと
思います。この点も含め、今後下水汚泥の燃料化を円
滑に推進する上で、こういうことで困っているという
自治体の皆様方の声は非常に重要だと思いますので、
積極的に要望して戴いて、今後の下水汚泥の取り組み
に弾みをつけて戴ければと思います。

○座長　たまたま私、ある県の廃棄物局の方とお話し
する機会があったのですが、廃棄物の不法投棄や脱法
行為みたいなことがあってこその規制だということ
で、それはそれで必然性があるわけです。ただ、それ
とリサイクルの推進が、なかなかうまくかみ合わない
部分があるのだと思います。今、山口さんからもお話
があったとおり、色々な事例の中で議論を進めてクリ
アしていく問題なのかなと思います。
　それから、エネルギー利用でもう 1 つ、皆さんから
の質問やコメントが多かったのが、色々な技術をどう
選んでいくかということです。島田さんにそれぞれの
技術の特徴とか今の技術開発動向ですとか、その辺を
整理して戴ければありがたいのですが。
○島田　今日の講演では下水汚泥のエネルギー利用の
話は時間の関係であまりしませんでしたが、大きく分
けると固形燃料化とバイオガス化があり、我々もこの
2 つの方法について取り組んでいます。
　固形燃料化事業については先ほど宮城県の石田さん
からもお話がありましたように、事業化できる条件は
かなり厳しいものがあります。まず第一は下水汚泥固
形燃料を安定して継続的に使ってくれる石炭ボイラー
を有する事業所が近くに存在するかどうかです。もし
あったとしても、使う側も受け入れ設備の設置など相
当の設備投資が必要になりますから、日量数10トンか
ら数100トン規模の固形燃料が供給されなければ相手
にしてくれません。
　逆有償問題も高いハードルの一つになっています
が、もうひとつ注意しなければならないのが、投入エ
ネルギーの問題です。含水率80％の脱水ケーキの有す
る潜在的発熱量は原油換算で約100L に相当しますが、
汚泥を燃料として使えるようにするには脱水ケーキ 1
トン当り約800L 近い水分を除去する必要があります。
そのために70～100L の原油量に相当するエネルギー
を必要とします。このために化石燃料を使っていたの
では何のための事業かわからなくなりますから、ごみ
焼却工場の余熱や下水汚泥消化ガスを活用するなどの
検討が必要になります。
　バイオガス化について、日本での取り組みは、特に
下水道分野での取り組みは非常に遅れていますが、
ヨーロッパ諸国をはじめ海外では下水汚泥、生ごみ、
家畜排せつ物、農業廃棄物等を中心に積極的に導入が
進められています。日本でも積極的な都市では、下水
汚泥バイオガス発電を導入している箇所があります。
山形市や熊本県北部流域処理場では、処理場電力消費
量の約50％をバイオガス発電でまかなっています。新
しい政権では2020年までの温室効果ガス削減目標を90
年比でマイナス25％としていますが、下水処理場にお
ける CO2削減は、下水汚泥や生ごみとの混合メタン発
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酵の導入により25％どころか100％削減も十分達成で
きると考えています。今後は、下水汚泥のみならず他
の未利用バイオマスとの混合メタン発酵等についても
積極的に取り組んでいく必要があると思います。
○座長　これから様々な分野で温室効果ガスの排出抑
制に取り組んでいく必要が出てきます。下水道関係者
にもそれが今まで以上に求められる時期に来ていると
思います。
　温暖化対策ということで、今日は農業関係で岡本さ
んがいらっしゃいますので、農業分野での温暖化とい
う観点でもちょっとご紹介戴ければと思います。
○岡本　ただいま農業分野では、土壌の炭素貯留機能
というものに注目しておりまして、今、47都道府県の
試験場が全国3,000地点ぐらいの定点の土壌の炭素貯
留量調査を行っております。日本全国土壌の種類分け
をすると何十種類もの土壌があるのですが、その土壌
の種類ごとに炭素貯留量を調べて、貯留量がどのぐら
いあるのかというのと、土壌の管理の仕方によってそ
の貯留量が変化するかどうか。有機物を土壌に投入す
れば土壌に炭素が貯留できるのではないかというのを
期待して調査しているのですが、当然、下水汚泥も有
機物のまま投入すれば土壌の炭素貯留機能の向上に貢
献できるのではないかと考えております。
　ただ、有機物を土壌に投入するときに注意しなけれ
ばいけないのは、炭素として貯留はされるのですが、
不適切といいますか、土壌が還元的、通気性が悪くな
りますと、投入した有機物がメタンや亜酸化窒素とし
て揮散する可能性があります。メタン、亜酸化窒素は
温室効果が二酸化炭素の21倍、 310倍といわれている
非常に効果の大きいガスですので、そういったガスが
揮散しないように注意をしながら上手に有機物を投入
していけば、下水汚泥も含めて土壌の炭素貯留機能を
利用することによって地球温暖化防止につながるので
はないかということで、今、全国調査を農業分野で行っ
ているところです。
○座長　農地というのは面積が大きいので、そうした
貯留効果がきちんと評価されれば量的にかなり大きい
と思います。また評価という点では、先ほど島田さん
から、運搬や乾燥などのプロセスで逆にエネルギーを
使ってしまうというお話がありました。そう点も含め
て CO2削減効果がどうなのか的確な評価が求められま
す。特に山口さんからのお話のように CO2がお金とし
て評価されるような制度が今もう実際に動いているわ
けですが、それを運用していく際には非常に厳しい評
価が求められます。下水道管理者としても、省エネ、
あるいは創エネルギーの際に、厳格な評価を行う必要
がある。下水汚泥の有効利用や施設ストックの活用に
よるバイオマス利用に当たって、そうした評価を行う

ことがこれからはいや応なしに求められる時代が間近
に迫っているし、また、それが益々求められる時代に
なっていくのかなと思います。
　ここでまたフロアからのご質問を受けたいと思いま
す。エネルギー利用を中心にと思いますけれども、今
日全体を通じての総括的な意見交換ということでも、
どなたかご質問、ご意見がございましたらお願いいた
します。
○シモジョウ　新潟県の柏崎市からまいりましたシモ
ジョウと申します。バイオガスのことでお聞きしたい
のです。ガスで発電するボイラーを利用するというこ
とを考えているのですが、ある方に相談したときに、
都市ガスを使って、重油を使ってというものに対して
バイオガスを使った場合に、機器、設備の寿命が非常
に短くなるという話を聞いたことがあるのですが、そ
の辺の話をお聞きしたいのと、もしそれが事実であれ
ば、どういった要因で寿命が短くなっているのかとい
うことをお聞きできればと思います。
○島田　消化ガス中に存在しているシロキサンのこと
です。日本でも昭和50年代のオイルショックにおいて、
下水汚泥消化ガスを活用した消化ガス発電導入のブー
ムがありました。しかし、実際導入して運転してみる
と数カ月もたたないうちにエンジントラブルが発生
し、当時ガスエンジンはほとんどヨーロッパからの輸
入品でしたから、故障部品の調達に数カ月を要するな
ど相当苦労したようです。エンジントラブルの原因が
当時よくわからず、そのうち「下水汚泥消化ガスはガ
ス発電には向かない」という認識が広まり、20か所ほ
どで導入された後はほとんど普及しませんでした。そ
の後、今から 7 、 8 年前、その原因がシロキサンとい
うお風呂で使うシャンプーやリンスに含まれている有
機ケイ素化合物であることが判明し、活性炭吸着処理
で容易に除去可能であることが分かりました。近年導
入した消化ガス発電設備ではシロキサン除去が講じら
れているため、非常に安定した運転が行われるように
なっています。現在、消化ガスを余剰ガスとして燃焼
廃棄している処理場が多くありますが、是非消化ガス
発電導入のご検討をお勧めいたします。
○座長　シロキサンというのはケイ素化合物なのです
が、シャンプー、リンスなどに入っていて、日用品由
来で、思わぬところで影響が出たという例だと思いま
す。その辺に留意しつつ、ぜひ積極的にご活用戴けれ
ばと思います。
　それでは、ちょうど時間になりましたので、この辺
で締めくくりにしたいと思います。下水汚泥というの
は、ポテンシャルとしてはエネルギー面、あるいは資
源としても有望ですし、また下水道施設そのものが他
のバイオマス利用にも大きな可能性を持つ施設だとい
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うことが、今日の講演や議論を通じて感じて戴けたの
ではないかと思います。
　重要なのは、下水道管理者、あるいは下水道に関係
されている企業の方、コンサルタントの方に、こうい
う点で下水道が非常に有望な分野なのだという認識を
ぜひお持ち戴いて、その上で色々な技術の開発、導入、
あるいは事業展開を進めていくということではない
か、今日の皆さんの講演やディスカッションを通じて、
そういったところが見えてきたのではないかと思いま
す。
　 1 時間半にわたりまして議論を進めてまいりました
けれども、皆さん、どうもありがとうございました（拍
手）。
○司会者　岡本座長、スムーズな進行を戴き、どうも
ありがとうございました。
　講師の方々におかれましては、お忙しい中、講演と
パネルディスカッションと長時間にわたりお疲れさま
でした。また、会場からも熱心なご発言、ご質問もあ
り、非常に内容のあるパネルディスカッションになっ
たかと思います。ご協力ありがとうございました。
　最後に、講師の皆様に再度拍手で感謝の意を表した
いと思います。（満場拍手）

――了――
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第22回下水汚泥の有効利用に関するセミナー開催要領

1 ．開催趣旨：下水汚泥の再資源化・有効利用につい
て、大学・研究機関等における調査研究の発表、下
水道事業実施都市等における実施例や調査研究の紹
介、および直面する諸課題についての参加者討議等
を通じて関係者相互の情報交換を図り、下水汚泥資
源利用活動の推進に資する。

3 ．日　　程

2 ．開催日時・場所
平成21年10月15日（木）～16日（金）
仙台市情報・産業プラザ

時  間 ）略称敬（師講目科

第 

一 

日 

10:20～ 10:30 開会挨拶 
（社）日本下水道協会 理事   佐伯 謹吾

仙台市建設局次長兼下水道施設部長 

   小杉 謙一 

10:30～ 10:55 
仙台市における下水汚泥の有効利用の現

状と新たな展開への課題  

仙台市建設局参事兼下水道計画課長  

          堀  政信

10:55～ 11:35 
JS 日本下水道事業団における下水汚泥有

効利用に関する調査研究の概要 

日本下水道事業団技術開発部主任研究員 

             島田   正夫

11:35～ 12:15 
（独）土木研究所における下水汚泥有効 

利用に関する研究と技術開発 

（独）土木研究所材料地盤研究グループ 

ﾘｻｲｸﾙﾁｰﾑ上席研究員   岡本誠一郎

12:15～ ）業企間民（示展ータスポ・食昼51:31

13:15～ 13:55 
下水汚泥資源利用の動向と今後の課題に

ついて 

国土交通省都市・地域整備局下水道部 

下水道企画課資源利用係長    山口 裕司

13:55～ 14:35 
事例紹介 宮城県における下水汚泥燃料化

の取組みについて 

宮城県土木部下水道課技術補佐  

    石田 重雄

14:35～ 15:15 下水汚泥の農業利用上の留意点 
神奈川県農業技術センター農業環境研究部 

 専門研究員          岡本  保

15:15～ 15:30 休憩 

15:30～ 17:00 パネルディスカッション 

座長：独）土木研究所材料地盤研究グループ 

ﾘｻｲｸﾙﾁｰﾑ上席研究員   岡本誠一郎

パネラー：講師一同 

第 

二 

日 

9:30～ 11:00 
特別講義 嫌気性消化による下水汚泥の

減量化とエネルギー利用の効率化 

東北大學大学院 環境科学研究科准教授 

      李  玉 友 

11:00～ 12:00 ポスター発表（口頭）（民間企業）

12:00～ 会協道水下本日）社（拶挨会閉50:21

12:05～ 食昼50:31

13:05～ 16:15 

施設見学 

セミナー会場発 （移動：バス）  

→ 宮城県阿武隈川下流流域下水道・県南浄化センター、 

→ 概要説明 

→ 視察（水・汚泥処理、乾燥造粒施設など ） 

→ ＪＲ仙台駅着、解散（16時30分） 

ポスター発表・展示会社（３社） 
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○司会者　それでは、時間になりましたので、パネル
ディスカッションを始めていきたいと思います。この
パネルディスカッションは、本日の講演を戴きました
6 名の講師の方々にお願いをしており、講義では聞く
ことのできなかったお考え、ご意見、裏話など、興味
深いお話を聞かせて戴けるものと考えております。
　座長は独立行政法人・土木研究所・岡本上席研究員
にお願いしております。それでは、岡本座長、パネル
ディスカッションの進行をよろしくお願いいたします。
○座長（岡本）　それでは、ただいまからパネルディ
スカッションを進めてまいりたいと思います。開催に
先立って参加者の方から、事前に質問とコメントを戴
いております。冒頭に全体的な傾向を紹介した上で、
できるだけ皆さんの質問、コメントに応えるように進
めてまいりたいと思います。皆様の積極的なご発言を
お願いいたします。
　まず、簡単にアンケートの状況を見ておきたいと思
います。戴いたコメントを分類してみました。緑農地

ですと法律、基準、重金
属関係、それから販路、
ニーズに関するものが多
かったように思います。
それから、建設資材利用
は、同じく基準、それか
ら安全性を含めて品質に
ついての質問等が多かっ
たように思います。販路、

ニーズについても多かったです。今回京都会場では、
エネルギー利用についてご意見、ご質問等が多かった
ように思います。中でも、プロセス技術として、消化
ガス、燃料化が特に多かったようです。仙台会場と比
べて、この辺は傾向がかなり違うように見受けられま
した。今日はガス事業関係の方もご参加戴いておりま
す。関心の高い分野なのだなと改めて感じた次第です。
それから、コストの問題ですが、建設資材、緑農地と
もに同じなのですが、コスト面と社会的な必要性をど
う両立していくのかは重要な課題だと思います。その
他分野横断的なコメントということでは、社会的なシ
ステムや仕組みづくり、広域的集約や広域連携に関す
るコメントも多かったように思います。
　ということで、戴いたコメントも踏まえてこれから
進めてまいりたいと思います。進め方ですが、 3 つの
パートに分けて、最初に緑農地、それから建設資材、
最後にエネルギー利用、そして総合討議という形で進
めてまいります。

【緑農地利用】

○座長　まずは緑農地利用の関係で議論を進めたいと
思いますが、緑農地利用では安全性の問題や法令上の
基準の関心が高かったように思います。まず、国交省
の石井さん、講演のなかでもご紹介戴きましたが、緑
農地利用の最近の現状について改めて補足をお願いし
ます。
○石井　傾向として量的には少しずつ増加していると

報 告

第22回下水汚泥の有効利用に関するセミナー

◇パネルディスカッション概要〈西部会場（京都市）〉◇

岡本座長
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いう状況です。最近の動きとしては、昨年度、農林水
産省で「汚泥の肥料の規制のあり方に関する懇談会」
を設置し、汚泥肥料 6 種類のうち、汚泥を焼いて肥料
化する焼成汚泥肥料について、カドミウムの品質管理
を今後義務化していくことが適当であるとされまし
た。近いうちに具体的な措置がなされる予定と聞いて
います。
　いずれにしても下水汚泥については、バイオマスと
いう特徴を活用した色々な利用形態の 1 つとして緑農
地利用があり、国土交通省としては引き続き推進して
いきたいと考えています。
○座長　今日は緑地での利用ということで、講演の最
後で福井県の久保さんから具体的な事例をご紹介戴き
ました。久保さんにお伺いしますが、今の重金属の安
全性の問題など、利用を進めるためにはその特徴に応
じた使い方があると思うのです。緑地と農地でも違う
と思いますが、これまでバーク堆肥、それから剪定枝、
下水汚泥を混合した堆肥化などを色々と検討していく
中で、どういった点を注意されてこられたか、どういっ
たところがポイントになるのか、その辺をまとめても
う一度ご説明戴けますでしょうか。
○久保　まず、重金属の安全性というところですが、
道路緑化、街路樹とか法（のり）面とかに使う場合で
すと、 1 回使ったら再度肥料をやるということはほと
んどないのです。緑地利用の場合については、重金属
の蓄積は考えなくてもいいということが考えられま
す。農地については、下水汚泥を出すときの下水処理
場の段階できちんと基準を満足しているということを
確認して、安全性をきちんと確認してから、後の使う
用途については利用者に任せているというような状況
です。

　それから、下水汚泥肥
料の特徴ですが、石油資
源由来の化学肥料と違
い、まず、肥料プラス土
壌改良効果があるという
ことです。いわゆる物理
性の改良です。保水性と
か透水性、通気性という
ような物理性の改良効果

プラス肥料効果もあり、都市緑化、道路緑化というの
は非常に環境が厳しいので、そういうところで使って
いくことによって植物が枯れたりすることを防ぐこと
になって、コスト縮減にもつながります。
　それから、施肥の基準ですが、『道路緑化技術基準・
同解説』という緑の本が日本道路協会から出ていると
思うのですが、これによれば、土壌改良材を上層30セ
ンチに20%混入を基本とするとしています。いわゆる

Ⅰ層という上層30センチのところに非常に植物の根が
行くわけです。そういう側根を促進させるために、上
層30センチのところに土壌改良材を20%混入するとい
うやり方でやっていますが、福井県の場合には、リサ
イクルを進める観点と丈夫な木を育てるという観点か
ら、土壌改良材を上層30センチではなく、すべての根
に対して全層に30%混入を基本とするとして、10%プ
ラスしています。上層30センチですと側根しか伸びな
くて、支持根という縦に伸びる根がなかなか育たない
のです。全層を土壌改良することによって直根が入っ
ていく。なおかつ倒木に強い木を育てるということで、
30%を基本にしています。ただし、土壌の粒径組成に
よっては、余りにもべとべとした粘土質の土のところ
に有機質土壌改良材を30%も入れると根腐れしますの
で、その辺は、基本は30%で、あとは土性によって変
えていくというようなこととしています。　
○座長　一律の基準ということではなく、調査研究を
もとに、それぞれに県や地域で施肥の仕方を決めて
いったという点が興味深いお話だったと思います。
　それでは、利用促進の方に話題を移したいと思いま
す。石井さんには先ほど全体的な傾向はお聞きしたの
ですが、もう少し具体的に最近、緑農地関係で何か特
徴的な出来事があればご紹介戴きたいと思います。
○石井　今年、バイオマス基本法という法律ができま
した。この法律の制定を受けて、今後、基本計画を政
府として作ることになります。各省の施策をとりまと
めていき、国としての基
本的な方向性を計画の中
で示します。それを受け
て各都道府県、市町村で
バイオマス利活用の基本
的な計画を作って戴くこ
とになります。特に地方
部の下水汚泥について
は、やはり地域性という
ことを考えますと、緑農地利用を各自治体でつくる基
本計画の中にどう位置づけていくかということが重要
になろうかと思います。
　下水汚泥はわが国の総バイオマスの 3 割を占め、賦
存量が非常に多いですので、自治体の方に、まずは各
地域の中で特に緑農地利用に関して具体的な計画をつ
くって戴きたいと考えております。
○座長　次に個別の事例についてですが、京都府の三
宮さん、先ほど、炭化物の共同研究のご紹介を戴きま
した。炭化物を土壌改良に使っていくという方法があ
るわけですが、そこで期待される効果などについて補
足してご説明ください。
○三宮　まず、皆さんが気になる部分として「販路」

久保講師

石井講師
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があると思います。我々
はまだ具体的に販路を開
拓しているということで
はないのですが、販路の
開拓について、公共団体
は苦手な部分があると思
います。最近では、メー
カーと商社がタイアップ
して、販路を開拓しよう

としている事例があると聞いています。その辺も少し
期待したいと思います。
　利用に関して、先ほど久保さんから、炭化物につい
て、保水性や肥料の緩効性の肥効成分のお話がありま
したが、例えば土壌改良材の中でもグラウンドの土や
シールド工事の残土へ混ぜる、あるいは屋上緑化など
の都市緑化、休耕田の保全などに使える可能性がある
と思っております。
○座長　久保さんには、剪定枝葉と下水汚泥を混ぜて
相互に補い合うというメリットがあると紹介して戴い
て、非常にうまいやり方だなと思いました。混合する
ことによるメリットについてもう一度紹介戴くととも
に、どういった経緯でそういうことが進んできたのか
も含めて、コメントをお願いします。
○久保　まず、下水汚泥については含水率が高いとい
うことで取り扱いづらいし、ミネラルとか窒素分が多
い。植物には窒素は非常に大事な栄養素ですから、そ
れが多く含まれているということ。それから、剪定枝
葉については C/N 比が高く、分解が非常に遅いとい
うところですが、それをうまく混ぜ合わせることに
よって、取り扱いやすくもなるし、発酵もしやすくな
る。そして良好な堆肥ができるということで、まず窒
素分が多いというのが堆肥としては非常にメリットな
のではないかなと思っております。
　それと、臭気対策についても、きちんと発酵すれば
問題なかったので、そういう意味で、お金をかけずに
非常にいい堆肥ができるのではないかと考えています。
○座長　　ありがとうございます。剪定枝以外でも、
私たちも畜産ふん尿の融合コンポストというのを検討
したことがあります。下水道ということだけに捕らわ
れずに、色々な他の有機性の資源と混ぜながら、いい
ところをうまく補い合うような方法をとって使ってい
くということで新たなメリットを生み出せるのではな
いかと思います。
　日本下水道事業団の島田さん、午前中には緑農地利
用について熱く語って戴いたのですが、緑農地利用を
推進していくにあたり、イメージアップですとか、重
金属に関する先入観の払拭などが必要ということでし
たが、 PR をもっとしていくべきだというコメントも

参加者の方から随分戴きました。その辺りも含めてコ
メント戴きたいと思います。
○島田　午前中の私の講演時間の半分を緑農地利用に
ついて、とくに下水汚泥中重金属に対して多くの方が
誤解していることについてお話しました。米国では廃
棄物のなかでも下水汚泥は安全性の高いバイオマスと
位置づけられていますし、イギリスをはじめヨーロッ
パ諸国では下水汚泥の 6 ～ 7 割が緑農地利用されて
います。
　多くの県では農政サイ
ドが下水汚泥の施用基準
を策定していますが、県
によっては原則施用禁止
しているところもありま
す。下水汚泥中の重金属
は工場排水ではなく、そ
の多くは食糧起源ですよ
と云うことを農業関係
者、肥料関係者にご理解してもらう必要があります。
　下水汚泥という名称からしてマイナーなイメージが
付きまとってしまいますが、既に下水汚泥を肥料とし
て利用頂いている農家の方には、下水汚泥の肥料効果
や採れる野菜類の味の良さは十分認識頂いています。
下水汚泥肥料の良さを今後も地道に PR していく必要
があると考えています。
○座長　下水道に携わる側からも、色々な形で発信し
ていかなければいけないと思います。下水道協会の活
動の中でも色々と PR 活動を続けていますが、やはり
農業関係者の方と頻繁に情報交換していくことも大事
ではないかなと思います。私たちも、県の農業研究セ
ンターや、農業関係の方と共同研究を、できるだけやっ
ていこうとしており、異分野とのネットワーク化とい
うコメントも先ほど久保さんからもありましたが、そ
うした取り組みが重要ではないかと思います。
　それから、緑農地関係で、もう 1 つ最近の話題とし
てリン回収の問題があります。これに関しては石井さ
んに最近の状況をお聞きしたいと思います。農林水産
省の関係者との動きもあるようですが、この辺をご紹
介下さい。
○石井　国土交通省では、昨年度から検討会を設けて、
全農や肥料アンモニア協会などにも入って戴いて勉強
を始めているところです。昨年度は下水道から回収し
たリンのニーズといったものを勉強しました。今年度
は大阪湾フェニックスのご協力を戴きながら、広域的
な事業化の可能性等について検討していきたいと考え
ております。
○座長　そういった動きもある中で、コストの問題や
色々な技術開発の問題があるわけです。明日、京都大

三宮講師

島田講師
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学の高岡先生からこの辺の研究の成果のご発表があろ
うかと思います。
　緑農地関係はまだまだ議論はあるかと思いますが、
この辺でフロアの方々から質疑応答の時間を設けたい
と思います。はい。
○質問者　島田さんにお尋ねしたいのですが、パワー
ポイントの30シート目に価格が安い、 100円、 1 袋当
たり15キロの金額が出ていますが、これが本当の生産
価格ではないのではないのかと思うのですが、実際に
は幾らぐらいかかっているのかという話と、利用者
だったら幾らぐらいまでだったらオーケーなのかとい
うようなことと、海外でそういった事例が多いという
ようなこともあるようですが、実際に海外ではどのよ
うな制度というか市場なのかを教えて戴ければありが
たいのですが。
○島田　コンポスト製品の製造コストは規模や製造方
法によっても異なると思いますが、 1 袋15kg 入りで
100円とか200円というオーダーではなく、それの十倍
くらいは要していると思います。民間のコンポスト業
者も、製品の販売収入は全体の 1 ~ 2 割程度で、処理
料金を受け取っているから何とか事業として成り立っ
ているのが実態です。コンポスト製品の売り上げのみ
で赤字だから、事業を中止や廃止する自治体が見られ
ますが、資源リサイクルの立場から大局的に判断する
必要があると思います。
　海外の事例についてそんなに詳しいわけではありま
せんが、ヨーロッパでは下水汚泥は嫌気性消化まで行
うのが一般的で、消化汚泥を液肥として畑に散布して
いる例も多いと聞いています。大都市部では乾燥やコ
ンポスト化して緑農地利用していると思いますが、コ
ストの面はわかりません。
○質問者　ありがとうございます。それと、たしか乾
燥造粒などですと単価のカロリーに応じた変動相場制
というか、金額をとっているというような話も海外で
はあるようで、それに対してコンポストも同じような
制度が設けられているのかなというようなことで、海
外の事例について質問させて戴いたのですけれども、
そういうことは余り……
○島田　それは固形燃料の場合ですか。
○質問者　固形燃料のほうです。
○島田　固形燃料化事業では、電力会社などでは石炭
に対するカロリー見合いの単価で引き取りますといっ
ているケースもあります。電力配給会社には RPS 法
により、ある一定割合の自然エネルギー使用が義務付
けられていますから。
○質問者　同じようにコンポストでもそういった制度
は設けられているのかなということだったのですけれ
ども。

○島田　コンポストについてそういう制度があるとい
うのは聞いておりません。
○座長　それでは、次の建設資材利用のほうに話を移
していきたいと思います。

【建設資材利用】

○座長　建設資材利用についは、コストや販路の問題
などが参加者の関心が大きかったと思います。ただ、
これは地域によって状況が随分違うと思います。近畿
圏ですとフェニックス事業があって、全国的にみれば
処分コストが比較的安いわけです。そういう中で、建
設資材利用を進めていくメリットは何かということを
考えていく必要があるわけです。
　また、以前は建設資材の需要が多かったわけですが、
最近は公共事業も抑制傾向になって、その需要自体も
減っている。そういう社会情勢の変化の中で、各都市
は色々と悩みながら取り組んでいるというのが実態で
はないかと思います。
　まず、これも最近の全体的な状況ということで石井
さんにお伺いしたいと思います。建設資材利用は何と
いっても量が非常に多いのですが、最近の動向は如何
でしょうか。
○石井　下水汚泥のリサイクル率が直近のデータで
77%。このうち 8 割が建設資材利用でリサイクルされ
ているということで、まさに下水汚泥リサイクルの中
核、主力になっています。特にここ10年、セメント利
用が急激に伸びてきています。
　ただ、今、岡本さんからもありましたとおり、公共
事業の減少ということがあって、需要も低下してきて
おり、セメントメーカーとしても受け入れが限界に達
しつつあるというような報道もあります。そういう中
で、先ほどの緑農地利用ですとか、後から出てくるエ
ネルギー利用を増やしていく必要があります。建設資
材利用は、今後も下水汚泥リサイクルの中核を担うと
思いますが、他の分野への利用も広げていく努力が必

質疑応答
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要なのではないかと認識しています。
○座長　それでは具体的な取り組みということで、ま
ず京都市の荒井さん。講演では溶融スラグのご紹介を
戴きました。その時もコストのお話があったわけです
が、その辺の悩みや問題点などを紹介戴ければと思い
ます。
○荒井　午前中の講演では、運転コストが高いため、
今、溶融炉の運転時間を縮減しているという話をした
のですが、それならなぜ溶融炉を導入したのだという
ことになろうかと思います。話は少し長くなるのです
が、汚泥の有効利用において、どういう方法を選択す
るかは、その時々の時代の背景ですとか、座長からの
お話もありましたが、地域の特性が大きく関係してく
ると思います。

　本市が溶融スラグの石
材化を選択した背景に
は、平成の一桁になるの
ですが、まだ流入下水量
が増加傾向にある、すな
わち、発生汚泥量も増加
すると見込んでおりまし
た。同時に、自前の処分
地の処分容量がかなり

減ってきておりました。当時、フェニックスの計画も
立ち上がっていたのですが、平成20年代の前半でそれ
もなくなるだろうというような話もありました。それ
に加えて、本市は内陸に位置しており、今から新しい
処分地を確保するということは非常に困難とも思われ
ました。
　その中で有効利用の方法として、当時の先端技術で
あった溶融スラグに注目したわけです。普通の溶融ス
ラグではだめだということで、付加価値を加えて石材
化を選択しました。当時は、ある意味でコストを優先
しなかった選択であったと思います。とにかく処分地
がなくなるのだから、どこかで有効利用しなければい
けないという思いがありました。
　ところが、時代は流れて、今では流入下水量は減少
傾向で、フェニックス計画も平成33年まで確定してお
ります。自前の処分地にあった焼却灰も掘り起こして
フェニックスに搬入しているので、処分地にも余裕が
できてきたという状況です。現在では、安定した企業
経営の観点から、コストを重視した汚泥処理が求めら
れています。汚泥溶融は 1,300度の高温で、大量のエ
ネルギーを使います。京都市には 3 種類の焼却炉があ
りますが、流動炉と比べると溶融炉は約 3 倍の運転費
用がかかります。そのため、今では溶融炉の運転時間
を縮減して、残る流動炉、あるいは階段炉の運転時間
を増やしている状況です。この 5 年から10年は、コス

ト優先の汚泥処理の運転を行うことになると考えてい
ます。
　ただ、今の時点で導入当時を振り返りますと、溶融
石材化は自然由来の資源を使わない資源の再利用です
し、時代背景、あるいは本市の立地を考えた賢明な選
択であったと考えています。　
○座長　ありがとうございます。溶融スラグの場合は、
重金属を封じ込めるという安全性の観点でもかなりメ
リットはあるわけですが、当時考えて検討してきた状
況とは社会情勢などが変わっていく中で、皆さんご苦
労されているということだろうと思います。
　同じような悩みを京都府でもお持ちだと思います。
三宮さんにお聞きしたいのですが、これまでの取り組
みの流れと、うまく思い通りには行かなかったことも
色々あると思うのですが、その辺を少しご紹介くださ
い。
○三宮　今日の講演の中ではお話しできなかった部分
ですが、洛西浄化センターで、京都府は平成19年度末
まで焼成れんがを造っておりました。現在は休止して
います。一つの要因は、まず需要の落ち込みです。公
共事業全体が減っているということ。また、れんが自
体も造っていたものと違う透水性れんがに需要が移行
していったということもあります。浄化センターの中
にれんがが積み上がってしまう状況にありました。ま
た、施設の標準耐用年数を超過しており、今後、いつ
不具合が発生するか分からないということも一つの理
由です。ただし、皮肉なことに、製造の休止をアナウ
ンスすると、問い合わせが増えて、販売が促進された
といったこともありました。
　京都府としては、先導的に資源の有効利用に取り組
んだつもりでおりまして、ほかの公共団体にもリサイ
クルの必要性の意識を高めてもらえたのではないか、
産業廃棄物の処分場の延命化、実際れんがを手にとっ
て戴いた府民の方に流域下水道に対する理解を深めて
いただいた、身近なものに感じてもらえたといった意
味もあったという気はしています。今現在は、それに
代わるものとしてセメント化、埋め立て（フェニック
ス）で対応していますが、費用はフェニックスと比べ
るとセメント化が少し高く、先行きが不透明な状況に
もあるため、これから色々と考えていく必要があると
思っております。
○座長　社会情勢が目まぐるしく変わる中で、建設資
材にしても緑農地利用にしても、製品として出してい
くからには、社会のニーズが変われば、それに対応し
なければなりません。しかし一方で、公共事業、公共
施設というのは、その施設の耐用年数などを考えても、
検討対象期間が非常に長いわけです。その間に社会の
ニーズとのズレが出るところがなかなか難しい。今後

荒井講師
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の検討の際には、目先のことよりも、もう少し先に何
が起こるかを考えることの必要性を痛切に感じる次第
です。
　さて、建設資材利用では安全性、あるいは関連の基
準について質問、意見も多数戴いております。これに
ついて石井さんにお聞きしたいと思います。グリーン
購入法関係のご質問を戴いておりますが、最近、判断
基準の見直しなどの動きがありました。私はこのとき
の議論は、再生材の安全性ということを考える上であ
る意味特徴的な議論だったのかなと思います。講演の
中では全部紹介できなかったと思いますので、これも
少し補足をお願いします。
○石井　昨年度から今年度にかけて、グリーン購入法
の特定調達品目である焼成レンガと陶磁器質タイルに
ついて動きがありました。例えばレンガなどは、ずっ
と未来永劫その形で使われるわけではなく、耐用年数
が来たら、やがてどこかで粉砕されて処分されるか、
再リサイクルされます。そのときの安全性も含めて判
断基準をつくっておくべきではないのかという議論が
昨年あたりから出てきまして、陶磁器質タイルと焼成
レンガについて、製品ではなくて材料、例えば下水汚
泥の焼却灰を使うレンガであれば、原材料である焼却
灰自体が土壌環境基準を満たしていなければ、それは
グリーン購入法の調達品目にしないという判断基準に
してはどうかという議論が浮上したわけです。
　その議論については、やや乱暴ではないか、すなわ
ち再リサイクルのときに粉砕されるとしても、まさか
原材料の状態まで戻ることはあり得ないのではないか
と考えまして、今年度、下水道協会も含めて検討し、
関係の部局とも協議をいたしました。その結果、製品
を 2 ミリ以下に粉砕したものが土壌環境基準を満たし
ているかどうかを判断基準にしようということになっ
たわけです。
○座長　この議論は 2 つの側面があったと思うので
す。まず、今、リサイクルをしようというときには、
その利用形態を考えての基準であるべきで、原材料に
まで遡る基準ということは基本的に考えられないだろ
うから、利用形態に即して必要な範囲での基準をつ
くっていくべきというもの。
　もうひとつは、一方で、再々リサイクル、あるいは
3 回、 4 回と再生利用されるということが今、現実に
行われつつある。そういう長期的な視点で、再生品の
材料の生い立ちの追跡――トレーサビリティーと言わ
れていますが、これが担保できるか、もし出来ないな
らどうするのか、という議論です。トレーサビリティー
の確保は現実的には難しい。それではどういう試験方
法が必要なのかという議論が起こるわけです。今回の
グリーン購入に関する論点は、そういった今後の検討

につながっていくものだったと思います。
　さて、それでは、具体的にこの建設資材利用をどの
ように進めていくかということになるわけです。これ
も参加者からのコメントの中で、義務化といいますか、
特に公共工事に使ってもらうような位置づけを明確に
すべきだというコメントが多かったように思います。
先ほど、久保さんからは緑農地のほうで紹介戴きまし
たが、福井県はリサイクルの認定制度がかなり有効に
機能しているようですが。
○久保　先ほど何回も地産地消とか、キーワードみた
いな形で出てきていると思うのですが、大きい流れと
してはグリーン購入があります。グリーン購入の中で
汚泥発酵肥料というのがあって、さらに福井県では、
リサイクル認定製品に登録したものについては優先的
に使うということで、大きい全国的なグリーン購入の
中で、さらに福井県産を認定したものは使っていきま
しょうということにしています。地産地消を推進する
という立場で、地域で出て、地域の業者がつくったも
のを地域で使っていきましょうという取り組みを行っ
ているということです。
○座長　実は私もある県の建設リサイクル資材認定制
度の委員になっています。県の公共事業で再生品を優
先的に使っていくという位置づけをしますと、県内の
市町村も同じように進めていくということで、うまく
回ってきていると思います。当然コストの問題はあり
ますが、少しずつ需要が出てくると、徐々にコストダ
ウンも図られるといったいい循環もあるようです。
　島田さん、午前中は余り建設資材利用について話せ
なかったと思うのですが、具体事例なども交えながら
総括をお願いします。
○島田　建設資材利用においては、材料にしろ製品に
しろ市販の製品と安全上、性能上に差異が無ければ、
価格でさえ安ければ自然に需要は見込めると思いま
す。また、価格的な優位さを出せない場合は役所の発
注する工事等で、下水汚泥材料または製品の使用を義
務付けるよう工事発注仕様書等で明示する方法があり
ます。焼却灰のアスファルトフィラー利用が一部の都
市で実施されていますが、利用者サイドにおいては焼
却灰利用のコスト的なメリットはほとんど期待できま
せんので、仕様書等での使用義務付けが必要となりま
す。この場合、下水道部局のみの工事では使用量が限
られますから道路などの他の建設関係部局や環境部局
の理解と協力が必要になります。
○座長　ありがとうございました。建設資材関係の議
論を進めてきたわけですが、ここでまたフロアからご
質問、ご意見をお受けしたいと思います。どなたかご
質問等がありましたら、お願いいたします。いかがで
しょうか。――事前に戴いていた質問票の中で、今、
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議論になりましたグリーン購入、自治体等の認証制度、
アスファルトフィラーという論点すべてについてコメ
ントされた方がいらっしゃいました。ぜひ感想などを
お聞きしたいと思います。兵庫県の ミヤコダ様いらっ
しゃいますか。
○ミヤコダ　兵庫県の ミヤコダと申します。先ほど
島田さんの言っていた、品質的に同じで、安ければ自
然に使われていくということについて、焼却灰のフィ
ラー利用は、実際は仕様書等で縛らなければメリット
のないものは使用されにくいというのは、やはりそう
なのかなと聞いていて思いました。そういう仕様書で
縛っていくというのを考えていきたいと思います。
○座長　ありがとうございます。島田さん何かコメン
トがありますか。
○島田　兵庫西は元々は下水道事業団の広域汚泥処理
事業として進めていた箇所ですが、私も 6 、 7 年前そ
こで仕事をしていました。年間8000トン程度のスラグ
を生産していましたが、なかなか有効利用が進まず場
内保管量も 5 万トン以上に達していました。地元自治
体やアスファルト合材会社、生コン工場に足しげく通
うとともに、製品の信頼性を確保するために品質管理
体制を大幅に見直すなどして、徐々に利用箇所を増や
していきました。兵庫県でも道路舗装用合材としての
利用を工事仕様書で明記するなどして、その後事業が
兵庫県に移管されましたが、利用量は順調に伸び、昨
年度には12000t もあり、生産量を上回る利用量があっ
たと聞いています。建設資材としてのリサイクルがう
まく進んでいる事例の一つと考えています。
○座長　アスファルトフィラーについては、テキスト
に仙台会場での仙台市の堀さんの講演内容が載ってい
ます。仙台会場でのお話でも、道路部局と何回も色々
な施工試験を重ねて、それが道路部局との理解を深め
ていって、今、それが徐々に実を結びつつあるという
ことでした。アスファルトの場合は、アスファルトを
打ちかえますので、それなりに継続的に需要があって、
有望な利用用途ではないかというお話もありました。
　時間が押してまいりましたので、次のエネルギー利
用のほうに進めさせて戴きます。

【エネルギー利用】

○座長　エネルギー利用は、先ほど紹介したとおり、
今日の参加者の一番関心の高い分野だと思います。先
ほども石井さんから覚え切れないぐらいたくさんの制
度の紹介がありました。そこからも分かるとおり、今、
社会的にも大きな変革の時期に来ていると思いますが
どうでしょうか。
○石井　わが国は2020年までに温室効果ガス25%削減
という中期目標を打ち出しています。政府の中で、国

土交通省も入って副大臣級の検討チームが作られ具体
的な施策が議論されている状況です。この中では、排
出量取引の日本国内での本格導入や温暖化対策税も議
論されています。
　下水汚泥のリサイクルについては、10年、20年といっ
た長期スパンで考える必要がありますが、近い将来排
出量取引制度が下水道にも適用される可能性があるこ
とも含めて想定しておかなくてはいけないだろうと考
えております。
○座長　今、そういった色々な変革があるわけですが、
一方で、エネルギー利用もコスト面での不安や懸念が
多かったように思います。
　フロアの方からも色々な質問があったのですが、印
象的だったのが本当に直球勝負で、「コスト優先なの
か、省エネ推進なのか」という質問を戴いておりまし
て、どなたかと思ったら京都市の方だったので、これ
は荒井さんにその辺も含めて実情などをお聞きしたい
と思います。エネルギー利用という点では、現状は既
存の消化槽くらいというお話でしたが、今後の検討に
ついてはどういうことをお考えでしょうか。
○荒井　端的にいうと、当面コスト優先ということに
なります。ただ、京都市においては、前市長、現市長
ともに、地球温暖化対策の取組みに非常に熱心です。
今年の 1 月に環境モデル都市に選ばれまして、その行
動計画の中でカーボンゼロに取り組むということで、
2030年の目標値として1990年比で40%削減を掲げてい
ます。下水道事業も実は頑張っており、京都市の場合、
1990年比で約 9 %の削減をしています。京（みやこ）
の水ビジョンの中でも環境保全の取り組みの推進を掲
げており、今後、財政状況が急に好転するようなこと
があれば、いつでも取り組めるように、下水汚泥のバ
イオマスの活用は研究していきたいと思っています。
　事例については、西日本管内では幾つか参考にでき
る例があります。個人的には、消化ガスの有効利用、
汚泥の燃料化が現在の標準的な考え方だと思います。
特に汚泥の燃料化は、最終処分の必要がなくなり、我々
下水道事業者にとっては有利な方法ですが , 安定した
供給先の確保が大きな課題だと思います。
　一方、京の水ビジョンの前半の取り組み、平成20年
から24年の中期経営プランにおいては、現行上下水道
の料金水準を維持することが目標です。安定した公営
企業の運営のために、経済性を重視する運転をしてい
こうということです。
　フェニックスの処分費は 1 トン当たり税込みで 
5,250円です。私は認識不足だったのですが、今回の
セミナーで、全国ベースでみると汚泥の処分費用が 1
万 5,000円もかかることを知り , それはすごく高いと
思って驚いたところです。こういう地域特性もありま
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すので、その特性を利用してコストを重視した運転を
していきたいと思っています。
　また、私どもには焼却炉として、溶融炉、階段炉、
流動炉がありまして、階段炉については、自燃できる
構造ですので長寿命化計画を立てて、延命化を図って
いきたい。自前の処分地も約19万立米の残容量がある
と言いましたが、これは現在の汚泥発生量で考えると、
約30年分ぐらいに相当します。当面、コストの安定性
を考えて、 5 年ないし10年は今の施設でやっていきた
いと考えています。並行して、他都市の事例を参考に
して、本市に最適なバイオマスの活用の研究を行って
いきますが , 同時にコストパフォーマンスのよい技術
ができることを期待します。循環のみち、資源のみち
は少し回り道をすることになると思います。　
○座長　京都府・三宮さんにも、今、問題提起があり
ましたコストの問題とその一方で温暖化対策も必要と
いうあたり、どういった議論があるかご紹介ください。
○三宮　先ほど紹介させて戴いた改質乾燥技術、これ
は共同研究ということですが、まだ京都府ではこれを
入れるということが決まったわけではなく、候補の 1
つということです。
　コストについては、京都府としては共同研究が、材
料の提供という限られた行為の中での研究であったの
で、分かりかねる部分はあるのですが、以前、メーカー
の方から聞いた話では、例えばイニシャルコストで考
えると、改質乾燥は炭化よりは安いのだが造粒乾燥よ
りは高い、ランニングコストは熱回収をうまくやると、
エネルギー消費量をかなり抑えられるというコメント
を戴いています。参考になればと思います。
温暖化対策や安定的な利用ということでは、燃料化は
非常に魅力的ですが、京都府のように消化工程を導入
していると、発熱量に関して、不利なイメージもあり
ます。しかし、燃料化した製品が消化汚泥と同程度の
発熱量を確保できるのであれば、利用価値があるので
はないかと思っています。
　また、燃料を使う、それなりの大きなボイラーが必
要ということになると思いますが、火力発電所、鉄鋼
関係、製紙関係など、立地が限られます。京都府の場
合、南部の内陸に人口が集中しており、処理場の数や
汚泥量も多く、大きなボイラー設備からやや離れてい
るという面があります。製品を高く買ってもらえれば
良いのですが、例えば運搬費の方が製品よりも高い、
いわゆる逆有償となることも想定されます。その辺に
懸念があり、国の動向など、お話を伺えればと思いま
す。
○座長　ありがとうございます。 2 つの課題提起があ
りました。コストの問題等々あって、循環のみち、資
源のみちも多少回り道というお話でしたが、一方で国

全体では25%減の一本道を突き進もうとしているよう
で、相反する面があるようにも思えます。
　それから、参加者からも指摘のあった制度的な問題
で、逆有償の問題についても課題があるのかなと思い
ます。いずれも結構重たい課題で、石井さんにまとめ
て聞くのも申しわけないのですが、どういう方向や可
能性があるのか。逆有償のことも含めて少しコメント
を戴ければと思います。
○石井　まず逆有償の話ですが、買い取り価格よりも
運搬費のほうが高いという場合には、差し引きすると
下水道側のほうがお金を出していることになり、廃棄
物処理法が適用されます。その場合、受け入れる先が
発電所であろうが、製紙工場であろうが、産業廃棄物
の許可を持っていないと受け入れられない、当然、発
電所などがわざわざ廃棄物業者の許可をとるはずはな
く、下水汚泥を燃料化しても受け入れてもらえなくな
るというのが逆有償の問題です。
　平成17年 3 月には逆有償に関して、一部規制が緩和
され製品の原材料の一部になるようなリサイクルの場
合は逆有償であっても買い取る側が産業廃棄物の業の
許可、施設の許可をとらなくてよくなりました。　と
ころが、汚泥を燃料化したものを発電所で石炭の代わ
りに燃やして蒸気を発生させて、タービンを回して電
気を得るような、いわゆる熱回収については、逆有償
であれば廃棄物処理法の手続が必要です。私としては
汚泥燃料の品質など一定の条件をクリアするものにつ
いては規制が緩和されても良いのではないかと考えて
います。
　それから、コストなのか省エネ、省 CO2なのか、
というお話ですが、下水道事業が公営企業である以上
は、コスト優先は仕方がないだろうと思います。ただ、
今後、排出量取引制度の導入で下水道にもキャップが
かかるということになると、下水処理場でも省 CO2

は義務になってくるわけです。いずれにしてもコスト
の問題は非常に難しい問題ですが、現状の中で幾つか
取り組める事もあると思います。
　 1 つは、環境省がつくっているカーボンオフセット
の制度「J―VER」の活用です。これは例えば下水処
理場で汚泥を燃料化して発電所に持っていくようなプ
ロジェクトで削減した CO2に応じて第三者がそれに対
してお金を出して、 CO2を削減したという権利を買う
ものです。買った人が旅行会社であれば、カーボンオ
フセット型の旅行パックとして売り出すことができる
というのがカーボンオフセットですが、今、環境省が
下水汚泥燃料化に関して具体的な方法論等を検討し、
認証基準をつくっている状況です。認証基準ができ上
がれば、カーボンオフセットの市場から資金調達がで
きるようになります。
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　もう 1 つは、例えば黒部市では産廃であるコーヒー
粕を受け入れてエネルギー化を図る取組に着手してい
ます。このように他のバイオマスを受け入れ、その収
入によって、幾らかでもコストをカバーするとか、
PFI など官民パートナーシップの中で経済性を追求す
る方向性もあると思います。
○座長　大きな流れの中で CO2排出の規制がかかると
いうことになれば、下水道施設は大量の電力消費施設
ですので、規制対象となる可能性もある。そうすると、
排出削減れを義務として進めなければいけないという
厳しい面があります。一方で下水道には、色々なバイ
オマスを受け入れて活用するという可能性があって、
これが多分一番効率的なバイオマス利用の方策だと思
いますが、そういう夢のある分野でもあるわけです。
そこをうまく使い分けながら、これからの下水道とい
うのは展開していくべきなのかなと思いました。
　エネルギー利用の論点としてはもう 1 つ、利用技術
の問題がありまして、事前コメントでは、消化ガス、
燃料化に関して非常に質問が多かったように思いま
す。島田さん、このあたりの技術の特徴や、技術の選
定方法といった質問に対して、これは地域条件による
ので難しいところだと思うのですが、全体的なコメン
トをお願いしたいと思います。
○島田　下水汚泥のエネルギー利用法としては、固形
燃料化とバイオガス化があります。固形燃料化は下水
道サイドとしてはそれが最終処分につながるというこ
とで、非常に魅力的ではありますが何点か注意する必
要があります。固形燃料にすればだれでも使ってくれ
るというものではありません。石炭ボイラーを有し、
下水汚泥燃料を長期的に安定して使用してくれる事業
場が近くにあることが大前提です。また、固形燃料の
買い取り価格がその事業所までの運搬価格より低かっ
た場合は、逆有償として固形燃料使用事業者は産業廃
棄物中間処理業の許可が必要になります。これによっ
て事業化をあきらめるケースも多くあります。
　さらに、水分80%の脱水汚泥を固形燃料とするには
脱水ケーキ 1 t 当り800L 近い水分を蒸発乾燥処理する
必要があります。このために大量の化石燃料を使って
いたのでは、下水汚泥のバイオマスエネルギー利用の
目的が失われてしまいます。ごみ焼却工場の余熱を利
用したり、下水汚泥消化ガスを使うなどの検討が必要
になってきます。
　バイオガス化は、バイオエタノールやバイオディー
ゼルと並んでバイオマス燃料転換技術の一つですが、
燃料転換に要するシステムが単純で投入エネルギーが
他の方式の 3 分の 1 程度と少ないこと、原料となるバ
イオマスが食糧と競合しないということで、世界中で
導入が積極的に進められています。わが国では、特に

下水道分野ではメタン発酵すなわちバイオガス化に関
する認識が低く、せっかくの嫌気性消化設備を廃止す
る都市があることに非常に残念に思っています。
　地球温暖化対策や循環型社会構築の面から、下水処
理場は下水汚泥ばかりでなく、家庭生ごみなど近辺の
未利用バイオマスを積極的に受け入れ、バイオマスエ
ネルギー転換施設として取り組んでいく必要があると
考えています。　
○座長　メタン発酵に関しては、私も全く同感です。
今回、メタン発酵、消化ガスについての参加者の関心
が高かったと思うのですが、これから展開が期待でき
る心強い傾向だと思います。
　ここで再びフロアの方からご質問等をお受けしたい
と思います。いかがでしょうか。
　エネルギー利用のなかで、今の消化ガス関係でぜひ
お話をお聞きしたい方がいらっしゃいます。金沢市の
モリさんからは、金沢市の消化ガスを都市ガスに供給
されている関係のコメントを戴いています。よろしけ
れば今日の感想などを戴ければと思うのですが。
○モリ　当市の場合、平成17年 5 月から下水の消化ガ
スを都市ガスに生成する事業を導入しまして運用して
おります。全国で 3 番目に導入されたということで、
今年については、他のガス会社さん等から特に見学を
したいということで色々視察を受けております。ガス
事業においても注目されているのかなと思っておりま
す。
　課題といいますか、運用する上でできるだけそのよ
うに燃料化して有効利用を図っていきたいというのは
当然なのですが、やはり地域性という特徴がありまし
て、当市の場合、下水処理場に隣接するところにガス
工場がちょうどあって、そこまで導管をもっていくの
に非常に短い距離で済むということで、建設費用につ
いても割と安くつくというメリットがあったのです。
それと、下水の汚泥を消化するということで、消化汚
泥については生ごみで発生するガスに比べると、成分
が割と均一であるという利点もあったということ。あ
と隣接するガス工場と下水処理場とで同じ事業体で
あったということが大きな特徴で、それで導入に至っ
たということす。その地域によって利用する方法とい
うのは変わってくるのかなという気がします。
○座長　ガス事業者への供給ということで、印象に
残っているのは、去年の下水道研究発表会のパネル
ディスカッションでの神戸市の方からのコメントでし
た。今の日本のガスの受け入れ基準は厳しくて、非常
に高い品質を担保する。そこを当初目指したのですけ
れども、最後の一歩には本当に多くのコストと技術が
要る。それで、自動車の燃料であれば少しガスの品質
が下がってもほぼ問題ないということから、そのレベ



Vol. 34　No. 127　2010/3 再生と利用

（ 162 ）

ルで手を打ったことで事業化のフィージビリティーが
確保できたということでした。
　しかし、エネルギー供給構造高度化法という法律も
できて、ガス事業者も再生可能なエネルギーを導入し
なければいけない。そういう中で、事業者側に提供す
る価格や品質について、これから本当にどうしていく
のかという議論が始まっていくと思います。
　今、下水道が持っている色々な資源や施設のポテン
シャルが、社会から本当に求められているという状況
に急速に変化しているのではないか。そのため下水道
事業者は、もはや否応なしに温暖化対策の色々な議論
に関係せざるを得ないというところに来ているのでは
ないか、と思うのです。そうしますと、これから私た
ち下水道関係者は、こうした議論に常日頃から関心を
持ち続けることが本当に大切になってくる。そういう
中で、このセミナーや、下水道協会の色々な活動も新
たな役割を果たしていくことが求められているのでは
ないかと思いました。
　それでは、少し時間が過ぎましたけれども、これを
もちまして、今回の下水汚泥有効利用セミナーのパネ
ルディスカッションを終了させて戴きたいと思います。
○司会者　岡本座長、スムーズな進行をどうもありが
とうございました。講師の皆様方におかれましてもお
忙しい中、講義、パネルディスカッションと、丸一日
にわたりお疲れさまでした。また、会場の皆様からも、
指名も少しありましたが、熱心な質問や発言を戴きま
して、非常に内容のあるセミナーになったのではない
かと思います。私も横で聞いておりましたが、 1 時間
半がたつのが早くて、非常に内容の濃いパネルディス
カッションだったと思います。　最後に、講師の皆様
方に感謝の意を込めまして拍手でお送りしたいと思い
ます。　（満場拍手）

――了――
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第22回下水汚泥の有効利用に関するセミナー開催要領

1 ．開催趣旨：下水汚泥の再資源化・有効利用につい
て、大学・研究機関等における調査研究の発表、下
水道事業実施都市等における実施例や調査研究の紹
介、および直面する諸課題についての参加者討議等
を通じて関係者相互の情報交換を図り、下水汚泥資
源利用活動の推進に資する。

3 ．日　　程

2 ．開催日時・場所
平成21年10月29日（木）～30日（金）
ハートピア京都（府立総合社会福祉会館）

時  間 ）略称敬（師講目科

第 

一 

日 

10:20～ 10:30 開会挨拶 
（社）日本下水道協会 理事   佐伯 謹吾

京都市上下水道局下水道部長  大楽 尚史

10:30～ 11:05 
京都市の下水汚泥有効利用の取組みにつ

いて 

京都市上下水道局下水道部計画課長

       荒井  均

11:05～ 11:40 
JS 日本下水道事業団における下水汚泥有

効利用に関する調査研究の概要 

日本下水道事業団技術開発部主任研究員 

            島田  正夫

11:40～ 12:15 
（独）土木研究所における下水汚泥有効 

利用に関する研究と技術開発 

独）土木研究所材料地盤研究グループ 

 ﾘｻｲｸﾙﾁｰﾑ上席研究員   岡本誠一郎

12:15～ 示展ータスポ・食昼51:31

13:15～ 13:55 
下水汚泥資源利用の動向と今後の課題に

ついて 

国土交通省都市・地域整備局下水道部 

下水道企画課下水道技術開発官  石井 宏幸

13:55～ 14:35 
京都府の下水汚泥有効利用の取組みにつ

いて 

京都府文化環境部 水環境対策課長 

        三宮  武

14:35～ 15:15 
福井県における下水汚泥と街路樹剪定枝葉

の有効利用について 

福井県雪対策・建設技術研究所環境・建設技術

研究ｸﾞﾙｰﾌﾟ研究員       久保  光

15:15～ 15:30 休憩 

15:30～ 17:00 パネルディスカッション 

座長：独）土木研究所材料地盤研究グループ 

ﾘｻｲｸﾙﾁｰﾑ上席研究員   岡本誠一郎

パネラー：講師一同 

第 

二 

日 

9:30～ 11:00 
特別講義： 

リン資源の現状と下水からの回収 

京都大學 工学研究科 都市環境工学専攻 

環境デザイン工学講座 准教授 高岡 昌輝 

11:00～ 12:00 ポスター発表（口頭）

12:00～ 会協道水下本日）社（拶挨会閉50:21

12:05～ 食昼50:31

13:05～ 16:15 

施設見学 

セミナー会場発 （移動：バス）  

→ 鳥羽水環境保全センター、概要説明 、視察（溶融スラグ（京石）製造施設） 

→ 移動 

→ 洛南浄化センター、概要説明、視察 （消化ガス発電） 

→ ＪＲ京都駅着、解散（17時） 

ポスター発表・展示会社（３社） 



Vol. 34　No. 127　2010/3 再生と利用

（ 164 ）

再生と利用 vol.34 No.126に「関西地区下水バイオマス
等エネルギー有効利用研究の報告（その 3 ）」を掲載

1 ．はじめに

　本報告では、前回の「その 3 ：下水処理施設バイオ
マスエネルギー活用研究の成果報告」（平成22年 1 月
号）に引き続いて、関西地区の主要な自治体の関係者
の参画を得て実施している下水バイオマス等エネル
ギー有効利用研究で、第 3 期の平成18年度から19年度
に実施した「下水バイオマスエネルギー高度活用シス
テム研究」の成果について概要を報告する。
　平成18年度からスタートした第 3 期の研究会では、
下水処理施設のエネルギー消費原単位について、下水
道統計データによるマクロ傾向分析を行うとともに、
実態調査によりプロセスユニット別エネルギー消費原
単位の現状について実態分析を行った。更に、現段階
での下水バイオマスエネルギーの様々な高度活用シス
テムのメニューを整理し、汚泥炭化・消化ガス混焼発
電システムと汚泥・生ごみ消化ガス混焼発電システム
の導入効果についてモデルスタディを実施した。
　本稿では、下水道協会誌に実務論文として掲載され
た下水処理施設のエネルギー消費原単位の現状を紹介
するとともに、下水バイオマスエネルギーの高度活用
システムメニューとモデルスタディによる省エネル

ギー効果、 CO2削減効果並びに経済性の試算結果の概
要を報告する。

2 ．下水処理施設のエネルギー消費原単位の現
状

（1）下水道統計データによる傾向分析結果1）

　下水処理施設において、今後のエネルギー管理と省
エネ・CO2削減策の検討基礎資料とすることを目的と
して、下水処理水 1 ㎥あたりの電力・燃料使用原単位
の傾向を分析した。分析対象は関西地区の主要な 9 自
治体55施設で、日本下水道協会統計データに基づいて、
水処理プロセスと汚泥処理プロセスに分けて傾向を分
析した結果、年間下水処理水量や高度処理方式と高度
処理割合、汚泥処理における消化・焼却・溶融の有無
により原単位は影響を受けることがわかった。電力使
用原単位は平均で0.414kWh/㎥、水処理のみの施設で
は0.332kWh/㎥、汚泥処理がある施設では0.433 kWh/
㎥となった。燃料使用原単位は平均0.671MJ/㎥で、
消化ガスを除くと0.376MJ/㎥である。また、汚泥の
消化ガスを利用している施設で0.939MJ/㎥となり、
これらの施設から消化ガスを除くと0.275MJ/㎥で、
消化ガスで約71％を賄っている。電力（二次エネルギー
換算）と燃料を合わせたエネルギー消費原単位は平均
で2.161MJ/㎥で、消化ガスを除くと1.866MJ/㎥であ
る。また、汚泥の消化ガスを利用している施設で

キーワード： 下水バイオマス、プロセスユニット、エネルギー消費原単位、電力使用原単位、燃料使用原単位、エ
ネルギー高度活用、省エネルギー、CO2削減

関西地区下水バイオマス等
エネルギー有効利用研究の報告
その ４ ：下水バイオマスエネルギー高度活用 
システム研究の成果報告（平成18年度～19年度実施）

（財）大阪科学技術センター　脇　坂　啓　司
京都大学名誉教授　宗　宮　　　功
日本環境技研（株）　須　田　礼　二
大阪ガス（株）　前　田　　　洋
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2.437MJ/㎥であり、これらの施設から消化ガスを除
くと1.774MJ/㎥で、消化ガスで約27％を賄っている。
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図 2 . 3 �　汚泥処理方式の違いによるエネルギー消費原
単位の比較

（2�）プロセスユニット別エネルギー消費原単位の実態
分析結果2）

　関西地区の代表的な 6 自治体18施設を対象に、下水
処理施設におけるプロセスユニット別電力・燃料消費
量の実態調査を実施し、エネルギー消費原単位の分析
を行った。プロセスユニットの分類は、単独処理を行っ
ている 6 施設では水処理 8 区分、汚泥処理 8 区分とし、
集約処理を行っている12施設では水処理 3 区分、汚泥
処理 3 区分とした。単独処理 6 施設の電力消費原単位
の調査結果によると、水処理プロセスで0.230～
0.492kWh/㎥となり、この中で「送風機設備」の電力
使用原単位が最も大きく、「水ポンプ設備」、「反応タ
ンク（送風機を除く）」と合わせた上位 3 プロセスユ
ニットで約68％を占めている。汚泥処理プロセスでは

0.096～0.188kWh/㎥となり、この中で「焼却・溶融炉」
が最も大きく、「焼却炉」、「脱水設備」と合わせた上
位 3 プロセスユニットで51％～89％を占めている。単
独処理 6 施設の燃料消費原単位の調査結果によると、
0.466～1.972MJ/㎥であり、そのうち、消化ガスで58
～100％をまかなっている。電力（二次エネルギー換算）
と燃料を合わせたエネルギー消費原単位は1.307～

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

電
力
使

用
原

単
位
（

kW
h
/
㎥
）

送風機 主ポンプ設備 反応タンク 最終沈殿池

最初沈殿池 沈砂池 その他

0.443

0.350

0.230

0.390 0.379

0.492

55ヶ所平均
0.332kWh/m

3

図 2 . 4 �　水処理プロセスユニット別電力使用原単位の
比較（ ５自治体 ６施設）

0.0

0.1

0.2

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

電
力

使
用

原
単

位
（

k
W
h/
㎥

）

汚泥焼却 脱水 洗浄 消化 濃縮 汚泥炭化

0.188

0.122

0.107

0.124

0.096

0.153

42ヶ所平均
0.103kWh/m

3

図 2 . ５ �　汚泥処理プロセスユニット別電力使用原単位
の比較（ ５自治体 ６施設）

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

燃
料

使
用

原
単

位
（

MJ
/
㎥
）

汚泥焼却・溶融 汚泥焼却 焼成 汚泥炭化 消化 その他

1.972

0.466

1.481

1.051

0.514

1.902

55ヶ所平均
0.671MJ/m3

図 2 . ６ �　プロセスユニット別燃料使用原単位の比較（ ５
自治体 ６施設）



Vol. 34　No. 127　2010/3 再生と利用

（ 166 ）

4.250MJ/㎥で、消化ガスで9～49％を賄っていること
がわかった。
　なお、今回の下水処理施設を対象としたプロセスユ
ニット毎の電力・燃料使用原単位の実態調査の結果、
同一プロセスでも電力使用原単位や燃料使用原単位が
処理場間で差がみられることがあり、今後の下水処理
施設の省エネ・CO2削減策を検討していくにあたって、
これらの原因を探っていくことが課題となることが示
唆される。

3 ．下水バイオマスエネルギー高度活用システムのメ
ニュー

　下水汚泥が潜在的に持つポテンシャルのうち、エネ
ルギーとして利活用ができる高度活用システムについ

て、導入実績事例や最近の実証実験・実用化研究など
の成果を踏まえて分類・整理した結果を表 3 . 1 に示
す。

4 ．汚泥炭化・消化ガス混焼発電システムの導
入効果

　本システムの導入効果は、計画条件の異なる 2 ヶ所
の下水処理場をモデルとして検討を行った。システム
の検討手順としては「汚泥炭化システム」と「消化ガ
ス混焼発電システム」の各単独システムを検討し、最
適発電機容量を求めた上で、両システムを連携させた
複合システムとしての導入効果を検討した。

区　分 システム名称 特　徴 事　例

1 ）発電排熱利用 ① 下水汚泥消化ガス専焼
発電排熱利用システム

○下水汚泥から消化ガスを発生させて
コージェネによる発電を行い、消化槽
の加温用や汚泥の乾燥用に利用。

◦大阪府原田処理場
◦大阪市海老江処理場
◦大阪市津守処理場
◦大阪市中浜処理場

② 下水汚泥消化ガス混焼
発電排熱利用システム

○下水汚泥からの消化ガスと都市ガスを
混焼させてコージェネによる発電を行
い、消化槽の加温用や汚泥の乾燥用に
利用。

◦京都府洛南浄化センター（乾燥利用）

2 ）固形化燃料利用 ① 下水汚泥高温炭化利用
システム

○下水汚泥を600～800℃の高温で炭化
し、脱水助剤などに利用。

◦滋賀県湖南中部センター（脱水助剤利
用）

② 下水汚泥中温炭化利用
システム

○下水汚泥を500℃位で炭化し、火力発
電所の石炭代替燃料として利用。

◦東京都東部スラッジプラント（火力発
電所での石炭代替燃料利用）

③ 下水汚泥低温炭化利用
システム

○下水汚泥を250～350℃の低温で炭化
し、各種の燃料として利用。

◦実証段階

④ 下水汚泥乾燥造粒利用
システム

○下水汚泥を直接又は間接で乾燥造粒
し、各種の燃料として利用。

◦宮城県県南浄化センター（平成20年 2
月発注）

◦山形県新庄脱水汚泥燃料化施設（平成
20年 2 月竣工）

3 ）ガス化燃料利用 下水汚泥部分燃焼ガス化
利用システム

○下水汚泥から熱分解ガスを発生させて
都市ガスと混合し、コージェネによる
発電を行って、汚泥の乾燥用に利用。

◦埼玉県中川水循環センター（実証段階）
◦東京都清瀬水再生センター（事業者公

募中；平成19年度現在）

4  ）汚泥・生ごみ混
合処理利用

下水汚泥・生ごみバイオ
ガス利用システム

○下水汚泥と生ごみを混合処理し、メタ
ンガスを増量させて、加温乾燥用に利
用。発電にも利用可能。

◦珠洲市浄化センター（加温乾燥利用）

5 ）焼却排熱利用 ① 下水汚泥焼却炉排熱利
用システム

○汚泥焼却炉からの排ガスより熱回収
し、場外で排熱を利用。

◦神戸市東部スラッジセンター（集合住
宅給湯予熱利用）

② 下水汚泥高温燃焼排熱
利用システム

○汚泥焼却・溶融炉で発生した高温燃焼
排ガスより熱回収し、場内や場外で排
熱を利用。

③ トランスヒート排熱利
用システム

○汚泥焼却炉などからの排熱を潜熱蓄熱
材に回収蓄熱して車両で搬送し、場外
で利用。

◦実証段階（国内）

6 ）自動車動力利用 下水バイオ天然ガス化自
動車燃料利用システム

○下水汚泥からの消化ガスを精製・圧縮
し、自動車の動力源として直接利用。

◦神戸市東灘処理場（“こうべバイオガ
ス”の推進普及）

表 3 . 1 　下水バイオマスエネルギー高度活用システムのメニュー（平成19年度現在）
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（1）検討条件の比較
　ＣモデルとＤモデルの計画条件を比較した結果を表
4 . 1 に示す。
○年間処理水量はＣモデルの方がＤモデルよりも約 3
割多いが、脱水汚泥処理量は約 6 割多い。すなわち、
脱水汚泥原単位で比較すると、Ｃモデルは0.420kg-
WET/㎥でＤモデルの0.348kg-WET/㎥よりも約2割大
きい。
○ 年 間 電 力 使 用 原 単 位 を み る と、 Ｃ モ デ ル は

0.646kWh/㎥、Ｄモデルは0.331kWh/㎥であり、Ｃモ
デルはＤモデルの約 2 倍となっている。
○また、燃料使用原単位は、Ｃモデルが1.90MJ/㎥、
Ｄモデルは1.48MJ/㎥であり、ＣモデルはＤモデルの
約1.3倍となっている。
○Ｃモデルの一次エネルギー消費量がＤモデルの約
2.2倍大きい理由は、Ｃモデルの電力使用原単位と燃
料使用原単位が大きいことによる。
○なお、Ｃモデルの特色を更に細かくみると、下水処

項　目 Ｃモデル Ｄモデル

年間処理水量（千 m3/ 年） 53,991 41,127

年間脱水汚泥処理量（t-WET/ 年） 22,693 14,317

消化ガス発生原単位（m 3 N/m 3 ） 0.0456 0.0673

脱水汚泥原単位（kg-WET/m 3 ） 0.420 0.348

電力使用
原単位

（kWh/m 3 ）

下水処理プロセス 0.4920 0.2260

濃縮・消化・脱水プロセス 0.0684 0.0610

焼却プロセス 0.0731 0.0440

計 0.6455 0.3309

燃料使用
原単位

（MJ/m 3 ）

消化槽加温 0.297 0.484

汚泥焼却 1.481 0.997

焼成炉 0.124 －

計 1.902 1.481

一次エネルギー消費量（GJ/ 年） 444,812 201,705

表 4 . 1 　計画条件の比較

システム 項目 Ｃモデル Ｄモデル

汚泥炭化・消化ガス
混焼発電システム

一次エネルギー削減量（GJ/ 年） 127,796 63,482

一次エネルギー削減率（％） 28.7 31.5

CO2排出削減量（t-CO2/ 年） 15,830 8,487

CO2排出削減率（％） 55.2 72.2

従来方式 一次エネルギー消費量（GJ/ 年） 444,812 201,705

CO2排出量（t-CO2/ 年） 28,659 11,750

年間下水処理量（千 m 3 / 年） 53,991 41,127

従来方式 一次エネルギー消費原単位
（MJ/ m 3 ）

8.24 4.90

汚泥炭化・消化ガス
混焼発電システム

一次エネルギー消費原単位
（MJ/ m 3 ）

5.87 3.36

汚泥炭化・消化ガス
混焼発電システム

（経済性）

設備費合計（千円） 2,466,200 1,652,150

設備投資額合計（千円） 821,240 550,170

年間運転削減費合計（千円 / 年） 219,815 131,328

単純投資回収年数（年） 3.7 4.2

表 4 . 2 　省エネ・CO2排出削減効果と経済性の比較
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理プロセスの電力使用原単位と汚泥焼却の燃料使用原
単位が大きく、処理場全体のエネルギー消費量を増大
させている主な要因となっている。

（2）検討システムの概要
○ Ｃ モ デ ル は 汚 泥 炭 化 シ ス テ ム の 処 理 規 模 を
80t-WET/ 日とし、消化ガス混焼発電システムの最適
発電機容量を1,500kW（ガスエンジン発電機）として
いる。
○ Ｄ モ デ ル は 汚 泥 炭 化 シ ス テ ム の 処 理 規 模 を
50t-WET/ 日とし、消化ガス混焼発電システムの最適
発電機容量を1,100kW（ガスエンジン発電機）として
いる。

（3）省エネ・CO2排出削減効果の比較
○一次エネルギー削減率は、Ｃモデルの28.7％に対し
て、Ｄモデルは31.5％となっているが、一次エネルギー
削減量をみると、Ｃモデルの約128,000GJ/ 年に対して、
Ｄモデルは約63,000GJ/ 年で、Ｃモデルの約 1 / 2 で
ある。
○Ｃモデルの一次エネルギー削減率がＤモデルよりも
小さいのは、従来方式の一次エネルギー消費量がＤモ
デルよりも約2.2倍大きいことによる。
○ CO2排出削減効果についても一次エネルギー削減効
果と同様のことがいえ、Ｃモデルの55.2％に対して、
Ｄモデルは72.2％であるが、 CO2排出削減量はＣモデ
ルの方がＤモデルよりも約 2 倍大きい。

（4）経済性の比較
○汚泥炭化システムと消化ガス混焼発電システムの複
合システムでは、Ｃモデルの方が単純投資回収年数が
3.7年であり、Ｄモデルの4.2年よりも良い結果となっ

ている。
○これは、Ｃモデルの方が汚泥炭化炉の規模と発電設
備容量がＤモデルよりも大きく、スケールメリットの
効果が出ているものと考えられる。
○また、一次エネルギー消費量の削減効果の大きいこ
とも、Ｃモデルの経済性が良いことに寄与しているも
のと考えられる。

５ ．汚泥・生ごみ消化ガス混焼発電システムの
導入効果

　下水汚泥に生ごみを加えて消化ガス発生量の増強を
図った汚泥・生ごみ消化ガス混焼発電システムについ
て、下水汚泥単独の場合（ケース 1 ）と生ごみ混合消
化で可溶化なしの場合（ケース 2 ）並びに生ごみ混合
消化で可溶化ありの場合（ケース 3 ）の検討結果を以
下にまとめる。

（1）計画条件
○モデル施設の能力は220千㎥ / 日とし、年間下水処
理量を76,743千㎥ / 日と設定した。消化槽投入汚泥量
は472㎥ / 日、単独での消化ガス利用可能量を3,556千
㎥ / 年とした。
○下水汚泥と混合処理を行う生ごみは「事業系一廃」
の生ごみを想定し、投入生ごみ有効量はモデル施設の
消化槽投入汚泥量の約 4 ％に相当する20t/ 日とする。
これは、固形有機物量で比べると下水汚泥は24t/ 日、
生ごみは4.6t/ 日となり、生ごみは下水汚泥の約19％
に相当する割合となる。
○生ごみ消化ガス発生量原単位を0.520m 3 N/kg-VS

（可溶化なし）、0.661m3N/kg-VS（可溶化あり）と設
定すると、消化ガス利用可能量は可溶化なしの場合、
約26％増、可溶化ありの場合、約33％増となる。

（2）設備概要と運転状況
○消化ガス発電システムは、下水汚泥の消化ガスだけ
で発電と加温熱供給する「熱優先専焼発電」として計
画すると、発電機容量はケース 1 で1,300kW、ケース
2 で1,600kW、ケース 3 で1,700kW となる。
○年間発電量は下水汚泥単独の場合と比べて、可溶化
なしの混合消化で約27％増、可溶化ありの混合消化で
約34％増となる。

（3）導入効果
○従来方式との比較により、一次エネルギー削減量と
削減率は、ケース 1 で69,520GJ/ 年（26. 7 ％）、ケー
ス 2 で61,057GJ/ 年（23.4％）、ケース 3 で59,573GJ/
年（22.8％）となり、下水汚泥単独の場合が若干大き
くなる結果となった。

Ｄモデル

Ｃモデル

Ｄモデル

Ｃモデル

Ｄモデル

Ｃモデル

Ｄモデル

Ｃモデル

Ｄモデル

Ｃモデル

一次ｴﾈﾙｷﾞｰ削減率： 28.7％ 

31.5％ 

CO2排出削減率： 55.2％ 

72.2％

単純投資回収年数： 3.7 年 

4.2 年 

一次ｴﾈﾙｷﾞｰ消費原単位：

（システム導入前） 

一次ｴﾈﾙｷﾞｰ消費原単位：

（システム導入後） 

8.24MJ/m3

4.90MJ/m3

5.87MJ/m3

3.36MJ/m3

図 4 . 1 　ＣモデルとＤモデルの導入効果の比較
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○一方、 CO2排出削減量と削減率は、ケース 1 で
3 ,953t-CO2/ 年（40.4％）、ケース 2 で 4 ,794t-CO2/ 年

（49.0％）、ケース 3 で5,069t-CO2/ 年（51.9％）となり、
可溶化ありの混合消化の場合が最も大きくなる結果と
なった。
○また、経済性では、補助ありの場合、単純投資回収
年数でみると、ケース 1 が14.9年、ケース 2 が10.2年、
ケース 3 が9.0年となり、可溶化ありの混合消化の場
合が最も良い結果となった。
○従って、総合的な評価としては、 CO2排出削減効果
と経済効果の最も大きい可溶化ありの混合消化発電シ
ステムが最も良いシステムと考えられる。

５ ．おわりに

　本報告は、平成18、19年度で（財）大阪科学技術セ
ンター内に設置された「下水バイオマスエネルギー高
度活用システムに関する研究会（委員長 宗宮功 京都
大学名誉教授）」にて得られた研究成果 3 ） 4 ）をまとめ
たもので、研究会に参画された関西地区の府県市 9 自
治体の関係者並びに民間有識者の方々より多大なるご
協力をいただいたことに感謝いたします。なお、この
研究成果については、平成20年10月31日に一般の方々
を対象に実施したセミナー 5 ）でも報告しています。
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項　目 ケース 1（下水汚泥単独） ケース 2 （生ごみ混合消
化：可溶化なし）

ケース 3 （生ごみ混合消
化：可溶化あり）

計
画
条
件

モデル施設能力 千 m 3 / 日 220 220 220

年間下水処理量 千 m 3 / 年 76,743 76,743 76,743

消化槽投入汚泥量 m 3 / 日 472 472 472

投入生ごみ有効量 t/ 日 0 20 20

消化ガス利用可能量 千 m 3 N/ 年 3,556（100） 4,486（126） 4,738（133）

年間電力使用量 MWh/ 年 18,037 18,555 18,586

加温用熱需要量 MWht/ 年 8,154 8,497 9,031

設
備
概
要
・
運
転
状
況

発電機容量 kW 1,300 1,600 1,700

年間発電量 MWh/ 年 7,546
（100）

9,579
（127）

10,106
（134）

排熱有効回収量 MWht/ 年 8,053 8,497 9,031

商用買電量 MWh/ 年 10,491 8,976 8,480

消化ガス使用量 千 m 3 N/ 年 3,490 4,410 4,658

表 ５ . 1 　汚泥・生ごみ消化ガス混焼発電システムの計画条件と設備概要

図 ５ . 1 �　汚泥・生ごみ消化ガス混焼発電システムの導
入効果比較
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ケース１：下水汚泥単独 

ケース２：可溶化なし混合消化

ケース３：可溶化あり混合消化
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年10月31日のセミナー配布資料）

追記）
　2009年 6 月より連載を開始した「関西地区下水バイ
オマス等エネルギー有効利用研究の報告」は、今回の

「その 4 」の報告で終了します。
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１ ．はじめに

　世界の人口増加にともなう食糧増産、新興諸国の生
活水準向上で肥料の需要は世界的に拡大基調にある。
肥料の重要元素であるリンの供給源は燐鉱石であり、
肥料の需要を受けて世界の生産量は増大傾向を示して
いる 1 ）（図 １）。一方燐鉱石の産出国は限定されており、
図 ２のように上位三ヶ国（中国、アメリカ、モロッコ）
で世界の70％を占め 2 ）、寡占化による価格支配と需要
増加による資源争奪で価格上昇は構造的な問題であ

る。斯様な状況に加え、二年前、バイオエタノール増
産、あいつぐ気象災害による穀物の大幅な減産などか
ら、穀物価格が急騰し 3 ）（図 ３）、追随して肥料用の
燐安価格が高騰した（図 ４）。燐鉱石価格も後追いで
燐安価格の二倍の値上げを強いられたうえに燐鉱石の
輸入国であるわが国では輸入燐安同様に入手困難な状
況に陥った。その後、高騰した肥料の世界的な買い控
えとリーマンショックの煽りで、肥料用の燐安の需要
が減退し、国際市況は急落した。原料の燐鉱石価格は
高値のままで、燐安価格との不均衡に直面している。

キーワード：焼却灰、燐鉱石、リン回収、リン資源

肥料用燐酸製造原料としての
下水回収リンへの期待と要望

日本燐酸株式会社技術室長

用　山　徳　美
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世界のアナリストによれば肥料の需要は2010年以降回
復し、増大基調に転じるとの見方が強く 4 ）、今後も肥
料、燐鉱石の価格動向について予断を許さない。
　これまで日本農業の成長を支えてきた肥料は、食糧
危機に備えた農業の基盤強化が不可欠であり、今後、
国内においても重要な生産資材であることに変わりな
い。ところが燐鉱石を産出していないわが国はリン資
源をすべて海外からの輸入に依存している。世界市場
での燐鉱石の確保は資源争奪の様相を呈し、なおかつ
前述のような未曾有の国際価格の乱高下に遭遇し、国
際市況に左右されない安定したリン資源として国内の
未利用のリン資源の活用が急務と考える。
　燐鉱石を原料に肥料用の燐酸液を製造しているメー
カーの立場から、国内の肥料用のリン資源の重要性を
再確認し、リン資源確保のために当社におけるこれま
での燐鉱石ソースの多元化によるリン資源確保の取り
組みと今後の未利用リン資源として下水処理場のリン
資源への期待と利用していくための要望について紹介

する。
　但し、当社においてはまだ下水処理場の焼却灰やリ
ン回収物の利用実績がない。最近、下水汚泥の焼却灰
その他リン回収物の品質評価を始めたところで、評価
については今後の評価試験結果を待たなければならな
い。本稿においては、それらの成分から得られた情報
を基に、これまで燐鉱石を使用してきた経験からリン
回収物を使用するための課題を考察する。

２ ．国内の肥料用のリン資源の重要性とリン資
源確保のための課題

２．１．わが国の燐鉱石の需要
　燐鉱石はリンを含有する鉱石で、その成因から堆積
源、火成源、グアノ質燐鉱石に大別される。主成分は
リン酸カルシウムでなく不純物の混じったフッ素アパ
タイト（Ca5F（PO4）3）である。輸入されている燐鉱
石は一般に粒径0.2～2.0mm、水分 1 ～ 3 %の砂状で代
表的な燐鉱石の成分を表 １に示す。

表 １　代表的燐鉱石の化学成分

成因 堆積源 火成源

産地 フロリダ モロッコ 中国 南アフリカ

P2O5 33% 33% 35% 40%

SiO2 7% 4% 6% 1%

Fe2O3 1.2% 0.2% 0.8% 0.2%

Al2O3 1.1% 0.5% 0.5% 0.1%

MgO 0.4% 0.4% 0.9% 0.7%

Org-C 0.2% 0.0% 0.0% 0.0%

　燐鉱石はそのままでは植物に吸収されにくいので、
硫酸分解、加熱して植物に吸収されやすい化合物、結
晶構造に変え、若しくは燐酸を造り燐酸塩に加工して
肥料に利用する。肥料製造における燐鉱石の用途、流
れを図 5に示す。なお、燐酸液とアンモニアを反応さ
せて製造される燐安（燐酸アンモニウム）は一般に粒
状で成分も高く流通の利便性が良く、水にも溶けやす
いので肥料としての適用範囲が広く、国際市場で広く
流通し、わが国にも輸入されている。
　わが国は火山性土壌の特性と急峻な地形のためリン
酸質肥料を多く使用してきた。最近は減肥（適正施肥、
施肥技術向上）の努力、耕作面積の減少で図 6のよう
にリン酸質肥料の需要は減少している 5 ）。燐鉱石の輸
入量も減少してきたが、ここ10年間は下げ止まりであ
る。平成20年の燐鉱石輸入量（工業用途も含む）は貿
易統計から約26万ｔ－ P2O5/ 年と推定される。一方肥
料用の燐安の輸入量は約23万 t-P2O5/ 年であった。燐
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鉱石や燐酸液を原料としたリン酸質肥料、燐安でなく
燐酸液を使用しないと製造できない化成肥料はわが国
では根強い需要があり、燐酸メーカーとしてこのニー
ズに応えていかなければならない。

２ ．２ ．燐鉱石ソースの多元化による燐鉱石確保の取
り組み経緯

　日本燐酸㈱は1967年に国内の肥料センターとして設
立された。原料の燐鉱石の確保は創業以来の経営課題
であった。海外依存の燐鉱石を安定確保するための方
策として、当社は燐鉱石ソースの多元化を図ってきた。
その理由はいくつかあるが、第一に一産出国への輸入
依存のリスクを避けることである。次に燐鉱石がソー
スによって品質、性質が異なり、複数の燐鉱石を組み
合わせることで燐酸製造工程とその製品である燐酸、
同時に生産される石膏の品質を安定化させることであ
る。
　生産する燐酸、石膏の環境への負荷を軽減するため、
燐鉱石の放射能、重金属については厳しい基準で管理
している。放射能、重金属は燐鉱石のソースによって
異なり、組み合わせによりこの基準を満足させている。
　又、燐酸工場で製造される石膏の形状も、特に結晶

形は図 7のように燐鉱石によって違う。重金属等と同
様に複数の燐鉱石を組み合わせ使用することで石膏の
結晶形の変動を抑えるようにしている 6 ）。
　当社で使用してきた燐鉱石の変遷を図 8に示す。社
会のニーズ、燐鉱石市場の変化に、燐鉱石の多元化、
多様化を進めながら対応してきた。
　1980年代後半に燐酸石膏中のラジウムが世界的に問
題視され、当社においても1990年から放射能の少ない
中国の燐鉱石の使用を開始した。その後、資源ナショ
ナリズムの予兆とも言えるが、1996年のフロリダ燐鉱
石の市場からの撤退で米国から燐鉱石を購入できなく
なり、急遽モロッコ鉱への転換を余儀なくされた。そ
れまで、フロリダ燐鉱石の会社とは親密な関係を保ち、
燐鉱石の安定的な購入を享受していたが、このような
事態の急変を経験し、燐鉱石のソースの多元化を図る
ようになった。又、2004年頃から中国も国内の食糧増
産、肥料需要のため燐鉱石の輸出を制限するようにな
り、当社ではヨルダン鉱の増量で対応した。燐鉱石ソー
スの多元化は燐鉱石確保に一応の成果をあげた。その
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図 7 　各種燐鉱石の二水石膏の顕微鏡写真
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中国鉱はさらに2008年 4 月には燐鉱石の輸出に100％
の特別輸出関税が課し、その後緩和されたものの、
2010年 1 月現在依然35%の関税が課されている。日本
では中国燐鉱石をメインソースとして使用しているが
今後もその動向から目が離せない。
　このように燐鉱石産出国の寡占化で、既存のソース
も供給不安を払拭できず、新規の燐鉱石ソースへの拡
大を図り、品質、規模の面で商業的に開発されていな
いかった鉱山についても検討を開始した。そして、
2007年には世界の燐酸工場では使用実績のなかったベ
トナム燐鉱石を購入し、使用技術の確立に取り組んで
いる。

２ ．３ ．国内の未利用リン資源への期待
　これまでの燐鉱石の供給不安は、前述のように1996
年の米国の燐鉱石輸出停止、2004年中国の輸出制限と
特定の国の施策が原因であった。しかしこの一年間の
図 ３に示すような未曾有の国際市況の変動下では燐鉱
石市場が世界的規模で連動するので燐鉱石ソースの多

元化によるリスク分散のみでは対応が難しくなる。国
内の未利用のリン資源を活用して、海外資源への全面
依存から脱却していかなければならない。
　特に下水処理場のリン資源は数量がまとまって安定
していること、そして回収技術も実用化に近く、燐鉱
石の代替資源として期待している。
　下水処理場のリン資源の潜在資源量は処理水、脱水
汚泥、汚泥焼却灰の合計で図 9のように13万 t-P2O5/
年とされている 7 ）。これは国内の肥料用の燐酸工業が
使用している輸入の燐鉱石（平成18肥料年度13万
t-P2O5/ 年）に匹敵する。下水処理周りのフローにお
いて燐鉱石原料としての候補と期待される回収ポイン
トは①下水汚泥焼却灰、②焼却灰からのリン回収物、
③処理水、④返流水からのリン回収物が考えられる 8 ）。
　これら回収ポイントからのリン回収物について、そ
の成分から燐鉱石の使用の経験と要求品質の基準に基
づきリン酸製造原料としての利用の可能性を考察した
後、リン回収物の利用の実現に向けての技術課題を提
言するので今後のリン回収技術開発の指標にして欲し
い。

３ ．下水回収リンを利用していくための課題

３．１．燐酸製造工場の燐鉱石の要求品質
　燐鉱石から燐酸液を製造する工程図を図１0に示す。
燐鉱石と硫酸との反応で石膏が晶析し、燐酸液が溶出
する。濾過工程で石膏を分離し、濾過された燐酸液を
肥料工場に供給する。石膏は石膏ボード工場で使用さ
れる。肥料用の燐酸液の品質だけでなく、燐鉱石の約
1 . 5 倍生成する石膏が石膏ボード工場で使用できる

流入水
水処理 処理水 37

返流水 脱水汚泥 28
汚泥処理

焼却灰 67

合計 132

潜在リン資源量

千T-P2O5／年

④

①、②

③

図 9　下水処理場のリン回収ポイント
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図１0　燐酸製造工程図と工程別の燐鉱石への要求品質
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品質でないとわが国では燐酸工場を存続できない。こ
の石膏の品質は燐鉱石の産地、銘柄、成分によって変
わるので、燐鉱石の品質を慎重に吟味して購入してい
る。その他、図10に各工程の燐鉱石への要求品質を併
記する。

３ ．２ ．下水処理場のリン回収物の品質と燐酸製造工
程への影響について考察
＜下水汚泥焼却灰の品質＞
　下水汚泥の焼却灰の成分を表 ２に示す 9 ）。表 1 の燐
鉱石に較べ、リン含有率が低く、金属塩が多い。その
他当社で使用している燐鉱石に比べ重金属が多く、焼
却灰単独では燐酸製造の原料には出来ない。燐鉱石と
の混合使用で図１0の要求品質を満足させながらでどれ
くらいの比率まで使用できるかということになる。焼
却灰の場合には重金属、特に鉛とシリカ・アルミニウ
ムが品質の制約条件でこれらの燐酸工場とりわけ石膏
品質への影響を次に説明する。

表 ２　下水汚泥焼却灰分析例
全国26種類の平均値

項目 平均値
wt% 項目 平均値

mg/Kg

P2O5 20 As 19

SiO2 31 Cd 5

Fe2O3 7 T-Hg 0.3

Al2O3 16 Pb 113

MgO 3 Se 6
出典：「汚泥の処理とリサイクル技術」㈱エヌ ･ テイー・エス出版

＜鉛の燐酸製造工程への影響＞
　燐鉱石の鉛は燐酸製造工程で難溶性を示し石膏に移
行する。従って土壌汚染防止を考慮して石膏の溶出液
の鉛について自主管理している。図１１のように石膏の
溶出液の Pb 濃度は石膏の Pb 含有濃度に依存する。
鉛は燐酸製造工程で除去することができないので、前

述の通り原料である燐鉱石の Pb 含有濃度を厳しく制
限し、石膏の要求品質を満足させている。
　燐鉱石の経験から焼却灰の Pb 濃度と使用可能量を
類推すると、図12のようになる。従って平均的な焼却
灰を Pb100mg/Kg とすれば、使用可能量は 1 %以下
に制限される。
＜シリカ・アルミニウムの燐酸製造工程への影響＞
　下水処理場の焼却灰は概してシリカとアルミニウム
を多く含むが、シリカとアルミニウムは燐酸製造工程
の石膏晶析の重要な影響因子である。
　燐鉱石中のシリカとアルミニムと石膏晶癖は図１３の
概念的な関係がある。アルミニウムが多いと凝集晶と
なり、石膏ボード工場では反応が遅くなり生産能力が
低下する。又シリカが多いと針状晶となり、付着水分
が増え、石膏を混練するための水を多用しなければな
らず、石膏ボード工場のエネルギーコストが悪化する。
中庸の板状晶を石膏のユーザーから要求されている。
燐鉱石の場合このようにシリカとアルミニウムのバラ

溶
出
液

Ｐ
ｂ
濃
度

Ｐｂ含有濃度

図１１　石膏の Pb含有濃度と溶出液濃度の関係

0%

1%

2%

3%

4%

5%

6%

7%

8%

9%

10%

0 25 50 75 100 125

焼
却
灰

使
用
可
能
比
率

推
定
値

（
％
）

焼却灰 想定Pb濃度 (mg/Kg)

図１２　焼却灰 Pb濃度と使用可能比率の推定

針状晶ゾーン

シ
リ
カ
濃
度 板状晶（最適ゾーン）

凝集晶ゾーン

アルミニウム濃度

図１３�　燐鉱石中のシリカ、アルミニウム濃度と副生石
膏の晶癖の関係図



Vol. 34　No. 127　2010/3 再生と利用

（ 176 ）

ンスが大事だが、現状は概ねシリカとアルミニウムの
少ない鉱石を選択的に購入するようにしている。
　焼却灰の場合、シリカ、アルミニウムともに燐鉱石
よりも多い。これがどのように石膏の結晶形に作用す
るのであろうか。焼却灰を燐鉱石と混合して実験室規
模の簡易的な燐酸製造の反応実験を行ってみた。焼却
灰を 5 %混合すると石膏は針状晶となってしまう（図
１４）。焼却灰ではアルミニウムよりもシリカの方が結
晶形に影響するようだ。2.5%混合であれば結晶形にほ
とんど影響しない。
＜下水処理場のリン回収物の成分と使用可能性につい
て考察＞

　焼却灰の場合、鉛、シリカ、アルミニウムが燐鉱石
に較べ多い。この中で鉛が第一の制約条件となる。焼
却灰の鉛は下水処理場によって変動があり、又季節、
天候等による変動の可能性もある。もし、 Pb50mg/
Kg 以下の焼却灰を選別して収集することができれば、
図12の関係から 1 ～ 3 %使用の可能性が出てくる。
　次に、焼却灰からアルカリ溶出法で回収したリン回
収物の場合、鉛、シリカは除かれ燐鉱石並みとなって

いる。分析値はサンプルを提供した技術開発者との守
秘義務で開示できないが、アルカリ溶出法のリン回収
物の鉛、シリカ、アルミニウムの成分について燐鉱石
との比較を表 ３に示す。焼却灰の鉛の制約は排除され
る。一方、アルミニウムは回収工程でリンと一緒にリ
ン回収物に移行するのでアルミニウムの多いリン回収
物となる。石膏の結晶形は図13の関係からこのリン回
収物を 5 %混合すると凝集晶になると予測される。こ
のように焼却灰アルカリ溶出法のリン回収物ではアル
ミニウムが制約条件となり、使用可能量は 2 ～ 3 %と
推定される。
　処理水、返流水から回収したリン回収物はヒドロキ
シアパタイト（HAP）が一般的で純度が高く鉛、シ
リカ、アルミニウムとも燐鉱石並み若しくはそれ以下
である。従って、鉛、シリカ、アルミニウムの制約条
件が排除され、使用可能量は10%以上が期待される。
　以上、下水処理のリン回収物について回収ポイント
別に燐酸製造の原料としての特性、成分からの推定さ
れる使用可能量を示したが、未だ憶測の域であり、今
後の評価試験にて確認していく。

３ ．３ ．燐酸工場で下水処理場のリン回収物を利用す
るための技術課題

　下水汚泥焼却灰及び焼却灰からのリン回収物は、両
方で燐鉱石に対して 5 ～ 6 %、即ち燐鉱石15～20万 t
／年間取り扱っている当社では約 1 万 t 利用のポテン
シャルを持っている。鉛の少ない焼却灰はそのまま使
用し、鉛の多い焼却灰はアルカリ法等で処理して再利
用を図る。又、処理水、返流水からのリン回収物では
10%以上、約 2 万 t 以上の利用も可能と期待する。そ
の実現性のキーワードは焼却灰に関して鉛の少ない焼
却灰を安定的に確保できるか、焼却灰、処理水、返流
水からのリン回収物では燐鉱石と遜色のないコストで
回収できるかである。
　品質と経済性の両立でこのリン回収事業が継続でき
る。燐酸工場でリン回収物を利用する立場からリン回
収技術及び下水処理技術に対して特に「リン回収コス
トの削減」、「下水汚泥焼却灰及びリン回収物の品質改
善（鉛、シリカ、アルミニウムの低減）」を要望する。
利用側としても、適合性、安全性、経済性を確認し、
実現可能なところから早急に使用し、実際の運転の中
でノウハウを蓄積し、品質基準等のガイドラインを明
確にして使用技術を確立する。さらに技術改善（鉛、
シリカ、アルミニムへの適応）を加え、使用量を増や
していきたい。

表 ３　下水処理場のリン回収物の成分と使用可能量

リン回収物
種類

成分（燐鉱石との比較） 混合可能
比率※SiO2 Al2O3 Pb

焼却灰 多い 多い 多い
Pb50mg/Kg
以下ならば

1 ～ 3 %

焼却灰アル
カリ溶出法 同等 多い 同等 2 ～ 3 %

処理水、返
流水回収

HAP
少ない 同等 少ない 10%以上

※　燐鉱石との混合可能な比率を成分から類推

ブランク　（燐鉱石のみ）

焼却灰2.5%混合時 焼却灰5%混合時

図１４　焼却灰混合使用時の二水石膏の顕微鏡写真
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４ ．おわりに

　貴重なリン資源を利用されない状態で放置しておく
ことはリン資源確保が危惧されている中で許されるこ
とではない。未利用リン資源利用の重要性は認識され
ているものの現在流通品への参入は多々障害があり全
面的な置き換えは一朝一夕にならない。利用できるも
のから、利用できるところへ、リン資源リサイクルを
スタートさせることが重要である。但し、リサクル社
会の大義を掲げ早計な実施で品質、法的義務を犠牲に
してはならない。事前評価と社会の理解を得ながら実
用化をすすめる必要がある。
　燐酸工場への下水回収リンの利用に焦点をあてて論
じたが、燐酸工場以外に肥料分野では肥料としての製
品化、肥料原料への利用、又工業分野の燐化合物への
利用も視野にいれ、リン回収、加工、製品化の総コス
トと最終製品の付加価値について総合的に評価し、わ
が国の貴重なリン資源の有効利用を図るべきであろう。
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　イギリスに旅した人は、誰しもは田園風景の美し
さに驚く。1９世紀前半のイギリスを代表する画家
ジョン・コンスタブルの描いた風景は、200年経て
もほとんど変わらず存在している。
　わが国に例えれば、葛飾北斎の「富岳三十六景」
や歌川広重の「東海道五十三次」が描いた風景は現
存するようなものである。もし、現存するなら、場
違いなコンクリート造りのみやげ物店街ができ、街
中に響く大音響の音楽が流れるなか、駐車場から多
くの観光客が騒々しく整備されつくした観光ルート
を徘徊するだろう…。
　しかしここでは、静かにゆっくりと変わることな
く、時は流れているだけ。付近の住民と思われる数
多くの人達の暢気な散歩姿が印象的である。
　日本の農村では、近代化農業（？）のため、畦や
水路をコンクリート化し、柵などは鉄条網などで囲
むのが多いが、イギリスでは、昔ながらの土手であ
り、柵はブッシュなどの木々で囲んでいる。
　土手には、絶滅危機に瀕している花々を植え、柵
内には、多種の鳥が巣作りをしている。里山や森も
隅々まで人の手が入り、荒れたところはない。
　イギリスの農家一軒当りの農地は平均約500ha と
日本の数百倍に当たるが、限られた労働時間で前近
代的（？）な自然環境や施設を維持できるかと質問
すると、その維持には政府などから多額の補助金が
下りており、それが農家の全収入の ８ 割以上にもな
るとのことであった。
　かつて欧州でも、自然は人間のためにあるという
考え方が幅を利かせ、国土の大半を占める森林を切
り開いた農業によって自然が破壊された歴史があ
る。その反省が生かされ、手入れ（農作業）を評価
する政策と国民の支持が、国土の隅々まで染み渡っ
ているのである。
　それまで筆者は、原生林のように手付かずの自然
を守ることが自然保護だと考えていた。例えば、
アメリカのある国立公園では、山火事があっても、
消さないで燃えるに任せるらしい。というのは、原
生自然では、数百年に一度は雷などによって山火事
は起きるのが自然現象だからである。
　しかし、その公園内もかつては先住民族が暮らし
ていた土地であるという。厳密に考えていくと「原
生自然」とは概念的には存在するが、地球上ではほ
とんど実在しないということである。

　明治10年代までは、日本人にとっては自然環境を
指す「自然」という日本語は定着していなかった。
江戸時代までの「自然」の意味は「自ずからなる」
つまり「自然にそうなる」という意味の形容詞だっ
たが、英語 Nature の翻訳語として、明治時代後半
に定着した。自然は本来人為が加わらないところと
いう新しい解釈（誤訳）に生まれてしまったという
ことである。
　キリスト教の教えでは、自然は神が人間のために
くれたものであって、最初から、人間は自然の外側に
いるのである。だから、対象として自然が見えるの
である。したがって、自然という言葉が必要となる。
　ところが、江戸時代までの日本人は、（仏教や古
来からの神道の考え方から）自然の外に立つことは
なかった。なぜなら人間も生き物の一員であり、自
然の一部であったからである。したがって原生自然
であろうと、農地や植林した山のような「二次的自
然」であろうと、区別することはなかった。しかし、
前述のように、自然とは「原生自然」を指し、それ
が理想の自然となると、「二次自然」はそれより劣っ
たものになる。
  確かに田畑の自然は、原生自然ではない。だから、
自然と人間の関係の効率化と経済価値化を目的とす
る近代化（近代化技術）によって、自然が壊れても、
そもそも農地は原生自然の範疇に入らないから、自
然を破壊しているという自覚は為政者などには希薄
であった。特に、農業関係者は近代化された農業は

「自然」を破壊していることに無自覚であり続ける
のかもしれない。
　一方、イギリスでいう自然とは、その大半を占め
る身近な畑や果樹園、草地が大切な自然の一部と認
識されていた。
　農業は、やり方次第で自然は壊れもするし、輝き
もする。草を刈りすぎるのも良くないし、刈らない
のもだめだというように。問題はその行為を自然を
守る技だと意識しているか否か。イギリスではそれ
が政策によって意識されているから、自然環境に配
慮した農法への転換が進んでいるのである。
　一方、日本では、自然（風景）が農業によって支
えられていることは認識されていないし、政府も国
民の価値観を転換しようとしない。食料は輸入でき
ても環境は輸入できないというのに……。
 【玉葱子】
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　下水汚泥資源利用協議会誌「再生と利用」（社団法人　日本下水道協会　発行）は協議会会員並びに関連団体に
向けて、下水汚泥の有効利用に関する技術や事例等幅広い情報を発信し、一層の利用促進に寄与することを目的に
発行しています。
　近年、民間企業による調査研究等が積極的に行われ、先進的かつ有用な成果が多数見受けられます。そこで、そ
れらの情報を掲載するため、投稿要領を次のとおり決めましたので、積極的な投稿をお待ちします。
投稿要領

（資格）
1 ．本誌への投稿は、原則として下水汚泥の有効利用に携わる民間企業のうち社団法人　日本下水道協会の会員に

限ります。ただし、共同執筆（ 4 企業以内）の場合は、同上会員以外の団体を含むことができますが、主たる執
筆者は会員団体でなければなりません。

（原稿掲載の取扱い）
2 ．原稿掲載の適否は、「再生と利用」編集委員会が決定します。

（掲載可否の判断基準）
3 ．原稿適否の主な判断基準は、次の 3 ．1 、 3 ．2 、 3 ．3 、 3 ．4 によります。

3．1　単に汚泥処理に関する投稿文ではなく、下水汚泥の有効利用の促進に資するものであること。
3．2　特定の団体、製品、工法、新技術等を宣伝することを目的とした投稿文（客観的、合理的な根拠を示す

ことなく、優秀性、優位性、有効性等について具体名を挙げて記述）でないこと。
ただし、次の場合は除く。
①特定の団体、製品、工法、新技術等の紹介が目的であっても、優秀性、優位性、有効性等の客観的かつ合

理的な根拠を明確にし、下水汚泥の有効利用の促進に資すると認められるもの。
②特定の団体、製品、工法、新技術等の名称を記述しているが、単に論文の主旨をわかりやすく伝えるため

に用いており、投稿文の趣旨とは直接関係のない場合。
3．3　特定の団体、製品、工法、新技術等を誹謗中傷する内容を含む投稿文でないこと。
3．4　その他編集委員会が適当と考える事項について適合していること。

（原稿の作成、部数、送付先等）
4 ．原稿の作成は、次のとおりとします。

4．1　査読用　複写原稿 2 部（図表、写真を含みます）
4．2　事務用　複写原稿 1 部（図表、写真を含みます）

５ ．原稿の送付先は、下記の担当に送付して下さい。
　（校正）
６ ．印刷時の著者校正は、 1 回とし、著者校正時の大幅な原稿の変更は認めません。
　（著作権等）
7 ．掲載した原稿の著作権は著者が保有し、編集著作権は、本会が所有します。

原稿登載区分
登載区分 原稿量（刷上り頁） 内容

研究紹介
８ 頁程度（原稿制限頁数はＡ 4 版によ
り 1 頁2,300文字（ 1 行24文字横 2 段））

独創性があり、かつ理論的または実証的
な研究の成果

６ 頁程度（原稿制限頁数は、同上） 技術導入や経営等に関する検討・実施

担当：下水汚泥資源利用協議会事務局（社団法人　日本下水道協会　技術部資源利用促進課）
　　　住所100－0004　東京都千代田区大手町 2 － ６ － 2 （日本ビル 1 階　私書箱74号）
　　　電話03－５200－0９1８（直）　ＦＡＸ03－５200－0８47

民間企業の投稿のご案内
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　日本下水道協会では、下水汚泥発生量の増加、埋立処分地の確保、循環型社会の構築等の課題に対して、地方自
治体における下水汚泥の効率的な処理、有効利用を推進する観点から、「再生と利用」を発行しており、下水汚泥
の有効利用に関する専門情報誌として、各方面から高い評価を得ています。本誌は地方公共団体を始めとする多く
の下水道関係者のみならず、緑農地関係者にも愛読されていることから、広告掲載は情報発信として非常に効果的
であると思われます。
　つきましては、本誌に広告を掲載して頂きたく、下記のとおり広告掲載の募集を行います。

記

１ 　発行誌の概要

発行誌名 再生と利用

仕様 Ａ 4 判、本文・広告オフセット印刷

総ページ数 本文　約100頁

発行形態 年 4 回発行（創刊　昭和５3年）

発行部数 1,400部

配布対象

地方自治体
関係官庁（国交省、農水省等）
研究機関
関連団体（下水道、農業等）

２ 　広告掲載料・広告寸法

掲載場所 サイズ 刷色 広告寸法 紙質 広告掲載料
（ 1 回当り）

表 3 1 頁 4 色 縦2５５×横1８0mm アート紙 1５0,000円

後付 1 頁 1 色 縦2５５×横1８0mm 本文と同様 40,000円

後付 1 / 2 頁 1 色 縦120×横1８0mm 本文と同様 2５,000円

1 ．表 3 は指定頁になります。指定頁には原則として 2 回以上の継続掲載とします。
2 ．広告掲載料は、消費税込みの金額です。

３ 　広告申込方法及び留意事項
①　広告掲載は、本誌の内容に沿った広告に限り行います。
②　広告掲載のお申込みは、掲載月の40日前（ ６ 月末発行号に掲載希望の場合は、 ５ 月20日）までに「広告掲載

申込書」に広告版下（完全版下又は流用広告版下の写し）を添付して、次の ５ に表示の申込先宛にお申込み下
さい。

③　原稿をデータで提出する場合は、データ製作環境（使用 OS、アプリケーション、フォント等）を明記のうえ、
出力見本を必ず添付してください。

④　広告原稿の新規作成又は流用広告原稿の一部修正を依頼する場合は、別紙「広告掲載申込書」レイアウト案
又は修正指示（流用広告原稿の写しに修正箇所等を明記）をそれぞれ添付して下さい。

「再生と利用」への広告掲載依頼について
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　その際、書体、文字の大きさを指定する等、原稿作成又は修正に必要な事項を明記して下さい。
⑤　広告原稿の新規作成及び流用広告原稿の一部修正費（デザイン、修正料等）は、広告掲載料とは別に実費を

ご負担いただきます。
⑥　本会発行の図書等に掲載した広告に限り、その原稿を流用して掲載することができます。その場合、別紙「広

告掲載申込書」に当該図書名、掲載年月、掲載号等を明記のうえ、原稿の写しを必ず添付して下さい。
⑦　広告掲載場所は、指定頁以外は原則として申し込み順とさせて頂きます。
⑧　広告申込掲載期間終了後は、その旨通知いたしますが、それ以降の掲載についてご連絡ない場合、または広

告申込掲載期間中でも広告掲載料の支払いが滞った場合には、掲載を中止させて頂きます。

４ 　お支払方法等
　本誌発行後、広告掲載誌をお送りするとともに、「広告掲載料」及び「広告原稿作成費（広告原稿新規作成及
び修正等の場合）」を請求させていただきますので、請求後、 1 箇月以内にお支払い願います。
　なお、送金（振込）手数料は、広告申込み会社にてご負担をお願いします。

５　申込み先及び問合わせ先
　　広告掲載のお申込み及び問合わせ先は、下記の広告業務委託先までお願い致します。
　　広告業務委託先　　㈱ＬＳプランニング（担当：「再生と利用」広告係）
　　　　　　　　　　　〒13５－004６東京都江東区牡丹 2 － 2 － 3 －10５
　　　　　　　　　　　ＴＥＬ．03－５６21－7８５0（代）ＦＡＸ．03－５６21－7８５1
　　　　　　　　　　　Mail：info@lsweb.co.jp

（参考）

「再生と利用」特集企画予定

　12８号（平成22年 ６ 月末発行）「平成22年度下水汚泥資源利用等に関する予算及び研究内容と今後の方針の解説」
　12９号（平成22年 ９ 月末発行）「下水汚泥リサイクル製品の利用促進と安全性確保の取組みについて」
　130号（平成22年12月末発行）「地球温暖化対策としての有効利用」
　131号（平成23年 3 月末発行）「第23回下水汚泥の有効利用に関するセミナー」特集
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「再生と利用」　広　告　掲　載　申　込　書

社団法人　日本下水道協会　御中

 （該当箇所にご記入及び○印を付けて下さい。）
掲 載 希 望 号 12８号 ・ 12９号 ・ 130号 ・ 131号

掲載場所・サイズ 　　　　　　　　　　　　　表 3 ・後付 1 頁・後付 1 / 2 頁

掲 載 料 金 　　　　　　　　　　　　　　　　　　円／回（消費税込み）

広 告 原 稿 完全原稿（データ、版下、フィルム）　・　新規作成依頼・流用（一部修正含む）

※広告原稿を流用（一部修正含む）できる媒体は、次の本会発行の図書等に限ります。
　　　　　　　「下水道協会誌」（　　年　　月号）
　　　　　　　「下水道協会会員名簿」（　　年度）
　　　　　　　「下水道展ガイドブック」（　　年度）
　　　　　　　「下水道研究発表会講演集」（　　回　　年度）

掲 載 料 納 入 方 法 　　　　　　　　　　　　　　該当月納入　・　一括前納

備 考

上記のとおり申し込みます。

　平成　　年　　月　　日

会 社 （ 団 体 ） 名 ㊞

住 所　〒 ㊞

担当者所属・職・氏名

　　　　　　　　　　　　　ＴＥＬ
　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ 　

［広告代理店経由の場合に記入］

広 告 代 理 店 名 ㊞

住 　 　 　 　 　 所　〒 ㊞

担当者所属・職・氏名

　　　　　　　　　　　　　ＴＥＬ
　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ ㊞



Vol. 34　No. 127　2010/3 おしらせ

（ 183 ）

第１０回下水道台帳管理システム標準化
検討委員会　　　　　　　　　　　　

日　時：平成21年12月14日（月）
議　題：① システム標準化に関するアンケート結果に

ついて
　　　　② 「下水道台帳管理システム標準仕様（案）

導入の手引き 改定 Ver. 4 」について
　　　　③今後の予定
概　要：① 平成21年10月から11月にかけて行ったアン

ケート調査について結果を報告した。
　　　　② 「下水道台帳管理システム標準仕様（案）

導入の手引き　改定 Ver. 4 」について具
体的な審議を行い、若干の修正後、最終案
として次回の委員会に諮ることとした。ま
た、発刊及び説明会等については、次年度
に行うこととした。

出席者：松延主査　外 6 名

第１2１回「再生と利用」編集委員会

日　時：平成21年12月21日（月）
議　題：①第126号の編集内容について
　　　　②第127号の編集方針（案）について
　　　　③平成22年度編集企画（案）について
概　要：① 第126号の編集内容について、報告し了承

された。
　　　　② 第127号の編集方針（案）について、検討

をおこない、特集のテーマは「第22回下水
汚泥の有効利用に関するセミナー」とし、
巻頭言は名古屋市に依頼して研究紹介では

「亜臨界水処理を用いた下水汚泥のエネル
ギー転換と減容化に関する研究」について
掲載することとした。また、「福井県にお
ける下水汚泥と街路樹剪定枝葉の有効利用
について」は、研究紹介に掲載することと
した。

　　　　③ 平成22年度編集企画（案）について意見交
換を行い、来年度の特集テーマについては、

温暖化対策としてのエネルギー利用と下水
汚泥有効利用製品の安全性について検討す
ることとした。

出席者：野池委員長　他 ９ 名

第 ６回下水汚泥エネルギー利用調査委員会

日　時：平成21年12月25日（金）
議　題：①平成20年度の調査結果について
　　　　②平成21年度の調査内容について
　　　　③情報提供
概　要： ①について、平成20年度の調査報告書につい

て説明を行い、了承された。
　　　　 ②について、平成21年度の調査については、

｢消化プロセス導入の可能性調査について｣
及び ｢消化ガス利用に係る社会システム構築
調査について｣ の 2 項目とし、これらの検討
方針・内容について審議を行った。

　　　　 ③について、事務局より最近のエネルギー利
用に関する法改正の動向について報告した。

出席者：片山委員長　外 8 名

第１2７号・第１28号「再生と利用」編集担当者会議

日　時：平成22年 1 月26日（火）
議　題：①第127号の編集内容について
　　　　②第128号の編集方針（案）について   
　　　　③平成22年度編集企画（案）について
概　要： ①第127号の編集内容について、報告し了承

された。
　　　　 ②第128号の編集方針（案）について、検討

をおこない、特集のテーマは「平成22年度下
水汚泥資源利用等に関する予算及び研究内容
と今後の方針の解説」とし、秋田県立大学の
服部先生、長岡技術大学の姫野先生に執筆を
依頼することとした。

　　　　 ③平成22年度編集企画（案）について意見交
換を行い、来年度の特集テーマについては、
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第12９号の特集のテーマに「下水汚泥リサイ
クル製品の利用促進と安全性確保の取組みに
ついて」、第130号の特集のテーマに「地球温
暖化対策としての有効利用」とすることとし
た。

出席者：岡本委員　他 6 名

第１３回　�下水道台帳システム運用調査委員会・
第１１回　�下水道台帳管理システム標準化検討

委員会

日　時：平成22年 2 月22日（月）
議　題：① 「下水道台帳管理システム　標準仕様（案）

導入の手引き　Ver 4 」の発刊について
　　　　② システム標準化に関するアンケート結果に

ついて
　　　　③今後の課題について
　　　　④スケジュールについて
概　要：① 「下水道台帳管理システム　標準仕様（案）

導入の手引き　Ver 4 」の発刊について概
要版を用いて具体的な審議を行った。若干
の変更を行い、各委員の確認を得た上で発
刊することとなった。

　　　　② 平成21年10月から11月に行った簡易アン
ケート調査について報告した。

　　　　③ 標準仕様（案）の普及促進にまず取り組む
こととする。

　　　　④ 「下水道台帳管理システム　標準仕様（案）
導入の手引き　Ver 4 」は 7 月上旬の発刊
を目指し、下水道展にて説明会を実施予定。

出席者：清水委員長　外13名

第 ７回下水汚泥エネルギー利用調査委員会

日　時：平成22年 2 月24日（水）
議　題：①消化プロセス導入の可能性調査について
　　　　② 消化ガス利用に係る社会システム構築調査

について
　　　　③平成22年度調査について
概  要：① 消化プロセスを導入するための検討支援

ツールの改良について審議を行い、ツール
の公開方法について検討を行った。

　　　　② 消化ガス利用に係る社会システム構築とし
て、他のバイオマスを含めた消化プロセス
導入の検討支援ツール策定に向けたあり方
について審議し、引き続き検討することが
了承された。

　　　　③ 平成22年度の調査内容について意見交換を

行い、来年度調査として汚泥炭化物等に関
する市場調査及び他バイオマスを含めた消
化プロセス導入の検討支援ツール策定に向
けて引き続き検討することが了承された。

出席者：片山委員長　外 8 名

第１4回下水汚泥コンポスト利用促進連絡会

日　時：平成22年 2 月26日（金）
議　題：① 下水汚泥由来肥料等の窒素肥効試験につい

て
　　　　② 下水汚泥を原料とした汚泥肥料に関するア

ンケート調査について
　　　　③ 汚泥肥料中の有害物質のサンプリング手法

の開発事業について
概   要： ①平成21年度下水汚泥由来肥料等の窒素肥効

試験に関する調査について、前回連絡会（平
成21年10月）以降の状況について報告した。

　　　　 ②下水汚泥を原料とした汚泥肥料に関する、
リサイクル資材一覧の様式案について、事務
局より説明をおこない了承された。

　　　　 ③汚泥肥料中の有害物質のサンプリング手法
の開発事業（H20～ H21年度）の概要を事務
局から説明した。

　　　　 ④下水汚泥を原料とした汚泥肥料に関するア
ンケート調査の集計内容について了承された。

出席者：古畑委員長　他 ９ 名
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平成21年12月14日　　　　　第10回下水道台帳管理システム標準化検討委員会 本会第 2 会議室

平成21年12月21日　　　　　第121回「再生と利用」編集委員会 本会第 3 第 4 会議室

平成21年12月25日　　　　　第 ６ 回下水汚泥エネルギー利用調査委員会 本会第 1 会議室

平成22年 1 月2６日　　　　　第127号・第128号「再生と利用」編集担当者会議 本会第 3 第 4 会議室

平成22年 2 月22日　　　　　第13回下水道台帳システム運用調査委員会・
　　　　　　　　　　　　　第11回下水道台帳管理システム標準化検討委員会 本会第 3 第 4 会議室

平成22年 2 月24日　　　　　第 7 回下水汚泥エネルギー利用調査委員会 本会第 1 会議室

平成22年 2 月2６日　　　　　第14回下水汚泥コンポスト利用促進連絡会 本会第 1 会議室

次号予告
題名は執筆依頼の標題ですので
変更が生じることもあります（ ）

特　　集： 平成22年度下水汚泥資源利用等に関する予算
及び研究内容と今後の方針の解説

文献紹介： 3 編
講　　座：農地・緑地利用について
報　　告： グリーン購入法における平成22年度調達方針

について

　　　　　 下水汚泥由来肥料等の窒素肥効試験に関する
調査について

資　　料： 下水汚泥を原料とした汚泥肥料に関するアン
ケート調査について

そ の 他：会報、行事報告、次号予告、関係団体の動き
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 （平成22年 3 月 1 日現在）

会　　員 264

都 道 府 県 47

市 町 村 194

法 人 20

学 識 経 験 者 3

　計 　264

会員数

委 員 長　　日本大学大学院教授・東北大学名誉教授 野　池　達　也
委　　員　　秋田県立大学生物資源学部教授 尾　崎　保　夫
委　　員　　三重大学名誉教授 小　畑　　　仁
委　　員　　国土交通省都市・地域整備局下水道部下水道企画課資源利用係長 山　口　裕　司
委　　員　　独立行政法人土木研究所材料地盤研究グループ上席研究員（リサイクルチーム） 岡　本　誠一郎
委　　員　　日本下水道事業団技術開発部主任研究員 島　田　正　夫
委　　員　　独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構　東北農業研究センター研究管理監 田　村　有希博
委　　員　　独立行政法人農業環境技術研究所土壌環境研究領域主任研究員 川　崎　　　晃
委　　員　　財団法人　日本土壌協会参与土壌部長兼広報部長 仲　谷　紀　男
委　　員　　東京都下水道局計画調整部技術開発課技術開発主査（課長補佐） 舎　川　静　雄
委　　員　　札幌市建設局下水道施設部新川水処理センター管理係長 相　澤　邦　洋
委　　員　　山形市上下水道部浄化センター所長 奥　出　晃　一
委　　員　　横浜市環境創造局施設管理部　金沢水再生センター長 志　村　利　夫
委　　員　　名古屋市上下水道局計画部技術管理課主査（技術支援） 伊　藤　亜　子
委　　員　　大阪市建設局下水道河川部担当係長 黒　田　武　志
委　　員　　広島市下水道局管理部旭町水資源再生センター所長 下　久　英　二
委　　員　　福岡市道路下水道局下水道施設部施設調整課長 鈴　木　幸　夫

「再生と利用」編集委員会委員名簿
（順不同・敬称略）
（22. 3. 1 現在）
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下水汚泥分析方法―2007年版―

―下水汚泥の緑農地利用における良質な製品の提供・円滑な流通を図るため―

2008. 1 発行　Ａ ４版（2７0頁）価格5,500円　会員価格４,500円

　本書は、下水汚泥を緑農地利用するに際し、品質管理のための分析方法をまとめた1996年版を
改訂したものです。関連する肥料取締法、廃棄物の処理および清掃に関する法律および下水道法
等の法改正や分析装置を含む分析方法の進歩等をふまえ、分析項目および分析方法の見直しや充
実を図っています。
　主な改訂を目次（追加項目を下線）にて示すと、以下のとおりです。

目　　　次

1 ．通 則
1．1 適用範囲
1．2 原子量
1．3 質量及び体質
1．4 温度
1．５ 試薬
1．６ 機器分析法
1．7 試料
1．８ 結果の表示
1．９ 用語

2 ．試料の採取と調製
　2．1 試料の採取
　2．2 調製法
3 ．水分
　3．1 加熱減量法
4 ．灰分
　4．1 強熱灰化法
５ ．強熱減量
　５．1 強熱灰化法
６ ．原子吸光法及び ICP（誘導結合

プラズマ）発光分光分析法による
定量方法通則

　６．1 要旨
　６．2 金属等の測定
　６．3 試薬の調製
　６．4 前処理操作
7 ．原子吸光法による測定時の干渉
　7．1 要旨
　7．2 物理的干渉
　7．3 分光学的干渉
　7．4 イオン化干渉
　7．５ 化学的干渉
　7．６ バックグラウンド吸収
　7．7 準備操作
　7．８ 測定操作
８ ．ICP 発光分光分析法による測定

時の干渉
　８．1 バックグラウンド

　８．2 干渉
　８．3 ICP 発光分光分析法準備操作
　８．4  ICP 発光分光分析法測定操作 

付　ICP 質量分析法
９ ．各成分定量法
　９．1 アルミニウム
　９．2 アルミニウム
　　９．2．3  水素化合物発生 

ICP 質量分析法
　９．3 ホウ素
　９．4 炭素
　９．５ カルシウム
　９．６ カドミウム
　９．7 塩素（塩化物）
　９．８ コバルト
　９．９ クロム
　９．10 六価クロム
　 ９．10．1 原子吸光法
　 ９．10．2 ICP 発光分光分析法
　９．11 銅
　９．12 フッ素
　９．13 鉄
　９．14 水銀
　９．1５ カリウム
　９．1６ マグネシウム
　９．17 マンガン
　９．1８ モリブデン
　９．1９ 窒素
　９．20 ナトリウム
　９．21 ニッケル
　９．22 リン
　９．23 鉛
　９．24 硫黄
　９．2５ アンチモン
　 ９．2５．1  水素化合物発生 

原子吸光法
　 ９．2５．2  水素化合物発生 

ICP 発光分光分析法

　９．2６ セレン
　 ９．2６．3  水素化合物発生 ICP 発

光分光分析法
　９．27 ケイ素
　９．2８ スズ
　 ９．2８．1 原子吸光法
　 ９．2８．2ICP 発光分光分析法
　９．2９ パナジウム
　９．30 亜鉛
10．人為起源物質
　10．1 PCB
　 10．1．1 ガスクロマトグラフ法
　10．2 アルキル水銀化合物
　 10．2．1 ガスクロマトグラフ法
10．3 揮発性有機化合物
　 10．3．1 ガスクロマトグラフ質 

　量分析表
10．4 農薬類
　 10．4．1 有機リン農薬（ＥＰＮ，

パラチオン，メチルパラチオン）
ガスクロマトグラフ法

　10．4．2 農薬類　ガスクロマトグ
ラフ質量分析表

11．その他の試薬
　11．1 pH
　11．2 酸素消費量
　11．3 炭素・窒素比
　11．4 電気伝導率
　11．５ 植物に対する害に関する栽

培試験の方法
【参考資料】
1．幼植物試験とは
2．融合コンポスト
付録．原子量表
巻末資料
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　今号の特集は下水汚泥の有効利用セミナーです。パ
ネルディスカッションでは、事前に参加者にアンケー
トで汚泥有効利用に関する質問や意見を提出してもら
い、これに基づきパネラーの方々と事前に打ち合わせ
をし、できるだけ参加者のニーズに合致した内容にな
るようにしています。本号では 2 会場でのパネルディ
スカッションの概要を掲載しましたが、改めて読み直
してみると、情報量もかなり多く、かなり参加者の期
待に応えられたのではないかと思っています。また最
近では、エネルギー利用に関心を持つ参加者が多く、
そうした人達にとっては宮城県の乾燥造粒施設の導入
事例の紹介や施設視察は非常に参考になったのではな
いかと思います。
　宮城県の石田講師から乾燥燃料化の事例における

「逆有償」に関する苦労話がありましが、これについ
て少し触れたいと思います。燃料化物の売却益よりも
運搬費のほうが高い場合は、実質的に売却代金を受け
取ったことにならない（逆有償）ため、燃料化物が「有
価物」とみなされずに「廃棄物」として廃掃法が適用
されます。そうすると発電所、製紙工場などがこれを
受入れるには産廃処分業の許可が必要になります、通
常、発電所や製紙工場などは処分業の許可を持ってい
ませんので、燃料化物を運搬費よりも高く買い上げて
もらえる場合でしか受入れられないことになります。
これは発電所などが隣接していて運搬費がかからない
場合など極めて限定的なケースに限られ、受入先の確
保が非常に困難になります。
　現在では一部規制が緩和されて、逆有償の場合でも
製品の原材料の一部になるようなリサイクル（マテリ
アル・リサイクル）の場合は買取側が処分業の許可な
どをとる必要がなくなっています。しかし、燃料化

（サーマル・リサイクル）は燃料化物が製品の原材料
の一部とならないのでこれに該当せず、規制緩和の対
象とされていません。廃掃法の規制は、廃棄物が「ぞ
んざい」に扱われて環境上の支障が発生することを防
止することがその目的ですが、、低価格であっても有
償で譲り受けた者が占有者となった時点で、その廃棄
物は占有者にとっては大切な資産（有価物）となり「ぞ
んざい」に扱われないだろう、という考えが規制緩和

の理由のひとつになっています。この考え方は、原材
料の一部になる場合でも燃料として使われる場合でも
同じであり、同様に規制が緩和されてもよいと考えら
れます。ただし、もうひとつの規制緩和の要件として
は、その有効利用事業がすでに確立・継続していると
いうことがあります。燃料としての利用はまだ始まっ
たばかりですので、今後、宮城県やその他の都市です
でに始まっている燃料化事業が順調に実績を積み上げ
ていけば、燃料化についても同様に規制が緩和される
ことが期待されます。国は温暖化ガス25％削減を方針
として掲げており、速やかにこうしたエネルギー利用
の障害となっている規制を緩和する必要があると考え
ており、機会を捕らえて各方面に実績をアピールして
いく必要があると考えています。
　また、島田講師からは下水汚泥は非常に安心なリサ
イクル資材であること、また、基準適用の問題点につ
いて熱のこもった講義がありました。筆者もこれまで
様々な委員会、会議、調査などを通じて現場の声を聞
く機会がありましたが、下水汚泥の安全性に対する不
安やネガティブな意見は、必ずしも的を射たものばか
りではない場合があると感じています。適切な例えが
どうか分かりませんが、下水処理水に飲料水の基準を
あてはめて、「この下水処理水は基準を超えているの
で危険だ」というような評価を一般化している場合が
見受けられるように感じられます。この文章は本当に
放流水を直接飲もうとしているという極めて限定的な
条件下でのみ正しい内容であり、下水処理水の一般的
な評価ではないことは明白です。排水基準が飲料水基
準に比べて緩く設定されている理由は説明する必要が
ないと思いますが、リサイクル製品の評価についても、
その有姿や利用形態、状況、さらには基準値がどのよ
うな考えに基づいて設定されているか、試験方法がど
のような意味を持つか、などをよく勘案した上で、適
切に行われるべきですし、下水道サイドとしてもこの
ことを良く理解しておく必要があると考えています。

 （MB）
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